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第１ はじめに 

 

千葉県病院局は、高度・特殊な専門医療の最後の砦である全県（複数医療圏域）対応型

の医療機能や地域の中核医療を担う県立６病院を管理・運営しており、いずれの県立  

病院も千葉県保健医療計画における重要な医療拠点と位置付けられています。 

 

 ※千葉県立病院が提供する主な医療機能※ 

 ・先端・高度専門的ながん医療と研究 

 ・全県を対象とした救急医療（３次救急） 

 ・全県を対象とした精神科医療（精神科救急） 

 ・高度専門的な小児医療 

 ・循環器系疾患領域の高度専門医療及び市原・山武長生夷隅医療圏の地域中核医療 

 ・香取地域の地域中核医療（急性期医療）及び在宅復帰支援 

 ・災害拠点病院を中心とした中核的な災害医療の提供 

 

千葉県立病院は、病院局を設置した平成 16 年 4 月から、地方公営企業（地方公営企業

法の全部適用）として運営されていますが、本県の県立病院も他の公立病院（自治体立 

病院）と同様に医療機能のあり方の検討、医師をはじめとする医療従事者の確保、赤字 

体質の経営等の課題を抱えています。 

 

国は、公立病院の現状と課題を踏まえ、平成 19 年 12 月に「公立病院改革ガイド    

ライン」、平成 27 年 3 月に「新公立病院改革ガイドライン」を策定し、全国の地方公共

団体に対して、改革プランの策定による病院機能の見直しと病院事業経営の改革に総合

的に取り組むよう要請しました。千葉県では当該要請に基づき、平成 21 年 3 月に「千葉

県立病院改革プラン」（対象期間：平成 21 年度から 23 年度）、平成 24 年 3 月に「第 3 次

中期経営計画」（対象期間：平成 24 年度から 28 年度）、平成 29 年 6 月に「千葉県立病院

新改革プラン」（対象期間：平成 29 年度から令和 2 年度）を策定し、経営の健全化等に

向けた取組を推進してきました。 

 

その結果、平成 22 年度から 25 年度の間における千葉県立病院の経営状況は、経営  

改善に向けた取組の推進のほか、診療報酬の引き上げ等により医業収支が改善し、経常

収支の黒字化、資金残高も 120 億円を超えるなど、健全な経営を維持しました。 

 

しかし、平成 26 年度以降は、千葉県がんセンターにおける腹腔鏡下手術の死亡事故に

よる患者数減少、会計制度の変更による退職給与引当金の分割計上、循環器病センター

及び佐原病院での常勤医師の減少と周辺人口減少に連動した患者数減少等の複数要因に

より、病床利用率の低下や、医業収益の伸び悩みという状況となりました。 
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一方、医業費用では、医療提供体制強化のための人員増による人件費の増加、医薬品・

診療材料等の材料費、業務委託費等の経費が年々増加しています。そのため、近年の千葉

県立病院では、医業費用の伸びが医業収益の伸びを上回る状況が続いており、医業収支

が年々悪化しています。 

そして、令和元年度決算では、約 30 億 8 千万円の純損失となり、6 年連続の赤字決算

となりました。 

 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、年度末に資金不足が生じた

ことから 37 億円の長期貸付金を受けました。さらに、令和 3 年度についても資金不足が

懸念されるとして、令和 3 年度当初予算において経費の一部が留保される状況となりま

した。 

このように、千葉県立病院の経営は極めて厳しい状況にあり、経営改善は喫緊の課題

です。 

 

これらの状況を踏まえて、今般、令和 3 年度から 6 年度の 4 年間を計画期間とする  

新たな改革プランを策定しました。本改革プランでは従来の改革プラン以上に、より  

経営を意識して、以下のとおり経営状況の把握と早期の経営改善に重点を置いた対策を

講じます。 

 

・職員一人一人が経営を意識するための「経営の見える化」 

・生産性の向上（患者の確保）による早期の医業収支改善 

・医薬品、診療材料、医療機器、委託事業等の医業費用削減の徹底 

 

本改革プランでは、これまで同様、医療安全と県民に安心で質の高い医療を提供する 

ことを重視しています。同時に、早期に経営改善を実現するために、徹底した業務の  

効率化と合理化を推進し、引き続き本県の医療提供機能において重要な役割を果たす 

ために、職員一丸となって全力で改革に取り組みます。 
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第２ 本改革プランの策定目的と概要 

 

１ 千葉県立病院改革プラン策定の背景 

平成 19 年 12 月に総務省が公表した「公立病院改革ガイドライン」では、地域において

必要な公立病院の持続可能な経営を目指し、経営の効率化、再編ネットワーク化、経営  

形態の見直しなど、病院の実情に応じた「病院改革プラン」を策定することが求められ  

ました。 

本県では、平成 20 年 12 月に「千葉県立病院改革プラン検討会」を設置、平成 21 年 3月

に「千葉県立病院改革プラン」を策定し、県立病院の経営の健全化等に向けた取組を推進

してきました。 

その後、「千葉県立病院改革プラン」の継続と、更なる経営改善の推進のために、平成 24

年 3 月に「第 3 次中期経営計画」を策定し実行してきました。 

 

２ 千葉県立病院新改革プラン策定の背景 

全国的には、公立病院改革プランの取組により、再編・ネットワーク化や経営形態の  

見直しに取り組む病院が増加して、経常損益黒字の病院が約 3 割から約 5 割にまで改善 

するなど一定の成果がみられました。しかし、医師不足、人口減少、少子高齢化の急速な

進展といった医療需給環境の変化が見込まれたことから、国は、引き続き経営効率化等の

視点に立った改革を継続し、地域における良質な医療を確保していく必要があるとして、

平成 27 年 3 月に「新公立病院改革ガイドライン」を策定しました。 

新ガイドラインでは、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえ、旧ガイドラインの 

「経営効率化」、「再編・ネットワーク化」、「経営形態の見直し」の 3 つの視点に、「地域  

医療構想を踏まえた役割の明確化」を加えた 4 つの視点に立って改革を進めることとなり

ました。 

本県では、新ガイドラインに基づき、平成 29 年 6 月に「千葉県立病院新改革プラン」を

策定し、一層の経営効率化と医療安全の確保に取り組んできました。 

 

３ 本改革プラン策定の背景 

千葉県病院局は、令和元年度まで 6 年連続の赤字決算となったことに加え、令和 2 年度

は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、年度末に資金不足が生じたことから 37 億円

の長期貸付金を受けるなど、その経営は極めて厳しい状況にあります。 

このため、経営改善が喫緊の課題となっており、県立病院の改革に取り組む必要が   

あります。現在、総務省による新たな公立病院改革ガイドラインが示されていないところ

ですが、これまでの改革プランの流れを継続し、令和 3 年度から 4 年間を計画期間とする

本改革プランを策定しました。 

本改革プランは、これまで以上に経営を意識したものになっています。経営状況の把握

と経営改善に重点を置いた取組により、県立病院の改革を進めます。 

なお、令和 4 年 3 月 29 日に総務省から「持続可能な地域医療提供体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン」が示されたことから、本ガイドラインを踏まえた改定を

令和 5 年度に行いました。 
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第３ 県立病院の現状と課題等 

 

１ 各県立病院の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○病床数：１，２３７床（令和３年４月１日） 

○職員数：２，２３７人（令和２年度末） 

  うち医師数：２４３人 看護師数：１，４３３人 

○事業規模（令和元年度） 

  事業収益：４５４．６億円 事業費用４８５．４億円 

  うち医業収益：３１６．８億円 医業費用：４６１．７億円 

○患者数（令和２年度） 

  延入院患者数：２６．１万人  延外来患者数：３９．３万人 

循環器病センター 

がんセンター 

こども病院 

総合救急災害医療センター 

佐原病院 

精神科医療センター 

救急医療センター 
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（１）千葉県がんセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

がんセンターは、県内におけるがん対策の中心的役割を担う病院として昭和 47 年に開設

されました。県内全域から患者を受け入れ、がん専門病院として質の高いがん医療を効率

的に提供しています。 

令和 2 年に病院の建替えを実施しました。現在の医療ニーズに対応した施設・設備の  

整備のために、109 床の増床と最新の医療機器の増設を行い、ダヴィンチサージカル   

システムの 2 台体制を実現しました。 

高度ながん医療に対応するため、臓器別に診療科を設置し、診療サポート部門や研究所

と緊密な連携を取りながら診断・治療を行う体制を取っています。 

また、令和 2 年に新設された「患者総合支援センター」による入退院支援等の患者   

サポート、緩和ケアについて組織横断的に統括し、治療早期からのケアを行う「緩和ケア

センター」、新薬開発などの臨床研究を行う「治験臨床研究センター」を通じて、がん患者

への多角的な支援の拡充とがん医療の更なる推進を図っています。 

当センターは、都道府県がん診療連携拠点病院の指定を受けており、地域がん診療連携

拠点病院等に対する研修会の開催、がん診療連携協議会での情報共有等を行い、県内がん

診療機能の強化に取り組んでいます。また、関東甲信越ブロックにおける小児がん連携  

病院の指定を受けています。 

令和元年には県内で唯一のがんゲノム医療拠点病院に指定され、千葉大学医学部附属 

病院と連携してがんゲノム医療の専門外来を設置し、当該医療を必要とする患者への適切

な医療提供と、県内のゲノム医療向上のための体制整備を行っています。 

 

  

○がん対策の中心的役割を担う病院 

○臓器別診療科を設け、センター内研究所と連携しながら放射線医療、遺伝子治療

等の高度先進医療を実施 

○令和元年度に県内唯一のがんゲノム医療拠点病院の指定を受ける。 

○がん診断・治療のほか、「緩和ケア」「治験臨床研究」のセンターを開設 

○令和 2 年 10 月に新棟をオープン。許可病床数を 450 床とする。 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県がんセンター 開設年月日 昭和 47 年 11 月 1 日 

所在地 〒260-8717 千葉市中央区仁戸名町 666-2 (TEL)043-264-5431 

敷地面積 ㎡ 59,229 

建物面積 ㎡ 63,097（うち病院等:54,849 宿舎等：6,270 その他：1,978） 

病床数  床 450（うち一般：450） 

看護配置 7:1 急性期看護補助体制（看護補助者５割以上） 25:1 

指定医療機関の種類 健保、国保、労災、自立（精神）、身障、生保、結核、原爆、母保、特定、小慢、救急 

※施設基準※（令和 3 年 4月 1 日現在） 

専門病院入院基本料(7:1)、救急医療管理加算、診療録管理体制加算 1、医師事務作業補助体制加算

2(30:1)、急性期看護補助体制加算(25:1)、療養環境加算、重症者等療養環境特別加算、無菌治療室管理加

算 1・2、緩和ｹｱ診療加算、栄養ｻﾎﾟｰﾄﾁｰﾑ加算、医療安全対策加算 1(医療安全対策地域連携加算 1)、感染

防止対策加算 1(感染防止対策地域連携加算)、患者ｻﾎﾟｰﾄ体制充実加算、褥瘡ﾊｲﾘｽｸ患者ｹｱ加算、後発医薬

品使用体制加算 1、病棟薬剤業務実施加算 1、ﾃﾞｰﾀ提出加算 2 及び 4、入退院支援加算 1（入院時支援加算）、

緩和ｹｱ病棟入院料 1、歯科点数表の初診料の注 1 に規定する施設基準、歯科外来診療環境体制加算 1、がん

性疼痛緩和指導管理料、がん患者指導管理料ｲ・ﾛ・ﾊ・ﾆ、外来緩和ｹｱ管理料、外来放射線照射診療料、ﾆｺ

ﾁﾝ依存症管理料、療養・就労両立支援指導料(注 3 に規定する相談支援加算）、がん治療連携計画策定料、

薬剤管理指導料、医療機器安全管理料 1・2、在宅腫瘍治療電場療法指導管理料、BRCA1/2 遺伝子検査、が

んｹﾞﾉﾑﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ検査、HPV 核酸検出及び HPV 核酸検出(簡易ｼﾞｪﾉﾀｲﾌﾟ判定)、検体検査管理加算(Ⅰ)・(Ⅱ)、

遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ加算、遺伝性腫瘍ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ加算、ﾎﾟｼﾞﾄﾛﾝ断層・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ断層複合撮影、CT 撮影及び MRI 撮

影、抗悪性腫瘍剤処方管理加算、外来化学療法加算 1、連携充実加算、無菌製剤処理料、脳血管疾患等ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅱ)、運動器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅰ)、呼吸器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料(Ⅰ)、がん患者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料、ﾘﾝﾊﾟ浮腫

複合的治療料、ﾚｰｻﾞｰ機器加算、四肢・躯幹軟部悪性腫瘍手術及び骨悪性腫瘍手術の注に掲げる処理骨再建

加算、組織拡張器による再建手術(乳房(再建手術)の場合に限る。)、原発性悪性脳腫瘍光線力学療法加算、

脊髄刺激装置植込術及び脊髄刺激装置交換術、鏡視下咽頭悪性腫瘍手術（軟口蓋悪性腫瘍手術を含む）、鏡

視下喉頭悪性腫瘍手術、乳がんｾﾝﾁﾈﾙﾘﾝﾊﾟ節加算 1 及びｾﾝﾁﾈﾙﾘﾝﾊﾟ節生検(併用)、乳がんｾﾝﾁﾈﾙﾘﾝﾊﾟ節加算 2

及びｾﾝﾁﾈﾙﾘﾝﾊﾟ節生検(単独)、ｹﾞﾙ充填人工乳房を用いた乳房再建術(乳房切除後)、胸腔鏡下縦隔悪性腫瘍

手術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、胸腔鏡下良性縦隔腫瘍手術(内視鏡手術用支援機器を用いる

場合)、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術(区域切除で内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手

術(肺葉切除又は１肺葉を超えるもので内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ移植術及びﾍﾟｰｽﾒｰ

ｶｰ交換術、腹腔鏡下胃切除術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、腹腔鏡下噴門側胃切除術(内視鏡手術

用支援機器を用いる場合)、腹腔鏡下胃全摘術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、胆管悪性腫瘍手術

(膵頭十二指腸切除及び肝切除(葉以上)を伴うものに限る)、腹腔鏡下肝切除術(部分切除術、外側区域切

除)、腹腔鏡下膵腫瘍摘出術、腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術、早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術、腹腔鏡下

直腸切除・切断術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、腹腔鏡下腎悪性腫瘍手術(内視鏡手術用支援機器

を用いるもの)、腹腔鏡下膀胱悪性腫瘍手術(内視鏡手術用支援機器を用いる場合)、人工尿道括約筋植込・

置換術、腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術（内視鏡手術用支援機器を用いるもの）、腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術

(子宮体がんに対して内視鏡下手術用支援機器を用いる場合)、腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術(子宮体がんに

限る。)、胃瘻造設術、遺伝性乳癌卵巣癌症候群患者に対する子宮附属器腫瘍摘出術、輸血管理料Ⅰ、輸血

適正使用加算、自己生体組織接着剤作成術、自己ｸﾘｵﾌﾟﾚｼﾋﾟﾃｰﾄ作成術(用手法)、同種ｸﾘｵﾌﾟﾚｼﾋﾟﾃｰﾄ作成術、

人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算、麻酔管理料Ⅰ、放射線治療専任加算、外来放射線治療加算、高ｴﾈ

ﾙｷﾞｰ放射線治療、1 回線量増加加算、強度変調放射線治療(IMRT)、画像誘導放射線治療加算(IGRT)、体外

照射呼吸性移動対策加算、直線加速器による放射線治療(定位放射線治療)、定位放射線治療呼吸性移動対

策加算(その他)、画像誘導密封小線源治療加算、病理診断管理加算 2、悪性腫瘍病理組織標本加算、口腔

病理診断管理加算 2、ｸﾗｳﾝ･ﾌﾞﾘｯｼﾞ維持管理料、入院時食事療養(Ⅰ)、酸素の購入単価、抗悪性腫瘍剤治療

における薬剤耐性遺伝子検査、経皮的乳がんﾗｼﾞｵ波焼灼療法 早期乳がん、MRI 撮影及び超音波検査融合画

像に基づく前立腺針生検法、陽子線治療(外科的治療を実施する施設)、術後ｱｽﾋﾟﾘﾝ経口投与療 
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（２）千葉県救急医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県救急医療センターは、千葉県全域を対象とする 3 次救急医療施設として昭和 55 年

に開設されました。平成 6 年 12 月に、救命救急センターの中でも特に高度な診療機能を 

有する施設である「高度救命救急センター」の認定を受け、県内唯一の高度救命救急   

センターとしての役割を担っています。 

循環器科、脳神経外科、神経内科、心臓血管外科、消化器外科、整形外科、形成外科、 

麻酔科、集中治療科などの専門医が救急医療に特化した形で協力し合い、24 時間 365 日 

体制で心筋梗塞、脳卒中、大動脈疾患、重症多発外傷などの重症救急患者の治療を行う、

全国でも数少ない独立型の救命救急センターです。 

重症救急患者の受け入れをより迅速に行うため「循環器ホットライン」、「脳卒中ホット

ライン」を運用しており、なかでも脳梗塞の超急性期治療として国内外で注目されている

「血栓回収療法」の 24 時間施行を可能にする体制を確立しています。そのような重症救急

患者の効果的な回復を目指し、発症早期段階からリハビリテーションを開始して急性期 

以後の医療を担う他の医療機関と地域連携室を介した緊密な連携を図っています。 

平成 8 年に災害拠点病院の指定を受け、自然災害のみならず、多重事故、化学災害、   

テロ等の大規模災害に備え、隣接する千葉市立海浜病院及び千葉市消防局と連携しながら

実践的訓練や人的・物的機能整備を図っています。 

平成9年10月には県内唯一の熱傷専門治療施設である「熱傷センター」を併設しました。

「熱傷手術室」での治療や機能回復訓練など、重度の熱傷患者の早期社会復帰を目指した

最適な治療を提供しています。その他にも、切断指（肢）や急性中毒などの特殊救急疾患

といわれる高度な医療技術を必要とする重症救急患者にも 24 時間体制で対応しています。 

そのほか、厚生労働省から認定された専門スタッフからなるＤＭＡＴ（災害派遣医療  

チーム）を編成し、平成 23 年の東日本大震災での派遣や令和元年度の台風 15 号及び 19 号

の県対策本部及び被災医療機関の支援などを行いました。現在は 3 チームの編成が可能な

状況となっており、その活動は県内にとどまらず遠隔地への災害派遣が可能な体制を維持

しています。 

なお、令和 5 年 11 月から精神科医療センターと一体整備し、総合救急災害医療センター

にその機能を引き継いでいる。 

  

○千葉県全域を対象とする県内唯一の高度救命救急センターであり、全国的にも 

数少ない独立型の救命救急センター 

○24 時間 365 日体制で心筋梗塞、脳卒中、大動脈疾患、重症多発外傷などの重症救

急患者の治療を実施 

○「循環器・脳卒中ホットライン」を運用しているほか、県内唯一の熱傷専門治療 

施設（熱傷センター）を併設 

○現在、「（仮称）千葉県総合救急災害医療センター」の建設（救急医療センターと

精神科医療センターの統合）を進めており、令和 5 年の開院を目指す。 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県救急医療センター 開設年月日 昭和 55 年 4 月 23 日 

所在地 〒261-0012 千葉市美浜区磯辺 3-32-1  (TEL)043-279-2211 
敷地面積 ㎡ 21,814 

建物面積 ㎡ 15,092（うち病院等:11,204 宿舎等：3,758 その他：130） 

病床数  床 100（うち一般：100） 

看護配置 7:1 急性期看護補助体制（看護補助者５割未満） 25:1 

指定医療機関の種類 健保、国保、労災、自立（更生）、自立（精神）、身障、生保、精保、結核、原爆、公害、特定、救急 

※施設基準※（令和 3年 4 月 1日現在） 

急性期一般入院料 1（7:1）、救急医療管理加算、超急性期脳卒中加算、診療録管理体制加算 2、

医師事務作業補助体制加算 2（75:1）、急性期看護補助体制加算（25:1）（看護補助者 5 割未満）、

看護職員夜間配置加算（12:1 配置加算 2）、療養環境加算、重症者等療養環境特別加算、医療安

全対策加算 1（医療安全対策地域連携加算 1）、感染防止対策加算 1（感染防止対策地域連携加算）、

データ提出加算 2 ロ（許可病床数 200 床未満・提出データ評価加算）、入退院支援加算 1（地域連

携診療計画加算有・入院時支援加算・総合機能評価加算）、せん妄ハイリスク患者ケア加算、精

神疾患診療体制加算、救命救急入院料 2（高度救命救急センター・充実段階 A）、救命救急入院料

3（高度救命救急センター・充実段階 A）、救命救急入院料 4（高度救命救急センター・充実段階

A）、心臓ペースメーカー指導料の注 5 に規定する遠隔モニタリング加算、薬剤管理指導料、医療

機器安全管理料 1、検体検査管理加算(Ⅰ)･(Ⅱ)、神経学的検査、CT 撮影及び MRI 撮影、無菌製

剤処理料、心大血管リハビリテーション料(Ⅰ)(初期加算)、脳血管疾患等リハビリテーション料

(Ⅱ)（初期加算）、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)（初期加算）、呼吸器リハビリテーション料

(Ⅰ)（初期加算）、医科点数表第 2 章第 9 部処置の通則 5 に掲げる処置の休日加算 1、医科点数

表第 2 章第 9 部処置の通則 5 に掲げる処置の時間外加算 1、医科点数表第 2 章第 9部処置の通則

5 に掲げる処置の深夜加算 1、経皮的冠動脈形成術(特殊カテーテルによるもの)、ペースメーカ

ー移植術及びペースメーカー交換術、ペースメーカー移植術及びペースメーカー交換術（リード

レスペースメーカー）、両心室ペースメーカー移植術及び両心室ペースメーカー交換術、植込型

除細動器移植術及び植込型除細動器交換術及び経静脈電極抜去術、両室ペーシング機能付き植込

型除細動器移植術及び両室ペーシング機能付き植込型除細動器交換術、大動脈バルーンパンピン

グ法（IABP 法）、医科点数表第 2 章第 10 部手術の通則の 12 に掲げる手術の休日加算 1、医科点

数表第 2 章第 10 部手術の通則の 12 に掲げる手術の時間外加算 1、医科点数表第 2 章第 10 部手

術の通則の 12 に掲げる手術の深夜加算 1、胃瘻造設術（内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻増設

術を含む）、輸血管理料Ⅱ、麻酔管理料(Ⅰ)、入院時食事療養(Ⅰ)、酸素の購入単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



9 
 

（３）千葉県精神科医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

精神科医療センターは、精神科一般診療に加え、ただちに治療が必要な急性の精神病  

状態にある人々に対し、休日・夜間を問わず、24 時間 365 日切れ目なく医療を提供する  

ことを目的とし、昭和 60 年に設立された精神科の専門医療機関です。 

精神科医療センターでは、救急外来治療、短期入院治療等を活用し、救急精神病状態を

速やかに終息させ、退院後は関係機関等と連携しながら医療の継続を図ることを運営 

方針としており、当センターをモデルとした急性期型の精神科病棟が全国展開されて 

いるところです。 

救急外来治療の実現のため、千葉県精神科救急医療システムにおいて、院内に「精神科

救急情報センター」を設置し、精神科救急患者本人や家族、救急隊からの相談等への  

対応、受診調整等を行いながら、県内唯一の 3 次救急医療施設として常に対応病床を  

確保し、基幹病院・輪番病院を支援する中核的な役割を果たしています。 

また、短期集中治療を行っており、当センターにおける平均在院日数は約 46 日と、  

全国平均に比べ著しく短くなっています。 

加えて、在宅ケアや退院後の治療継続のため、アウトリーチ（訪問支援）やデイホス   

ピタルによりアフターケアの充実を図るとともに、保健所だけでなく、就労移行事業所

をはじめとした各関係機関と連携し就労の定着を図るなど、患者さんが地域社会の中で

自分らしい生活を実現できるよう、多方面からのサポートを実施しています。 

さらに、心身喪失者等医療観察法の鑑定入院医療機関・指定通院医療機関として精神  

障害により重大な他害行為を行った患者等の治療を行い、地域で安定した生活ができる

よう、支援を行っています。 

なお、近年では、国が推進するＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）事業に積極的に 

参加し、広域災害等に際し、迅速な対応を実施しています。 

なお、令和 5 年 11 月から救急医療センターと一体整備し、総合救急災害医療センター

にその機能を引き継いでいる。 

 

 

 

 

 

 

○主として急性の精神疾患に対応する 24 時間、365 日体制の精神科の専門医療機関

（全国に先駆けて精神科救急医療を実践） 

○県内唯一の 3 次救急医療施設（精神科）であり「精神科救急情報センター」を設置 

○精神科救急のほか、訪問支援など退院後のアフターケアを実施 

○現在、「（仮称）千葉県総合救急災害医療センター」の建設（救急医療センターと

精神科医療センターの統合）を進めており、令和 5 年の開院を目指す。 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県精神科医療センター 開設年月日 昭和 60 年 6 月 1 日 

所在地 〒261-0024 千葉市美浜区豊砂 5  (TEL)043-276-1361 
敷地面積 ㎡ 8,777.18 

建物面積 ㎡ 3,798（うち病院等:3,798） 

病床数  床 50（うち精神：50） 

看護配置 10:1 急性期看護補助体制   － 

指定医療機関の種類 健保、国保、生保、精保、自立支援法、医療観察法、労災 

※施設基準※（令和 3年 4 月 1日現在） 

救急医療管理加算、診療録管理体制加算 2、看護配置加算、看護補助加算 1、精神科応急入院

施設管理加算、精神病棟入院時医学管理加算、医療安全対策加算 2、患者サポート体制充実加算、

精神科救急搬送患者地域連携紹介加算、精神科救急入院料 1、薬剤管理指導料、CT 撮影及び MRI

撮影、精神科ショート・ケア(大)、精神科デイ・ケア(大)、抗精神病特定薬剤治療指導管理料（治

療抵抗性統合失調症治療指導管理料に限る）、医療保護入院等診療料、精神科在宅患者支援管理

料、入院時食事療養(Ⅰ)、酸素の購入単価、通院対象者通院医学管理料、医療観察精神科デイ・

ケア(大)、医療観察精神科ショート・ケア(大) 
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（参考）千葉県総合救急災害医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合救急災害医療センターは、県全域を対象に重症患者の救命救急措置を行う救命救

急センターであり、また高度救命救急センターとして救急医療を支えてきた救急医療セ

ンターと、県の精神科救急医療システムの中核医療施設として、県内の精神科救急を支

えてきた精神科医療センターを統合して、令和 5 年 11 月 1 日に開院しました。 

2 つの病院を一体的に整備することにより、身体と精神の救急医療のさらなる充実と

医療の質の向上を図り、県民の健康と生命を守るため、24 時間 365 日体制で県内救急医

療における最後の砦としての役割を担います。 

  救急医療については、引き続き救命救急センター及び高度救命救急センターに指定さ

れており、屋上にヘリポートを設置し、搬送時間の短縮と遠方からの受け入れを推進す

るとともに、初療室ではハイブリッド ER を運用し、CT 撮影による診断からの緊急処置

と血管造影診断装置によるカテーテル治療が同時に対応可能であり、特に重症外傷や院

外 CPA（心肺停止）患者への治療介入の時間短縮を図り、救命率を改善していきます。 

精神科救急については、ただちに治療が必要な急性の精神病状態にある人々の治療を

行っており、退院後の在宅ケアもフォローアップすることを原則とし、入り口から出口

を一貫する 4 つの基本戦略（即応医療、集中医療、継続医療、包括医療）のもとで運営し

ています。 

  また、開院と同時に災害拠点病院の指定も受けており、防災棟や地上ヘリポートを整

備するとともに、迅速なトリアージと搬送を実現するために、大規模災害時にも病院機

能を維持できるよう非常用電源や飲料水などを配備しています。さらに、院内エントラ

ンスなどにも医療用ガス配管を置き、緊急時の患者収容能力を強化するほか、災害発生

時には DMAT（災害派遣医療チーム）と DPAT（災害派遣精神医療チーム ）を同時に運用

し、身体・精神両面にわたる包括的な医療を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

○救急医療センターと精神科医療センターを統合して、令和 5 年 11 月 1 日に開院 

〇24 時間 365 日体制で心筋梗塞、脳卒中、大動脈疾患、重症多発外傷などの重症 

救急患者の治療を実施 

〇県内唯一の精神科の３次救急施設であり「精神科救急情報センター」を設置 

〇災害拠点病院として、災害発生時には、身体・精神両面にわたる包括的な医療を 

提供 
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参考：病院概要（千葉県総合救急災害医療センター） 

 

病院名 千葉県総合救急災害医療センター 開設年月日 令和 5 年 11 月 1 日 

所在地 〒261-0024 千葉市美浜区豊砂 6-1  (TEL)043-239-3333 
敷地面積 ㎡ 42,118.85 

建物面積 ㎡ 22,244.90（うち病院等:20,908.47 精神保健福祉センター:1,336.43） 

病床数  床 150（うち一般:100、精神:50） 

看護配置 7：1 急性期看護補助体制（看護補助者５割未満） 25：1 

指定医療機関の種類 健保、国保、労災、自立（更生）、自立（精神）、身障、生保、精保、医療観察法、結核、原爆、公害、特定、救急 

※施設基準※（令和 5年 11 月 1日現在） 

急性期一般入院料 1（7:1）、救急医療管理加算、超急性期脳卒中加算、診療録管理体制加算 2、

医師事務作業補助体制加算 1（75:1）、急性期看護補助体制加算（25:1）（看護補助者 5 割未満）、

看護職員夜間配置加算（12:1 配置加算 2）、看護配置加算、看護補助加算 1、療養環境加算、重症

者等療養環境特別加算、精神科応急入院施設管理加算、精神病棟入院時医学管理加算、医療安全

対策加算 1（医療安全対策地域連携加算 1）、感染対策向上加算 2（連携強化加算、サーベイラン

ス強化加算）、褥瘡ハイリスク患者ケア加算、精神科救急搬送患者地域連携紹介加算、データ提

出加算 2ロ（許可病床数 200 床未満・提出データ評価加算）、入退院支援加算 1（地域連携診療計

画加算有・入院時支援加算・総合機能評価加算）、せん妄ハイリスク患者ケア加算、精神疾患診

療体制加算、精神科急性期医師配置加算、地域医療体制確保加算、救命救急入院料 1（高度救命

救急センター・充実段階 A）、特定集中治療室管理料 2、精神科救急急性期医療入院料、心臓ペー

スメーカー指導料の注 5に規定する遠隔モニタリング加算、下肢創傷処置管理料、薬剤管理指導

料、医療機器安全管理料 1、検体検査管理加算(Ⅰ)･(Ⅱ)、神経学的検査、CT撮影及び MRI 撮影、

無菌製剤処理料、心大血管リハビリテーション料(Ⅰ)(初期加算)、脳血管疾患等リハビリテーシ

ョン料(Ⅱ)（初期加算）、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)（初期加算）、呼吸器リハビリテーシ

ョン料(Ⅰ)（初期加算）、療養生活継続支援加算、精神科ショート・ケア(大)、精神科デイ・ケア

(大)、抗精神病特定薬剤治療指導管理料（治療抵抗性統合失調症治療指導管理料に限る）、医療

保護入院等診療料、精神科在宅患者支援管理料、医科点数表第 2章第 9部処置の通則 5 に掲げる

処置の休日加算 1、医科点数表第 2 章第 9 部処置の通則 5 に掲げる処置の時間外加算 1、医科点

数表第 2 章第 9 部処置の通則 5 に掲げる処置の深夜加算 1、経皮的冠動脈形成術(特殊カテーテ

ルによるもの)、ペースメーカー移植術及びペースメーカー交換術、ペースメーカー移植術及び

ペースメーカー交換術（リードレスペースメーカー）、両心室ペースメーカー移植術（経静脈電

極の場合）及び両心室ペースメーカー交換術（経静脈電極の場合）、植込型除細動器移植術（経

静脈リードを用いるもの又は皮下植込型リードを用いるもの）、植込型除細動器交換術（その他

のもの）及び経静脈電極抜去術、両室ペーシング機能付き植込型除細動器移植術（経静脈電極の

場合）及び両室ペーシング機能付き植込型除細動器交換術（経静脈電極の場合）、大動脈バルー

ンパンピング法（IABP 法）、医科点数表第 2 章第 10 部手術の通則の 12に掲げる手術の休日加算

1、医科点数表第 2 章第 10 部手術の通則の 12 に掲げる手術の時間外加算 1、医科点数表第 2 章

第 10 部手術の通則の 12に掲げる手術の深夜加算 1、胃瘻造設術（内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡

下胃瘻増設術を含む）、輸血管理料Ⅱ、人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算、麻酔管理料(Ⅰ)、

入院時食事療養(Ⅰ)、酸素の購入単価、通院対象者通院医学管理料、通院対象者社会復帰体制強

化加算、医療観察精神科ショート・ケア(大)、医療観察精神科デイ・ケア(大) 
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（４）千葉県こども病院 

 

 

 

 

 

 

 

こども病院は、一般の医療機関で対応が困難な新生児疾患や重度小児疾患等の治療等に

対応し、本県における小児医療の中核的役割を担う小児総合医療施設として昭和 63 年 10

月に開設されました。受診対象は、原則として 15 歳までを対象に、高度専門的な診断・  

治療、予防相談等の医療を、「児童の権利に関する条約」の基本理念に基づいて提供して  

います。なお、診療は原則として他の医療機関からの紹介予約制です。 

当院は県全体の 3 次救急医療を担う小児医療連携拠点病院（小児中核病院）として、  

２次救急医療体制を補完・バックアップする機能を有し、小児医療を担う人材育成のため

の研修医等の受入れや小児医学向上のための研究・調査を実施しています。 

新生児疾患や重症患者の治療に当たっては、内科系、外科系及び集中治療部門に配置 

された専門医が診療科の枠を超えたチーム医療を行い、先天性心臓病、悪性脳腫瘍、消化

管閉鎖症などの新生児の総合的な外科手術、小児骨髄移植及び臍帯血移植、各種の指定  

難病及び小児慢性特定疾病の診療を実施しています。 

平成 16 年には地域医療支援病院に認定され、地域医療機関との機能分担と連携を   

進めることで、安全な小児医療の提供と県内小児医療水準の向上を支援しています。 

「こども・家族支援センター」では、地域の医療機関との連携推進、療養生活の支援や

相談、ボランティア活動のコーディネートなど、受診前から退院後までの一貫した多角的

支援を実施しています。また、小児在宅医療に医療福祉相談員（ＭＳＷ）を配置し、関係

機関と連携しながらこども一人ひとりに合わせた支援を実施しています。 

なお、当院は独立型の小児専門医療機関として、病院保育士、チャイルドライフ    

スペシャリスト（ＣＬＳ）、遺伝カウンセラーなど、専門的な職員を配置していることも  

特色の一つとなっています。 

平成 27 年に新生児対応型の地域周産期母子医療センターの認定を受けたほか、令和  

元年には血液悪性腫瘍や固形腫瘍への専門医療分野における小児がん連携病院の指定を 

受けています。 

 

  

○各種新生児疾患や重度小児疾患等の治療等を行う小児総合医療施設 

○平成 16 年に地域医療支援病院の承認、平成 27 年に地域周産期母子医療センター

の認定、令和元年度に小児がん連携病院の指定及びアレルギー疾患地域基幹病院

の選定を受けるなど、本県の小児医療の中核的役割を果たす。 

○先天性心臓病や悪性脳腫瘍等の手術や治療等を行うなど、高い技術力を持つ。 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県こども病院 開設年月日 昭和 63 年 10 月 1 日 

所在地 〒266-0007 千葉市緑区辺田町 579-1  (TEL)043-292-2111 
敷地面積 ㎡ 48,779 

建物面積 ㎡ 26,936（うち病院等:21,374 宿舎等：5,154 その他：409） 

病床数  床 218（うち一般：218） 

看護配置 7:1 急性期看護補助体制（看護補助者５割以上） 25:1 

指定医療機関の種類 健保、国保、生保、育成、養育、特定、小慢、精保、更生 

※施設基準※（令和 3年 4 月 1日現在） 

急性期一般入院料 1、救急医療管理加算、診療録管理体制加算 1、医師事務作業補助体制加算

1(25:1)、急性期看護補助体制加算（25:1 看護補助者 5 割以上）、療養環境加算、無菌治療室管理

加算 1・2、摂食障害入院医療管理加算、医療安全対策加算 1（医療安全対策地域連携加算 1）、感

染防止対策加算 1（感染防止対策地域連携加算、抗菌薬適正使用支援加算）、患者サポート体制充

実加算、データ提出加算 2－イ、入退院支援加算 3、特定集中治療室管理料 3、新生児特定集中治

療室管理料 1、新生児治療回復室入院医療管理料、小児入院医療管理料 1、小児入院医療管理料

1 における加算（保育士）、移植後患者指導管理料（造血幹細胞移植後）、小児運動器疾患指導管

理料、夜間休日救急搬送医学管理料の注 3 に掲げる救急搬送看護体制加算、薬剤管理指導料、医

療機器安全管理料 1、在宅経肛門的自己洗腸指導管理料、持続血糖測定器加算及び皮下連続式グ

ルコース測定、持続血糖測定器加算（間歇注入シリンジポンプと連動しない持続血糖測定器を用

いる場合）、遺伝学的検査、骨髄微小残存病変量測定、先天性代謝異常症検査、ウイルス・細菌核

酸多項目同時検出、検体検査管理加算(Ⅰ)(Ⅳ)、遺伝カウンセリング加算、胎児心エコー法、時

間内歩行試験及びシャトルウォーキングテスト、脳波検査判断料 1、神経学的検査、補聴器適合

検査、ロービジョン検査判断料、コンタクトレンズ検査料（Ⅰ）、小児食物アレルギー負荷検査、

CT 撮影／MRI 撮影、抗悪性腫瘍剤処方管理加算、無菌製剤処理料、脳血管疾患等リハビリテーシ

ョン料（Ⅱ）、運動器リハビリテーション料（Ⅰ）、呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）、障害児

(者)リハビリテーション料、がん患者リハビリテーション料、歯科口腔リハビリテーション科 2、

児童思春期精神科専門管理加算、頭蓋骨形成手術（骨移動を伴うものに限る。）、ペースメーカー

移植術・交換術、胃瘻造設術(内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻造設術を含む)、輸血管理料Ⅱ、

コーディネート体制充実加算、同種クリオプレシピテート作製術、人工肛門・人工膀胱造設術前

処置加算、胃瘻造設時嚥下機能評価加算、麻酔管理料（Ⅰ）、高エネルギー放射線治療、初診料

（歯科）の注１に掲げる基準、歯科外来診療環境体制加算１、歯科疾患管理料の注 11 に掲げる

総合医療管理加算及び歯科治療時医療管理料、クラウン・ブリッジ維持管理料、CAD／CAM 冠、入

院時食事療養（Ⅰ）、酸素の購入単価 
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（５）千葉県循環器病センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環器病センターは、全県を対象とした循環器系疾患等に関する高度専門医療の提供と

併せて市原及び山武・長生・夷隅医療圏における地域医療の提供を目的として、平成 10 年

2 月に開設されました。 

当センターでは、急性心筋梗塞や狭心症に対する経カテーテル的冠動脈形成術、心房  

細動などに対する経カテーテル心筋焼灼術やステントグラフト内挿術、ハイブリッド手術

室を活用した経カテーテル的大動脈弁植込術（通称：ＴＡＶＩ）、ガンマナイフ治療、難治

性てんかん患者に対する外科的治療などの高度専門医療を提供しています。また、地域の

中核病院として内科や外科等の地域医療・救急医療を行い、地域の救急基幹センターと  

して初期、２次救急医療機関及び 3 次救急医療機関の支援を行っています。特に、心疾患・

血管系疾患については、休日・夜間 24 時間体制の救急患者の受入れと周辺施設からの３次

救命治療の要請に対応しており、市原医療圏では、２次救急及び小児２次救急の役割も  

担っています。 

厚生労働省のてんかん地域診療連携体制整備事業に基づき、令和 2 年 4 月 1 日に県内初

の「てんかん診療拠点機関」に指定されました。てんかんに関する専門的な相談支援、   

他の医療機関や関係機関と患者・家族との連携・調整を図り、治療や相談支援等に携わる

関係機関の医師等に対する助言・指導や、地域におけるてんかんに関する普及啓発を実施

するなど、県のてんかん連携体制の構築に取り組んでいます。 

令和元年 11 月「アレルギー疾患地域基幹病院」、令和 2 年 11 月「結核患者収容モデル 

事業」実施施設の指定を受けるなど、アレルギー疾患や感染症対策についても力を入れて

います。 

ほかに、平成 8 年 8 月に地域災害拠点病院に指定されて以降、自然災害や人的災害等の

緊急時に対応するためＤＭＡＴ出動体制を整備しています。令和元年 9 月の台風 15 号の際

には被災地へＤＭＡＴを派遣し、災害拠点病院としての責務を果たしています。 

 

  

○循環器系疾患等に関する高度専門医療の提供と市原・山武長生夷隅医療圏に  

おける地域医療の提供を担う病院 

○急性心筋梗塞、狭心症に対するカテーテル治療のほか、ガンマナイフ治療等の 

高い医療技術を持つ。 

○令和元年度にアレルギー疾患地域基幹病院、結核患者収容モデル事業の指定を 

受けたほか、令和 2 年 4 月より県内初のてんかん診療拠点機関の指定を受ける。 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県循環器病センター 開設年月日 平成 10 年 2 月 1 日 

所在地 〒290-0512 市原市鶴舞 575  (TEL)0436-88-3111 
敷地面積 ㎡ 61,842 

建物面積 ㎡ 27,391（うち病院等:22,717 宿舎等：4,474 その他：200） 

病床数  床 220（うち一般：220） 

看護配置 7:1 急性期看護補助体制（看護補助者５割以上） 25:1 

指定医療機関の種類 健保、国保、生保、結核、更生、育成、特定、原爆、救急、労災、身障  

※施設基準※（令和 3年 4 月 1日現在） 

オンライン診療料,急性期一般入院料 1,救急医療管理加算,超急性期脳卒中加算,診療録管理

体制加算 1,療養環境加算,医師事務作業補助体制加算 1(20 対 1),急性期看護補助体制加算(25 対

1)(看護補助者 5 割以上),看護職員夜間配置加算(12 対 1 配置加算 1),療養環境加算,重症者等療

養環境特別加算,精神科リエゾンチーム加算,医療安全対策加算1（医療安全対策地域連携加算1）,

感染防止対策加算 1（感染防止対策地域連携加算,抗菌薬適正使用支援加算）,患者サポート体制

充実加算,褥瘡ハイリスク患者ケア加算,呼吸ケアチーム加算,後発医薬品使用体制加算 2,データ

提出加算 2 イ,入退院支援加算 1 イ,入院時支援加算,認知症ケア加算 1,せん妄ハイリスク患者ケ

ア加算, 排尿自立支援加算,特定集中治療室管理料 3,早期栄養介入管理加算,地域包括ケア病棟

入院料 2（看護職員配置加算,看護補助者配置加算,看護職員夜間配置加算）,喘息治療管理料,心

臓ペースメーカー指導管理料の注５に掲げる遠隔モニタリング加算,糖尿病合併症管理料,がん

性疼痛緩和指導管理料,糖尿病透析予防指導管理料,高度腎機能障害患者指導加算,救急搬送看護

体制加算,ニコチン依存症管理料,がん治療連携指導料,外来排尿自立指導料,薬剤管理指導料,医

療機器安全管理料 1・2,在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料の注 2,

在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料の注２に掲げる遠隔モニタリング加算,持続血糖測定器加算及

び皮下連続式グルコース測定,持続血糖測定器加算（間歇注入シリンジポンプと連動しない持続

血糖測定器を用いる場合）遺伝学的検査,検体検査管理加算(Ⅱ),時間内歩行試験及びシャトルウ

ォーキングテスト,ヘッドアップティルト試験,長期継続頭蓋内脳波検査,脳波検査判断料 1,神経

学的検査,補聴器適合検査,CT 撮影及び MRI 撮影,抗悪性腫瘍剤処方管理加算,無菌製剤処理料,心

大血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ),脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅱ),運動器リハ

ビリテーション料(Ⅱ),呼吸器リハビリテーション料(Ⅰ),集団コミュニケーション療法料,認知

療法・認知行動療法 1,人工腎臓,導入期加算 1,下肢末梢動脈疾患指導管理加算,脳刺激装置植込

術(頭蓋内電極植込術を含む。)及び脳刺激装置交換術,脊髄刺激装置植込術及び脊髄刺激装置交

換術,経皮的冠動脈形成術(特殊カテーテルによるもの),胸腔鏡下弁形成術,経カテーテル大動脈

弁置換術,胸腔鏡下弁置換術,経皮的中隔心筋焼灼術,ペースメーカー移植術及びペースメーカー

交換術,ペースメーカー移植術及びペースメーカー交換術(リードレスペースメーカー),両心室

ペースメーカー移植術及び両心室ペースメーカー交換術（経静脈電極の場合）,植込型除細動器移

植術（経静脈リード又は皮下植込型リードを用いるもの）植込型除細動器交換術（その他のもの）

及び経静脈電極抜去術,両室ペーシング機能付き植込型除細動器移植術及び両室ペーシング機能

付き植込型除細動器交換術（経静脈電極の場合）,大動脈バルーンパンピング法(IABP 法),補助人

工心臓,経皮的下肢動脈形成術, 胃瘻造設術(内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻造設術を含む),

輸血管理料Ⅱ,人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算,胃瘻造設時嚥下機能評価加算,麻酔管理料

(Ⅰ),歯科点数表の初診料の注 1 に規定する施設基準,歯科外来診療環境体制加算 1,歯科疾患管

理料の注 11 に規定する総合医療管理加算,歯科治療時医療管理料,CAD/CAM 冠,クラウン・ブリッ

ジ維持管理料,入院時食事療養(Ⅰ)、酸素の購入単価 
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（６）千葉県立佐原病院 

 

 

 

 

 

 

 

佐原病院は、昭和 30 年に戦後荒廃したわが国の医療機関の充実を図り、公的医療機関を

速やかに整備することを目的とした医療機関整備計画に基づき、地域の中核的な病院と 

して開設されました。当初 67 床で運営を開始しましたが、その後診療科の増設や増床を 

図り、現在では 23 診療科・199 床の体制となり、成田国際空港の北に位置する北総・香取

地域の中核病院として重要な役割を果たしています。 

高齢化が進展している香取地域における急性期医療を支える中核病院として、高齢者に

多い肺炎、呼吸不全、消化器系疾患、脱水症、大腿骨骨折などへの対応のほか、罹患率の

高い消化器がんなどの疾患に対応した医療と、人間ドックや健康診断などの予防医療にも

力を入れています。 

また、障害のある方や児童への歯科治療や肩・肘関節、スポーツ整形等の専門外来を  

設置しているほか、千葉大学医学部附属病院との連携による肝臓専門外来、地域包括ケア

外来を行っていることも病院の特色の一つとなっています。 

地域における救急基幹センターとして、24 時間 365 日救急医療を行う地域中核病院と 

して急性期医療を担うとともに、在宅復帰支援を行う地域包括ケア病棟を開設しました。

居宅介護支援事業所や 24 時間患者対応が可能な訪問看護ステーションを併設することに

より、当院の退院患者だけでなく地域住民が必要な医療や介護を受けながら自宅や施設で

暮らし続けられるようサポートしています。令和 3 年 4 月には在宅療養支援病院の指定を

受け、急性期から在宅看護までを支援する「地域包括ケアシステム」の中心的な役割を  

担っています。 

また、災害時の医療救護活動の拠点となる災害拠点病院として、地元市や保健所、消防

本部と連携した院内災害訓練の実施や大規模地震時医療活動訓練への参加、ＤＭＡＴの 

編成等、緊急時に出動できる体制を整備し、災害対応能力の向上に努めています。 

 

  

○高齢化が進展する香取地域の地域（急性期）医療の中核を担う病院 

○地域における救急医療機関として 24 時間、365 日体制の救急医療を実施 

○平成 28 年度に地域包括ケア病棟、訪問看護ステーションを開設したほか、令和 3

年 4 月に在宅療養支援病院の指定を受ける。（急性期医療、在宅復帰支援） 

○令和 2 年度に施設の耐震化の改修工事が終了 
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参考：病院概要 

 

病院名 千葉県立佐原病院 開設年月日 昭和 30 年 10 月 1 日 

所在地 〒287-0003 香取市佐原イ 2285  (TEL)0478-54-1231 
敷地面積 ㎡ 24,011 

建物面積 ㎡ 17,148（うち病院等:16,652 宿舎等：306 その他：190） 

病床数  床 199（うち一般：195 結核：4） 

看護配置 7:1 急性期看護補助体制（看護補助者５割以上） 25:1 

指定医療機関の種類 健保、国保、生保、結核、更生、育成、特定、原爆、救急、労災、身障 

※施設基準※（令和 3年 4 月 1日現在） 

急性期一般入院料 1、救急医療管理加算、診療録管理体制加算 2、医師事務作業補助体制加算

2(25 対 1)、急性期看護補助体制加算 25 対 1(看護補助者 5 割以上)、看護職員夜間配置加算 12

対 1 配置加算 1、療養環境加算、重症者等療養環境特別加算、栄養サポートチーム加算、医療安

全対策加算 1（医療安全対策地域連携加算 1）、感染防止対策加算 1（感染防止対策地域連携加算）、

患者サポート体制充実加算、褥瘡ハイリスク患者ケア加算、後発医薬品使用体制加算 1、病棟薬

剤業務実施加算 1、データ提出加算 2 ﾛ、入退院支援加算 1、認知症ケア加算 2、地域包括ケア病

棟入院料 1（看護職員配置加算、看護職員夜間配置加算）、がん患者指導管理料ｲ・ﾛ、糖尿病透析

予防指導管理料、院内トリアージ実施料、救急搬送看護体制加算 1、肝炎インターフェロン治療

計画料、薬剤管理指導料、地域連携診療計画加算、医療機器安全管理料 1、在宅療養支援病院、

検体検査管理加算(Ⅳ)、CT 撮影及び MRI 撮影、外来化学療法加算 1、無菌製剤処理料、脳血管疾

患等リハビリテーション料(Ⅱ)、運動器リハビリテーション料(Ⅰ)、呼吸器リハビリテーション

料(Ⅱ)、がん患者リハビリテーション料、脊髄刺激装置植込術及び脊髄刺激装置交換術、乳がん

センチネルリンパ節加算 2 及びセンチネルリンパ節生検(単独)、ペースメーカー移植術及びペー

スメーカー交換術、胃瘻造設術(内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻造設術を含む)、輸血管理料

(Ⅱ)、人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算、麻酔管理料(Ⅰ)、病理診断管理加算 1、歯科点数

表の初診料の注 1 に規定する施設基準、歯科外来診療環境体制加算、クラウン・ブリッジ維持管

理料、CAD/CAM 冠、入院時食事療養(I)、酸素の購入単価 
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２ 経営状況及び千葉県立病院新改革プランの達成状況 

＜解説＞ 

①経営分析 

経営分析では、以下のデータ、表、グラフ等を用いて、各県立病院及び病院局全体の 

経営状況の推移、傾向、特性、問題点等について整理しています。 

※使用したデータ、表、グラフ等 

資料 1：上段のブロック図は、令和元年度、平成 26 年度（元年度の 5 年前）、平成 21

年度（元年度の 10 年前）の 3 か年度における医業収益を 100 とした場合の  

繰入金及び各経費の比率を示しています。 

下段の表は、上段と同じく令和元年度、平成 26 年度、平成 21 年度の 3 か年

度における患者数、医業収支、各経費比率等を比較したものです。 

資料 2：平成 27 年度から令和元年度（直近 5 年間）及び平成 23 年度から令和元年度

（1 年おきの中長期）における医業収支、各経費比率、患者数等の推移を   

データ及びグラフ等により整理・比較したものです。 

資料 3：上段のブロック図は、令和元年度、平成 26 年度（元年度の 5 年前）、平成 21

年度（元年度の 10 年前）の 3 か年度における経常収支ベースで見た収益、  

費用の額及び割合（利益率）を整理・比較したものです。 

下段の表及びグラフは、上段と同じく令和元年度、平成 26 年度、平成 21 年

度の 3 か年度における医業収支ベースで見た収益、費用の額及び割合（利益率）

を整理・比較したものです。 

（注）各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、増減額等が一致しない場合

があります。 

※分析・整理した項目 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）  イ：診療収入単価（入院・外来） 

ウ：医業収益（入院・外来）        エ：繰入金 

オ：給与費（人件費）           カ：材料費 

キ：上記以外の費用（経費・減価償却費）  ク：医業収支 

ケ：純利益                コ：経営分析（総括） 

 

②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

  「千葉県立病院新改革プラン」における、平成 29 年度から令和 2 年度までの経営指標

及び医療機能等指標の目標と結果を記載しています。 

 

 ③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

「千葉県立病院新改革プラン」における、平成 29 年度から令和 2 年度までの経営指標

及び医療機能等指標の目標を達成するための取組内容とその結果について記載して 

います。 
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（１）がんセンター 

①経営分析                 （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 平成 21 年度と平成 26 年度の比較では、入院・外来とも患者数は増加傾向に  

あります。 

  延入院患者数 H21: 95,394→H26: 97,532 （＋ 2,138 ＋ 2.2％） 

  延外来患者数 H21:129,508→H26:142,133 （＋12,625 ＋ 9.7％） 

○ 平成 26 年度と令和元年度の比較では、腹腔鏡下手術に係る死亡事故により、 

患者数が一時期減少しましたが、近年では入院患者、外来患者とも増加傾向に  

あります。 

延入院患者数 H26: 97,532→R1 : 92,994 （▲ 4,538 ▲ 4.7％） 

H29: 90,372→R1 : 92,994 （＋ 2,622 ＋ 2.9％） 

延外来患者数  H26:142,133→R1 :134,930 （▲ 7,203 ▲ 5.1％） 

H29:129,586→R1 :134,930 （＋ 5,344 ＋ 4.1％） 

 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

 ○ 平成 21 年度と平成 26 年度の比較及び平成 26 年度と令和元年度の比較のいず

れにおいても、入院平均単価、外来平均単価ともに上昇傾向にあります。 

入院平均単価 H21: 49,034→H26: 63,202 （＋14,167 ＋28.9％） 

H26: 63,202→R1 : 64,122 （＋  920 ＋ 1.5％） 

外来平均単価 H21: 31,310→H26: 31,600 （＋  289 ＋ 0.9％） 

H26: 31,600→R1 : 42,927 （＋11,327 ＋35.8％） 

 ○ 先端・高度専門的ながん医療を提供する病院であることから、入院、外来とも

に高い診療収入単価となっています。 

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 一時期患者数が減少した時期がありましたが、基本的に入院・外来とも患者数

が増加傾向にあること、また診療収入（平均単価）も上昇傾向にあることから、 

医業収益については、入院・外来とも増収となっています。 

医業収益   H21: 8,856→H26:10,787 （＋1,932 ＋21.8％） 

H26:10,787→R1 :11,889 （＋1,102 ＋10.2％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 給与費の増加により、繰入金額も増加していますが、患者数増により医業収益

が増収となっているため、医業収益に対する比率はほぼ変わりません。 

繰入金（金額）  H21: 2,213 →R1 : 2,907 （＋  695 ＋31.4％） 

（対医業収益比率）H21: 25.0％→H26: 22.8％→R1 : 24.5％ 

 

オ：給与費（人件費）                      

 ○ 医療従事者の増員等により給与費は増加していますが、医業収益も増収と  

なっているため、給与費比率は大きく変動していません。 
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 ○ がんセンターは患者数、診療収入単価の面で収益力が高いことから、県立病院

の中で最も給与費比率が低くなっています。 

 給与費（金額）  H21: 4,888 →R1 : 6,753 （＋1,866 ＋38.2％） 

（対医業収益比率）H21: 55.2％→H26: 55.3％→R1 : 56.8％ 

 

カ：材料費                          

 ○ 先端・高度専門的ながん医療を提供する病院であるため、材料費比率は県立  

病院の中でも最も高くなっています。 

 〇 また、直近 5 年間で医業収益に対する材料費比率が大きく上昇しています。 

 材料費（金額）  H21: 3,377 →R1 : 5,156 （＋1,779 ＋52.7％） 

（対医業収益比率）H21: 38.1％→H26: 36.7％→R1 : 43.4％ 

（指標Ａ※）H21: 5,479 →H26: 6,829 →R1 : 6,733 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費の金額自体は増加していますが、医業収益に対する比率に大きな変動は 

ありません。 

 経費      （金額）  H21: 1,566 →R1 : 2,239 （＋  673 ＋43.0％） 

（対医業収益比率）H21: 17.7％→H26: 17.0％→R1 : 18.8％ 

 

ク：医業収支 

  〇 医業収益に比べて材料費比率の上昇率が高い状況にあり、特に直近 5 年間で 

材料費比率が大きく上昇したため、医業収支に影響を及ぼしています。 

 医業収支（金額）   H21:▲1,638→R1 :▲2,982 （▲1,343 ▲82.0％） 

（医業収支比率）H21: 84.4％→H26: 85.9％→R1 : 79.9％ 

 

ケ：純利益 

〇 給与費や材料費の増加により医業収支が悪化していることから、純利益も年々

悪化しており、特に近年は大きく悪化しています。 

純利益（金額）   H21: 315→R1 :▲307 （▲622 ▲197.7％） 

 

コ：経営分析（総括） 

〇 がんセンターは、先端・高度専門的ながん医療を提供する病院であり、診療収入

平均額が高く、患者数も増加傾向にあることから高い収益力となっています。 

〇 近年は医業収益に対し、特に医薬品、診療材料等の材料費が大きく伸びており、

医業収支に大きな影響を及ぼしているため、詳細な調査と対策の検討が必要です。 
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（資料１） 

 （医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
25.0

人件費, 
55.2

材料費, 
38.1

経費, 17.7

その他, 10.4

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
22.8

人件費, 
55.3

材料費, 
36.7

経費, 17.0

その他, 11.0

平成26年度

医業収益, 
100

負担金, 
24.5

人件費, 
56.8

材料費, 
43.4

経費, 18.8

その他, 10.9

令和元年度

収益計125.0 ＞費用計121.4
＋3.6ポイント

収益計122.8 ＞費用計120.0
＋2.8ポイント

収益計124.5＜費用計129.9
▲5.4ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

医業収益 8,856 10,787 11,889 1,932 21.8%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

1,102 10.2% 3,033 34.3% 増収 増収

差 伸長率 差 伸長率

▲ 201 ▲3.3% 1,285 27.5% 減収 増収入院収益 4,678 6,164 5,963 1,487 31.8%

1,301 29.0% 1,737 42.8% 増収 増収外来収益 4,055 4,491 5,792 436 10.8%

447 18.2% 695 31.4% 増加 増加繰入金 2,213 2,460 2,907 248 11.2%

2,306 18.4% 4,377 41.7% 増加 増加医業費用 10,494 12,564 14,871 2,071 19.7%

784 13.1% 1,866 38.2% 増加 増加給与費 4,888 5,970 6,753 1,082 22.1%

1,198 30.3% 1,779 52.7% 増加 増加材料費 3,377 3,958 5,156 581 17.2%

▲82.0% 悪化 悪化医業収支 ▲ 1,638 ▲ 1,777 ▲ 2,982 ▲ 139 ▲8.5%

▲ 1.4

経費比率 17.7% 17.0% 18.8% ▲ 0.7

▲ 1,204 ▲67.8% ▲ 1,343

ポイント

悪化 悪化

6.7 5.2 上昇 上昇

1.5 1.6 上昇 上昇

▲ 0.5 上昇 下降

1.9 1.2 上昇 上昇

繰入金比率 25.0% 22.8% 24.5% ▲ 2.2 1.6

▲ 5.9

ポイント

▲ 4.4医業収支比率 84.4% 85.9% 79.9% 1.5

ポイント

給与費比率 55.2% 55.3% 56.8% 0.1

材料費比率 38.1% 36.7% 43.4%

▲ 2,400

ポイント ▲ 2.1 ポイント 下降 下降病床利用率 76.6% 78.4% 74.5% 1.7 ポイント ▲ 3.9

上昇

▲2.5% 減少 減少

延外来患者数 129,508 142,133 134,930 12,625 9.7% ▲ 7,203 ▲5.1% 5,422 4.2% 減少 増加

延入院患者数 95,394 97,532 92,994 2,138 2.2% ▲ 4,538 ▲4.7%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

37.1% 上昇 上昇

入院平均単価 49,034 63,202 64,122 14,167 上昇

外来平均単価 31,310 31,600 42,927 289 0.9% 11,327 35.8% 11,617

28.9% 920 1.5% 15,088 30.8%

▲148.5% ▲ 622 ▲197.7% 減少

22.4% 673 43.0% 増加 増加

減少319▲ 307634315純利益 101.5% ▲ 941

経費 41016.8%2632,2391,8291,566

※ 単位 金額：百万円（平均単価は円） 患者数：人 比率：％ 

     注 病床利用率＝延入院患者数／（日数×稼働病床数） 

注 
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

ポイント 3.2 ポイント入外比率 147.4% 147.1% 143.4% 141.9% 145.1% ▲ 3.7 ポイント ▲ 1.5

209 5.5% 355 8.8% 286 6.5%手術件数 4,014 3,809 4,018 4,373 4,659

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

34 7.0% 10 1.9% 28 5.3%救急患者数 508 483 517 527 555

3,155 9.3% 617 1.7% 5,112 13.5%外来平均単価 31,068 34,043 37,198 37,815 42,927

369 0.6% 431 0.7% 1,949 3.1%入院平均単価 61,267 61,374 61,743 62,173 64,122

304 5.2% 669 10.9% 141 2.1%新外来患者数 6,351 5,813 6,117 6,786 6,927

507 0.4% 4,009 3.1% 1,335 1.0%延外来患者数 134,290 129,079 129,586 133,595 134,930

▲ 34 ▲0.5% 407 6.1% 495 7.0%新入院患者数 7,297 6,689 6,655 7,062 7,557

2,634 3.0% 3,791 4.2% ▲ 1,169 ▲1.2%延入院患者数 91,123 87,738 90,372 94,163 92,994

2.1 ポイント 3.0 ポイント ▲ 1.1 ポイント病床利用率 73.0% 70.5% 72.6% 75.7% 74.5%

ポイント

0.7

0.3

繰入金比率 24.3% 22.6% 26.8% 26.2% 24.5% 4.1 ▲ 0.5 ▲ 1.8

18.1% 17.6% 18.5% 18.8% ▲ 0.5 0.9

材料費比率 36.8% 39.6% 41.1% 41.7% 43.4% ポイント

▲ 4.4 0.3 ▲ 2.3

1.5

医業収支比率 81.4% 77.5% 80.1% 79.2% 79.9%

給与費比率 60.1% 63.2% 58.8% 59.1% 56.8%

2.7

ポイント

▲ 0.9

0.6 1.7

経費比率 18.0%

274 9.5% ▲ 283 ▲10.9% ▲ 90 ▲3.1%医業収支 ▲ 2,264 ▲ 2,883 ▲ 2,608 ▲ 2,892 ▲ 2,982

2,921 106.0% ▲ 216 ▲130.5% ▲ 257 ▲511.0%純利益 117 ▲ 2,756 165 ▲ 50 ▲ 307

▲ 63 ▲8.9% 21 3.3% ▲ 48 ▲7.2%減価償却費 689 712 649 670 622

59 3.3% 189 10.2% 199 9.7%経費 1,779 1,792 1,851 2,040 2,239

397 10.1% 275 6.4% 560 12.2%材料費 3,640 3,925 4,321 4,597 5,156

▲ 75 ▲1.2% 333 5.4% 233 3.6%給与費 5,942 6,263 6,188 6,521 6,753

341 2.7% 795 6.1% 946 6.8%医業費用 12,150 12,789 13,130 13,925 14,871

▲ 1,775 ▲11.3% 806 5.8% 1,055 7.2%事業費用 12,846 15,658 13,883 14,689 15,744

574 25.6% 77 2.7% 15 0.5%繰入金 2,404 2,242 2,816 2,893 2,907

426 9.7% 232 4.8% 740 14.7%外来収益 4,172 4,394 4,820 5,052 5,792

195 3.6% 275 4.9% 109 1.9%入院収益 5,583 5,385 5,580 5,854 5,963

615 6.2% 511 4.9% 856 7.8%医業収益 9,886 9,907 10,522 11,033 11,889

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,146 8.9% 591 4.2% 797 5.4%事業収益 12,963 12,903 14,049 14,639 15,436

県立病院分析シート 病院名 がんセンター

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

9,886 9,907
10,522

11,033
11,889

5,583 5,385 5,580 5,854
5,963

4,172 4,394 4,820 5,052 5,792

2,404 2,242
2,816 2,893 2,907

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

12,150
12,789 13,130

13,925
14,871

5,942 6,263 6,188 6,521 6,753

3,640 3,925 4,321 4,597
5,156

1,779 1,792 1,851 2,040 2,239

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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2,239

81%
77% 80% 79% 80%

60%
63%

59% 59% 57%

37% 40% 41% 42% 43%

18% 18% 18% 18% 19%

24% 23% 27% 26% 24%
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医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

7,297 6,689 6,655 7,062 7,557

6,351 5,813 6,117 6,786 6,927

91,123 87,738 90,372
94,163 92,994

134,290 129,079 129,586 133,595
134,930
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

救急患者数 490 530 508 517 7.4%

手術件数 4,031 4,731 4,014 4,018 4,659 ▲ 717 ▲15.2% 4

555 ▲ 22 ▲4.2% 9 1.8% 38

0.1% 641 16.0%

0.8% 2,379 3.9%

19.7% 5,729 15.4%外来平均単価 32,099 32,097 31,068 37,198 42,927 ▲ 1,028 ▲3.2% 6,130

入院平均単価 56,805 65,104 61,267 61,743 64,122 ▲ 3,837 ▲5.9% 476

▲3.5% 5,344 4.1%

新外来患者数 7,344 7,297 6,351 6,117 13.2%6,927 ▲ 946 ▲13.0% ▲ 234 ▲3.7% 810

延外来患者数 139,321 144,361 134,290 129,586 134,930 ▲ 10,071 ▲7.0% ▲ 4,704

延入院患者数 104,929 101,610 91,123 90,372 2.9%

新入院患者数 8,027 8,369 7,297 6,655 7,557 ▲ 1,072 ▲12.8% ▲ 642

92,994 ▲ 10,487 ▲10.3% ▲ 751 ▲0.8% 2,622

▲8.8% 902 13.6%

ポイント 1.9 ポイント

入外比率 132.8% 142.1% 147.4% 143.4% 145.1% 5.3 ポイント ▲ 4.0 ポイント 1.7 ポイント

病床利用率 84.1% 81.6% 73.0% 72.6% 74.5% ▲ 8.6 ポイント ▲ 0.4

繰入金比率 24.6% 23.1% 24.3% 26.8% 24.5% 1.2 2.4

経費比率 15.9% 16.1% 18.0% 17.6% 18.8%

▲ 1.2

ポイント

▲ 0.2

0.6 4.3

▲ 0.4 1.2

▲ 2.3

2.3

1.9

材料費比率 36.7% 36.2% 36.8% 41.1% 43.4% ポイント

給与費比率 50.0% 47.3% 60.1% 58.8%

医業収支比率 92.1% 94.6% 81.4% 80.1%

56.8% 12.8 ▲ 1.3 ▲ 2.0

79.9% ▲ 13.2

ポイント

41.3% ▲ 473 ▲286.1%

医業収支 ▲ 909 ▲ 653 ▲ 2,264 ▲ 2,608 ▲ 2,982 ▲ 1,610

純利益 1,477 1,570 117 165 ▲ 307 ▲ 1,453 ▲92.6% 48

▲246.5% ▲ 345 ▲15.2% ▲ 373 ▲14.3%

4.0% 388 21.0%

減価償却費 575 581 689 649 ▲4.2%622 108 18.6% ▲ 40 ▲5.8% ▲ 27

経費 1,680 1,838 1,779 1,851 2,239 ▲ 59 ▲3.2% 72

給与費 5,286 5,388 5,942 6,188 9.1%

材料費 3,877 4,127 3,640 4,321 5,156 ▲ 488 ▲11.8% 682

6,753 554 10.3% 245 4.1% 566

18.7% 835 19.3%

8.1% 1,861 13.4%

医業費用 11,478 12,042 12,150 13,130 14,871 108 0.9% 981 8.1% 1,740 13.3%

事業費用 11,929 12,863 12,846 13,883 15,744 ▲ 16 ▲0.1% 1,037

15.5% 972 20.2%

繰入金 2,595 2,632 2,404 2,816 3.2%2,907 ▲ 228 ▲8.6% 412 17.1% 91

外来収益 4,472 4,634 4,172 4,820 5,792 ▲ 461 ▲10.0% 648

医業収益 10,568 11,388 9,886 10,522 13.0%

入院収益 5,960 6,615 5,583 5,580 5,963 ▲ 1,032 ▲15.6% ▲ 3

11,889 ▲ 1,502 ▲13.2% 636 6.4% 1,367

▲0.1% 383 6.9%

伸長率

事業収益 13,406 14,433 12,963 14,049 15,436 ▲ 1,470 ▲10.2% 1,085 8.4% 1,388 9.9%

県立病院分析シート 病院名 がんセンター

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差

10,568
11,388

9,886
10,522

11,889

5,960
6,615

5,583 5,580
5,963

4,472 4,634
4,172

4,820
5,792

2,595 2,632 2,404 2,816 2,907

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H23 H25 H27 H29 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

11,478
12,042 12,150

13,130

14,871

5,286 5,388
5,942 6,188

6,753

3,877 4,127
3,640

4,321
5,156

1,680 1,838 1,779 1,851 2,239

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H23 H25 H27 H29 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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2,239

92% 95%

81% 80% 80%

50% 47%

60% 59% 57%

37% 36% 37%
41% 43%

16% 16% 18% 18% 19%

25% 23% 24% 27% 24%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H23 H25 H27 H29 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

8,027 8,369

7,297
6,655

7,5577,344 7,297

6,351 6,117
6,927

104,929 101,610

91,123 90,372 92,994

139,321 144,361
134,290 129,586 134,930

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H23 H25 H27 H29 R1

入院・外来患者数

新入院患者数 新外来患者数

延入院患者数 延外来患者数

56,805

65,104
61,267 61,743

64,122

32,099 32,097 31,068
37,198

42,927

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H23 H25 H27 H29 R1

入院・外来平均単価

入院平均単価 外来平均単価

490 530 508 517 555

4,031

4,731

4,014 4,018

4,659

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

440

460

480

500

520

540

560

H23 H25 H27 H29 R1

救急患者数・手術件数

救急患者数 手術件数

84% 82%
73% 73% 75%

133%
142% 147% 143% 145%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

H23 H25 H27 H29 R1

病床利用率 入外比率

病床利用率 入外比率

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

H23 H25 H27 H29 R1

純利益 医業収支

純利益 医業収支



27 
 

（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度

医業収益

80.0%

繰入金

20.0%

材料費 30.5%

限界利益

69.5%

固定費

63.8%

給与費

44.2%

経費 14.1%

減価償却費 5.5%

利益 5.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

81.4%

繰入金

18.6%

材料費 29.9%

限界利益

70.1%

固定費

64.1%

給与費

45.1%

経費 13.8%

減価償却費 5.3%

利益 6.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

80.4%

繰入金

19.6%

材料費 34.8%

限界利益

65.2%

固定費

65.0%

給与費

45.6%

経費 15.1%

減価償却費 4.2%
利益 0.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

 

21年度 26年度 元年度

医業収益 8,856 10,787 11,889

繰入金 2,213 2,460 2,907

医業費用 10,494 12,564 14,871

材料費 3,377 3,958 5,156

給与費 4,888 5,970 6,753

指標Ａ 5,479 6,829 6,733

指標ａ 61.9% 63.3% 56.6%

指標Ｂ 3,968 4,818 5,136

指標ｂ 44.8% 44.7% 43.2%

指標C 591 860 -21

指標ｃ 6.7% 8.0% -0.2%

 

- 1 , 0 0 0

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

6 , 0 0 0

7 , 0 0 0

8 , 0 0 0

- 1 0 . 0 %

0 . 0 %

1 0 . 0 %

2 0 . 0 %

3 0 . 0 %

4 0 . 0 %

5 0 . 0 %

6 0 . 0 %

7 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ



28 
 

②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 
 

 

 

 

 

  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 101.2 99.7 98.1 98.5

目標 101.5 102.1 101.8 94.9

実績 80.1 79.2 79.9 76.3

目標 76.8 78.6 78.8 70.5

実績 82.5 81.9 81.0 78.9

目標 82.5 83.7 84.4 81.4

実績 58.8 59.1 56.8 63.6

目標 63.3 61.6 60.6 58.1

実績 41.1 41.7 43.4 43.2

目標 37.6 37.4 37.4 37.4

実績 31.6 32.1 34.1 33.2

目標 28.3 28.3 28.3 28.3

実績 68.4 68.6 66.8 74.9

目標 74.4 72.2 70.5 68.1

実績 6,655 7,062 7,557 7,511

目標 7,137 7,718 8,345 9,581

実績 6,177 6,786 6,927 6,738

目標 6,465 6,854 7,263 8,168

実績 90,372 94,163 92,994 94,537

目標 91,000 96,475 102,229 114,975

実績 129,586 133,595 134,930 130,633

目標 135,000 143,122 151,659 170,567

実績 72.6 75.7 74.5 73.5

目標 73.1 77.5 81.9 70.0

実績 13.6 13.3 12.3 12.6

目標 12.8 12.5 12.3 12.0

実績 4,888 5,435 5,566 5,416

目標 5,049 5,352 5,672 6,379

実績 77.9 80.1 80.4 80.4

目標 80.0 81.5 83.0 84.5

実績 53.3 52.7 56.2 53.8

目標 65.0 66.0 67.0 68

実績 61,743 62,173 64,122 66,161

目標 61,338 61,258 61,282 65,017

実績 37,198 37,815 42,927 44,958

目標 32,071 31,750 31,750 31,750

実績 87 91 93 102

目標 90 93 97 100

実績 120,942 121,247 127,839 120,820

目標 111,712 113,820 115,588 130,468

円

円

%

人

人

人

人

%

日

人

%

%

医師数(常勤)各年度末現在

常勤医師１人当たり医業収益

%

%

%

%

%

%

延外来患者数

病床利用率

平均在院日数

紹介患者数

紹介率

逆紹介率

人

千円

材料費比率(対医業収益)

薬品費比率(対医業収益)

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

新入院患者数

新外来患者数

延入院患者数

15

16

17

18

患者１人１日当たり入院診療収入

患者１人１日当たり外来診療収入

経営指標

1

2

3

4

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

給与費比率(対医業収益)

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

5

6

7

8

19

20

9

10

11

12

13

14
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医療機能指標 

 
 
 
 

 

  

中項目 小項目 単位

実績 550 676 764 722

目標 570 590 620 650

実績 950 1,133 1,246 1,321

目標 800 810 820 830

実績 25.0 25.4 26.5 18.6

目標 26.5 27.0 27.35 28.0

実績 4,190 4,948 4,645 4,160

目標 3,700 3,800 3,900 4,000

実績 4,018 4,373 4,659 5,027

目標 4,100 4,150 4,200 4,250

実績 3 3 2 2

目標 15 14 13 12

実績 88 86 90 91

目標 75 80 85 90

実績 97.7 97.7 97.8 98.4

目標 98.7 98.9 99.1 99.3

実績 37 34 37 37

目標 37 37 38 38

実績 776 852 919 988

目標 1,000 1,030 1,060 1,090

実績 52 62 56 11

目標 80 80 80 80

実績 6.0 5.9 5.7 4.9

目標 7.5 7.8 8.2 9.0

実績 13 8 12 13

目標 11 11 12 12

実績 2,577 2,790 3,017 927

目標 2,800 2,900 3,000 3,100

実績 0.040 0.042 0.037 0.049

目標 0.019 0.018 0.017 0.016

実績 67 66 45 15

目標 55 50 45 40.0

実績 51.90 51.98 ー 53.41

目標 51.80 52.20 52.65 53.00

実績 88.2 84.3 90.2 91.7

目標 72.5 80.0 87.5 93.0

テーマ

果たすべき役割を
踏まえた機能強化

1 高度専門的な医療

1

2

5

地域との連携強化

5 地域医療連携パスの推進

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

6 地域医療機関との連携強化

医療従事者の確保
・育成

7
専門・認定看護師資格取得の
促進

在宅復帰率

分子標的薬適応件数

主要医療機器の中長期的なROI

IMRT施行症例数

総手術件数

3

4

がん登録の精度向上

治験の推進

在宅復帰に向けたサポート

H30

内視鏡下手術件数 件

R2

2 6

％

件

件

件

H29

3

4

R1

8 臨床研修医の確保・育成

医療機能指標・具体的な取組

9 地域医療連携パス種類数

10 地域医療連携パス適用数

種

件

7

8

DCO率の減少

年間治験実施件数

％

件

％

11
地域医療機関への訪問回数
(診療科別)

件

12 専門・認定看護師有資格者割合

医療安全文化調査偏差値

13 臨床研修医の受入人数

％

人

14 件

％

件

ー

患者サービスの向上 10 18 ％患者満足度の向上
患者満足度(入院・外来)
(やや満足以上の割合)

15

16

17

IA総報告件数

患者誤認発生率

レベル3b以上発生件数
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医師及び循環器内科

医をはじめとする医師確保

（派遣元大学との継続的な

調整） 

・R02 年度の新病院稼働に向

けた医師の確保（10 名増

員） 

・他院ベンチマーク結果によ

る医師 1 人当たり適正患者

数の増加 

・千葉大学病院各医局を訪問し、医師の派遣要請を実施 

・循環器内科医を循環器内科部長として新たに採用 

・非常勤の麻酔科医を常勤医師として採用 

・医師募集を効果的に行うためのホームページの充実 

・当センター独自の「がん専門修練医制度」を充実させ、各

診療科と制度の調整を行った 

＜年度末時点の常勤医師数（人）＞ 

H29:87 H30:91 R01:93 R02:102 

【手術件数の増加】 

・紹介患者を中心とした新規

の手術適応患者を確保 

・引き続き麻酔科医の確保に

努め、手術枠の増加を図る

とともに手術枠の効率的な

運用と待機患者数の削減に

努める 

・診療体制の改革実績や医療安全への取組等のアピールによ

る、紹介患者を中心とした新規の手術適応患者の確保推進 

・手術枠の拡大（R2.12 より 8枠体制、最大で 10室まで対

応可能） 

・ロボット支援下手術などの新技術を積極的な導入 

＜手術件数（Kコード）（件）＞ 

H29:4,018 H30:4,373 R01:4,659 R02: 5,027 

【DPC 係数(機能評価係数Ⅱ)

の向上】 

・DPC データ、傷病名コード

によるレセプト請求の精度

向上等（保険診療指数の向

上） 

・全国平均より長い DPC 術前

日数の短縮や在院期間Ⅱ超

患者の在院期間の短縮など

による在院日数の適正化

（効率性指数の向上） 

・入院患者数の回復増加（体

制評価指数、定量評価指数

の向上） 

・後発医薬品の使用促進（後

発医薬品指数の向上） 

・保険診療指数については、現状で既に最大限の係数を取得

しているが、係数が下がらないよう、下記の対応を継続 

○効率性指数の向上を図るため、全国の平均在院日数の推

定と当院の平均在院日数を比較（保険診療点検委員会で

フィードバック） 

○体制評価指数及び定量評価指数向上のため、新患増ワー

キンググループ（病院長、副病院長、医療局長参加）に

おける科別の対策検討 

○後発医薬品指数向上のため、後発医薬品の使用促進や継

続的なモニタリングを実施し、薬剤部と連携して加算１

が取れるようにしている（後発医薬品指数は、H30 年度

から後発医薬品使用体制加算 1へと変更） 

＜平均在院日数（日）＞ 

H29:13.6 H30:13.3 R01:12.3 R02:12.6 

＜新入院患者数（人）＞ 

H29:6,655 H30:7,062 R01:7,557 R02: 7,511 
＜延入院患者数（人）＞ 

H29:90,372 H30:94,163 R01:92,994 R02: 94,537 
＜後発医薬品のある先発医薬品に占める後発品割合（%）＞ 

H29:84.9 H30:86.9 R01:88.5 R02:89.5 
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 【診療科別仮説検証型アクシ

ョンプランの策定・実行】 

・新患増加のための診療科別

仮説検証型アクションプラ

ンを策定・実行 

・病院長面談による新患者数

や病棟稼働率、診療単価に

定期的な診療科別診療実績

評価の実施 

・新病院での増床（341 床

→450 床）に向けた患者数

の増加策の検討とアクショ

ンプランへの反映 

・病院長と各診療科部長との面談、SWOT 分析及び新患増ワ

ーキンググループを踏まえ、診療科別に現状分析とその結

果から課題を抽出し、今後の戦略を設定・実行した 

・病院幹部による積極的な経営議論の場を設けることを目的

として、H30 年度から経営戦略会議を月 1 回ペースで開催

している 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による適正

な在庫管理と発注タイミン

グ、発注の適正化 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争による価

格圧縮 

・診療材料の共同購入を実施（全県立病院）、20社以上から

公正に見積書を徴し、競争を促進して単価契約を締結 

・実地棚卸を実施して適正な在庫管理と発注の適正化を図っ

た 

・ベンチマークデータを用いて診療材料費の価格の見直しを

図った 

＜診療材料費（百万円）＞ 

H29:924 H30:982 R01:1,023 R02: 1,150 
＜診療材料費率（対医業収益）（%）＞ 

H29:8.8 H30:8.9 R01:8.6 R02: 9.3% 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進によ

る医薬品費総額の削減 

・薬事委員会で積極的に後発医薬品採用を検討しており、バ

イオシミラーを採用する等の取組により医薬品費総額削減

に努めた 

＜医薬品費（百万円）＞ 

H29:3,325 H30:3,541 R01:4,053 R02: 4,090 
＜薬品費比率（対医業収益）（%）＞ 

H29:31.6 H30:32.1 R01:34.1 R02: 33.2 
＜全薬品に占める後発医薬品使用割合（%）＞ 

H29:20.6 H30:23.7 R01:23.7 R02: 23.2% 

【委託費の適正化】 

・各委託業務についてゼロベ

ースで見直し、費用対効果

を精査 

・業務内容の精査・見直しを実施した上で、適切な設計の積

算に努め、委託料の低廉化・適正化に努めた 

【時間外勤務の縮減】 

・業務の均てん化、職員の適

材適所配置、処理時期の平

準化を図ることにより、時

間外勤務をはじめとした実

績支給の手当を中心に減少

に努める 

・職員の適材適所配置に努めるとともに、医師事務作業補助

者や看護補助者等の確保に努めた 

・働き方改革推進委員会において、医師や看護師等の労働時

間を短縮するため、積極的に職種間のタスク・シフト及び

タスク・シェアを進めることを目標とした計画を策定 

・全職員に対して労働時間の管理や分掌事務の見直し等を徹

底し、時間外労働の縮減を図るとともに、幹部会議等で時

間外実績を共有した 

・必要に応じて各部門の長に対し時間外縮減に向けた指導を

実施 
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３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【高度専門的な医療の提供】 

・医療安全管理体制の強化を

図った上で、県民や地域医

療機関の信頼回復に努め、

本来の使命である千葉県全

域のがん高度専門的な医療

拠点としての役割を果たす 

・都道府県がん診療拠点病院

の再指定に向けて早急な対

応を図る 

・休日・夜間の化学療法患者

の受入による件数増加 

・医療の質・安全管理部の専従薬剤師を常勤化するなど、特

定機能病院と同水準の医療安全管理体制を整備 

・都道府県がん診療拠点病院の再指定（H30.4.1）、がんゲノ

ム医療拠点病院（R01.9.19）及び小児がん拠点病院

（R01.11.1）の指定を受けた 

・H28.6 から土曜日の外来化学療法を開始（ニーズが予想よ

り少なく、平均患者数は 5 名以下であったため、H29.11

をもって終了） 

・欧州臨床腫瘍学会（ESMO）からがん治療と緩和ケアが統合

された施設として国内で初めて認定 

【がん登録の精度向上】 

・全国がん登録、院内がん登

録および過去の実態調査に

基づきがん登録の精度（粒

度・悉皆性）改善を図る 

・「がん登録等の推進に関する法律」に基づき、H28 年から

全国がん登録制度が開始され、より正確な統計情報の収

集・分析が可能となった 

・「全国がん登録実務者研修（初級・中級）」の認定試験や、

「全国がん登録担当者研修会」への参加を通じて、継続的

ながん登録のスキルアップを図った 

・H29 年度に 2人、H30 年度に 1人が日本がん登録協議会か

ら実務功労者表彰を受賞 

・国立がん研究センター主催の院内がん登録実務者研修に参

加 

・千葉県がん登録実務者研修会を開催 

＜千葉県のがん登録の DCO 率（%）＞ 

H29:3.3 H30:3.1 R01:1.8 R02: 1.67 

【治験の推進】 

・治験実施体制の拡充及び治

験実施件数の更なる拡大 

・治験臨床研究センターを設置し、専任の医師を診療部長と

して採用 

・看護師の配置や、医員及び院内治験コーディネーターの増

員による治験推進体制の一層の強化推進 

・H30 年度から治験及び臨床試験の教育広報メールの配信を

開始し、院内職員に実施状況の周知や情報提供を実施 

＜治験受託件数（件）＞ 

H29:88 H30:86 R01:90 R02:91 

【在宅復帰に向けたサポー

ト】 

・在宅復帰率の向上 

・「退院支援 2」の加算開始（R01 年度）に伴い、早くから退

院支援に関わるとともに、退院困難者の早期洗い出しや転

院調整、介護度調査などを実施 

・患者総合支援センター新設（R02 年度）により、「入退院

支援 1」の加算を開始 

＜在宅復帰率（%）＞ 

H29:97.7 H30:97.7 R01:97.8 R02:98.4 

【外部資金の獲得】 

・がん分野での研究推進によ

る外部資金の獲得拡大 

・各種公的外部資金（科研費、AMED 事業等）に加え、公益

財団法人による研究助成制度へ積極的に応募 

＜公的外部資金の獲得金額（百万円）＞ 

H29:152 H30:204 R01:168 R02:138 
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【信頼回復に向けた取り組

み】 

・地域住民との交流会の開催

や広報誌・新聞への寄稿を

通じて安全性の PRを図

り、信頼回復につなげる 

・地域住民との交流 

○公民館や地域の中学校におけるがんに関する講演会の実

施 

○県民公開セミナーの開催や地域教育機関にがん教育に係

る外部講師として当院医師・看護師を派遣し、県民に対

するがん啓発活動を実施 

・広報誌・新聞への寄稿を通じて安全性をアピール 

＜県民公開セミナーのテーマ＞ 

H29:「乳がん治療の最新事情」 

H30:「がんにならない・負けない生活習慣」 

R01:「今あなたに伝えたい がん免疫療法」 

＜がん教育に係る講師派遣実績＞ 

H30:医師派遣:佐倉市立内郷小学校、旭市立中和小学校 

R01:医師派遣:佐倉市立内郷小学校、市川市立稲越小学校、

県立木更津東高等学校定時制、千葉市立千葉高等学校 

看護師派遣:旭市立中和小学校 

R02:医師派遣:佐倉市立内郷小学校 

＜毎年寄稿＞ 

読売新聞「病院の実力」 

週刊朝日ムック「手術数でわかるいい病院」 

千葉日報 リレー形式でのがん治療の解説 

＜新聞、雑誌等取材数（件）＞ 

H29:20 H30:19 R01:12 R02:16 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療連携パスの推進】 

・地域医療機関を交えた調整

による地域医療連携パスの

適用種類と適用数の拡大 

・地域連携パスの合同作成・

推進 

・口腔ケア新規パスが導入され、当院でも運用が開始された 

・大腸連携パスでも複数の医師による運用を開始した 

・千葉県の共有パスでは、がん拠点病院を中心に胃がんの診

療医計画表の見直しを行い、連携パスを推進した 

＜地域医療連携パスの適用実績（件）＞ 

H29:776 H30:852 R01:919 R02:988 

【地域医療機関との連携強

化】 

・担当医(診療科別)の紹介元

医療機関への訪問活動等の

強化（診療科毎に月次の目

標値を設定） 

・講演会・症例検討会の開

催、地域医師会会合への参

加 

・患者・地域医療機関への

PR の強化（パンフ・院内

掲示板・広報誌等） 

・連携医への結果報告 

・病院長や診療科部長が、病院やクリニックを中心に訪問を

実施 

・地域への広報活動として、「地域医療連携会」や「千葉県

がんセンター地域医療連携懇談会」に加え、「市民公開セ

ミナー」や「心と体シンポジウム」を開催 

・各種ミニパンフレット（診療科、治験、疾患）を作成 

＜医療機関訪問件数（件）＞ 

H29:52 H30:62 R01:56 R02:11 

＜地域医療連携会の開催回数（回）＞ 

H29:7 H30:7 R01:7 R02:2 
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５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師資格の取

得促進】 

・現在、感染管理認定看護師

の資格取得予定であり、

H29 年度以降も引き続き専

門スタッフの育成を図る 

・H29 に感染管理認定看護師資格を 1 名取得(翌年他病院へ

異動) 

・R02、がん化学療法看護認定看護師教育機関に 1名合格(9

月より受講開始) 

・R02 に認定看護師 5 名が更新 

・R01 に医師 1名が院内の特定行為研修指導者研修を受講

（R02 にも 1 名受講、実習施設としての要件を満たす） 

・R02 に感染管理認定看護師が特定行為研修を受講 

・診療報酬及び拠点病院事業等の要件に沿えるよう、日本看

護協会の動向を注視しながら資格取得の支援を実施 

＜専門・認定看護師有資格者数（人）＞ 

H29:19 H30:19 R01:19 R02:19 

【臨床研修医の確保・育成】 

・新専門医制度を踏まえた臨

床研修医の受入れ人数の確

保を図る 

・H30 年度以降 4 年連続でフルマッチとなった。令和 2年度

は国家試験に 12 名合格し、12名の臨床研修医を受け入れ

た。 

・レジデントの応募者は R1 年 1 名、R2年 1名、R3 年 2名で

あった。 

＜実績＞ 

・臨床研修医の受入人数（人） 

H29:13 H30:8 R01:12 R02:13 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・医療安全管理指針の整備と

職員への周知徹底 

・インシデント・アクシデン

ト報告の重要性の周知 

・医療安全管理のための職員

研修の受講の徹底 

・チーム STEPPS 研修の実施

と医療安全文化調査による

効果の評価 

・医療安全管理指針を改定し、医療安全ポケットマニュアル

に収載 

・医療安全、感染対策、診療報酬の研修を全職員が受講する

よう徹底し、人事評価項目に追加 

・チーム STEPPS 研修を半数の職員が履修 

＜医療安全文化調査における総合評価偏差値＞ 

H29:51.90 H30:51.98 R01:（実施せず）R02：53.41 

【医療安全機能の強化】 

・インシデント・アクシデン

ト報告に対するスクリーニ

ングと適切な対応の実施 

・インシデント・アクシデン

ト事象に対する有効性の高

い事故防止対策の立案と実

施 

・医療安全巡視の実施強化に

よる事故防止策の実行状況

の確認と指導 

・患者誤認、CV 管理などの

個別ワーキング活動の継続

実施 

・リスクマネージャーによる

各部門内安全管理の徹底 

・各部門のマニュアル整備に

よる手順の明文化と徹底 

 

・インシデント・アクシデントに対し、医療の質・安全管理

部が毎日スクリーニングを行い、必要に応じて医療安全管

理者が対応 

・重大事例は、医療の質・安全管理委員会で審議し、関係部

門に再発防止策の立案を指示し、承認された再発防止策は

リスクマネジメント部会などを通じて周知 

・医療安全ラウンドを週 2 回実施し、各部門での医療安全対

策の実施状況を確認し、改善に向けた助言を行った 

・CVC ワーキングを設置し、「千葉県がんセンター中心静脈

カテーテル穿刺・挿入ガイドライン」を作成 

・内服薬ワーキングでは入院処方の手順見直しなどを実施

（ワーキング活動は医療の質・安全管理委員会の部会に移

行） 

・幹部・リスクマネージャーを対象とした研修会を開催し、

「事例の検討方法と報告書の書き方」をテーマに講義、グ

ループワークを行った 

・院内文書管理の基準を定め、文書管理システムを導入して

各部門のマニュアルの一括管理及び体系的整理を開始した 
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・外部監査や評価での指摘事

項に対する改善の実施 

・千葉県病院局医療安全監査委員会からの指摘事項について

改善活動を行い、医療の質・安全管理委員会で進捗管理し

ている 

＜インシデント・アクシデント総報告件数（件）＞ 

H29:2,577 H30:2,790 R01:3,017 R02：3,255 

【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象とオカレンス事象の

適切な把握の実施 

・インシデント・アクシデン

ト事象の客観的な評価と分

析の実施 

・インシデント・アクシデン

ト事象の現場への適切なフ

ィードバックの実施 

・インシデント・アクシデント報告システムを通じて報告さ

れる事象に加え、院内死亡患者報告、関係者からの口頭報

告も事象を把握 

・インシデント事象は医療の質・安全管理部またはリスクマ

ネージャーが、アクシデント事象は医療の質・安全管理委

員会が評価・分析を実施 

・院内で共有すべきと判断した事例は、「共有すべきインシ

デント事例」としてリスクマネジメント部会で報告し、現

場にフィードバックした 

７ 

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・引続き、待ち時間の短縮を

図り、満足度の向上を図る 

・予約患者数の適正化を図る 

・会計業務の効率化を図る 

・予約診療時間を厳守し、待ち時間が長い場合は各診療科に

よる予約患者の適正化を図った 

・各診療科における外来初診枠を拡大し、紹介から一週間以

内に診療を開始できるよう待ち時間のモニタ調査を実施 

・待ち時間が長い医師には、個別に対応 

・待ち時間に関するクレームは、診療科、ご意見対応委員

会、相談支援センターで真摯に対応し、場合によっては地

域連携室と診療科で予約患者数の調整を実施 

・会計ピーク時に担当者を増員して応援体制をとることによ

り、待ち時間の短縮と会計業務の効率化を図った 

＜患者満足度調査における会計待ち時間に対する「満足」

「やや満足」の比率（%）＞ 

H29:53.7 H30:55.1 R01:54.5 R02：42.2 

【患者の接遇満足度の向上】 

・接遇研修と実践によるクレ

ームの低減 

・定期的にご意見対応委員会を開催し、患者や家族からの要

望・指摘事項等を協議し、接遇の改善に努めた。 

・医師・看護師をはじめ医療従事者を含めた全職員を対象に

接遇研修会（「患者・家族とのコミュニケーション」）を開

催 

＜ご意見対応委員会で対応した意見に占める「感謝」の割合

（%）＞ 

H29:29.4 H30:27.0 R01:32.4 R02:28.5 

＜患者満足度調査における医師の接遇に対する「満足」「や

や満足」の割合（%）＞ 

外来 H29:88.9 H30:87.9 R01:92.0 R02：94.9 

入院 H29:95.6 H30:97.1 R01:94.2 R02：97.2 

＜患者満足度調査における看護師の接遇に対する「満足」

「やや満足」の割合（%）＞ 

外来 H29:91.7 H30:91.2 R01:93.6 R02：92.9 

入院 H29:96.6 H30:94.5 R01:92.2 R02：95.2 
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（２）救急医療センター 

①経営分析                  （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 平成 21 年度と平成 26 年度の比較では、入院・外来とも患者数は減少の傾向に

ありましたが、平成 26 年度以降は、ほぼ横ばいの状況です。 

  延入院患者数 H21: 29,061→H26: 27,746 （▲ 1,315 ▲ 4.5％） 

         H26: 27,746→R1 : 27,765 （＋   19 ＋ 0.1％） 

  延外来患者数 H21: 10,519→H26:  9,197 （▲ 1,322 ▲12.6％） 

H26:  9,197→R1 :  9,238 （＋    41 ＋ 0.4％） 

 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

○ 救急医療を行う専門病院であるため、入院の診療収入（入院平均単価）は県立

病院の中で最も高くなっています。 

○ 入院平均単価は、平成 21 年度と平成 26 年度の比較では増加、平成 26 年度と 

令和元年度の比較では微増と増加している一方、外来平均単価は平成 21 年度と 

平成 26 年度では減少、平成 26 年度と令和元年度の比較では微減と減少傾向が 

見られます。 

入院平均単価 H21: 95,886→H26:105,363 （＋ 9,477 ＋ 9.9％） 

H26:105,363→R1 :106,412 （＋ 1,049  ＋ 1.0％） 

外来平均単価 H21: 32,056→H26: 18,420 （▲13,636  ▲42.5％） 

H26: 18,420→R1 : 17,762 （▲   658 ▲ 3.6％） 

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 患者数は減少している時期がありますが、ほぼ横ばいの状況が続いていること、

診療収入の高い入院医療の提供を主としており、その平均単価も上昇傾向にある

ことから、医業収益も多少の増減はあるものの、ほぼ横ばいの状況で推移して  

います。 

医業収益   H21: 3,144→H26: 3,109 （▲   34 ▲ 1.1％） 

H26: 3,109→R1 : 3,136  （＋   27 ＋ 0.9％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 救急医療の専門病院という性質上、医業収益に対する給与費の比率が高い傾向

にあります。 

給与費は、高度医療の提供（救急医療）に要する経費として、繰入金の対象と  

なっているため、給与費の増加に伴って繰入金額も増加傾向にあります。 

繰入金（金額）  H21: 1,926 →R1 : 2,406 （＋  481 ＋25.0％） 

（対医業収益比率）H21: 61.3％→H26: 57.6％→R1 : 76.7％ 

 

オ：給与費（人件費）                      

 ○ 医業収益が横ばいの中、給与費は増加傾向にあるため、給与費比率は上昇傾向

にあります。直近の給与費比率は 100％を超えており、医業収益で給与費が賄え 
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ない状況です。 

 給与費（金額）  H21: 2,635 →R1 : 3,137 （＋  502 ＋19.0％） 

（対医業収益比率）H21: 83.8％→H26: 93.3％→R1 :100.1％ 

 

カ：材料費                          

 ○ 救急医療の特性から、医薬品のほか診療材料の購入も多い状況ですが、材料費

については平成 21 年度と平成 26 年度の比較では減少、平成 26 年度と令和元年

度の比較では横ばいの状況となっており、材料費比率に大きな変動はありません。 

 材料費（金額）  H21: 1,137 →R1 : 1,025 （▲  112 ▲ 9.9％） 

（対医業収益比率）H21: 36.2％→H26: 32.6％→R1 : 32.7％ 

（指標Ａ※）H21: 2,007 →H26: 2,096 →R1 : 2,111 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費の金額自体は増加していますが、医業収益に対する比率に大きな変動は 

ありません。 

経費 （金額）  H21:   642 →R1 : 701 （＋ 60 ＋ 9.3％） 

（対医業収益比率）H21: 20.4％→H26: 22.3％→R1 : 22.4％ 

 

ク：医業収支 

  〇 直近 5 年間の医業収支の状況はほぼ横ばいの状況ですが、それ以前と比較する

と医業収益の伸びに対して給与費の上昇率が高いため、中長期的には医業収支が

悪化しています。 

   医業収支（金額）   H21:▲1,541→R1 :▲2,027 （▲486 ▲31.5％） 

（医業収支比率）H21: 67.1％→H26: 63.3％→R1 : 60.7％ 

 

ケ：純利益 

〇 医業収支は中長期的には悪化の傾向にありますが、純利益については給与費の

増加が繰入金で賄われているため、大きな変動はありません。 

純利益（金額）   H21: 264→R1 : 344 （＋80 ▲30.1％） 

 

コ：経営分析（総括） 

 〇 救急医療センターは、高度医療を提供する救急の専門病院であるため、その診療

の中心となる入院医療については高い収益力を備えており、医業収益に大きな 

変動はありません。 

〇 中長期的には医業収益に対する給与費の顕著な伸びにより、医業収支が悪化 

しています。 

〇 給与費の増額分は繰入金で賄われるため、給与費の増加に伴って繰入金も増額

となり、純利益に大きな変動はありません。しかし、医業収支の改善、繰入金の  

抑制を考慮すると医業収益を上げるための取組が必要です。 
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（資料１） 

 （医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
61.3

人件費, 
83.8

材料費, 
36.2

経費, 20.4
その他, 11.8

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
57.6

人件費, 
93.3

材料費, 32.6

経費, 22.3

その他, 13.3

平成26年度

医業収益, 
100

負担金, 
76.7

人件費, 
100.1

材料費, 32.7

経費, 22.4
その他, 13.5

令和元年度

収益計161.3 ＞費用計152.2
＋9.1ポイント

収益計157.6 ＜費用計161.5
▲3.9ポイント

収益計176.7 ＞費用計168.7
＋8.0ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

医業収益 3,144 3,109 3,136 ▲ 34 ▲1.1%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

27 0.9% ▲ 8 ▲0.2% 増収 減収

差 伸長率 差 伸長率

31 1.1% 168 6.0% 増収 増収入院収益 2,787 2,923 2,955 137 4.9%

▲ 5 ▲3.1% ▲ 173 ▲51.3% 減収 減収外来収益 337 169 164 ▲ 168 ▲49.8%

616 34.4% 481 25.0% 増加 増加繰入金 1,926 1,790 2,406 ▲ 135 ▲7.0%

252 5.1% 478 10.2% 増加 増加医業費用 4,685 4,911 5,163 227 4.8%

236 8.1% 502 19.0% 増加 増加給与費 2,635 2,902 3,137 266 10.1%

11 1.1% ▲ 112 ▲9.9% 増加 減少材料費 1,137 1,014 1,025 ▲ 123 ▲10.8%

▲ 225 ▲12.5% ▲ 486 ▲31.5% 悪化 悪化医業収支 ▲ 1,541 ▲ 1,802 ▲ 2,027 ▲ 261 ▲16.9%

0.1 ▲ 3.5 上昇

医業収支比率 67.1% 63.3% 60.7% ▲ 3.8

ポイント

給与費比率 83.8% 93.3% 100.1%

病床利用率 79.6% 76.0% 75.9% ▲ 3.6 ポイント ▲ 0.2

繰入金比率 61.3% 57.6% 76.7% ▲ 3.7 19.1

▲ 1,296

ポイント ▲ 3.8 ポイント 下降 下降

15.5 上昇 上昇

ポイント

▲ 6.4

ポイント

悪化 悪化

上昇 上昇

上昇

▲4.5% 増加 減少

延外来患者数 10,519 9,197 9,238 ▲ 1,322 ▲12.6% 41 0.4% ▲ 1,281 ▲12.2% 増加 減少

延入院患者数 29,061 27,746 27,765 ▲ 1,315 ▲4.5% 19 0.1%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲44.6% 下降 下降

入院平均単価 95,886 105,363 106,412 9,477 上昇

外来平均単価 32,056 18,420 17,762 ▲ 13,636 ▲42.5% ▲ 658 ▲3.6% ▲ 14,294

9.9% 1,049 1.0% 10,525 11.0%

1.3% 増加 増加経費 642 692 701 50 7.8% 9

344 ▲ 281 ▲106.3% 360 2,167.5% 80

60 9.3%

30.1% 増加 増加

経費比率 20.4% 22.3% 22.4% 1.8 0.1 1.9

9.5 6.7 16.2 上昇 上昇

材料費比率 36.2% 32.6% 32.7% ▲ 3.6

▲ 2.6

下降

純利益 264 ▲ 17
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

ポイント ▲ 1.2 ポイント入外比率 34.5% 33.5% 31.5% 34.5% 33.3% ▲ 2.0 ポイント 3.0

342 12.2% 156 5.0% ▲ 95 ▲2.9%手術件数 3,132 2,794 3,136 3,292 3,197

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲ 387 ▲3.4% 809 7.5% ▲ 482 ▲4.1%救急患者数 11,683 11,223 10,836 11,645 11,163

595 3.1% ▲ 1,691 ▲8.6% ▲ 156 ▲0.9%外来平均単価 18,719 19,014 19,609 17,918 17,762

3,816 3.7% 820 0.8% ▲ 424 ▲0.4%入院平均単価 113,793 102,200 106,016 106,836 106,412

▲ 42 ▲9.8% ▲ 1 ▲0.3% 36 9.4%新外来患者数 429 428 386 385 421

▲ 273 ▲3.0% 771 8.6% ▲ 456 ▲4.7%延外来患者数 9,601 9,196 8,923 9,694 9,238

▲ 114 ▲5.6% 38 2.0% ▲ 26 ▲1.3%新入院患者数 2,082 2,027 1,913 1,951 1,925

840 3.1% ▲ 192 ▲0.7% ▲ 340 ▲1.2%延入院患者数 27,835 27,457 28,297 28,105 27,765

2.3 ポイント ▲ 0.5 ポイント ▲ 1.1 ポイント病床利用率 76.1% 75.2% 77.5% 77.0% 75.9%

ポイント

▲ 0.5

▲ 0.1

繰入金比率 51.3% 62.9% 67.8% 73.4% 76.7% 4.9 5.6 3.3

23.3% 21.7% 22.4% 22.4% ▲ 1.5 0.7

材料費比率 32.1% 32.5% 33.2% 33.5% 32.7% ポイント

▲ 6.2 ▲ 0.7 2.8

0.7

医業収支比率 66.6% 58.8% 61.3% 61.3% 60.7%

給与費比率 87.8% 104.2% 98.0% 97.3% 100.1%

2.5

ポイント

▲ 0.0

0.3 ▲ 0.8

経費比率 21.1%

89 4.2% ▲ 4 ▲0.2% ▲ 9 ▲0.5%医業収支 ▲ 1,685 ▲ 2,102 ▲ 2,014 ▲ 2,018 ▲ 2,027

338 160.5% 205 160.3% 12 3.5%純利益 17 ▲ 211 128 332 344

40 15.9% ▲ 7 ▲2.5% ▲ 23 ▲8.1%減価償却費 270 253 293 286 262

▲ 4 ▲0.5% 23 3.3% ▲ 15 ▲2.1%経費 708 697 693 716 701

85 8.8% 11 1.0% ▲ 46 ▲4.3%材料費 1,078 974 1,059 1,070 1,025

6 0.2% ▲ 23 ▲0.7% 32 1.0%給与費 2,954 3,123 3,129 3,106 3,137

106 2.1% 4 0.1% ▲ 48 ▲0.9%医業費用 5,049 5,100 5,206 5,211 5,163

140 2.7% ▲ 33 ▲0.6% ▲ 19 ▲0.4%事業費用 5,272 5,283 5,423 5,391 5,372

279 14.8% 179 8.3% 62 2.7%繰入金 1,726 1,886 2,165 2,344 2,406

0 0.1% ▲ 1 ▲0.7% ▲ 10 ▲5.5%外来収益 180 175 175 174 164

194 6.9% 3 0.1% ▲ 48 ▲1.6%入院収益 3,167 2,806 3,000 3,003 2,955

195 6.5% 0 0.0% ▲ 57 ▲1.8%医業収益 3,365 2,998 3,193 3,193 3,136

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

478 9.4% 172 3.1% ▲ 8 ▲0.1%事業収益 5,289 5,073 5,551 5,723 5,715

県立病院分析シート 病院名 救急医療センター

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

3,365

2,998
3,193 3,193 3,1363,167

2,806
3,000 3,003 2,955

180 175 175 174 164

1,726
1,886

2,165
2,344 2,406

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

5,049 5,100 5,206 5,211 5,163

2,954 3,123 3,129 3,106 3,137

1,078 974 1,059 1,070 1,025
708 697 693 716 701

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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67%

59% 61% 61% 61%

88%

104%
98% 97% 100%

32% 32% 33% 34% 33%

21% 23% 22% 22% 22%

51%

63%
68%

73% 77%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H27 H28 H29 H30 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

2,082 2,027
1,913 1,951 1,925

429 428 386 385 421

27,835 27,457 28,297 28,105 27,765

9,601 9,196 8,923 9,694 9,238

0
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入院・外来患者数

新入院患者数 新外来患者数

延入院患者数 延外来患者数

113,793
102,200 106,016 106,836 106,412
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H27 H28 H29 H30 R1

入院・外来平均単価

入院平均単価 外来平均単価

11,683

11,223 10,836
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 救急医療センター

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 5,243 4,880 5,289 5,551 5,715 408 8.4% 262 5.0% 164 3.0%

医業収益 3,357 3,014 3,365 3,193 ▲1.8%

入院収益 2,994 2,825 3,167 3,000 2,955 343 12.1% ▲ 168

3,136 350 11.6% ▲ 172 ▲5.1% ▲ 57

▲5.3% ▲ 45 ▲1.5%

▲2.6% ▲ 11 ▲6.2%

繰入金 1,843 1,818 1,726 2,165 11.1%2,406 ▲ 92 ▲5.1% 439 25.5% 241

外来収益 340 173 180 175 164 7 3.9% ▲ 5

2.9% ▲ 52 ▲1.0%

医業費用 4,823 4,565 5,049 5,206 5,163 484 10.6% 157 3.1% ▲ 44 ▲0.8%

事業費用 5,007 4,887 5,272 5,423 5,372 385 7.9% 152

給与費 2,689 2,633 2,954 3,129 0.3%

材料費 1,223 1,009 1,078 1,059 1,025 69 6.9% ▲ 19

3,137 322 12.2% 175 5.9% 8

▲1.8% ▲ 35 ▲3.3%

▲2.1% 8 1.1%

減価償却費 253 221 270 293 ▲10.4%262 49 22.3% 23 8.6% ▲ 31

経費 635 678 708 693 701 31 4.5% ▲ 15

650.8% 216 169.3%

医業収支 ▲ 1,466 ▲ 1,551 ▲ 1,685 ▲ 2,014 ▲ 2,027 ▲ 133

純利益 236 ▲ 6 17 128 344 23 366.6% 111

▲8.6% ▲ 329 ▲19.5% ▲ 13 ▲0.7%

材料費比率 36.4% 33.5% 32.1% 33.2% 32.7% ポイント

給与費比率 80.1% 87.3% 87.8% 98.0%

医業収支比率 69.6% 66.0% 66.6% 61.3%

100.1% 0.5 10.2 2.0

60.7% 0.6

ポイント

▲ 5.3

ポイント

▲ 0.6

▲ 1.4 1.1

0.7 0.6

8.9

▲ 0.5

▲ 1.4

繰入金比率 54.9% 60.3% 51.3% 67.8% 76.7% ▲ 9.0 16.5

経費比率 18.9% 22.5% 21.1% 21.7% 22.4%

ポイント ▲ 1.7 ポイント

入外比率 34.6% 34.5% 34.5% 31.5% 33.3% ▲ 0.0 ポイント ▲ 3.0 ポイント 1.7 ポイント

病床利用率 80.3% 75.8% 76.1% 77.5% 75.9% 0.3 ポイント 1.5

延入院患者数 29,389 27,666 27,835 28,297 ▲1.9%

新入院患者数 2,178 2,045 2,082 1,913 1,925 37 1.8% ▲ 169

27,765 169 0.6% 462 1.7% ▲ 532

▲8.1% 12 0.6%

▲7.1% 315 3.5%

新外来患者数 467 456 429 386 9.1%421 ▲ 27 ▲5.9% ▲ 43 ▲10.0% 35

延外来患者数 10,163 9,545 9,601 8,923 9,238 56 0.6% ▲ 678

▲6.8% 396 0.4%

外来平均単価 33,483 18,119 18,719 19,609 17,762 601 3.3% 889 4.8% ▲ 1,847 ▲9.4%

入院平均単価 101,887 102,095 113,793 106,016 106,412 11,698 11.5% ▲ 7,777

救急患者数 12,341 11,590 11,683 10,836 3.0%

手術件数 2,520 2,281 3,132 3,136 3,197 851 37.3% 4

11,163 93 0.8% ▲ 847 ▲7.2% 327

0.1% 61 1.9%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

3,357

3,014

3,365
3,193 3,136

2,994
2,825

3,167
3,000 2,955

340
173 180 175 164

1,843 1,818 1,726

2,165
2,406

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H23 H25 H27 H29 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

4,823
4,565

5,049 5,206 5,163

2,689 2,633
2,954

3,129 3,137

1,223
1,009 1,078 1,059 1,025

635 678 708 693 701

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23 H25 H27 H29 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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70%
66% 67%

61% 61%

80%
87% 88%

98% 100%

36% 33% 32% 33% 33%

19% 22% 21% 22% 22%

55% 60%
51%

68%
77%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H23 H25 H27 H29 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

2,178 2,045 2,082 1,913 1,925

467 456 429 386 421

29,389
27,666 27,835 28,297 27,765

10,163 9,545 9,601 8,923 9,238

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H23 H25 H27 H29 R1

入院・外来患者数

新入院患者数 新外来患者数

延入院患者数 延外来患者数

101,887 102,095

113,793
106,016 106,412

33,483

18,119 18,719 19,609 17,762
0
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40,000
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80,000

100,000

120,000

H23 H25 H27 H29 R1

入院・外来平均単価

入院平均単価 外来平均単価

12,341

11,590 11,683

10,836
11,163

2,520

2,281

3,132 3,136 3,197
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2,000
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3,000
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10,000
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12,000

12,500

H23 H25 H27 H29 R1

救急患者数・手術件数

救急患者数 手術件数
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76% 76% 78% 76%
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H23 H25 H27 H29 R1
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病床利用率 入外比率

▲ 2,500

▲ 2,000

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

500

H23 H25 H27 H29 R1

純利益 医業収支

純利益 医業収支



43 
 

（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度

医業収益

62.0%

繰入金

38.0%

材料費 22.4%

限界利益

77.6%

固定費

69.6%

給与費

52.0%

経費 12.7%

減価償却費 5.0%

利益 8.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

63.5%

繰入金

36.5%

材料費 20.7%

限界利益

79.3%

固定費

78.7%

給与費

59.2%

経費 14.1%

減価償却費 5.4%

利益 0.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

56.6%

繰入金

43.4%

材料費 18.5%

限界利益

81.5%

固定費

74.0%

給与費

56.6%

経費 12.7%

減価償却費 4.7%

利益 7.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

 

21年度 26年度 元年度

医業収益 3,144 3,109 3,136

繰入金 1,926 1,790 2,406

医業費用 4,685 4,911 5,163

材料費 1,137 1,014 1,025

給与費 2,635 2,902 3,137

指標Ａ 2,007 2,096 2,111

指標ａ 63.8% 67.4% 67.3%

指標Ｂ 508 208 -2

指標ｂ 16.2% 6.7% -0.1%

指標C -629 -806 -1,026

指標ｃ -20.0% -25.9% -32.7%

 

- 1 , 5 0 0

- 1 , 0 0 0

- 5 0 0

0

5 0 0

1 , 0 0 0

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

2 , 5 0 0

- 4 0 . 0 %

- 2 0 . 0 %

0 . 0 %

2 0 . 0 %

4 0 . 0 %

6 0 . 0 %

8 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ
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②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 
 
 

  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 102.4 106.2 106.4 109.2

目標 102.9 102.9 102.7 102.1

実績 61.3 61.3 60.7 59.6

目標 60.4 59.9 59.7 59.2

実績 64.7 64.6 63.1 68.6

目標 65.0 64.9 64.9 64.5

実績 98.0 97.3 100.1 103.0

目標 97.5 98.5 98.3 98.5

実績 33.2 33.5 32.7 33.0

目標 32.8 31.7 31.7 31.7

実績 7.0 6.7 6.8 7.1

目標 7.4 7.3 7.3 7.3

実績 111.3 111.4 114.5 117.7

目標 112.4 113.6 113.3 113.6

実績 1,913 1,951 1,925 1,754

目標 2,056 2,055 2,060 2,055

実績 386 385 421 346

目標 419 419 419 419

実績 28,297 28,105 27,765 25,012

目標 27,750 27,740 27,816 27,740

実績 8,923 9,694 9,238 8,200

目標 9,249 9,249 9,249 9,249

実績 77.5 77.0 75.9 68.5

目標 76.0 76.0 76.0 76.0

実績 14.7 14.4 14.4 14.2

目標 13.5 13.5 13.5 13.5

実績 106,016 106,836 106,412 117,335

目標 109,705 108,608 108,608 108,608

実績 19,609 17,918 17,762 17,840

目標 18,999 18,809 18,809 18,809

実績 35 38 36 37

目標 37 37 37 37

実績 91,216 84,020 87,106 83,698

目標 87,519 86,619 86,842 86,619

材料費比率(対医業収益)

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

5

6

7

4

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

給与費比率(対医業収益)

薬品費比率(対医業収益)

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

新入院患者数

新外来患者数

経営指標

1

2

3

8

9

10

平均在院日数

11

12

13

延外来患者数

患者１人１日当たり外来診療収入

医師数(常勤)各年度末現在

常勤医師１人当たり医業収益

延入院患者数

14

15

16

17

病床利用率

患者１人１日当たり入院診療収入

%

千円

人

円

円

日

%

人

人

人

人

%

%

%

%

%

%
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医療機能指標 

 

 

  

中項目 小項目 単位

実績 2,569 2,670 2,645 2,364

目標 2,800 2,800 2,800 2,800

実績 232 268 184 237

目標 200 200 200 200

実績 19 39 29 36

目標 20 20 20 20

実績 8.2 15.0 15.8 15.2

目標 10.0 10.0 10.0 10.0

実績 144 151 176 159

目標 180 180 180 180

実績 66 83 93 126

目標 60 60 60 60

実績 278 145 89 133

目標 350 350 350 350

実績 2,646 2,858 2,831 2,926

目標 2,300 2,330 2,360 2,390

実績 967 928 906 904

目標 650 650 650 650

実績 0 0 0 0

目標 15 15 20 20

実績 127 121 77 95

目標 190 190 200 200

実績 81.7 85.9 86.0 80.2

目標 81.0 81.0 81.0 81.0

実績 5.4 4.8 5.2 5.4

目標 7.1 7.1 7.5 7.5

実績 19.0 16.0 15.0 7.0

目標 20.0 20.0 20.0 20.0

実績 2 2 2 2

目標 4 6 6 6

実績 32 33 31 32

目標 29 29 30 30

実績 4 4 4 3

目標 3 3 4 4

実績 740 965 1,279 1,417

目標 800 850 900 950

実績 7 6 10 7

目標 17 14 11 8

実績 92.3 75.0 98.7 96.3

目標 85.0 90.0 95.0 100.0

9
災害拠点病院としての
体制強化

5
地域医療連携パス（脳卒中）
の推進

テーマ

果たすべき役割を
踏まえた機能強化

2
心肺停止で救急搬入された患
者の救命率

3
重症患者の受入
（受入当日の緊急手術件数）

医療安全管理の徹底 10 安全管理の徹底

医療機能指標・具体的な取組

1 1救急患者受入件数の増加 救急患者受入数 人

2

4
精神疾患・認知症患者の身体
的救急への対応

地域との連携強化

医療従事者の確保
・育成

8 臨床研修医の確保

H30 R1 R2

4 件

心肺停止で救急搬入された患者数 人

3
心肺停止で救急搬入された患者数患
者の生存退院患者数・割合

人

％

急性心筋梗塞

脳梗塞急性期

重症外傷

総手術件数

H29

件

件

件

8

9

精神科リエゾン活動件数

認知症ケア活動件数

件

件

5

6

7

10 地域医療連携パス適用数 件

6 地域完結型医療の達成 11 在宅復帰率 ％

7
専門・認定看護師資格取得の
促進

資格者の割合12 ％

14 後期臨床研修医（救急科）

人

人

15 DMAT登録隊員数 人

13 臨床研修医

％

16 災害対策訓練等実施回数 件

17

18

IA総報告件数

レベル3b以上発生件数

件

件

患者サービスの向上 11 患者満足度の向上
患者満足度(外来)
(やや満足以上の割合)

19
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

 
  

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

1  

収入の

確保 

【医師確保】 

・医師の増加により、疾患の

性質上による患者数の季節

変動や、緊急手術症例に対

応できる体制を構築 

・常勤医師を 3名増員 

＜医師数（人）＞ 

H29:35 R02:38 

【手術件数の増加】 

・準夜帯における急患受入れ

体制、複数手術受入れ体制

をより充実させ、受入れ不

可能率を改善 

・総手術件数の数値目標を達成 

・手術室だけでなく、血管造影室での血管内治療件数も増加 

＜手術件数（件）＞ 

H29:2,646 H30:2,858 R01:2,831 R02:2,926 

＜血管内治療件数（件）＞ 

H29:381 H30:427 R01:385 R02:390 

【入院患者数の増加】 

・ICU からの転棟先として、

病棟の一部を再編すること

を検討する等、ICU の効率

的な運用による救命救急入

院料の算定増及び入院患者

数の増加を図る 

・患者対看護師が 4対 1の病

棟は脳卒中を中心に多発外

傷や循環器疾患など、疾患

の枠にとらわれずに患者を

収容することで効率的な病

棟運営に努める 

・新入院患者数の数値目標は未達成 

・救命救急入院料算定件数で過去 3か年（H26-H28 平均

3,435 件）と比較した算定件数の増加未達成 

＜新入院患者数（人）＞ 

H29:1,913 H30:1,951 R01:1,925 R02:1,754 

＜救命救急入院料算定件数（件）＞ 

H29:3,010 H30:2,856 R01:3,052 R02:3,012 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データの適

切な管理 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争、医師に

よる価格直接交渉等によ

り、材料費率価格圧縮 

・材料費比率（対医業収益）は数値目標未達成 

・診療材料管理システムにより、購入データの電子的な管理

を実施 

・償還原価率は、ベンチマーク利用開始当初の H30 年度第 3

四半期 84.23%から R01 年度通期 85.05%へ増加(全国平均

87.87%) 

・H30 年度末にベンチマークシステムを活用して約 500 万円

の削減効果 

・院内の医療材料審議会において、ベンチマークシステムに

おける平均納入率の提示、採用に伴う収支面での影響の検

討、各部門の価格削減意識の喚起に努めた 

＜材料費比率（%）＞ 

H29:33.2 H30:33.5 R01:32.7 R02:33.0 
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【医薬品費の削減】 

・採用薬の見直しと後発医薬

品の採用による医薬品費総

額の削減 

・採用薬の後発薬への切り替え、新規採用をすすめたが、新

型コロナウイルス感染症の診療の影響、流通制限による在

庫確保等により R02 年度の医薬品費(税抜）は

104,634,732 円と昨年比 3.94%増となった。なお、H29 年

度と比較し 5.99％減と削減状況は維持されている。 

・H29 年度からの各年度の薬品費比率は以下の通り、ほぼ目

標達成されている。 

＜薬品費比率（%）＞ 

H29:7.0 H30:6.7 R01:6.8  R02:7.1 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入体制の強化】 

・千葉県全域を対象とする唯

一の高度救命救急センター

として、準夜帯前半 18：

00～22：00 の時間帯にお

ける急患受入れ及び複数手

術受入れ体制を強化し、24

時間 365 日対応できる診療

機能・診療体制を整備 

・身体救急と精神救急に複合

的な症例へ対応するため

の、精神科医療センターと

の統合計画の推進 

・救急隊との連携強化（近隣

消防署への訪問・情報交換

など） 

・救急コーディネート事業の

再開 

・受入れ数増加は未達成 

・受入れ数は減少したものの、循環器ホットライン、脳卒中

ホットラインの拡充を図り、その受入れ件数増加により救

命に直結する脳卒中・心筋梗塞等の患者の早期受入れが可

能となった 

・準夜帯での人員配置増により複数手術が可能な体制整備 

・新病院一体的整備に向けた新病院建設のための検討を重

ね、基本計画、実施設計が完了 

・救急隊との勉強会や救急救命士の実習受入れ、救急搬送患

者の現場でのフィードバックの実施による救急隊との連携

強化 

・救急コーディネート事業は H27 年度に終了後、千葉県とし

て実施再開には至っていない 

＜救急患者受入数（人）＞ 

H29:2,569 H30:2,670 R01:2,645 R02:2,364 

＜循環器ホットライン件数（件）＞ 

H29:105 H30:136 R01:159 R02:156 

＜脳卒中ホットライン件数（件）＞ 

H29:109 H30:107 R01:134 R02:180 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携強

化】 

・地域医療連携パス(脳卒中)

の活用による積極的な転院

退院の実施 

・地域連携室を活用し、連携

医療機関への転院数を増加 

・医師事務補助作業員などを

活用して、確実に紹介元へ

の入院報告、退院報告を行

い、連携医療機関との関係

を強化 

・救急医療センターを中心と

した救命救急センター間連

携マネジメントの推進 

・脳卒中パスは数値目標未達成 

・転院調整は殆どの患者が地域連携室を通して実施 

・医師事務補助作業員・事務を通して入院報告・退院報告を

実施 

・救急救命センター間連携マネジメントは、地域医療連携パ

スで情報共有及び連携を図っている 

・入退院支援加算Ⅰを取得し、地域医療連携室を活用した医

療機関への転院を積極的に実施 

＜脳卒中パス件数（件）＞ 

H29:127 H30:121 R01:77 R02:95 

【在宅復帰に向けたサポー

ト】 

・在宅復帰率の向上 

・在宅復帰率は数値目標達成 

＜在宅復帰率（%）＞ 

H29:86.1 H30:89.0 R01:90.7 R02:80.2 
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５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門看護師、認定看護師の

資格取得を支援】 

・急性・重症患者看護専門看

護師が認定試験受験予定で

あり、継続して認定看護師

が積極的に専門性を発揮で

きるよう支援 

・全職員に対する資格者（認定看護師・専門看護師）の割合

は数値目標未達成 

・認定看護師・専門看護師各 1名が更新、認定看護師 1名が

更新をしなかった 

・新たに手術室看護認定看護師 1 名が資格取得をした 

・皮膚・排泄ケア認定看護師教育課程に 1 名が入学を予定し

ていたが COVID 感染拡大のため次年度に延期となった 

・病院局の資格取得支援制度を活用した積極的な資格取得支

援に努めた 

・勤務しながら研修に参加できる勤務体制を実施 

＜認定看護師・専門看護師割合（%）＞ 

H29:5.9 H30:4.8 R01:5.2 R02:5.4 

【後期臨床研修医の確保】 

・新専門医制度における救急

科の基幹病院として、魅力

的な研修プログラムの作

成、研修環境の整備により

研修医を確保 

・R01 年度救急科指導医施設の認定を受け、指導体制を対外

的に明示 

・計画期間での採用人数は 2 名で、R02 年度は救急専攻医 2

名が当センターで研修実施 

・院内での各診療科専門医の講義や臨床現場における指導に

加え、千葉大学をはじめ県内医療機関との連携による研修

環境の整備と研修プログラムの充実化 

・症例報告発表や英文論文での公表、及び救急医学に関連し

た学会や講習会等への参加を積極的に奨励し、教育･研究

体制を強化 

・目標数値設定時から制度変更となり、救急専攻医から専門

医を目指す体制となったことに伴う指導施設の認定（R01

年度）、専攻医 2 名採用（R02 年度） 

【研修の充実、学会発表、論

文発表等の増加】 

・研修の充実、学会発表、論

文発表等の増加によるスキ

ルアップ、キャリアパスの

推進・国際的な知見をもっ

て診療できる人材育成のた

めの海外研修への派遣 

・救急医療に関する基本的な

講習会（BLS，ICLS，

ACLS、JATEC）の継続的な

開催 

・計画期間中、長期での海外研修の参加者数は 0名だが、医

師の海外での学会発表や短期研修参加等を推進、毎年派遣

を実施 

・院内研修会や講習会等の開催総数の増加 

・救急医療に関する基本的な院内講習会（BLS、ICLS、

ACLS）を定期的に開催 

・研修会、講習会の確実な実施 

・学会発表、論文発表は過去 2年間のデータで、毎年各診療

科で実施 

＜海外学会発表、短期研修参加件数（件）＞ 

H29:8 H30:3 R01:3 

＜BLS、ICLS、ACLS 開催回数（回）＞ 

H29:9 H30:10 R01:3 

＜院内研修会開催回数（回）＞ 

 H29:102 H30:130 R01:87 

＜学会発表件数（件）＞ 

H29:97 H30:83 R01:92 

＜論文発表件数（件）＞ 

H29:14 H30:11 R01:6 
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【災害対応力の強化】 

・従来の多数傷病者合同災害

訓練、日勤・夜間の防災訓

練に加え、停電時対応訓練

や NBC 対応訓練の実施、ま

た広域搬送訓練への参加の

推進 

・各種 DMAT 訓練に人材を派

遣 

・災害対策訓練等実施回数は目標数値達成 

・R01 年度は台風による災害、R02 年度は新型コロナウイル

ス感染症による影響により一部訓練未実施 

・DMAT 登録隊員数は目標数値未達成 

＜災害対策訓練等実施回数（回）＞ 

H29:9 H30:8 R01:5 R02:3 

＜災害対策訓練実施状況＞ 

①多数傷病者発生合同訓練 

H29:H30 年度開催 

R01:台風の影響により中止 

R02:新型コロナウイルスの影響により中止 

②防災訓練 

日勤・夜間防災訓練を年 2 回ずつ実施 

③国民保護共同実動訓練 

H29、R01 年度に訓練会場の 1 カ所として参加 

テロ等化学災害（NBC）対応訓練 

④院内地震対応訓練 

R02 年度より、院内地震対応訓練を実施 

＜DMAT 登録隊員数（人）＞ 

H29:20 H30:22 R01:22 R02:23 

＜DMAT 等活動状況＞ 

①災害派遣 

H29:なし 

H30:H30 年 7 月豪雨 1 名(本部活動) 

北海道胆振東部地震 1 名(本部活動) 

R01:R01 年台風 19名(本部活動、病院支援) 

新型コロナウイルス対応 7 名(本部活動、現場活動) 

R02:新型コロナウイルス対応 3名(本部活動) 

②主な訓練・研修派遣 

・大規模地震時医療活動訓練（内閣府主催） 

・関東ブロック DMAT 訓練 

・九都県市合同防災訓練 

・関東ブロック DMAT 技能維持研修 

・NBC 災害・テロ対策研修 

③主な講師等派遣 

・DMAT 研修 

・CLDMAT 養成研修 

・関東ブロック DMAT 技能維持研修 

・NBC 災害・テロ対策研修 

・自衛隊機を使用した DMAT 広域医療搬送研修 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・改定された医療安全管理指

針の職員への周知徹底 

・医療安全管理のための職員

研修の実施と受講率の向上 

・インシデント・アクシデン

ト、オカレンスの早期報告

を徹底し、職員が事案を積

極的に報告できるよう環境

を整備する 

・院内情報共有システム、電子カルテの活用による医療安全

管理指針の閲覧可能化 

・職員研修はビデオ研修の複数時間帯開催と e-ラーニング

による随時受講を可能としたが、 R2 年度は新型コロナウ

イルス感染症拡大にて研修開催が少なく受講率はやや減少

(R02 年度は 89.6%） 

・インシデント・アクシデント報告書作成の簡略化・簡素化

を図り、報告システムの項目を医療安全対策会議中心に検

討 
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【医療安全機能の強化】 

・重要と考えられるインシデ

ント・アクシデント事案に

早期から医療安全管理室が

対応し、情報共有や事案に

対する対策などを検討 

・医療安全巡視の実施によ

る、現場での問題点の発

見、指導 

・医療安全上の問題意識啓発

のための、医療安全管理室

から職員への的確な情報発

信 

・報告書は毎日確認、内容の疑問については現場に確認 

・重要案件についてシステムの確認や手順の見直しも含めて

リスクマネジメント部会、医療安全管理委員会、看護局安

全委員会などで検討し、職員に周知 

・医療安全巡視の毎月 1回実施により、ルール遵守状況や業

務上のリスクについて把握 

・医療安全ニュースの毎月 1 回発行と電子カルテトップペー

ジへの掲載し、各部署、部門で既読管理を実施 

 

【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象の適切な把握と組織

的な管理体制による対策強

化 

・インシデント・アクシデント報告件数は数値目標達成 

・レベル 3b 以上の件数は数値目標達成 

・毎月、入院・外来別、レベル別、事象別、部署別に集計し

適切に管理 

・リスクマネジメント部会での事例報告、多職種間で検討 

＜インシデント・アクシデント報告件数（件）＞ 

H29:740 H30:965 R01:1,255 R02:1,417 

＜レベル 3b 以上報告件数（件）＞ 

H29:8 H30:6 R01:10 R02:7 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・外来患者の集中を避けるた

め、予約時間の調整、予約

方法の工夫 

・業務の効率化や業務プロセ

スなどの見直しによる患者

待ち時間の短縮 

・外来スタッフミーティング（不定期）を開催し、外来の問

題点等を検討 

・外来で採取した検体の搬送を検査科に移管し、結果がでる

までの時間短縮を図った  

【患者の接遇満足度の向上】 

・接遇研修と実践によるクレ

ームの低減 

・患者満足度（外来）（やや満足以上の割合）は数値目標を

概ね達成 

・患者相談窓口を設置、随時、クレームの受付と対応を検討

し、結果を提示 

＜患者満足度調査（外来）におけるやや満足以上の割合

（%）＞ 

H29:92.3 H30:75.0 R01:98.7 R2:96.3 
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（３）精神科医療センター 

①経営分析                 （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 入院患者数は平成 21 年度と平成 26 年度において微減となったものの、それ  

以降はほぼ横ばいで推移しています。 

  延入院患者数 H21: 17,560→H26: 16,788 （▲  772 ▲ 4.4％） 

         H26: 16,788→R1 : 16,833 （＋   45 ＋ 0.3％） 

〇 外来患者は、平成 21 年度と平成 26 年度では微減の状況でしたが、平成 26 年度

以降は減少傾向にあります。 

  延外来患者数 H21: 34,504→H26: 34,047 （▲  457 ▲ 1.3％） 

H26: 34,047→R1 : 27,854 （▲ 6,193 ▲ 18.2％） 

 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

 ○ 入院平均単価、外来平均単価ともに、平成 21 年度以降、大きな変動はなく、 

ほぼ横ばいの状況が続いています。 

入院平均単価 H21: 33,648→H26: 34,785 （＋ 1,137 ＋ 3.4％） 

H26: 34,785→R1 : 34,425 （▲   359  ▲ 1.0％） 

外来平均単価 H21: 14,598→H26: 14,301 （▲   296  ▲ 2.0％） 

H26: 14,301→R1 : 13,187 （▲ 1,114 ▲ 7.8％） 

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 入院収益は患者数、入院平均単価に大きな変動がないため、ほぼ横ばいの状況

が続いています。 

 〇 一方、外来収益は患者数の減少により、減収の傾向にあります。 

医業収益   H21: 1,103→H26: 1,078  （▲   25 ▲ 2.3％） 

H26: 1,078→R1 :   954  （▲  123 ▲11.4％） 

入院収益   H21:   591→H26:   584 （▲    7 ▲ 1.2％） 

H26:   584→R1 :   579  （▲    4 ▲ 0.8％） 

外来収益   H21:   504→H26:   487 （▲   17 ▲ 3.3％） 

H26:   487→R1 :   367  （▲  120 ▲24.6％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 急性期の精神疾患患者を受け入れる精神救急の病院という性質上、医業収益に

対する給与費の比率は高い傾向にあります。 

給与費は、高度医療の提供（精神救急医療）に要する経費として、繰入金の対象

となりますが、給与費が増加しているため、繰入金額も増加傾向にあります。 

繰入金（金額）  H21:   487 →R1 : 567  （＋  80 ＋16.4％） 

（対医業収益比率）H21: 44.2％→H26: 41.6％→R1 : 59.4％ 

 

オ：給与費（人件費）                      

 ○ 医業収益が横ばいの中、給与費は増加傾向にあるため、給与費比率は上昇傾向
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にあります。直近の給与費比率は 100％を超えており、医業収益で給与費が賄えて

いない状況です。 

 給与費（金額）  H21:  813 →R1 : 1,076 （＋  262 ＋32.2％） 

（対医業収益比率）H21: 73.7％→H26: 87.8％→R1 :112.7％ 

 

カ：材料費                          

 ○ 精神科病院という性質上、医業収益に対する材料費の占める割合は低く、長期

的には減少傾向にあります。 

 材料費（金額）  H21:   308 →R1 :   215 （▲   92 ▲30.0％） 

（対医業収益比率）H21: 27.9％→H26: 26.0％→R1 : 22.6％ 

（指標Ａ※）H21:   795 →H26:   798 →R1 :   739 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費は金額、医業収益に対する比率ともに長期的に増加傾向にあります。 

経費 （金額）  H21: 162 →R1 : 191 （＋ 29 ＋17.7％） 

（対医業収益比率）H21: 14.7％→H26: 15.8％→R1 : 20.0％ 

 

ク：医業収支 

  〇 医業収益がほぼ横ばい傾向であるのに対し、医業費用は給与費、経費の影響で

増加傾向にあるため、中長期的には医業収支が悪化しています。 

   医業収支（金額）   H21:▲  216→R1 :▲  580 （▲364 ▲168.4％） 

（医業収支比率）H21: 83.6％→H26: 74.6％→R1 : 62.2％ 

 

ケ：純利益                 

〇 純利益については、給与費の増加が繰入金で賄われているため、医業収支ほど 

減少幅は大きくないものの、中長期的には悪化の傾向にあります。 

純利益（金額）   H21: 274→R1 : ▲2 （▲276 ▲100.8％） 

 

コ：経営分析（総括） 

 〇 精神科医療センターは、急性期の精神疾患患者を受け入れる病院であり、入院は

病床利用率が 90％前後で推移するなど、高い利用率となっていますが、外来では

中長期的に患者数が減少傾向にあるため、全体の医業収益ではほぼ横ばいか微減

の傾向となっています。 

（病床利用率）H21: 96.2％→H26: 92.0％→R1 : 92.0％ 

〇 精神科領域の救急医療を担う病院であるため、医業収益に対する給与費比率は

高水準となりますが、近年の給与費の増加により給与費比率が 100％を超える状況

に陥り、医業収支、純利益の悪化が進んでいます。 

〇 病床利用率が 90％前後で推移しているため、新たな入院患者の受け入れが困難

という状況下での経営改善の取組が必要です。そのためには、収益確保、費用削減

の両面から詳細な分析ときめ細やかな対策を講ずる必要があります。 



53 
 

（資料１） 

（医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
44.2

人件費, 
73.7

材料費, 27.9

経費, 14.7
その他, 5.6

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
41.6

人件費, 
87.8

材料費, 26.0

経費, 15.8
その他, 7.1

平成26年度

医業収益, 
100

負担金, 
59.4

人件費, 
112.7

材料費, 22.6

経費, 20.0
その他, 8.5

令和元年度

収益計144.2 ＞費用計121.9
＋22.3ポイント

収益計141.6 ＞費用計136.7
＋4.9ポイント

収益計159.4＜費用計163.8
▲4.4ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

医業収益 1,103 1,078 954 ▲ 25 ▲2.3%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

▲ 123 ▲11.4% ▲ 148 ▲13.5% 減収 減収

差 伸長率 差 伸長率

▲ 4 ▲0.8% ▲ 11 ▲1.9% 減収 減収入院収益 591 584 579 ▲ 7 ▲1.2%

▲ 120 ▲24.6% ▲ 136 ▲27.1% 減収 減収外来収益 504 487 367 ▲ 17 ▲3.3%

119 26.5% 80 16.4% 増加 増加繰入金 487 448 567 ▲ 39 ▲8.0%

90 6.2% 215 16.3% 増加 増加医業費用 1,319 1,444 1,534 125 9.5%

129 13.7% 262 32.2% 増加 増加給与費 813 946 1,076 133 16.3%

▲ 65 ▲23.2% ▲ 92 ▲30.0% 減少 減少材料費 308 280 215 ▲ 28 ▲8.9%

▲ 213 ▲58.2% ▲ 364 ▲168.4% 悪化 悪化医業収支 ▲ 216 ▲ 366 ▲ 580 ▲ 150 ▲69.7%

▲ 3.4 ▲ 5.3 下降

医業収支比率 83.6% 74.6% 62.2% ▲ 9.0

ポイント

給与費比率 73.7% 87.8% 112.7%

病床利用率 96.2% 92.0% 92.0% ▲ 4.2 ポイント ▲ 0.0

繰入金比率 44.2% 41.6% 59.4% ▲ 2.6 17.8

▲ 727

ポイント ▲ 4.2 ポイント 下降 下降

15.2 上昇 上昇

ポイント

▲ 21.4

ポイント

悪化 悪化

上昇 上昇

下降

▲4.1% 増加 減少

延外来患者数 34,504 34,047 27,854 ▲ 457 ▲1.3% ▲ 6,193 ▲18.2% ▲ 6,650 ▲19.3% 減少 減少

延入院患者数 17,560 16,788 16,833 ▲ 772 ▲4.4% 45 0.3%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲9.7% 下降 下降

入院平均単価 33,648 34,785 34,425 1,137 上昇

外来平均単価 14,598 14,301 13,187 ▲ 296 ▲2.0% ▲ 1,114 ▲7.8% ▲ 1,410

3.4% ▲ 359 ▲1.0% 777 2.3%

12.0% 増加 増加経費 162 170 191 8 5.1% 20

94 ▲ 2 ▲ 181 ▲65.9% ▲ 96 ▲102.2% ▲ 276

29 17.7%

▲100.8% 減少 減少

経費比率 14.7% 15.8% 20.0% 1.1 4.2 5.3

14.0 24.9 38.9 上昇 上昇

材料費比率 27.9% 26.0% 22.6% ▲ 1.9

▲ 12.4

下降

純利益 274
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

ポイント ▲ 6.8 ポイント入外比率 192.3% 184.4% 178.7% 172.3% 165.5% ▲ 5.7 ポイント ▲ 6.4

0 - 0 - 0 -手術件数 0 0 0 0 0

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲ 131 ▲16.7% 176 26.9% ▲ 51 ▲6.1%救急患者数 878 786 655 831 780

▲ 637 ▲4.6% ▲ 408 ▲3.1% 323 2.5%外来平均単価 14,589 13,909 13,272 12,864 13,187

▲ 273 ▲0.8% ▲ 923 ▲2.6% ▲ 249 ▲0.7%入院平均単価 35,179 35,871 35,597 34,674 34,425

34 12.4% ▲ 14 ▲4.5% 7 2.4%新外来患者数 319 275 309 295 302

▲ 600 ▲2.0% ▲ 258 ▲0.9% ▲ 951 ▲3.3%延外来患者数 31,372 29,663 29,063 28,805 27,854

24 6.2% 3 0.7% ▲ 45 ▲10.9%新入院患者数 441 385 409 412 367

179 1.1% 453 2.8% 115 0.7%延入院患者数 16,311 16,086 16,265 16,718 16,833

1.0 ポイント 2.5 ポイント 0.4 ポイント病床利用率 89.1% 88.1% 89.1% 91.6% 92.0%

ポイント

▲ 3.1

▲ 0.7

繰入金比率 44.9% 50.1% 50.3% 56.3% 59.4% 0.2 6.0 3.1

17.8% 19.3% 20.7% 20.0% 1.6 1.4

材料費比率 26.5% 24.2% 22.3% 22.5% 22.6% ポイント

▲ 0.5 6.7 8.2

▲ 2.0

医業収支比率 72.7% 69.0% 69.0% 65.3% 62.2%

給与費比率 88.0% 98.4% 97.9% 104.5% 112.7%

▲ 0.0

ポイント

▲ 3.7

0.2 0.0

経費比率 18.4%

10 2.2% ▲ 72 ▲16.5% ▲ 70 ▲13.8%医業収支 ▲ 390 ▲ 447 ▲ 437 ▲ 509 ▲ 580

22 42.7% ▲ 24 ▲33.8% ▲ 50 ▲104.3%純利益 82 51 72 48 ▲ 2

9 22.3% 0 0.1% ▲ 1 ▲2.8%減価償却費 42 39 47 47 46

11 6.3% 10 5.3% ▲ 7 ▲3.6%経費 191 177 188 198 191

▲ 25 ▲10.2% ▲ 1 ▲0.6% ▲ 0 ▲0.1%材料費 275 242 217 216 215

▲ 28 ▲2.8% 48 5.1% 75 7.5%給与費 915 980 952 1,000 1,076

▲ 33 ▲2.3% 56 4.0% 68 4.6%医業費用 1,430 1,443 1,410 1,467 1,534

▲ 37 ▲2.5% 57 3.9% 69 4.6%事業費用 1,477 1,488 1,451 1,508 1,577

▲ 10 ▲1.9% 49 10.1% 28 5.1%繰入金 467 499 490 539 567

▲ 27 ▲6.5% ▲ 15 ▲3.9% ▲ 3 ▲0.9%外来収益 458 413 386 371 367

2 0.3% 1 0.1% ▲ 0 ▲0.0%入院収益 574 577 579 580 579

▲ 23 ▲2.3% ▲ 16 ▲1.6% ▲ 3 ▲0.3%医業収益 1,040 996 973 957 954

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

▲ 15 ▲1.0% 33 2.1% 19 1.3%事業収益 1,559 1,538 1,523 1,556 1,575

県立病院分析シート 病院名 精神科医療センター

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

1,040
996 973 957 954

574 577 579 580 579

458 413 386 371 367
467 499 490

539 567
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1,000

1,200

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

1,430 1,443 1,410
1,467

1,534

915
980 952 1,000

1,076
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191 177 188 198 191
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1,600

1,800

H27 H28 H29 H30 R1

医業費用等
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73% 69% 69% 65% 62%
88%

98% 98%
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113%

26% 24% 22% 23% 23%

18% 18% 19% 21% 20%

45%
50% 50%
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 精神科医療センター

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 1,732 1,658 1,559 1,523 1,575 ▲ 100 ▲6.0% ▲ 36 ▲2.3% 52 3.4%

医業収益 1,170 1,127 1,040 973 ▲1.9%

入院収益 588 561 574 579 579 13 2.3% 5

954 ▲ 87 ▲7.7% ▲ 67 ▲6.5% ▲ 18

0.9% 0 0.1%

▲15.7% ▲ 18 ▲4.8%

繰入金 530 491 467 490 15.7%567 ▲ 23 ▲4.7% 22 4.8% 77

外来収益 574 558 458 386 367 ▲ 100 ▲17.9% ▲ 72

▲1.8% 127 8.7%

医業費用 1,498 1,362 1,430 1,410 1,534 68 5.0% ▲ 20 ▲1.4% 124 8.8%

事業費用 1,539 1,463 1,477 1,451 1,577 14 0.9% ▲ 26

給与費 937 799 915 952 13.0%

材料費 352 336 275 217 215 ▲ 61 ▲18.0% ▲ 59

1,076 116 14.6% 37 4.0% 123

▲21.2% ▲ 2 ▲0.7%

▲1.7% 3 1.5%

減価償却費 33 34 42 47 ▲2.7%46 8 24.8% 6 13.5% ▲ 1

経費 174 186 191 188 191 5 2.6% ▲ 3

▲11.9% ▲ 74 ▲102.9%

医業収支 ▲ 328 ▲ 235 ▲ 390 ▲ 437 ▲ 580 ▲ 155

純利益 193 196 82 72 ▲ 2 ▲ 114 ▲58.1% ▲ 10

▲66.0% ▲ 47 ▲12.1% ▲ 142 ▲32.6%

材料費比率 30.1% 29.8% 26.5% 22.3% 22.6% ポイント

給与費比率 80.1% 70.9% 88.0% 97.9%

医業収支比率 78.1% 82.8% 72.7% 69.0%

112.7% 17.1 9.9 14.8

62.2% ▲ 10.0

ポイント

▲ 3.7

ポイント

▲ 6.8

▲ 3.3 ▲ 4.2

0.9 0.7

9.1

0.3

1.9

繰入金比率 45.3% 43.5% 44.9% 50.3% 59.4% 1.4 5.4

経費比率 14.9% 16.5% 18.4% 19.3% 20.0%

ポイント 2.9 ポイント

入外比率 206.2% 206.3% 192.3% 178.7% 165.5% ▲ 14.0 ポイント ▲ 13.7 ポイント ▲ 13.2 ポイント

病床利用率 93.9% 92.6% 89.1% 89.1% 92.0% ▲ 3.5 ポイント ▲ 0.0

延入院患者数 17,176 16,899 16,311 16,265 3.5%

新入院患者数 407 405 441 409 367 36 8.9% ▲ 32

16,833 ▲ 588 ▲3.5% ▲ 46 ▲0.3% 568

▲7.3% ▲ 42 ▲10.3%

▲7.4% ▲ 1,209 ▲4.2%

新外来患者数 373 345 319 309 ▲2.3%302 ▲ 26 ▲7.5% ▲ 10 ▲3.1% ▲ 7

延外来患者数 35,415 34,870 31,372 29,063 27,854 ▲ 3,498 ▲10.0% ▲ 2,309

1.2% ▲ 1,172 ▲3.3%

外来平均単価 16,198 15,989 14,589 13,272 13,187 ▲ 1,401 ▲8.8% ▲ 1,317 ▲9.0% ▲ 84 ▲0.6%

入院平均単価 34,216 33,180 35,179 35,597 34,425 2,000 6.0% 418

救急患者数 896 991 878 655 19.1%

手術件数 0 0 0 0 0 0 - 0

780 ▲ 113 ▲11.4% ▲ 223 ▲25.4% 125

- 0 -

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％
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（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度

医業収益

69.4%

繰入金

30.6%

材料費 19.4%

限界利益

80.6%

固定費

63.4%

給与費

51.2%

経費 10.2%

減価償却費 2.1%

利益 17.2%
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医業収益

62.7%

繰入金

37.3%

材料費 14.2%
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21年度 26年度 元年度

医業収益 1,103 1,078 954

繰入金 487 448 567

医業費用 1,319 1,444 1,534

材料費 308 280 215

給与費 813 946 1,076

指標Ａ 795 798 739

指標ａ 72.1% 74.0% 77.4%

指標Ｂ 290 132 -121

指標ｂ 26.3% 12.2% -12.7%

指標C -18 -148 -336

指標ｃ -1.6% -13.8% -35.2%

 

- 4 0 0

- 2 0 0

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 , 0 0 0

- 6 0 . 0 %

- 4 0 . 0 %

- 2 0 . 0 %

0 . 0 %

2 0 . 0 %

4 0 . 0 %

6 0 . 0 %

8 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ
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②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 

 

  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 105.0 103.2 99.9 106.3

目標 106.3 104.6 105.1 104.8

実績 69.0 65.3 62.2 64.5

目標 71.2 69.9 70.4 70.2

実績 74.1 71.8 69.6 71.0

目標 78.3 77.3 78.1 77.8

実績 97.9 104.5 112.7 107.8

目標 90.8 92.5 90.9 90.6

実績 22.3 22.5 22.6 22.4

目標 24.7 24.7 24.7 24.7

実績 20.0 20.1 20.2 20.2

目標 22.6 22.6 22.6 22.6

実績 108.1 115.7 124.2 120.2

目標 101.7 103.4 101.6 101.3

実績 409 412 367 347

目標 400 400 400 400

実績 309 295 302 290

目標 310 315 320 320

実績 16,265 16,718 16,833 15,945

目標 15,933 16,200 16,300 16,400

実績 29,063 28,805 27,854 23,116

目標 30,534 31,000 32,000 32,000

実績 89.1 91.6 92.0 87.4

目標 87.3 88.8 89.1 89.9

実績 40.2 40.3 45.6 46.1

目標 40.2 40.2 41.1 41.1

実績 35,597 34,674 34,425 34,229

目標 38,272 37,890 37,890 37,890

実績 13,272 12,864 13,187 14,528

目標 14,708 14,561 14,561 14,561

実績 7 7 8 5

目標 7 8 8 8

実績 138,984 136,742 119,306 177,370

目標 152,578 134,296 136,589 137,063

%

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

5

6

7

4

%

%

%

%

%

%

8

9

経営指標

1

2

3

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

10

12

13

人

人

人

人

%

日

新外来患者数

延入院患者数

11 延外来患者数

病床利用率

平均在院日数

円

円

人

千円

14

15

16

17 常勤医師１人当たり医業収益

医師数(常勤)各年度末現在

患者１人１日当たり外来診療収入

患者１人１日当たり入院診療収入

給与費比率(対医業収益)

材料費比率(対医業収益)

薬品費比率(対医業収益)

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

新入院患者数
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医療機能指標 

 

 

 

 
 

  

中項目 小項目 単位

実績 26,384 23,232 22,703 25,363

目標 30,000 30,000 30,000 30,000

実績 854 790 779 512

目標 900 900 900 900

実績 86.3 83.0 78.4 74.3

目標 85.0 85.0 85.0 85.0

実績 291 241 305 293

目標 90 100 100 100

実績 672 619 441 491

目標 630 640 650 650

実績 1,012 926 1,153 962

目標 1,300 1,350 1,350 1,350

実績 1 8 5 7

目標 17 17 18 18

実績 7,662 7,266 7,776 7,663

目標 8,500 8,500 8,500 8,500

実績 83 82 116 128

目標 75 80 80 80

実績 6 6 5 5

目標 6 7 7 7

実績 5.2 6.6 6.5 5.2

目標 8.3 10.0 12.0 13.0

実績 1,145 1,091 1,313 1,339

目標 1,200 1,200 1,200 1,200

実績 2 5 3 0

目標 2 2 1 1

実績 88.1 86.6 87.2 90.5

目標 75.0 80.0 85.0 89.0

H30 R1 R2テーマ

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 精神科救急機能

H29
医療機能指標・具体的な取組

2

3

4

5

6

7

8

9

患者サービスの向上 11

地域との連携強化

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底 10

患者満足度の向上
患者満足度(外来)
(やや満足以上の割合)

14 ％

1

2

3

電話相談件数

救急患者受入数

入院患者急性期比率

安全管理の徹底

件

人

％

クリティカルパスの推進 4 クリティカルパス算定数 件

人心理教育の参加者数5心理教育の推進

アウトリーチの推進 6 患者訪問件数（指導料算定） 件

災害対策の強化 7 災害研修派遣人数 人

精神科救急情報センター機能 8 新規電話相談件数 件

件関連会議開催件数9地域医療機関との協議の推進

精神科専門医の指導医の確保 10 指導医数 人

13

IA総報告件数

レベル3b以上発生件数

件

件

％専門・認定看護師有資格者割合11
専門・認定看護師資格等の取
得促進

12
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・精神保健指定医など医師の

安定的確保による入院・外

来診療体制の強化 

・外部からの医師確保については、ホームページでの求人掲

載、病院長による千葉大精神科医局員に対する勧誘 

・内部育成については、当院研修中の若手医師に対する勧誘 

＜医師数（カッコ内は精神保健指定医）（人）＞ 

H29:医師 8（5）／医員 2／レジデント 4 

H30:医師 7（7）／医員 2／レジデント 6 

R01:医師 8（8）／医員 3／レジデント 3 

R02:医師 5（5）／医員 2／レジデント 5 

【外来患者数の増加】 

・医療中断を防止する為に、

土曜日しか受診できない患

者の受皿として、隔週の土

曜外来（予約）を継続して

実施 

・土曜日は隔週で診療を行い（診療時間 9:00～12:00）、月 2

回＊12 か月＝年間約 24回実施 

＜外来延患者数（人）＞ 

H29:29,063 H30:28,805 R01:27,854 R02:22,826 

＜初診患者数（人）＞ 

H29:309 H30:295 R01:302 R02:290 

【入院診療単価の向上】 

・アウトリーチ活動の推進に

より、長期在院と早期再入

院を抑制し、入院患者の急

性期比率を高め入院単価を

高水準に保つ 

・長期入院者や 3 ヵ月以内に再入院となった患者等に対して

は、アウトリーチセンターによる濃厚な訪問支援の必要性

を検討し、必要な患者については「在宅患者支援管理料」

算定対象に組み入れた上で、退院直後からアウトリーチを

行った 

＜平均入院単価（円）＞ 

H29:35,597 H30:34,674 R01:34,425 R02:34,197 

＜急性期患者割合（%）＞ 

H29:86.3 H30:83.0 R01:78.4 R02:74.3 

【デイホスピタル参加者数の

増加】 

・プログラムを工夫し、各部

署の連携により新規参加者

の増加と継続的利用を図る 

・生活発見プログラム（参加者やスタッフと共に生活上知り

たいことを調べるプログラム）、ゆるスポーツ（試合形式

ではなく、大きな負担なく身体を動かせるプログラム）な

ど新規プログラムを実施 

・各部署にデイケアプログラムや参加者の様子を報告し、新

たな参加者の見学や参加に繋がるよう連携を取っている 

＜利用者数（人）＞ 

H29:4,623 H30:4,782 R01:4,007 R02:3,612 

【重症患者早期集中支援管理

料の増加】 

・多職種による集中的・重点

的アウトリーチ活動の展開

による外来収入（アクト加

算）の増加 

・H30 年診療報酬改定により精神科重症患者早期集中支援管

理料から精神科在宅患者支援管理料へ変更 

＜算定回数（回）＞ 

H30:11（3人） R01:62（13 人（前年度継続 1件）） 

R02:69（19 人（前年度継続 2 件）） 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データの適

切な管理 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争、共同購

入、仕様の見直し等により

材料費を圧縮 

＜対医業収益材料費比率（%）＞ 

H29:22.3 H30:22.5 R01:22.55 R01:22.41 
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【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の品質と安定供

給に配慮しつつ、購入金額

の削減と採用数の増加に努

める 

＜対医業収益薬品費比率（%）＞ 

 H29:20.0 H30:20.1 R01:20.2 R02:20.1 

＜後発医薬品比率（数量ベース）（%）＞ 

 H29:54.9 H30:56.6 R01:80.0 R02:92.0 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入体制の強化】 

・精神科救急医療システムの

入口となる 24時間体制の

電話相談により、精神科救

急患者に適切な医療を提供 

・急性期治療に特化した入院

医療と継続的な通院医療の

提供による入院患者の急性

期比率の維持・向上 

・救急医療センターとの統合

により、総合的な救急医療

と災害医療の拠点化を目指

す 

・県精神保健福祉センターと

の連携により、重症精神疾

患に対する地域包括ケア活

動のモデルを構築 

・新病院一体的整備に向けた新病院建設のための検討を重

ね、基本計画、実施設計が完了 

＜電話相談件数（件）＞ 

H29:26,384 H30:23,232 R01:22,703 R02:25,363 

＜救急患者受入数（件）＞ 

H29:854 H30:790 R01:779 R02:512 

＜入院患者急性期比率（%）＞ 

H29:86.3 H30:83.0 R01:78.4 R02:74.3 

【クリティカルパスの推進】 

・クリティカルパスの活用に

よって行動制限及び在院日

数の長期化を防止 

・電気けいれん療法のクリティカルパスは治療の標準化と業

務の省力化に有効であるため当該療法を実施する全例に適

用 

＜ECT（電気けいれん療法）件数（件）＞ 

H29:291 H30:241 R01:305 R02:293 

【心理教育の推進】 

・心理教育を推進し、患者や

その家族に病気や服薬の重

要性等を理解してもらい、

再発と医療中断及び再入院

を防止 

・入院患者・家族向けに月 1 回心理教室（集団形式）を、外

来患者向けに月 2～3 回学習会を実施 

＜参加者人数（人）＞ 

H29:672 H30:619 R01:441 R02:491 

【アウトリーチの推進】 

・多職種によるアウトリーチ

サービスの提供による在宅

生活の積極的支援を推進 

＜訪問件数（件）＞ 

H29:1,012 H30:926 R01:1,153 R02:962 

【災害対応力の強化】 

・大規模災害発生に備え、災

害派遣精神医療チーム

(DPAT)の整備を推進 

・DPAT 研修や派遣に人員を割いても当院の本来業務に対応

可能な常勤医が在職したこと、職員の災害精神医療に対す

る高い意識付けにより、R01 年度までは概ね目標達成 

＜DPAT 派遣＞ 

R01:台風 15 号 7 日間延 26 人派遣 

台風 19 号 2 日間延 6人派遣 

新型コロナウイルス感染症関係 20 日間延 54 人派遣 

＜DPAT 活動メンバー＞ 

医師 4人 看護師 5人 PSW4 人 
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４  

地域と

の連携

強化 

【地域関係機関との連携強

化】 

・地域関係機関と連携した訪

問診療や就労援助等を通じ

た在宅患者への積極的支援

を推進 

＜関連会議回数（回）＞ 

H29:83 H30:82 R01:116 R02:128 

【精神科救急情報センター機

能に基づく地域連携強化】 

・精神科救急情報センター機

能に基づく、関係機関と連

携した迅速かつ効果的な精

神科救急医療の提供 

＜新規電話相談件数（件）＞ 

H29:7,662 H30:7,266 R01:7,776 R02:7,663 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【精神科専門医の指導医の確

保】 

・指導医を一定数確保し、精

神科専門医の研修拠点病院

としての機能を充実・強化 

・認定看護師等を増やし、看

護サービスの質の向上を図

る 

＜精神科専門医指導医数（常勤）（人）＞ 

H29:6 H30:6 R01:5 R02:5 

＜認定看護師数（人）＞ 

H29:精神科認定看護師 1 H30:訪問看護認定看護師 1 

R02:認定看護管理者 1 

【研修の充実】 

・院内研修の充実及び外部研

修の受講機会を増やし、質

の高い医療従事者を育成・

確保 

・R01 年度に看護師の教育ビジョンを示し、目標に向かって

個々にスキルアップを図る道筋とした 

・様々な専門的な研修の実施、外部研修参加を促し、学ぶ機

会を作った 

＜院外看護研修（回）＞ 

H29:61 H30:60 R01:73 R02:16 

＜院内看護研修（回）＞ 

H29:30 H30:29 R01:27 R02:23 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・当院の医療安全管理指針及

び要綱の整備と職員への周

知徹底 

・医療安全管理に関する職員

研修の実施及び全職員の受

講を徹底するためインシデ

ント・アクシデント管理シ

ステムを介した e-ラーニ

ングの導入 

・病院局医療安全管理指針の改定にあわせ、当院の医療安全

管理指針を改定し各部署に周知 

・医療安全管理に関する職員研修を年 2回実施 

・研修はビデオ録画し、電子カルテのインシデント・アクシ

デント管理システム（SafeMaster）にアップすることで後

日 e-ラーニングで研修可能とした 

【医療安全機能の強化】 

・リスクマネジメント部会・

医療安全管理委員会の適切

な運営 

・患者による暴力を防止する

ため、職員に対する CVPPP

（包括的暴力防止プログラ

ム）の研修の継続 

・毎月 1 回 リスクマネジメント部会・医療安全管理委員会

を開催 

・職員向けの CVPPP 研修会を年間 8回実施 

・全職員がストレスチェックを実施し、メンタルヘルスカウ

ンセリングの利用を行い、月 1回の衛生委員会で報告し支

援体制を共有 

・新しい薬や医療機器の導入時、全職員向けに勉強会・説明

会を開催 
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・院内の衛生委員会と連携し

た、職員の心身の安全管理 

・医薬品安全管理、医療機器

安全管理の構成員活動を通

して、問題課題を共有し他

職種間で解決を図る 

・精神科特有の医療安全管理

に対応するため、他の精神

科病院との医療安全管理相

互チェック（ピアレビュ

ー）導入の検討 

・医療安全管理の相互チェックを、連携している救急医療セ

ンターと実施 

・他の精神科病院との相互チェックは未実施だが、年数回の

医療安全管理室委員会に外部委員（民間精神科病院理事

長）を招き意見聴取 

【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象の適切な把握、客観

的な評価、現場への適切な

フィードバックによる、医

療安全確保のための改善方

策の実施 

・アクシデントに繋がる可能性が強い事案は医療安全ニュー

ス等により職員にフィードバック 

＜件数（インシデント／アクシデント／全体）（件）＞ 

H29:1,143／ 2／1,145 

H30:1,086／ 5／1,091 

R01:1,310／ 3／1,313 

R02:1,339／ 0／1,339 

７ 

患者サ

ービス

の向上 

【患者満足度の向上】 

・各部署との連携を図りつ

つ、患者の立場に立った接

遇により、患者満足度を向

上させる 

＜患者満足度（入院）（%）＞ 

H29:77.8 H30:92.0 R01:77.8 R02:80.8 

＜患者満足度（外来）（%）＞ 

H29:88.1 H30:86.6 R01:87.2 R02:90.5 
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（４）こども病院 

①経営分析                 （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 入院患者数は平成 21 年度と平成 26 年度ではほぼ横ばいの状況でしたが、平成

26 年度以降は減少傾向にあります。 

  延入院患者数 H21: 55,164→H26: 55,740 （＋  576 ＋ 1.0％） 

         H26: 55,740→R1 : 51,693 （▲ 4,047  ▲ 7.3％） 

〇 外来患者数は、平成 21 年度以降、増加傾向が続いています。 

  延外来患者数 H21: 74,622→H26: 83,625 （＋ 9,003  ＋12.1％） 

H26: 83,625→R1 : 85,336 （＋ 1,711  ＋ 2.0％） 
 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

○ 平成 21 年度と平成 26 年度の比較及び平成 26 年度と令和元年度の比較のいずれ

においても、入院平均単価、外来平均単価ともに増加傾向にあります。 

特に外来平均単価は平成 21 年度と平成 26 年度の間で 39.0％と大きく伸びて 

います。 

入院平均単価 H21: 73,159→H26: 83,665 （＋10,507 ＋14.4％） 

H26: 83,665→R1 : 89,292 （＋ 5,627  ＋ 6.7％） 

外来平均単価 H21: 19,387→H26: 26,941 （＋ 7,554 ＋39.0％） 

H26: 26,941→R1 : 33,660 （＋ 6,720 ＋24.9％） 

 ○ 各種新生児疾患や重度小児疾患の患者に対し、高度専門的な医療を提供する 

病院であるため、入院、外来ともに高い診療収入単価となっています。 

   特に外来は高額医薬品の使用もあり、平均単価が高くなっています。 
 

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 入院収益は、患者数が減少傾向にある中、診療収入の平均単価が上昇傾向に  

あるため、中長期的にはほぼ横ばいの状況となっています。 

〇 外来収益は患者数、診療収入の平均単価とも伸びていることから、増収と   

なっています。このため医業収益全体では増収の傾向にあります。 

医業収益   H21: 5,514→H26: 6,954 （＋1,440 ＋26.1％） 

H26: 6,954→R1 : 7,520 （＋  567 ＋ 8.1％） 

入院収益   H21: 4,036→H26: 4,663 （＋  628 ＋15.6％） 

H26: 4,663→R1 : 4,616 （▲   48 ▲ 1.0％） 

外来収益   H21: 1,447→H26: 2,253 （＋  806 ＋55.7％） 

H26: 2,253→R1 : 2,872 （＋  620 ＋27.5％） 
 

エ：繰入金                         

 ○ 給与費の増加に伴い、繰入金の金額、医業収益に対する比率ともに増加傾向に

あります。 

繰入金（金額）  H21: 2,155 →R1 : 3,138 （＋  983 ＋45.6％） 

（対医業収益比率）H21: 39.1％→H26: 35.6％→R1 : 41.7％ 
 

 



66 
 

オ：給与費（人件費） 

 ○ 周産期センター開設に伴う医療従事者の増員等により給与費は増加しています

が、医業収益（外来収益）も増収となっているため、中長期的な給与費比率は微増

となっています。  

 給与費（金額）  H21: 3,691 →R1 : 5,221 （＋1,529 ＋41.4％） 

（対医業収益比率）H21: 66.9％→H26: 66.6％→R1 : 69.4％ 
 

カ：材料費                          

 ○ 高度専門的な小児医療を提供する病院であるため、高額医薬品の使用も多く、

材料費比率は相対的に高い水準にあり、またその額も年々増加傾向にあります。 

 〇 特に、直近 5 年間の医業収益に対する材料費比率は大きく上昇しています。 

 材料費（金額）  H21: 1,759 →R1 : 2,989 （＋1,230 ＋69.9％） 

（対医業収益比率）H21: 31.9％→H26: 33.0％→R1 : 39.7％ 

（指標Ａ※）H21: 3,755 →H26: 4,658 →R1 : 4,532 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 
 

キ：経費 

 〇 経費の金額自体は増加していますが、医業収益に対する比率に大きな変動は 

ありません。 

経費  （金額）  H21: 1,005 →R1 : 1,446 （＋  441 ＋43.9％） 

（対医業収益比率）H21: 18.2％→H26: 19.6％→R1 : 19.2％ 
 

ク：医業収支 

  〇 医業収益に比べて医業費用の上昇率が高い状況にあり、特に直近 5 年間で  

材料費比率が大きく上昇したため、医業収支に影響を及ぼしています。 

 医業収支（金額）   H21:▲1,315→R1 :▲2,665 （▲1,350 ▲102.6％） 

（医業収支比率）H21: 80.7％→H26: 78.8％→R1 : 73.8％ 
 

ケ：純利益 

〇 給与費や材料費の増加により医業収支が悪化していることから、純利益も年々

悪化しており、特に近年は大きく悪化しています。 

純利益（金額）   H21: 531→R1 : 269 （▲262 ▲49.3％） 
 

コ：経営分析（総括） 

 〇 こども病院は、高度専門的な小児医療を提供する病院であるため、診療収入平均

額が高いことに加え、外来患者を中心に患者数も増加していることから、医業収益

は増収傾向が続いています。 

〇 近年は医業収益に対し、特に医薬品、診療材料等の材料費が大きく伸びており、

医業収支に大きな影響を及ぼしているため、詳細な調査と対策の検討が必要です。 
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（資料１） 

（医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
39.1

人件費, 
66.9

材料費, 
31.9

経費, 18.2

その他, 11.6

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
35.6

人件費, 
66.6

材料費, 
33.0

経費, 19.6

その他, 12.2

平成26年度

医業収益, 
100

負担金, 
41.7

人件費, 
69.4

材料費, 
39.7

経費, 19.2

その他, 11.7

令和元年度

収益計139.1 ＞費用計128.6
＋10.5ポイント

収益計135.6 ＞費用計131.4
＋4.2ポイント

収益計141.7＞費用計140.0
＋1.7ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

医業収益 5,514 6,954 7,520 1,440 26.1%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

567 8.1% 2,006 36.4% 増収 増収

差 伸長率 差 伸長率

▲ 48 ▲1.0% 580 14.4% 減収 増収入院収益 4,036 4,663 4,616 628 15.6%

620 27.5% 1,426 98.6% 増収 増収外来収益 1,447 2,253 2,872 806 55.7%

663 26.8% 983 45.6% 増加 増加繰入金 2,155 2,475 3,138 320 14.9%

1,365 15.5% 3,356 49.1% 増加 増加医業費用 6,830 8,821 10,186 1,991 29.2%

593 12.8% 1,529 41.4% 増加 増加給与費 3,691 4,628 5,221 937 25.4%

693 30.2% 1,230 69.9% 増加 増加材料費 1,759 2,296 2,989 537 30.5%

▲ 798 ▲42.8% ▲ 1,350 ▲102.6% 悪化 悪化医業収支 ▲ 1,315 ▲ 1,867 ▲ 2,665 ▲ 551 ▲41.9%

医業収支比率 80.7% 78.8% 73.8% ▲ 1.9

ポイント

給与費比率 66.9% 66.6% 69.4%

2.6 上昇 上昇

病床利用率 74.5% 70.1% 69.2% ▲ 4.4 ポイント ▲ 0.8

繰入金比率 39.1% 35.6% 41.7% ▲ 3.5 6.1

ポイント

▲ 6.9

ポイント

悪化 悪化

6.7 7.8 上昇

2.0% 10,714

ポイント ▲ 5.2 ポイント 下降 下降

延入院患者数 55,164 55,740 51,693 576 1.0% ▲ 4,047 ▲7.3% ▲ 3,471 ▲6.3% 減少 減少

24.9% 14,274

14.4% 増加 増加

入院平均単価 73,159 83,665 89,292 10,507 上昇14.4% 5,627 6.7% 16,133 22.1% 上昇

延外来患者数 74,622 83,625 85,336 9,003 12.1% 1,711

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

73.6% 上昇 上昇外来平均単価 19,387 26,941 33,660 7,554 39.0% 6,720

経費 1,005 1,364 1,446 359 35.7% 82 6.0% 441 43.9% 増加 増加

純利益 531 420 269 ▲ 110 ▲20.8% ▲ 151 ▲36.0% ▲ 262

下降 上昇

▲49.3% 減少 減少

経費比率 18.2% 19.6% 19.2% 1.4 ▲ 0.4 1.0

▲ 0.4 2.9 2.5 上昇 上昇

材料費比率 31.9% 33.0% 39.7% 1.1

▲ 5.0

上昇
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

ポイント 0.8 ポイント入外比率 157.7% 156.3% 169.9% 164.3% 165.1% 13.7 ポイント ▲ 5.6

8 0.4% 43 2.2% ▲ 122 ▲6.2%手術件数 1,932 1,923 1,931 1,974 1,852

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲ 39 ▲1.8% 112 5.1% 222 9.7%救急患者数 2,568 2,214 2,175 2,287 2,509

▲ 375 ▲1.4% 1,344 5.3% 6,749 25.1%外来平均単価 27,589 25,941 25,567 26,911 33,660

▲ 1,390 ▲1.6% 5,608 6.6% ▲ 1,646 ▲1.8%入院平均単価 84,780 86,720 85,330 90,938 89,292

137 3.1% 270 6.0% ▲ 96 ▲2.0%新外来患者数 4,863 4,391 4,528 4,798 4,702

2,122 2.5% 2,380 2.8% ▲ 2,617 ▲3.0%延外来患者数 85,459 83,451 85,573 87,953 85,336

162 3.9% 83 1.9% ▲ 140 ▲3.2%新入院患者数 4,364 4,108 4,270 4,353 4,213

▲ 3,043 ▲5.7% 3,180 6.3% ▲ 1,843 ▲3.4%延入院患者数 54,194 53,399 50,356 53,536 51,693

▲ 4.1 ポイント 4.3 ポイント ▲ 2.7 ポイント病床利用率 72.6% 71.7% 67.6% 71.9% 69.2%

ポイント

▲ 1.8

▲ 0.4

繰入金比率 35.5% 38.0% 46.9% 43.2% 41.7% 8.9 ▲ 3.7 ▲ 1.5

19.4% 21.3% 19.6% 19.2% 1.9 ▲ 1.7

材料費比率 33.8% 32.7% 33.7% 35.4% 39.7% ポイント

5.6 ▲ 5.6 ▲ 0.2

1.0

医業収支比率 76.9% 76.6% 72.1% 75.6% 73.8%

給与費比率 68.4% 69.6% 75.1% 69.6% 69.4%

▲ 4.5

ポイント

3.5

1.7 4.3

経費比率 20.1%

▲ 432 ▲20.8% 176 7.0% ▲ 327 ▲14.0%医業収支 ▲ 2,102 ▲ 2,082 ▲ 2,514 ▲ 2,338 ▲ 2,665

33 9.2% 266 68.1% ▲ 388 ▲59.0%純利益 181 358 391 657 269

▲ 55 ▲10.2% ▲ 2 ▲0.5% ▲ 20 ▲4.1%減価償却費 462 539 484 482 462

60 4.5% 39 2.8% 21 1.4%経費 1,407 1,327 1,387 1,426 1,446

▲ 38 ▲1.7% 377 17.2% 418 16.2%材料費 2,367 2,232 2,194 2,571 2,989

143 3.0% 162 3.3% 167 3.3%給与費 4,784 4,749 4,892 5,054 5,221

116 1.3% 576 6.4% 586 6.1%医業費用 9,097 8,907 9,023 9,600 10,186

61 0.6% 583 6.2% 635 6.3%事業費用 9,586 9,394 9,454 10,037 10,672

461 17.8% 87 2.9% ▲ 1 ▲0.0%繰入金 2,486 2,591 3,052 3,139 3,138

23 1.1% 179 8.2% 506 21.4%外来収益 2,358 2,165 2,188 2,367 2,872

▲ 334 ▲7.2% 572 13.3% ▲ 253 ▲5.2%入院収益 4,595 4,631 4,297 4,868 4,616

▲ 316 ▲4.6% 752 11.6% 259 3.6%医業収益 6,996 6,825 6,509 7,261 7,520

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

93 1.0% 849 8.6% 248 2.3%事業収益 9,767 9,751 9,845 10,694 10,941

県立病院分析シート 病院名 こども病院

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

6,996 6,825
6,509

7,261
7,520

4,595 4,631
4,297

4,868
4,616

2,358 2,165
2,188

2,367

2,872

2,486 2,591
3,052

3,139 3,138

0
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5,000

6,000

7,000

8,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金
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9,600

10,186
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1,446

77% 77%

72%

76% 74%

68% 70%

75%

70% 69%

34% 33% 34% 35%
40%

20% 19% 21% 20% 19%

36% 38%

47%
43% 42%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

H27 H28 H29 H30 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

4,364 4,108 4,270 4,353 4,213

4,863 4,391 4,528 4,798 4,702

54,194 53,399 50,356 53,536 51,693
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 こども病院

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 8,933 9,123 9,767 9,845 10,941 645 7.1% 78 0.8% 1,097 11.1%

医業収益 6,480 6,675 6,996 6,509 15.5%

入院収益 4,737 4,747 4,595 4,297 4,616 ▲ 153 ▲3.2% ▲ 298

7,520 321 4.8% ▲ 486 ▲7.0% 1,011

▲6.5% 319 7.4%

▲7.2% 685 31.3%

繰入金 2,425 2,413 2,486 3,052 2.8%3,138 73 3.0% 565 22.7% 87

外来収益 1,715 1,887 2,358 2,188 2,872 471 25.0% ▲ 170

▲1.4% 1,218 12.9%

医業費用 7,811 7,947 9,097 9,023 10,186 1,150 14.5% ▲ 74 ▲0.8% 1,162 12.9%

事業費用 8,149 8,613 9,586 9,454 10,672 973 11.3% ▲ 132

給与費 4,267 4,152 4,784 4,892 6.7%

材料費 2,035 2,043 2,367 2,194 2,989 323 15.8% ▲ 172

5,221 632 15.2% 108 2.3% 329

▲7.3% 794 36.2%

▲1.4% 59 4.3%

減価償却費 353 463 462 484 ▲4.6%462 ▲ 1 ▲0.3% 22 4.8% ▲ 22

経費 1,135 1,264 1,407 1,387 1,446 143 11.3% ▲ 20

115.5% ▲ 121 ▲31.1%

医業収支 ▲ 1,331 ▲ 1,272 ▲ 2,102 ▲ 2,514 ▲ 2,665 ▲ 829

純利益 784 509 181 391 269 ▲ 328 ▲64.4% 209

▲65.2% ▲ 412 ▲19.6% ▲ 151 ▲6.0%

材料費比率 31.4% 30.6% 33.8% 33.7% 39.7% ポイント

給与費比率 65.9% 62.2% 68.4% 75.1%

医業収支比率 83.0% 84.0% 76.9% 72.1%

69.4% 6.2 6.8 ▲ 5.7

73.8% ▲ 7.1

ポイント

▲ 4.8

ポイント

1.7

3.2 ▲ 0.1

1.2 ▲ 2.1

▲ 5.2

6.0

1.2

繰入金比率 37.4% 36.2% 35.5% 46.9% 41.7% ▲ 0.6 11.3

経費比率 17.5% 18.9% 20.1% 21.3% 19.2%

ポイント 1.6 ポイント

入外比率 130.0% 138.5% 157.7% 169.9% 165.1% 19.2 ポイント 12.2 ポイント ▲ 4.9 ポイント

病床利用率 75.6% 73.2% 72.6% 67.6% 69.2% ▲ 0.6 ポイント ▲ 5.0

延入院患者数 60,319 58,213 54,194 50,356 2.7%

新入院患者数 4,084 4,059 4,364 4,270 4,213 305 7.5% ▲ 94

51,693 ▲ 4,019 ▲6.9% ▲ 3,838 ▲7.1% 1,337

▲2.2% ▲ 57 ▲1.3%

0.1% ▲ 237 ▲0.3%

新外来患者数 4,548 4,803 4,863 4,528 3.8%4,702 60 1.2% ▲ 335 ▲6.9% 174

延外来患者数 78,412 80,600 85,459 85,573 85,336 4,859 6.0% 114

0.6% 3,962 4.6%

外来平均単価 21,867 23,409 27,589 25,567 33,660 4,180 17.9% ▲ 2,022 ▲7.3% 8,094 31.7%

入院平均単価 78,526 81,553 84,780 85,330 89,292 3,227 4.0% 550

救急患者数 2,654 2,470 2,568 2,175 15.4%

手術件数 2,100 1,961 1,932 1,931 1,852 ▲ 29 ▲1.5% ▲ 1

2,509 98 4.0% ▲ 393 ▲15.3% 334

▲0.1% ▲ 79 ▲4.1%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％
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1,446
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（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度

医業収益

71.9%

繰入金

28.1%

材料費 22.9%

限界利益

77.1%

固定費

65.8%

給与費

48.1%

経費 13.1%

減価償却費 4.6%

利益 11.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

73.7%

繰入金

26.3%

材料費 24.3%

限界利益

75.7%

固定費

68.6%

給与費

49.1%

経費 14.5%

減価償却費 5.0%

利益 7.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

医業収益

70.6%

繰入金

29.4%

材料費 28.0%

限界利益

72.0%

固定費

66.9%

給与費

49.0%

経費 13.6%

減価償却費 4.3%
利益 5.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

 

21年度 26年度 元年度

医業収益 5,514 6,954 7,520

繰入金 2,155 2,475 3,138

医業費用 6,830 8,821 10,186

材料費 1,759 2,296 2,989

給与費 3,691 4,628 5,221

指標Ａ 3,755 4,658 4,532

指標ａ 68.1% 67.0% 60.3%

指標Ｂ 1,823 2,326 2,300

指標ｂ 33.1% 33.4% 30.6%

指標C 64 30 -689

指標ｃ 1.2% 0.4% -9.2%

 

- 1 , 0 0 0

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

- 2 0 . 0 %

- 1 0 . 0 %

0 . 0 %

1 0 . 0 %

2 0 . 0 %

3 0 . 0 %

4 0 . 0 %

5 0 . 0 %

6 0 . 0 %

7 0 . 0 %

8 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ
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②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 
 

  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 104.1 106.5 102.5 98.0

目標 104.2 103.9 104.3 105.2

実績 72.1 75.6 73.8 71.9

目標 71.5 71.1 71.5 72.6

実績 73.4 77.4 75.0 74.0

目標 75.3 75.2 76.0 77.3

実績 75.1 69.6 69.4 68.4

目標 74.1 74.3 72.9 70.8

実績 33.7 35.4 39.7 46.7

目標 34.6 34.2 34.2 34.2

実績 26.0 27.2 32.1 39.5

目標 26.9 26.9 26.9 26.9

実績 87.3 81.1 80.8 79.8

目標 86.7 86.9 85.3 82.9

実績 4,270 4,353 4,213 3,503

目標 4,241 4,272 4,369 4,555

実績 4,528 4,798 4,702 4,068

目標 4,579 4,786 4,993 5,200

実績 50,356 53,536 51,693 42,527

目標 54,712 55,115 56,364 58,765

実績 85,573 87,953 85,336 79,100

目標 87,198 87,198 87,198 87,198

実績 67.6 71.9 69.2 57.1

目標 72.3 74 75.5 78.9

実績 11.8 11.3 11.3 11.2

目標 12.9 12.9 12.9 12.9

実績 4,216 4,434 4,373 3,882

目標 4,318 4,349 4,448 4,637

実績 93.8 94.2 90.6 93.6

目標 96.0 96.3 96.5 96.8

実績 51.3 55.9 57.3 56.5

目標 48.0 48.3 48.5 48.8

実績 85,330 90,938 89,292 109,998

目標 85,694 85,694 86,189 86,189

実績 25,567 26,911 33,660 40,530

目標 25,600 25,600 25,600 25,600

実績 51 53 51 48

目標 53 55 55 55

実績 127,635 137,008 147,460 164,717

目標 131,056 126,918 129,371 133,133

%

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

5

6

7

4

%

%

%

%

円

%

%

人

経営指標

1

2

3

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

人

人

人

%

日

人

%

%

円

人

千円20

19

18

医師数(常勤)各年度末現在

常勤医師１人当たり医業収益

17

16

15

14

8

9

10

11

12

13

給与費比率(対医業収益)

材料費比率(対医業収益)

患者１人１日当たり外来診療収入

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

新入院患者数

新外来患者数

延入院患者数

延外来患者数

病床利用率

平均在院日数

紹介患者数

紹介率

逆紹介率

患者１人１日当たり入院診療収入

薬品費比率(対医業収益)
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医療機能指標 

 

 

  

中項目 小項目 単位

実績 41 47 50 43

目標 51 55 59 62

実績 1,030 1,076 1,010 737

目標 1,123 1,141 1,159 1,177

実績 1,931 1,974 1,852 1,528

目標 1,934 1,956 1,978 2,000

実績 1,000 1,044 1,102 892

目標 1,010 1,020 1,040 1,060

実績 404 429 439 351

目標 410 420 430 440

実績 160 174 168 170

目標 150 155 160 165

実績 1,785 1,332 1,637 1,359

目標 1,380 1,400 1,420 1,450

実績 10 12 13 12

目標 10 10 10 10

実績 37 35 29 32

目標 47 48 49 50

実績 3 0 0 1

目標 12 12 12 12

実績 5 4 1 1

目標 5 5 5 5

実績 4,677 7,113 6,246 6,055

目標 5,580 5,630 5,680 5,730

実績 9 7 3 3

目標 10 12 15 20

実績 253 286 284 118

目標 225 225 230 230

実績 6.1 7.6 6.6 5.5

目標 6.7 6.5 6.5 6.5

実績 16 16 15 16

目標 17 19 20 21

実績 11 11 11 13

目標 11 11 12 12

実績 960 1,245 1,379 1,665

目標 1,025 1,050 1,075 1,100

実績 1 4 3 2

目標 5 5 4 4

実績 86.6 91.1 93.5 96.5

目標 79.0 81.0 83.0 85.0

医療機能指標・具体的な取組

人

％

人

人

14

15

16

臨床研修医の確保 17 後期・専門研修医の人数

専門・認定看護師有資格者

離職率

看護学生実習受入数

13

地域医療機関への訪問回数

18

19

IA総報告件数

レベル3b以上発生件数

件

件

県民公開講座・公開カンファレンス

在宅療養看護相談件数

退院前・退院後訪問の実施

件

件

件

件

地域医療機関との連携強化

地域住民・医療機関を対象と
する講演の推進

10

11

12

8

9

年間治験実施件数

年間受託研究実施件数

件

件

件

件

6

7

クリティカルパス種類数

クリティカルパス適用数

種

件

患者サービスの向上 患者満足度の向上 20
患者満足度(入院・外来)
(やや満足以上の割合)

％10

1

3

2

4

5

R2

4

5

7

8

新生児手術件数

手術件数（６歳未満）

総手術件数

救急車受入数

R1

1
全県対応型小児医療施設とし
ての役割

2 クリティカルパスの推進

3 治験や受託研究の推進

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

H29 H30

学会発表・論文・著書件数

件

件

件

地域との連携強化

6 在宅復帰に向けたサポート

医療従事者の確保
・育成

看護師の確保・定着・育成

テーマ

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

１ 

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医の安定供給体制の

確立 

・NICU 拡充のため、新生児

科医師の安定的確保を図る 

・県内 NICU と連携した人員

のローテーションの検討に

よる、安定供給体制の構築 

・登録医からの紹介円滑化及

び複数疾患にまたがる患児

診療の充実による新規患者

を増やすため、総合科の増

員強化を図る 

・麻酔科医は、関連大学からの医師派遣などにより確保して

いたが、R02 年後半に 2名欠員、紹介会社からの医師紹介

を受けた 

・新生児科は R02 年に 2名医員を増員、5 人体制+研修医の

体制となった 

・産科医の派遣はなし 

・総合救急診療科は 1 名増員、2 名+研修医の体制となった 

【手術件数の増加】 
・各科手術枠の見直しによる

手術室の有効活用 
・手術のキャンセルによる空

き枠を埋めるための効果的

な対策 

・手術枠を診療科単位から手術室単位に変更 

・情報システムを通じて空き枠状況を公開 

＜手術件数（件）＞ 

H28:1,923 H30:1,974 R01:1,852（コロナの影響） 

R02:1,528（コロナの影響） 

【入院患者数の増加】 

・紹介患者や救急患者の受け

入れ体制の充実と逆紹介、

在宅移行の円滑な推進によ

り、病床利用率・回転率の

向上に努める 

・収益性が高い手術の増加

（関連する診療科の増強） 

・在宅移行の推進は捗々しくないが、在宅医とのコミュニケ

ーションを図り、在宅医・事業所への研修を実施 

・心臓血管外科の強化による収益性の高い手術の増加 

＜延入院患者数（人）＞ 

H29:50,356 H30:53,536 R01:51,693（コロナの影響） 

R02:42,527（コロナの影響） 

＜救急患者数（人）＞ 

H29:2,175 H30:2,287 R01:2,509 

R02:1,840（コロナの影響） 

【病床利用率の向上】 

・個室の増加及び小児救急総

合診療科医師の増員により

小児救急患者の受け入れ体

制を強化し病床利用率の向

上を図る 

・病床をコントロールする部門を設け毎朝病床のコントロー

ルを実施 

・在宅移行の推進については、在宅医とのコミュニケーショ

ンを図り、在宅医・事業所への研修を実施 

＜病床利用率（%）＞ 

H29:67.6 H30:71.9 R01:69.2 R02:57.1（コロナの影響） 
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 【ICU・NICU の稼働率向上】 

・ICU・NICU 稼働率の向上と

在院日数の適正化による診

療単価の向上 

・ICU・NICU の後方病床の体

制整備による日数超過によ

る加算の非算定率の減少 

・院内感染の影響や集中治療科、新生児科、産科医師の不

足により横ばい傾向 

＜稼働率（%）＞ 

H29:ICU 54.1 NICU 53.9 GCU 16.0 

H30:ICU 53.9 NICU 57.0 GCU 29.8 

R01:ICU 58.4 NICU 56.3 GCU 35.7 

R02:ICU 50.7 NICU 57.4 GCU 35.7 

＜加算の非算定率（%）＞ 

H29:ICU 48.0 NICU 32.6 GCU 37.0 

H30:ICU 42.2 NICU 34.4 GCU 51.2 

R01:ICU 40.5 NICU 46.8 GCU 58.7 

R02:ICU 48.0 NICU 36.1 GCU 28.3  
２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データの適

切な管理 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争による価

格圧縮 

・確実な実地棚卸による適正

な管理と実在数の把握 

・使用実績の少ない材料の購入中止、一部材料規格の院内

統一化により、適切な管理を実施 

・購入予定の材料について価格の見直しを図った 

・年 2回の実地棚卸を行い、適正管理と実在数を把握 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進によ

る医薬品費総額の削減と、

機能評価係数Ⅱの更なる向

上検討（現状占有率は高い） 

・後発品の使用割合の使用促進は極めて高い水準 

＜後発品使用割合（%）＞ 

H29:88.0 H30:93.0 R01:95.1 R02:94.6 
・H30 年度改定で DPC の機能評価係数Ⅱの後発医薬品係数が

廃止となり後発医薬品使用体制加算 1 を取得したが、施設

基準を満たさなくなったため再取得を目指している 

 
【時間外勤務の縮減】 

・オンコール体制、共同主治

医制などの推進による時間

外勤務の縮減 

・医師事務作業補助の活用や、共同主治医制の推進によ

り、医師の負担を減らし時間外勤務の削減を図った 

・医師負担軽減委員会で、当直の代休制の導入等各種取組

を検討 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

 

【救急患者受入体制の強化】 

・小児救急の 3次医療機関と

して、中等症以上の救急搬

送患者を積極的に受入れる

ための体制を強化する 

・ICU の体制の強化 

・近隣圏域からの小児 2次救

急患者の受け入れ体制を整

備する 

・小児救急総合診療科の体制

の強化、ベッドコントロー

ル機能の強化、施設の改

修・整備 

・当院のみが対応可能な手術対応等の外科的重症患者は極

力受入れを実施 

・ICU 体制強化のため循環器科医師によるバックアップを実

施 

・千葉市、市原市からの 2 次救急の輪番病院の業務を受託 

・病床コントロール部門を設置し毎朝実施 

・小児救急総合診療科の医師の増員、強化 
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【周産期医療提供体制の強

化】 

・県内の周産期医療における

当院の果たすべき役割の明

確化とその機能を果たす 

・新生児科及び産科の体制の

整備 

・関係医療機関と調整を図り、新生児患者の受入れを実施 

・新生児科、産科医の確保に取り組み、新生児科医は増員し

たが、産科医確保は未達成 

【小児専門医療提供体制の強

化】 

・一般医療機関では対応困難

な小児疾患の診断・治療を

行う千葉県全域対応型小児

医療連携拠点病院として、

引き続き高度な専門医療を

提供する体制の維持・強化

に努める 

・各診療科の診療レベルの向

上、優秀な医師の育成・確

保、専門医療機器の整備、

施設の整備・改修、研究体

制の整備 

・遺伝診療センター、口唇口蓋裂診療チーム、糖尿病療養

支援チーム、小児消化器・内視鏡センター、成人移行支

援室等を立ち上げ、診療科・部署・職種を超えた高度専

門医療提供体制を構築 

・基幹領域専門医取得後のサブスペシャリティ研修体制を

整備し、小児循環器、小児神経、小児内分泌等の研修を

推進 

【クリティカルパスの推進】 

・適切かつ効率的な医療を提

供するために、クリティカ

ルパスの適応の拡大を図る 

・病・病診連携の強化をさら

に図るために、地域医療連

携パスを検討する 

・診療報酬改定に合わせたクリティカルパスの様式の見直

し 

・適切かつ効率的な医療を提供するために、多職種で連携

しクリティカルパスの適応の拡大を図り、170 種類のクリ

ティカルパスを電子カルテ上で運用 

・地域連携パスについて委員会で検討したが、適応がなく

導入は未実施 

【県から受託した各種事業の

推進】 

・児童虐待防止医療ネットワ

ーク事業、予防接種事業、小

児在宅コーディネーター事

業等、県内の小児医療の中

枢医療機関として果たすべ

き事業を継続する 

・児童虐待防止医療ネットワーク事業として、研修会を年 2

回、全体会議を年 4回開催 

＜参加者（人）＞ 

 H29:全体会議 168 研修会 70 

 H30:全体会議 214 研修会 90 

 R01:全体会議 145 研修会 85 

 R02:全体会議 122 研修会 145 

・小児在宅コーディネーター事業として、超重症児を受け入

れる訪問看護師研修会を年 2 回開催 

・予防接種事業を継続、R01、R02 年度の研修会はコロナ感染

症のため中止 

・R01 年度に、他院の医師と共に Q＆A改定 
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【退院後の医療を速やかに提

供するための取り組み】 

・こども病院 PFM システム

（かるがも早期支援システ

ム）の推進等により、小児

在宅医療や 2 次医療機関へ

の速やかな移行を推進 

・H29 年度からこども病院 PFM システムを導入し、 

整形外科・脳外科・循環器・心臓外科は、入院決定時点

でこども・家族支援センター看護師が介入 

＜こども病院 PFM システム件数（件）＞ 

H30:134 R01:145 R02:471 

・R01 年度より全部署での入院時スクリーニングを開始、介

入が必要と判定したケースで多職種による支援を実施 

＜多職種支援件数（件）＞ 

R01:379、R02:471 

・地域医療機関、訪問看護ステーション、保健センター、

学校等との合同カンファレンスの実施 

＜カンファレンス実施回数（回）＞ 

H29:22 H30:23 R01:31 R02:17 

＜退院前訪問の実施（件）＞ 

H29:3 H30:5 R01:2 R02:1 

＜退院後訪問の実施（件）＞ 

H29:6 H30:2 R01:1 R02:退院後訪問 2、学校訪問によ

る調整 1 

【治験研究・受託研究の推

進】 

・希少疾患患者、難治性疾患

患者の診療を多く行ってい

る専門病院の責務として、

治験研究や受託研究を推進

し、新規治療の開発等に協

力 

・医師主導型治験を含め、治験件数は毎年 10 件程度実施 

・受託研究実施件数は年 35 件程度 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携強

化】 

・積極的な広報や情報発信、

担当医師の訪問、逆紹介の

徹底等により登録医や地域

の 2 次病院と密な関係を築

き、紹介患者の増加を図る 

・千葉大学、県内基幹病院、県

小児科医会とも密な関係を

築き、県全体の小児医療の

体制整備、充足を図る 

・毎年病院の広報誌の発行とホームページの見直しを行い、

地域へ情報発信 

・毎月逆紹介件数と返信状況を調査し、紹介元への確実な返

信を徹底 

・千葉県こども病院と千葉リハビリセンターの合同会議を年

1 回実施 

・成人移行医療支援体制事業連絡会議、R01 年度 2 回出席、

R02 年度 Web 会議開催 

・千葉県医療的ケア児等支援地域協議会会議に年 1 回出席 

・県民講座の企画・運営、県民への広報活動を実施 

・退院調整の必要なケースについて、地域の施設との合同カ

ンファレンスを開催 

＜紹介患者数（人）＞ 

H29:4,216 H30:4,434 R01:4,373 R02:3,882 

＜逆紹介患者数（人）＞ 

H29:2,304 H30:2,631 R01:2,764 R02:2,344 
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【地域の医療関係者への教育

研修の推進】 

・当院で開催している小児臨

床症例検討会など公開カン

ファレンスにおいて、小児

医療、専門医療等に関する

登録医への啓蒙、教育を行

う 

・小児在宅コーディネーター

事業等を通して地域におけ

る「在宅で医療的ケアを担

う人材」を育成し在宅への

復帰率向上を目指す 

・千葉県小児臨床症例研究会の計画的開催(年 2回) 

＜参加者数（人）＞ 

H29:105 H30:86 R01:52 R02:25（1 回のみ開催） 

・小児在宅コーディネーター事業における超重症児を受け入

れる訪問看護師研修会開催(年 2 回) 

第 1 回は講義形式で行い、第 2回は実践編支援を実施 

・毎年のアンケート結果で、講義内容は概ね理解が得られ、

実践編は病棟実習や救命処置を体験し満足感が得られた 

＜参加者数（人）＞ 

H29:第 1 回目 59 2 回目 6 

H30:第 1 回目 44 2 回目 8 

R01:第 1 回目 47 2 回目 10 

R02:中止（コロナの影響） 

・訪問看護師を対象にした「訪問看護ステーション公開講

座」の開催(年 1 回)、事例検討、意見交換により交流を

図った 

＜参加者数（人）＞ 

H29:95 H30:43 R01:66 R02:6（コロナの影響） 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師等の資格

取得促進】 

・小児高度専門医療機関とし

て、専門的看護ケアを提供

するために必要な資格取得

を推進 

・認定・専門・看護管理取得状況 18 名(目標 21名) 

H29:2 名(新生児集中ケア、皮膚排泄ケア) 

H30:1 名(摂食嚥下看護） 

R01:1 名(集中ケア) 

R02:0 名 

・資格保持者 5名の認定更新 

H30:1 名（皮膚排泄ケア） 

R01:3 名（感染管理、救急看護、小児救急看護） 

R02:5 名（感染管理、専門：家族看護、小児看護 2、看護

管理） 

【後期臨床研修医の確保・育

成】 

・小児疾患の全領域の研修が

可能な小児科の基幹病院と

して魅力的なプログラム作

成、研修環境の整備により

研修医の確保を図る 

・研修医に対して専門医取得

後のキャリアパスを提示

し、県内への医師の定着を

図る 

・H30 年度より開始された日本専門医機構の認定に基づく新

専門医制度による小児科専攻医研修プログラムの承認を受

け、専攻医（後期臨床研修医）を募集した 

・小児科系サブスペシャルティレジデントは比較的コンスタ

ントに採用でき、H30 年度の 1名が医員採用となった 

 

＜小児科専攻医の採用数（人）＞ 

H29:1 H30:2 R01:0 R02:0 

＜小児科系サブスペシャルティレジデント（人）＞ 

H29:1 H30:2 R01:2 R02:2 

＜小児科研修プログラムの研修（回）＞ 

（研修期間:3～12 ヵ月） 

H29:1 H30:1 R01:2 R02:8 
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【看護師確保】 

・診療報酬上の看護師必要数

を確保し、安定的に入院料

等を算定 

・H29～R01 年度は目標を概ね達成、R02 年度は新型コロナ

ウイルス感染症の影響により受入れを制限 

・全国から学生受入れ、就職者を確保 

・離職率は、全国の正規雇用看護職員離職率（H29:10.9%、

H30:10.8%、R1:10.7%）を下回っており H30 以外の離職率

はほぼ目標達成 

・R02.4 異動状況は、新採用 26 名(新卒 20名)、転入者 14

名、育児短時間復帰者 8名 

＜看護学生実習受入数(計画数)（人）＞ 

H29:207(225) H30:223(225) R01:284(230） 

R02:118(230) 

＜学生向け①インターンシップ②病院見学受入数（人）＞ 

H30:①57 ②116 

R01:①36 ②81 

R02:新型コロナウイルス感染症の影響により未実施、代替

としてパンフレットを作製、郵送 

＜離職率(目標数)（%）＞ 

H29:6.1(6.7） H30:7.8(6.5） R01:6.9(6.5） 

R02：5.5(6.5) 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・医療安全管理指針の整備と

職員への周知徹底 

・外部講師招聘型の研修会に

加え、医療安全管理室の主

導で院内スタッフ参加型研

修会を開催 

・H29.4、R01.10 に医療安全管理指針の改定を施行、指針を

電子カルテ PCで閲覧可能とし職員に周知 

・研修会開催（年 2回） 

・受講困難者に対し研修記録 DVD 閲覧、Web 活用研修会を施

行しほぼ 100%参加 

【医療安全機能の強化】 

・多職種の人的配置による医

療安全管理室の充実・強化 

・再発予防策の策定に際し、

現場カンファレンスへ医療

安全管理室が積極的に関わ

り、実効性ある対策を検討

するため必要に応じて外部

委員を交えた M＆M カンフ

ァレンスの開催を主導 

・医薬品安全管理、医療機器

安全管理の構成員活動を通

して、問題課題を共有し他

職種間で解決を図る 

・県立病院医療安全管理室間

における相互チェック（ピ

アレビュー）の導入の検討 

・多職種配置として医師、看護師以外に薬剤、検査、事務、

R02 からは検査（放射線）を加え、毎週多職種会議を開催 

・M&M カンファレンス開催を年 2 回、診療経過審議会を 3 回

開催し、管理室が主体的に実施 

・相互チェックは、関東圏内の日本小児総合医療施設協議会

（JACHRI）加盟施設 5 施設と連携して実施 

・地域では県リハビリテーションセンターと共に実施 

・医薬品、医療機器のチームに管理室が共同参加し、多職種

会議で共有 

・R02 より放射線安全管理チームが始動 

・H29 から R01 においてプロジェクトチームを発足し、①誤

投薬②手術室器具遺残防止③インフォームド・コンセント

について検討 
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【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象の適切な把握・客観

的な評価と現場への適切な

フィードバックの実施 

・インシデント・アクシデント報告件数は年々増加 

・注意喚起の必要なものは医療安全ニュースとして積極的に

周知し、診療部には読了確認を実施 

・現場での検討を推進し、気管カニューレ抜去や転倒事故対

応フローを作成 

＜インシデント・アクシデント報告件数（件）＞ 

H29:960 H30:1,245 R01:1,379 R02:1,665 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【患者満足度の向上】 

・待ち時間を利用した問診、

教育などの導入 

・接遇の研修と実践 

・施設及び設備の適切な改修 

・ご意見箱の意見に対する迅速な回答作成と掲示 

・患者満足度調査（年 1 回実施）では、総合満足度が上昇

（H28:79.3％⇒R02:96.5％） 

・待ち時間を利用した問診、教育等を実施 

・患者対応する部署に接遇研修を実施 

・患者・家族等から頂いたご意見は可能な限り迅速に対応 

【患者・家族のサポート体制

の強化】 

・小児疾患を有する思春期か

ら成人患者が居住地域の医

療機関に安心して移行する

ためのサポートの充実 

・産後ケア入院の推進によ

る、育児支援体制の充実及

び虐待予防への貢献 

【成人移行支援】 

○H29 年度 

・成人移行期支援運営委員会の立ち上げ、職員対象意識調査

分析 

・8 月から医師と看護師による「トランジション外来」を試

行、対象拡大に向け内分泌科と腎臓科、循環器内科でスク

リーニングを行い、支援が必要な患者への対応方法を検討 

・研修会・講演会の開催 

○H30 年度 

・支援プログラム、成人移行支援フロー、リテラシー形成ス

クリーニングシート作成運用、支援だより発行（3 回） 

・毎週月曜日に兼任看護師が医師と共にトランジション外来

を行い 52名の患児の支援を実施 

・患者自身で病気の記録を記載する「マイ・パスポート」を

作成 

・患者 113 名を対象にヘルスリテラシーのスクリーニングを

実施 

・千葉県移行期医療支援センター設置のための県協議会に委

員として参加 

○R01 年度 

・年間運営目標に成人移行支援協力を設定 

・成人移行期支援運営委員会で年間活動計画を策定 

・院内組織として成人移行支援室設置：専従看護師を配置

し、外来や病棟へ出向いて情報共有し、患者と家族を支援 

・トランジション外来 66名、ヘルスリテラシーのスクリー

ニング 127 名を実施 

○R02 年度 

・千葉県移行期医療支援センター(千葉大学医学部附属病院

内)との症例検討会を定例で実施 

・トランジション外来の受診者数 延べ 113 件、実数 50 件 

ヘルスリテラシースクリーニングの件数 176 件  
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（５）循環器病センター 

①経営分析                  （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 入院患者数は平成 26 年度以降大幅に減少しており、その数は県立病院全体の 

減少数の 39.2％を占めています。 

  延入院患者数 H21: 63,072→H26: 63,782 （＋  710 ＋ 1.1％） 

         H26: 63,782→R1 : 47,291 （▲15,781 ▲25.0％） 

（参考：県立病院全体）           ↑県立病院全体の 39.2％ 

  延入院患者数 H26:320,141→R1 :279,857 （▲40,284 ▲12.6％） 

〇 外来患者数も入院患者数同様、平成 26 年度以降減少しています。 

  延外来患者数 H21: 77,452→H26: 89,746 （＋12,294 ＋15.9％） 

H26: 89,746→R1 : 79,724 （▲10,022 ▲11.2％） 

 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

 ○ 循環器系疾患に対する高度医療（救急医療）を提供する病院であるため、入院

の診療収入は高い傾向にあります。 

   また、入院平均単価も中長期的には増加傾向にあります。 

○ 救急医療だけでなく地域医療を担う病院であることから、外来平均単価は県立

病院の中でも低い水準にありますが、中長期的には上昇傾向にあります。 

入院平均単価 H21: 68,528→H26: 79,277 （＋10,748 ＋15.7％） 

H26: 79,277→R1 : 90,013 （＋10,737  ＋13.5％） 

外来平均単価 H21:  8,129→H26: 10,833 （＋ 2,705 ＋33.3％） 

H26: 10,833→R1 : 11,768 （＋   935 ＋ 8.6％）  

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

○ 患者数が減少していることから、収益は入院・外来とも減少傾向にあります。 

〇 特に平成 26年度以降、平均診療収入が高い入院における患者数の大幅な減少が、

医業収益の減少に大きく影響しています。 

医業収益   H21: 5,027→H26: 6,098 （＋1,071  ＋ 21.3％） 

H26: 6,098→R1 : 5,250  （▲  847 ▲ 13.9％） 

入院収益   H21: 4,322→H26: 5,056 （＋  734 ＋ 17.0％） 

H26: 5,056→R1 : 4,257  （▲  800 ▲ 15.8％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 循環器病センターの給与費は、中長期的に増加傾向にあります。 

給与費のうち、循環器系疾患等の高度医療（救急医療）提供に要する経費は繰入

金の対象となりますが、当センターでは高度医療以外に地域医療を行っているため、

繰入金額、医業収益に対する比率は大きく変化していません。 

繰入金（金額）  H21: 1,457 →R1 : 1,703 （＋  245 ＋16.8％） 

（対医業収益比率）H21: 29.0％→H26: 28.0％→R1 : 32.4％ 
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オ：給与費（人件費）                      

 ○ 医業収益が減少傾向にある中、給与費は増加しているため、給与費比率は上昇

傾向にあり、令和元年度は 80％を超えている状況です。 

 給与費（金額）  H21: 3,290 →R1 : 4,337 （＋1,047 ＋31.8％） 

（対医業収益比率）H21: 65.5％→H26: 67.9％→R1 :82.6％ 

 

カ：材料費                          

○ 材料費は平成 21 年度と平成 26 年度の比較では増加、平成 26 年度と令和元年度

の比較では微減となっています。 

また、平成 26 年度以降、材料費比率は上昇の傾向にあります。 

 材料費（金額）  H21: 1,593 →H26: 2,008 （＋  415 ＋26.1％） 

          H26: 2,008 →R1 : 1,933 （▲   76 ▲ 3.8％） 

（対医業収益比率）H21: 31.7％→H26: 32.9％→R1 : 36.8％ 

（指標Ａ※）H21: 3,434 →H26: 4,090 →R1 : 3,318 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費は、金額、対医業収益比率とも中長期的に微増傾向にあります。 

経費 （金額）  H21: 1,060 →R1 : 1,300 （＋241 ＋22.7％） 

（対医業収益比率）H21: 21.1％→H26: 19.3％→R1 : 24.8％ 

 

ク：医業収支 

  〇 平成 21 年度と平成 26 年度の比較ではほぼ横ばいの状況でしたが、患者数の 

減少により医業収益が大幅に減収となった平成 26 年度以降は、医業収支が   

大きく悪化しています。 

   医業収支（金額）   H21:▲1,871→R1 :▲2,902 （▲1,031 ▲55.1％） 

（医業収支比率）H21: 72.9％→H26: 76.9％→R1 : 64.4％ 

 

ケ：純利益                 

〇 医業収支が悪化していることに伴い、純利益（損失）も年々損失額が増加傾向に

あります。 

純利益（金額）   H21:▲857→R1 :▲1,010 （▲153 ▲17.9％） 

 

コ：経営分析（総括） 

 〇 循環器病センターは、循環器系疾患の救急医療領域において高い収益力を  

備えていますが、脳神経外科担当医師の退職など診療体制の変更による患者数 

減少が、医業収益の悪化に大きく影響しています。 

〇 経営改善にあたっては、不採算部門とその要因を分析し、集患対策を中心と  

した対応策を講ずる必要があります。 
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（資料１） 

 （医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
29.0

人件費, 
65.5

材料費, 31.7

経費, 21.1

その他, 26.9

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
28.0

人件費, 
67.9

材料費, 32.9

経費, 19.3

その他, 16.5

平成26年度

医業収
益, 100

負担金, 
32.4

人件費, 
82.6

材料費, 36.8

経費, 24.8

その他, 18.3

令和元年度

収益計129.0 ＜費用計145.2
▲16.2ポイント

収益計128.0 ＜費用計136.6
▲8.6ポイント

収益計132.4 ＜費用計162.5
▲30.1ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

▲17.9% 減少 減少純利益 ▲ 857 19 ▲ 1,010 875 102.2% ▲ 1,028 ▲5,485.4% ▲ 153

22.7% 増加 増加

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

経費 1,060 1,176 1,300 117 11.0% 124 10.6% 241

医業収益 5,027 6,098 5,250 1,071 21.3%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

▲ 847 ▲13.9% 224 4.4% 減収 増収

差 伸長率 差 伸長率

▲ 800 ▲15.8% ▲ 65 ▲1.5% 減収 減収入院収益 4,322 5,056 4,257 734 17.0%

▲ 34 ▲3.5% 309 49.0% 減収 増収外来収益 630 972 938 343 54.4%

▲ 3 ▲0.2% 245 16.8% 減少 増加繰入金 1,457 1,705 1,703 248 17.0%

222 2.8% 1,254 18.2% 増加 増加医業費用 6,898 7,930 8,152 1,032 15.0%

198 4.8% 1,047 31.8% 増加 増加給与費 3,290 4,139 4,337 849 25.8%

▲ 76 ▲3.8% 340 21.3% 減少 増加材料費 1,593 2,008 1,933 415 26.1%

▲55.1% 悪化 悪化医業収支 ▲ 1,871 ▲ 1,832 ▲ 2,902 39 2.1% ▲ 1,069 ▲58.4% ▲ 1,031

給与費比率 65.5% 67.9% 82.6%

▲ 12.5

ポイント

▲ 8.5

ポイント材料費比率 31.7% 32.9% 36.8%

3.4

経費比率 21.1% 19.3% 24.8% ▲ 1.8 5.5 3.7

医業収支比率 72.9% 76.9% 64.4% 悪化 悪化

3.9 5.1 上昇 上昇

上昇 上昇

2.4 14.7 17.1 上昇 上昇

1.2 ポイント

4.0

上昇 上昇

病床利用率 78.5% 79.4% 62.4% 0.9 ポイント ▲ 17.0

繰入金比率 29.0% 28.0% 32.4% ▲ 1.0 4.5

ポイント ▲ 16.1 ポイント 下降 下降

▲25.0% 減少 減少

延外来患者数 77,452 89,746 79,724 12,294 15.9% ▲ 10,022 ▲11.2% 2,272 2.9% 減少 増加

延入院患者数 63,072 63,782 47,291 710 1.1% ▲ 16,491 ▲25.9% ▲ 15,781

入院平均単価 68,528 79,277 90,013 10,748 上昇

外来平均単価 8,129 10,833 11,768 2,705 33.3% 935 8.6% 3,639

15.7% 10,737 13.5% 21,485 31.4% 上昇

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

44.8% 上昇 上昇
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 循環器病センター

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

378 4.7% ▲ 648 ▲7.7% ▲ 77 ▲1.0%事業収益 8,271 7,984 8,362 7,714 7,637

66 1.2% ▲ 409 ▲7.1% ▲ 84 ▲1.6%医業収益 5,943 5,677 5,743 5,334 5,250

88 1.9% ▲ 439 ▲9.2% ▲ 73 ▲1.7%入院収益 4,889 4,680 4,768 4,330 4,257

▲ 26 ▲2.8% 36 3.9% ▲ 7 ▲0.7%外来収益 992 935 910 945 938

98 5.9% ▲ 52 ▲3.0% 4 0.2%繰入金 1,672 1,652 1,751 1,698 1,703

272 3.3% ▲ 10 ▲0.1% 145 1.7%事業費用 8,297 8,239 8,511 8,501 8,647

270 3.5% 21 0.3% 101 1.3%医業費用 7,785 7,760 8,029 8,051 8,152

101 2.5% ▲ 60 ▲1.4% 198 4.8%給与費 4,055 4,098 4,200 4,139 4,337

134 7.3% 76 3.9% ▲ 110 ▲5.4%材料費 1,949 1,832 1,966 2,042 1,933

43 3.8% 79 6.7% 42 3.3%経費 1,156 1,137 1,180 1,259 1,300

4 0.6% ▲ 56 ▲9.0% ▲ 43 ▲7.6%減価償却費 543 617 621 565 522

106 41.6% ▲ 638 ▲427.8% ▲ 222 ▲28.2%純利益 ▲ 26 ▲ 255 ▲ 149 ▲ 788 ▲ 1,010

▲ 203 ▲9.7% ▲ 430 ▲18.8% ▲ 185 ▲6.8%医業収支 ▲ 1,843 ▲ 2,083 ▲ 2,286 ▲ 2,716 ▲ 2,902

ポイント

0.9 4.5 5.0

2.0

医業収支比率 76.3% 73.2% 71.5% 66.3% 64.4%

給与費比率 68.2% 72.2% 73.1% 77.6% 82.6%

▲ 1.6

ポイント

▲ 5.3

4.1 ▲ 1.5

経費比率 19.4%

ポイント

▲ 1.9

1.2

繰入金比率 28.1% 29.1% 30.5% 31.8% 32.4% 1.4 1.4 0.6

20.0% 20.5% 23.6% 24.8% 0.5 3.0

材料費比率 32.8% 32.3% 34.2% 38.3% 36.8%

▲ 3.5 ポイント ▲ 1.5 ポイント ▲ 1.9 ポイント病床利用率 74.2% 69.3% 65.9% 64.4% 62.4%

▲ 2,772 ▲5.0% ▲ 4,254 ▲8.0% ▲ 1,335 ▲2.7%延入院患者数 59,775 55,652 52,880 48,626 47,291

▲ 141 ▲3.7% ▲ 361 ▲9.9% ▲ 274 ▲8.3%新入院患者数 4,030 3,800 3,659 3,298 3,024
▲ 1,447 ▲1.7% 513 0.6% ▲ 2,668 ▲3.2%延外来患者数 89,162 83,326 81,879 82,392 79,724

▲ 259 ▲3.5% ▲ 543 ▲7.6% ▲ 332 ▲5.1%新外来患者数 8,293 7,358 7,099 6,556 6,224

6,078 7.2% ▲ 1,134 ▲1.3% 975 1.1%入院平均単価 81,794 84,095 90,172 89,038 90,013

▲ 118 ▲1.1% 364 3.3% 296 2.6%外来平均単価 11,124 11,227 11,109 11,472 11,768

▲ 375 ▲12.5% ▲ 624 ▲23.8% 82 4.1%救急患者数 3,269 2,998 2,623 1,999 2,081

71 8.3% ▲ 166 ▲17.9% ▲ 90 ▲11.9%手術件数 782 854 925 759 669

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

ポイント ▲ 0.9 ポイント入外比率 149.2% 149.7% 154.8% 169.4% 168.6% 5.1 ポイント 14.6

5,943
5,677 5,743

5,334 5,250
4,889 4,680 4,768

4,330 4,257

992 935 910 945 938

1,672 1,652 1,751 1,698 1,703
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5,000

6,000

7,000
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医業収益等
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 循環器病センター

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 6,885 7,413 8,271 8,362 7,637 858 11.6% 91 1.1% ▲ 725 ▲8.7%

医業収益 5,198 5,706 5,943 5,743 ▲8.6%

入院収益 4,456 4,845 4,889 4,768 4,257 44 0.9% ▲ 121

5,250 236 4.1% ▲ 200 ▲3.4% ▲ 493

▲2.5% ▲ 512 ▲10.7%

▲8.3% 29 3.1%

繰入金 1,638 1,656 1,672 1,751 ▲2.7%1,703 16 1.0% 79 4.7% ▲ 48

外来収益 675 797 992 910 938 195 24.4% ▲ 82

2.6% 136 1.6%

医業費用 7,054 7,200 7,785 8,029 8,152 585 8.1% 244 3.1% 122 1.5%

事業費用 7,565 7,854 8,297 8,511 8,647 442 5.6% 214

給与費 3,460 3,303 4,055 4,200 3.3%

材料費 1,525 1,785 1,949 1,966 1,933 164 9.2% 17

4,337 752 22.8% 144 3.6% 137

0.9% ▲ 34 ▲1.7%

2.1% 120 10.2%

減価償却費 879 860 543 621 ▲15.9%522 ▲ 317 ▲36.8% 77 14.3% ▲ 99

経費 1,140 1,203 1,156 1,180 1,300 ▲ 47 ▲3.9% 24

▲475.8% ▲ 860 ▲576.6%

医業収支 ▲ 1,856 ▲ 1,494 ▲ 1,843 ▲ 2,286 ▲ 2,902 ▲ 349

純利益 ▲ 680 ▲ 442 ▲ 26 ▲ 149 ▲ 1,010 416 94.1% ▲ 123

▲23.3% ▲ 444 ▲24.1% ▲ 615 ▲26.9%

材料費比率 29.3% 31.3% 32.8% 34.2% 36.8% ポイント

給与費比率 66.6% 57.9% 68.2% 73.1%

医業収支比率 73.7% 79.2% 76.3% 71.5%

82.6% 10.3 4.9 9.5

64.4% ▲ 2.9

ポイント

▲ 4.8

ポイント

▲ 7.1

1.5 1.4

1.1 4.2

1.9

2.6

▲ 1.6

繰入金比率 31.5% 29.0% 28.1% 30.5% 32.4% ▲ 0.9 2.3

経費比率 21.9% 21.1% 19.4% 20.5% 24.8%

ポイント ▲ 3.4 ポイント

入外比率 118.4% 128.1% 149.2% 154.8% 168.6% 21.0 ポイント 5.7 ポイント 13.7 ポイント

病床利用率 79.6% 80.8% 74.2% 65.9% 62.4% ▲ 6.6 ポイント ▲ 8.4

延入院患者数 64,124 64,881 59,775 52,880 ▲10.6%

新入院患者数 3,723 4,063 4,030 3,659 3,024 ▲ 33 ▲0.8% ▲ 371

47,291 ▲ 5,106 ▲7.9% ▲ 6,895 ▲11.5% ▲ 5,589

▲9.2% ▲ 635 ▲17.4%

▲8.2% ▲ 2,155 ▲2.6%

新外来患者数 8,285 8,881 8,293 7,099 ▲12.3%6,224 ▲ 588 ▲6.6% ▲ 1,194 ▲14.4% ▲ 875

延外来患者数 75,891 83,126 89,162 81,879 79,724 6,036 7.3% ▲ 7,283

10.2% ▲ 159 ▲0.2%

外来平均単価 8,888 9,590 11,124 11,109 11,768 1,533 16.0% ▲ 15 ▲0.1% 659 5.9%

入院平均単価 69,489 74,674 81,794 90,172 90,013 7,120 9.5% 8,378

救急患者数 3,249 3,313 3,269 2,623 ▲20.7%

手術件数 930 830 782 925 669 ▲ 48 ▲5.8% 143

2,081 ▲ 44 ▲1.3% ▲ 646 ▲19.8% ▲ 542

18.3% ▲ 256 ▲27.7%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％
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（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度
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減価償却費 6.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

医業収益

75.5%

繰入金

24.5%

材料費 27.8%

限界利益

72.2%
固定費

88.6%

給与費

62.4%

経費 18.7%

減価償却費 7.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

 

21年度 26年度 元年度

医業収益 5,027 6,098 5,250

繰入金 1,457 1,705 1,703

医業費用 6,898 7,930 8,152

材料費 1,593 2,008 1,933

給与費 3,290 4,139 4,337

指標Ａ 3,434 4,090 3,318

指標ａ 68.3% 67.1% 63.2%

指標Ｂ 1,736 1,958 913

指標ｂ 34.5% 32.1% 17.4%

指標C 144 -50 -1,019

指標ｃ 2.9% -0.8% -19.4%

 

- 2 , 0 0 0

- 1 , 0 0 0

0

1 , 0 0 0

2 , 0 0 0

3 , 0 0 0

4 , 0 0 0

5 , 0 0 0

- 3 0 . 0 %

- 2 0 . 0 %

- 1 0 . 0 %

0 . 0 %

1 0 . 0 %

2 0 . 0 %

3 0 . 0 %

4 0 . 0 %

5 0 . 0 %

6 0 . 0 %

7 0 . 0 %

8 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ
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②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 

 

  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 92.0 86.6 84.4 93.9

目標 92.7 97.6 98.8 99.4

実績 71.5 66.3 64.4 61.8

目標 69.6 74.0 74.9 75.6

実績 73.8 68.6 66.8 75.8

目標 75.2 80.1 81.7 82.8

実績 73.1 77.6 82.6 91.2

目標 75.1 73.1 70.4 69.0

実績 34.2 38.3 36.8 36.8

目標 33.5 30.9 30.9 30.9

実績 9.5 12.1 10.9 11.3

目標 12.0 10.4 10.4 10.4

実績 84.7 90.5 96.4 105.9

目標 87.0 81.6 78.9 77.5

実績 3,659 3,298 3,024 2,993

目標 4,005 4,119 4,259 4,376

実績 7,099 6,556 6,224 5,225

目標 8,082 8,310 8,593 8,830

実績 52,880 48,626 47,291 42,639

目標 56,794 58,400 60,390 62,050

実績 81,879 82,392 79,724 71,873

目標 89,834 92,374 95,522 98,148

実績 65.9 64.4 62.4 56.4

目標 70.7 72.7 75.0 77.3

実績 14.4 14.8 15.6 14.2

目標 14.7 14.7 14.6 14.6

実績 2,718 2,679 2,551 2,325

目標 3,946 4,057 4,196 4,311

実績 43.7 44.4 44.9 50.4

目標 50.0 50.0 50.0 50.0

実績 66.4 59.9 63.0 73.1

目標 70.0 70.0 70.0 70.0

実績 90,172 89,038 90,013 92,860

目標 83,452 85,850 86,347 86,824

実績 11,109 11,472 11,768 11,914

目標 11,296 11,243 11,243 11,243

実績 39 37 39 36

目標 43 43 43 43

実績 147,256 144,164 134,621 135,572

目標 135,518 142,446 147,940 152,648

給与費比率(対医業収益)

材料費比率(対医業収益)

薬品費比率(対医業収益)

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

常勤医師１人当たり医業収益

新外来患者数

延入院患者数

延外来患者数

病床利用率

平均在院日数

紹介患者数

紹介率

逆紹介率

患者１人１日当たり入院診療収入

患者１人１日当たり外来診療収入

医師数(常勤)各年度末現在

新入院患者数

千円

16

17

18

19

20

人

%

%

円

円

人

人

人

人

%

日

10

11

12

13

経営指標

1

2

3

%

%

%

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

%

%

%

%

14

15

4

5

6

7

8

9

人
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医療機能指標 

 

 

  

中項目 小項目 単位

実績 31 26 23 33

目標 35 40 40 40

実績 54 64 52 45

目標 60 60 60 60

実績 496 342 356 369

目標 550 560 570 580

実績 49 1 6 10

目標 55 60 65 70

実績 18 12 10 9

目標 40 50 50 50

実績 8 0 0 0

目標 10 10 10 10

実績 247 279 279 252

目標 210 210 220 220

実績 206 174 183 224

目標 170 180 190 200

実績 2,084 1,254 1,604 1,356

目標 2,116 2,141 2,166 2,191

実績 10,268 9,548 10,050 10,367

目標 12,500 13,000 13,500 13,500

実績 2,624 1,999 2,081 2,498

目標 3,450 3,500 3,500 3,500

実績 1,174 917 827 1,392

目標 1,500 1,500 1,500 1,500

実績 1 1 1 1

目標 20 20 22 22

実績 20 22 19 15

目標 7 7 7 7

実績 ー ー ー ー

目標 93.0 93.0 93.0 93.0

実績 84.2 87.3 88.4 95.8

目標 80.0 80.0 80.0 80.0

実績 91.2 91.9 87.9 ー

目標 70.0 70.0 70.0 70.0

実績 18 11 10 3

目標 150 100 100 100

実績 4 12 16 4

目標 50 70 90 110

実績 4.0 4.1 4.1 4.4

目標 4.5 5.0 5.5 6.0

実績 12 12 12 14

目標 15 15 15 15

実績 1,203 1,257 1,086 1,167

目標 1,450 1,500 1,550 1,600

実績 6 14 20 17

目標 5 5 4 4

実績 93.3 91.0 88.9 90.8

目標 81.0 82.0 83.0 84.0

医療従事者の確保
・育成

テーマ

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 高度専門的な医療の提供

3 救急患者受入件数の増加

4 治験や受託研究の推進

R1 R2

2

7

8

患者サービスの向上 10 患者満足度の向上 24
患者満足度(入院・外来)
(やや満足以上の割合)

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

医療機能指標・具体的な取組
H29 H30

急性期リハビリテーションの
充実

10

11

12

5 在宅復帰に向けたサポート

地域との連携強化 6

％

1

2

3

4

5

6

7

8

9

専門・認定看護師資格取得の
促進

臨床研修医の確保・育成

20

21

22

13

14

15

16

17

18

地域医療機関との連携強化

要入院救急患者受入数

年間治験実施件数

年間受託研究実施件数

在宅復帰率

23

経カテーテル的大動脈弁置換術
(TAVI)

大動脈ステント術

ガンマナイフ治療件数

脳神経外科緊急手術

てんかん外科的治療

中枢神経系難病（もやもや病等）の
外科治療

カテーテル心筋焼灼術

心臓ＭＲＩ検査件数

総手術件数

19

件

件

件

件

件

件

IA総報告件数

レベル3b以上発生件数

件

件

件

件

件

件

件

件

在宅復帰率(一般病棟)

在宅復帰率(地域包括ケア病棟)

地域医療連携パス適用数

地域医療機関への訪問回数

 専門・認定看護師有資格者割合

臨床研修医の受入人数

早期リハビリテーション加算件数

救急患者受入数

人

件

件

%

%

%

件

件

％
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医師をはじめとする

医師確保（派遣元大学との

継続的な調整） 

・大学医局への医師派遣要請、インターネット等を活用した

募集活動等による医師の確保 

＜年度末現在の医師数（人）＞ 

H29:常勤 39 医員・レジデント 8 

H30:常勤 37 医員・レジデント 7 

R01:常勤 39 医員・レジデント 6 

R02:常勤 36 医員・レジデント 5 

【手術件数の増加】 

・地域医療機関との関係強化

や救急受入体制の強化によ

る手術適用対応患者の増加 

・経カテーテル的大動脈弁置

換術(TAVI)など、高度先進

的な手術症例の増加 

・健診、ドック等の更なる充

実と手術適用となるハイリ

スク患者の抽出 

・地域医療連携室を中心に訪問等による地域医療機関との関

係強化を実施 

・R02 から市原市の乳がん検診を開始 

＜手術症例等（件）＞ 

TAVI H29:31 H30:26 R01:23 R02:33 

PCI  H29:355 H30:308 R01:248 R02:200 

カテーテル心筋焼灼術 H29:247 H30:279 R01:279 

           R02:252 

【DPC 係数(機能評価係数Ⅰ)

の向上】 

・地域医療支援病院の指定取

得による係数の向上 

＜DPC 係数(機能評価係数Ⅰ)＞ 

H29:0.2081 H30:0.2421 R01:0.2440 R02:0.2559 

【DPC 係数(機能評価係数Ⅱ)

の向上】 

（効率性指数の向上） 

・全国平均より長い DPC 術前

日数の短縮化 

・在院期間Ⅱ超患者の在院期

間の短縮化等による在院日

数の適正化 

（後発医薬品指数の向上） 

・後発医薬品の使用促進 

＜DPC 係数(機能評価係数Ⅱ)＞ 

H29:0.0691 H30:0.0914 R01:0.0934 R02:0.0978 

＜後発医薬品使用割合（%）＞ 

H29:82.1 H30:82.1 R01:84.7 R02:87.2 

【病床運用の効率化による稼

働率向上】 

・病床管理責任者を中心とし

た効率的な病床コントロー

ルの実施 

・H30:脳卒中患者の減少に伴う病棟再編を実施 

・R01:病床管理責任者となる医師を配置 

＜稼働率の状況（%）＞ 

 H29:65.9 H30:64.4 R01:62.4 R02:56.4 

【ICU の稼働率向上】 

・人員体制の強化と重篤な救

急患者受入れによる ICU 稼

働率の向上 

・施設基準「特定集中治療室管理料 3」に適合する医師、看

護師の配置 

＜稼働率の状況（%）＞ 

 H29:63.8 H30:63.1 R01:52.3 R02:49.7 

【新規の施設基準等の取得】 

・新規の施設基準算定に向け

た体制強化 

（地域連携夜間・休日診療料、

院内トリアージ実施料） 

＜新たに取得した施設基準等＞ 

・医療安全対策地域加算 1 

・感染防止対策加算（抗菌薬適正使用加算） 

・後発医薬品使用体制加算 2 

・入院時支援加算 1 等 
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２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による適正

な管理と実在数の把握 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争による価

格圧縮 

・物品管理システムの運用について各部署への普及啓発を行

い、適正管理と実在数の把握を実施 

・ベンチマークデータを活用し、納入事業者別、販売元別等

のデータ分析に基づいた業者と意見交換等を実施 

＜診療材料費＞ 

H29:1,381,061 千円 H30:1,362,290 千円 

R01:1,321,760 千円 R02:1,211,977 千円 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進によ

る医薬品費総額の削減と、

機能評価係数Ⅱの更なる向

上 

＜薬品費＞ 

H29:547,934 千円 H30:644,394 千円 

R01:574,384 千円 R02:551,327 千円 

【委託費の適正化】 

・物品管理業務を中心とした

業務改善の実施 

＜委託費＞ 

H29:664,708 千円 H30:689,914 千円 

R01:725,953 千円 R02:715,135 千円 

【夜勤対応可能な看護師の増

加】 

・看護師の夜勤対応可能日数

の増加による看護師定数の

適正化 

・育児短時間勤務 19 名中 10名が夜勤を実施 

（育児短時間勤務で夜勤を開始すると、フルタイムに移行す

るケースが多い傾向にある） 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入件数の増加】 

・救急患者受入れによる市原

医療圏、山武長生夷隅医療

圏の救急基幹センターとし

ての地域医療への貢献 

・救急搬送患者の受入強化に

よる患者数の増加 

・医師会との連携の強化と、

断り事例の分析による受入

体制の検証 

・地元医師会への救急体制や

夜間休日等の当直情報の提

供 

・消防救急隊との定期的な症

例検討会の実施による、安

心できる搬送システムの推

進 

・救急搬送患者の受入に努めたが、脳神経外科医の転出によ

り脳卒中患者等の 24 時間 365 日の受入れは困難となった 

・地元医師会との連携の強化、断り事例の分析による受入体

制の検証に努めた 

・市原医療圏、山武長生夷隅医療圏の消防救急隊と定期的な

意見交換を行い、搬送システムの安定化に努めた 

＜救急搬送患者数（人）＞ 

H29:2,623 人、H30:1,999 人、R01:2,081 人 R02:2,498 人 

【高度専門的な医療の提供】 

・経カテーテル的大動脈弁置

換術(TAVI)、ガンマナイフ

治療など、高度先進医療の

提供 

・急性心筋梗塞や急性心不全

に対する治療技術等の向上 

＜高度専門治療件数（件）＞ 

・TAVI H29:31 H30:26 R01:23 R02:33 

・ガンマナイフ治療 H29:496 H30:342 R01:356 R02:369 

・カテーテル心筋焼灼術 H29:247 H30:279 R01:279  

R02:252 
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【地域中核病院としての役

割】 

・地域医療支援病院の指定を

目指す 

・地域医療支援病院の指定を目指し、紹介率・逆紹介率の向

上等に取り組んだ 

＜紹介率（%）＞ 

H29:41.8 H30:44.9 R01:44.9 R02:50.4 

＜逆紹介率（%）＞ 

H29:63.6 H30:59.9 R01:63.0 R02:73.1 

【急性期リハビリテーション

の充実】 

・心疾患、脳血管疾患をはじ

めとした早期リハビリテー

ションの実施充実 

・心疾患、脳血管疾患をはじめとした早期リハビリテーショ

ンの実施の充実に努めた 

＜早期リハビリテーション加算件数（件）＞ 

H29:35,341 H30:32,531 R01:33,096 

R02:38,724 

【クリティカルパスの推進】 

・多職種によるアウトカム重

視型の電子クリティカルパ

ス策定による、業務改善、

診療の質向上 

＜クリティカルパス適用状況（種類／件）＞ 

H29:37／1,025 H30:47／1,035 R01:56／1,055 

R02:54／823 

【治験の推進】 

・症例検討会、受託研究、治

験業務等の更なる推進 

＜受託研究実施件数（件）＞ 

H29:20 H30:22 R01:19 R02:15 

＜治験実施件数（件）＞ 

H29:1 H30:1 R01:1 R02:1 

【在宅復帰に向けたサポー

ト】 

・在宅復帰率の向上 

・入院前の自宅での様子や必要な支援のアセスメント等、情

報収集と地域との医療連携に取り組んだ 

＜在宅復帰率（%）＞ 

H29:一般病棟 84.2 地域包括ケア病棟 91.2 

H30:一般病棟 87.3 地域包括ケア病棟 91.9 

R01:一般病棟 88.4 地域包括ケア病棟 87.9 

R02:一般病棟 95.8 地域包括ケア病棟 73.7 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携強

化】 

・担当医(診療科別)の紹介元

医療機関への訪問活動等の

強化（診療科毎に月の目標

値を設定） 

・講演会・症例検討会の開

催、地域医師会会合への参

加 

・患者・地域医療機関への

PR の強化（パンフ・院内

掲示板・広報誌等） 

・連携医アンケートの実施と

結果報告（訪問） 

・診療情報提供書の作成徹底

と、紹介元の医療機関への

逆紹介の徹底による連携体

制強化 

・地域医療連携室が主となり、訪問計画を組んで紹介元医療

機関への訪問活動を実施 

※R02 は新型コロナウイルス感染症のため医療機関への訪問

自粛 

・テーマを決めて、毎月 1 回、地域医療支援研修会を開催 

・地域の医療機関を訪問し「診療のご案内」等を活用し、当

院を PR するとともに、当院に対する要望、意見等を聴取 

・診療情報提供書の作成及び紹介元の医療機関への逆紹介の

徹底による地域医療機関との連携体制の強化 

＜紹介元医療機関訪問件数（件）＞ 

H29:4 H30:12 R01:16 R02:4 
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【地域医療連携パスの推進】 

・地域医療機関を交えた調整

による地域医療連携パスの

適用種類と適用数の拡大 

・地域医療連携パスの合同作

成・推進 

・適応種類 CAMP-S 

・種類   1 種類（千葉県共用脳卒中地域医療連携パス） 

＜適応件数（件）＞ 

H29:18 H30:11 R01:10 R02:3 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師資格の取

得促進】 

・専門スタッフの育成による

専門的な看護の実践 

＜専門・認定看護師有資格者割合（%）＞ 

H29:4.0 H30:4.1 R01:4.1 R02:4.4 

【指導医及び臨床研修医の確

保・育成】 

・新専門医制度における総合

診療科の基幹病院としての

魅力的な研修プログラム作

成、研修環境の整備による

研修医の確保 

＜研修医の受入人数（人）＞ 

初期臨床研修医 H29:12 H30:12 R01:12 R02:14 

後期研修医   受入れなし 

 

【研修の充実、学会発表、論

文発表等の増加】 

・医療・看護の知識と技術の

向上を目的とした院内外へ

の研修参加の促進（他施設

への派遣、海外研修等を含

む） 

・学会発表、国際、国内学会

への参加励行 

・雑誌等への積極的な投稿の

促進 

・他施設主催の研修参加の推

進 

・国際学会・国内学会・研究会・研修等に積極的に参加 

・毎年度、院内研究発表会や市民公開講座を開催 

（R02 は新型コロナウイルスの影響により開催していない） 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・千葉県医療安全管理指針の

改定に伴う当院の医療安全

管理指針の改定及び職員へ

の周知徹底 

・医療安全管理のための職員

研修の実施及び受講率向上

のための出席状況の把握と

職員への働きかけ 

・R02 年 4月に千葉県病院局医療安全管理指針及び要綱の改

定を行い、医療安全管理委員会、リスクマネージャー会議

等で職員へ周知 

・年 2回の医療安全研修を実施 

＜研修受講率（%）＞ 

 H30:86 R01:89 R02:93 

【医療安全機能の強化】 

・医療安全管理委員会及びリ

スクマネジメント委員会の

適切な運営 

・医療安全カンファレンスに

おけるインシデント・アク

シデントの内容検討及び改

善方策の実施 

・リスクマネージャー会議は月 1 回開催し、部署毎の事例抽

出と対策の検討を実施（昨年度は 24 事例）、R02 年度から

循環器・心臓血管外科の医師が参加 

・医療安全カンファレンスは週 1 回開催し、インシデント・

アクシデントの内容把握と改善策の検討を行い、警鐘事例

としてリスクマネージャー会議で取り上げ再発防止対策の

徹底を図った 
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＜医療安全管理委員会開催回数（回）＞ 

H29:17 H30:19 R01:21 R02:22 

＜リスクマネージャー会議開催回数（回）＞ 

H29:12 H30:11 R01:11 R02:11 

＜医療安全カンファレンス開催回数（回） 

H29:43 H30:40 R01:46 R02:45 

【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象の適切な把握と組織

的な管理体制による対策強

化 

・医療安全管理委員会、リス

クマネジメント委員会を通

じた情報共有の徹底 

・インシデント・アクシデントレポートの集計・分析等を医

療安全管理委員会、リスクマネージャー会議で報告し、対

策の徹底を図った 

・医療安全管理委員会、リスクマネージャー会議において

は、患者影響度の高い事例やオカレンス事例を中心に検討

するとともに、情報の共有を図った 

＜インシデント・アクシデント報告件数（件）＞  

 H29:1,203 H30:1,257 R01:1,086 R02:1,167 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・要因分析による待ち時間の

改善検討 

・外来採血運用と検査結果ま

での時間検証による効率化

の検討 

・外来待ち時間調査を毎年実施 

・R02 年度の調査では、待ち時間に関して満足 31.1％、やや

満足 33.9％、どちらでもない 22.9％であり、やや不満

9.0％、不満 3.1％であった 

・予約時間から診察室入室までの時間は、平均 43分であっ

た。 

・調査結果に基づき各部署で現状の分析と対策を検討すると

ともに、情報の共有を図った 

・採血待ち時間が長くなることが分かり、採血手順の見直し

を検討 

【患者の接遇満足度の向上】 

・接遇研修と実践によるクレ

ームの低減 

・院内の「ご意見対応委員会」を通じて、要望やクレームを

検討して対応 
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（６）佐原病院 

①経営分析                  （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 入院患者数は平成 21 年度から減少傾向にあり、平成 26 年度以降はその減少幅

が拡大しています。平成 26 年度以降の佐原病院の患者減少数は、県立病院全体の

減少数の 37.9％を占めています。 

  延入院患者数 H21: 63,940→H26: 58,553 （▲ 5,387 ▲ 8.4％） 

         H26: 58,553→R1 : 43,281 （▲15,272 ▲26.1％） 

（参考：県立病院全体）           ↑県立病院全体の 37.9％ 

  延入院患者数 H26:320,141→R1 :279,857 （▲40,284 ▲12.6％） 

〇 外来患者数は平成 26 年度まで増加していましたが、平成 26 年度以降は大きく

減少しており、その減少数は県立病院全体の減少数の 61.9％を占めています。 

  延外来患者数 H21:109,948→H26:120,627 （＋10,679 ＋ 9.7％） 

H26:120,627→R1 : 85,442 （▲35,185 ▲29.2％） 

（参考：県立病院全体）           ↑県立病院全体の 61.9％ 

  延入院患者数 H26:479,375→R1 :422,524 （▲56,851 ▲11.9％） 

 

イ：診療収入単価（入院・外来）                

 ○ 地域医療を提供する総合病院であるため、高度専門的な医療を提供する専門 

病院と比べ、診療収入の平均単価は相対的に低い水準にありますが、入院・外来

とも平均単価は中長期的には上昇傾向にあります。 

入院平均単価 H21: 37,495→R1 : 43,357 （＋ 5,862  ＋15.6％） 

外来平均単価 H21:  7,980→R1 : 10,735 （＋ 2,755 ＋34.5％）  

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 患者数が大きく減少した平成 26 年度以降、入院・外来とも医業収益は大きく 

減少しています。 

医業収益   H21: 3,388→H26: 3,779 （＋  391  ＋ 11.5％） 

H26: 3,779→R1 : 2,868  （▲  911 ▲ 24.1％） 

入院収益   H21: 2,397→H26: 2,576 （＋  179 ＋  7.5％） 

H26: 2,576→R1 : 1,877  （▲  700 ▲ 27.2％） 

外来収益   H21:   877→H26: 1,088 （＋  211 ＋ 24.0％） 

H26: 1,088→R1 :   917  （▲  171 ▲ 15.7％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 佐原病院は地域医療を提供する病院であるため、給与費の多くが繰入金の対象

となる専門病院に比べて医業収益に対する繰入金の比率は低くなります。 

なお、繰入金額も中長期的には大きな変動はありません。 

繰入金（金額）  H21: 648 →R1 : 635 （▲ 13 ▲2.0％） 

（対医業収益比率）H21: 19.1％→H26: 17.6％→R1 : 22.1％ 
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オ：給与費（人件費）                      

 ○ 給与費は中長期的には増加傾向にある一方、医業収益は平成 26 年度以降、大幅

な減収となったことから、相対的に給与費比率が大きくに上昇し、直近の給与費

比率は 100％を超えています。 

 給与費（金額）  H21: 2,473 →R1 : 2,950 （＋478 ＋19.3％） 

（対医業収益比率）H21: 73.0％→H26: 78.9％→R1 :102.8％ 

 

カ：材料費                          

○ 材料費は平成 21 年度と平成 26 年度の比較では増加、平成 26 年度以降は減少 

しています。 

また、材料費比率は中長期的には低下しています。 

 材料費（金額）  H21: 798 →H26: 855 （＋ 57 ＋ 7.1％） 

          H26: 855 →R1 : 555 （▲300 ▲35.1％） 

（対医業収益比率）H21: 23.6％→H26: 22.6％→R1 : 19.3％ 

（指標Ａ※）H21: 2,589 →H26: 2,924 →R1 : 2,314 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費は金額、医業収益に対する比率ともに長期的に増加傾向にあります。 

経費 （金額）  H21: 687 →R1 : 1,055 （＋368 ＋53.6％） 

（対医業収益比率）H21: 20.3％→H26: 23.9％→R1 : 36.8％ 

 

ク：医業収支 

  〇 医業収支は悪化の傾向が続いており、医業収益の減収傾向が大きくなった平成

26 年度以降は医業収支も大きく悪化しています。   

   医業収支（金額）   H21:▲ 861→R1 :▲1,920 （▲1,058 ▲122.9％） 

（医業収支比率）H21: 79.7％→H26: 75.6％→R1 : 59.9％ 

 

ケ：純利益                 

〇 医業収支の悪化に伴い、純利益（損失）も年々損失額が増加する傾向にあります。 

純利益（金額）   H21:▲383→R1 :▲1,333 （▲949 ▲247.9％） 

 

コ：経営分析（総括） 

 〇 佐原病院では、入院・外来患者数の大幅な減少による医業収益の減収が医業収支

の悪化に大きく影響しています。 

〇 経営改善にあたっては、患者の獲得を第一とし、不採算部門とその要因を分析

し、集患対策を中心とする対応策を講ずる必要があります。 
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（資料１） 

 （医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収
益, 100

負担金, 
19.1

人件費, 
73.0

材料費, 
23.6
経費, 
20.3
その他, 

13.1

平成21年度

医業収
益, 100

負担金, 
17.6

人件費, 
78.9

材料費, 
22.6
経費, 
23.9その他, 
11.3

平成26年度

医業収
益, 100

負担金, 
22.1

人件費, 
102.8

材料費, 
19.3
経費, 
36.8
その他, 

13.4

令和元年度

収益計119.1 ＜費用計130.0
▲10.9ポイント

収益計117.6 ＜費用計136.7
▲19.1ポイント

収益計122.1＜費用計172.3
▲50.2ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

上昇 上昇

▲247.9% 減少 減少

経費比率 20.3% 23.9% 36.8% 3.7 12.8 16.5

6.0 23.9 29.9 上昇 上昇

材料費比率 23.6% 22.6% 19.3% ▲ 0.9

▲ 15.7

下降

368 53.6% 増加 増加

純利益 ▲ 383 ▲ 604 ▲ 1,333 ▲ 221 ▲57.8% ▲ 728 ▲120.5% ▲ 949

経費 687 905 1,055 218 31.7% 150 16.6%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

34.5% 上昇 上昇外来平均単価 7,980 9,022 10,735 1,042 13.1% 1,713 19.0% 2,755

▲22.3% 減少 減少

入院平均単価 37,495 44,000 43,357 6,504 上昇17.3% ▲ 643 ▲1.5% 5,862 15.6% 下降

延外来患者数 109,948 120,627 85,442 10,679 9.7% ▲ 35,185 ▲29.2% ▲ 24,506

ポイント ▲ 23.5 ポイント 下降 下降

延入院患者数 63,940 58,553 43,281 ▲ 5,387 ▲8.4% ▲ 15,272 ▲26.1% ▲ 20,659 ▲32.3% 減少 減少

3.0 上昇 上昇

病床利用率 85.9% 76.0% 62.4% ▲ 9.8 ポイント ▲ 13.6

繰入金比率 19.1% 17.6% 22.1% ▲ 1.5 4.5

ポイント

▲ 19.8

ポイント

悪化 悪化

▲ 3.3 ▲ 4.2 下降

医業収支比率 79.7% 75.6% 59.9% ▲ 4.1

ポイント

給与費比率 73.0% 78.9% 102.8%

▲ 703 ▲57.8% ▲ 1,058 ▲122.9% 悪化 悪化医業収支 ▲ 861 ▲ 1,217 ▲ 1,920 ▲ 355 ▲41.2%

▲ 300 ▲35.1% ▲ 244 ▲30.5% 減少 減少材料費 798 855 555 57 7.1%

▲ 33 ▲1.1% 478 19.3% 減少 増加給与費 2,473 2,983 2,950 510 20.6%

▲ 208 ▲4.2% 539 12.7% 減少 増加医業費用 4,249 4,996 4,788 747 17.6%

▲ 30 ▲4.5% ▲ 13 ▲2.0% 減少 減少繰入金 648 665 635 17 2.6%

▲ 171 ▲15.7% 40 4.5% 減収 増収外来収益 877 1,088 917 211 24.0%

▲ 700 ▲27.2% ▲ 521 ▲21.7% 減収 減収入院収益 2,397 2,576 1,877 179 7.5%

▲ 911 ▲24.1% ▲ 519 ▲15.3% 減収 減収

差 伸長率 差 伸長率

医業収益 3,388 3,779 2,868 391 11.5%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 佐原病院

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

▲ 115 ▲2.9% ▲ 89 ▲2.3% ▲ 100 ▲2.6%事業収益 4,416 3,987 3,872 3,783 3,683

▲ 86 ▲2.8% ▲ 28 ▲0.9% ▲ 108 ▲3.6%医業収益 3,499 3,091 3,005 2,977 2,868

▲ 85 ▲4.3% 21 1.1% ▲ 46 ▲2.4%入院収益 2,363 1,987 1,902 1,923 1,877

6 0.6% ▲ 43 ▲4.2% ▲ 59 ▲6.0%外来収益 1,031 1,013 1,019 976 917

9 1.4% 18 2.7% ▲ 35 ▲5.3%繰入金 678 643 652 670 635

▲ 104 ▲2.1% 17 0.3% 68 1.4%事業費用 5,138 5,034 4,930 4,947 5,015

▲ 99 ▲2.0% 13 0.3% 33 0.7%医業費用 4,903 4,842 4,743 4,755 4,788

▲ 114 ▲3.8% 6 0.2% 89 3.1%給与費 2,937 2,969 2,856 2,861 2,950

▲ 21 ▲3.2% ▲ 27 ▲4.2% ▲ 48 ▲8.0%材料費 758 650 630 603 555

45 4.7% 36 3.6% 10 1.0%経費 947 964 1,009 1,045 1,055

▲ 17 ▲6.8% ▲ 6 ▲2.7% ▲ 12 ▲5.6%減価償却費 244 242 225 219 207

▲ 11 ▲1.0% ▲ 106 ▲10.0% ▲ 168 ▲14.5%純利益 ▲ 723 ▲ 1,047 ▲ 1,058 ▲ 1,164 ▲ 1,333

12 0.7% ▲ 41 ▲2.3% ▲ 141 ▲7.9%医業収支 ▲ 1,404 ▲ 1,750 ▲ 1,738 ▲ 1,779 ▲ 1,920

ポイント

▲ 1.0 1.1 6.7

▲ 0.1

医業収支比率 71.4% 63.9% 63.4% 62.6% 59.9%

給与費比率 83.9% 96.0% 95.0% 96.1% 102.8%

▲ 0.5

ポイント

▲ 0.8

▲ 0.7 ▲ 0.9

経費比率 27.1%

ポイント

▲ 2.7

1.7

繰入金比率 19.4% 20.8% 21.7% 22.5% 22.1% 0.9 0.8 ▲ 0.4

31.2% 33.6% 35.1% 36.8% 2.4 1.5

材料費比率 21.7% 21.0% 20.9% 20.3% 19.3%

▲ 2.5 ポイント ▲ 0.0 ポイント 1.7 ポイント病床利用率 68.0% 63.2% 60.7% 60.7% 62.4%

▲ 1,939 ▲4.0% ▲ 996 ▲2.1% ▲ 2,495 ▲5.5%延入院患者数 52,519 48,711 46,772 45,776 43,281

▲ 117 ▲4.1% ▲ 296 ▲10.9% ▲ 14 ▲0.6%新入院患者数 3,334 2,831 2,714 2,418 2,404
▲ 9,084 ▲9.0% ▲ 1,578 ▲1.7% ▲ 4,397 ▲4.9%延外来患者数 113,269 100,501 91,417 89,839 85,442

▲ 437 ▲3.0% 83 0.6% ▲ 1,223 ▲8.6%新外来患者数 16,073 14,523 14,086 14,169 12,946

▲ 123 ▲0.3% 1,337 3.3% 1,356 3.2%入院平均単価 45,000 40,787 40,664 42,001 43,357

1,069 10.6% ▲ 285 ▲2.6% ▲ 131 ▲1.2%外来平均単価 9,103 10,081 11,151 10,866 10,735

689 11.3% ▲ 325 ▲4.8% ▲ 213 ▲3.3%救急患者数 6,502 6,107 6,796 6,471 6,258

63 8.2% 25 3.0% ▲ 25 ▲2.9%手術件数 1,046 773 836 861 836

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

ポイント 1.2 ポイント入外比率 215.7% 206.3% 195.5% 196.3% 197.4% ▲ 10.9 ポイント 0.8

3,499

3,091 3,005 2,977 2,868

2,363

1,987 1,902 1,923 1,877

1,031 1,013 1,019 976 917

678 643 652 670 635

0
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2,000
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3,000

3,500

4,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

4,903 4,842 4,743 4,755 4,788

2,937 2,969 2,856 2,861 2,950

758 650 630 603 555
947 964 1,009 1,045 1,055

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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1,055

71%
64% 63% 63% 60%

84% 96% 95% 96%
103%

22%

21% 21% 20% 19%

27% 31% 34% 35% 37%

19%

21% 22% 23% 22%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H27 H28 H29 H30 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

3,334 2,831 2,714 2,418 2,404

16,073
14,523 14,086 14,169 12,946

52,519
48,711 46,772 45,776 43,281

113,269

100,501
91,417 89,839 85,442

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H27 H28 H29 H30 R1

入院・外来患者数

新入院患者数 新外来患者数

延入院患者数 延外来患者数

45,000
40,787 40,664 42,001 43,357

9,103 10,081 11,151 10,866 10,735

0
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10,000
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20,000

25,000
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35,000

40,000
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50,000

H27 H28 H29 H30 R1

入院・外来平均単価

入院平均単価 外来平均単価

6,502

6,107

6,796

6,471
6,258

1,046

773
836

861 836

0
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1,200
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6,200
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6,600
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7,000
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救急患者数・手術件数

救急患者数 手術件数

68% 63% 61% 61% 62%
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H27 H28 H29 H30 R1

病床利用率 入外比率

病床利用率 入外比率
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▲ 1,000
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0
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純利益 医業収支

純利益 医業収支
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 佐原病院

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 4,867 4,827 4,416 3,872 3,683 ▲ 412 ▲8.5% ▲ 544 ▲12.3% ▲ 189 ▲4.9%

医業収益 4,186 4,166 3,499 3,005 ▲4.5%

入院収益 2,974 2,884 2,363 1,902 1,877 ▲ 520 ▲18.0% ▲ 461

2,868 ▲ 667 ▲16.0% ▲ 494 ▲14.1% ▲ 137

▲19.5% ▲ 25 ▲1.3%

▲1.1% ▲ 102 ▲10.0%

繰入金 668 646 678 652 ▲2.7%635 32 5.0% ▲ 25 ▲3.8% ▲ 18

外来収益 1,068 1,155 1,031 1,019 917 ▲ 124 ▲10.7% ▲ 12

▲4.1% 85 1.7%

医業費用 4,602 4,735 4,903 4,743 4,788 168 3.6% ▲ 160 ▲3.3% 45 1.0%

事業費用 4,785 5,078 5,138 4,930 5,015 61 1.2% ▲ 208

給与費 2,672 2,734 2,937 2,856 3.3%

材料費 871 944 758 630 555 ▲ 186 ▲19.7% ▲ 128

2,950 203 7.4% ▲ 81 ▲2.8% 95

▲16.9% ▲ 75 ▲11.9%

6.5% 46 4.6%

減価償却費 276 191 244 225 ▲8.2%207 53 27.7% ▲ 18 ▲7.5% ▲ 18

経費 769 852 947 1,009 1,055 96 11.2% 62

▲46.4% ▲ 274 ▲25.9%

医業収支 ▲ 416 ▲ 569 ▲ 1,404 ▲ 1,738 ▲ 1,920 ▲ 835

純利益 82 ▲ 250 ▲ 723 ▲ 1,058 ▲ 1,333 ▲ 472 ▲188.6% ▲ 335

▲146.7% ▲ 334 ▲23.8% ▲ 182 ▲10.5%

材料費比率 20.8% 22.7% 21.7% 20.9% 19.3% ポイント

給与費比率 63.8% 65.6% 83.9% 95.0%

医業収支比率 91.0% 88.0% 71.4% 63.4%

102.8% 18.3 11.1 7.8

59.9% ▲ 16.6

ポイント

▲ 8.0

ポイント

▲ 3.5

▲ 1.0 ▲ 0.7

6.5 3.2

0.4

▲ 1.6

6.6

繰入金比率 16.0% 15.5% 19.4% 21.7% 22.1% 3.9 2.3

経費比率 18.4% 20.4% 27.1% 33.6% 36.8%

ポイント 1.7 ポイント

入外比率 179.9% 205.8% 215.7% 195.5% 197.4% 9.8 ポイント ▲ 20.2 ポイント 2.0 ポイント

病床利用率 92.6% 83.2% 68.0% 60.7% 62.4% ▲ 15.2 ポイント ▲ 7.3

延入院患者数 71,237 64,064 52,519 46,772 ▲7.5%

新入院患者数 3,626 3,813 3,334 2,714 2,404 ▲ 479 ▲12.6% ▲ 620

43,281 ▲ 11,545 ▲18.0% ▲ 5,747 ▲10.9% ▲ 3,491

▲18.6% ▲ 310 ▲11.4%

▲19.3% ▲ 5,975 ▲6.5%

新外来患者数 17,765 17,732 16,073 14,086 ▲8.1%12,946 ▲ 1,659 ▲9.4% ▲ 1,987 ▲12.4% ▲ 1,140

延外来患者数 128,187 131,861 113,269 91,417 85,442 ▲ 18,592 ▲14.1% ▲ 21,852

入院平均単価 41,747 45,010 45,000 40,664 43,357 ▲ 10 ▲0.0% ▲ 4,336

外来平均単価 8,333 8,757 9,103 11,151 10,735 346 4.0% 2,048

▲ 1,613 ▲19.9% 294 4.5% ▲ 538

▲20.1% 0 0.0%

▲9.6% 2,693 6.6%

22.5% ▲ 416 ▲3.7%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

救急患者数 7,998 8,115 6,502 6,796 ▲7.9%

手術件数 1,119 1,197 1,046 836 836 ▲ 151 ▲12.6% ▲ 210

6,258

4,186 4,166

3,499

3,005
2,8682,974 2,884

2,363

1,902 1,877

1,068 1,155 1,031 1,019 917

668 646 678 652 635

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H23 H25 H27 H29 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

4,602 4,735 4,903 4,743 4,788

2,672 2,734
2,937 2,856 2,950

871 944
758 630 555769 852

947 1,009 1,055

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23 H25 H27 H29 R1

医業費用等

医業費用 給与費 材料費 経費
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1,055

91% 88%

71%
63% 60%

64% 66%

84% 95%
103%

21% 23%
22%

21% 19%
18% 20%

27% 34%
37%

16% 16% 19%

22% 22%

0%

20%

40%
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80%
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120%

H23 H25 H27 H29 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

3,626 3,813 3,334 2,714 2,404

17,765 17,732

16,073

14,086 12,946
71,237

64,064
52,519

46,772 43,281

128,187 131,861

113,269

91,417
85,442

0
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100,000
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H23 H25 H27 H29 R1

入院・外来患者数

新入院患者数 新外来患者数

延入院患者数 延外来患者数

41,747
45,010 45,000

40,664
43,357

8,333 8,757 9,103 11,151 10,735
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（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医業収益における給与費、材料費の額と比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標Ａ（医業収益―材料費） 

指標Ｂ（医業収益―給与費） 

指標Ｃ（医業収益―（材料費+給与費）） 

指標ａ～ｃ：上記指標の額を医業収益で除したもの  

 

平成２１年度 平成２６年度 令和元年度

医業収益

83.9%

繰入金

16.1%

材料費 19.8%

限界利益

80.2%
固定費

85.3%

給与費

61.3%

経費 17.0%

減価償却費 7.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

医業収益

85.0%

繰入金

15.0%

材料費 19.2%

限界利益

80.8% 固定費

92.6%

給与費

67.1%

経費 20.4%

減価償却費 5.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

医業収益

81.9%

繰入金

18.1%

材料費 15.8%

限界利益

84.2%

固定費

120.2%

給与費

84.2%

経費 30.1%

減価償却費 5.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

 

21年度 26年度 元年度

医業収益 3,388 3,779 2,868

繰入金 648 665 635

医業費用 4,249 4,996 4,788

材料費 798 855 555

給与費 2,473 2,983 2,950

指標Ａ 2,589 2,924 2,314

指標ａ 76.4% 77.4% 80.7%

指標Ｂ 915 796 -82

指標ｂ 27.0% 21.1% -2.8%

指標C 117 -59 -637

指標ｃ 3.4% -1.6% -22.2%

 

- 1 , 0 0 0

- 5 0 0

0

5 0 0

1 , 0 0 0

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

2 , 5 0 0

3 , 0 0 0

3 , 5 0 0

- 4 0 . 0 %

- 2 0 . 0 %

0 . 0 %

2 0 . 0 %

4 0 . 0 %

6 0 . 0 %

8 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %
2 1年 度 2 6年 度 元 年 度

指 標 Ａ 指 標 Ｂ 指 標 C

指 標 ａ 指 標 ｂ 指 標 ｃ
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②経営指標・医療機能等指標の目標達成状況 

経営指標 

 
 
  

テーマ 単位 H29 H30 R1 R2

実績 77.0 76.4 73.0 78.6

目標 79.1 82.1 85.0 85.9

実績 63.4 62.6 59.9 57.5

目標 64.4 66.6 69.2 70.0

実績 67.8 66.5 64.5 70.3

目標 70.6 72.5 76.0 77.1

実績 95.0 96.1 102.8 117.2

目標 90.4 82.8 78.3 76.9

実績 20.9 20.3 19.3 19.0

目標 22.1 22.1 21.8 21.8

実績 11.4 10.1 9.4 8.8

目標 12.6 12.6 12.6 12.6

実績 106.6 107.9 116.8 131.9

目標 102.6 96.3 90.8 89.0

実績 2,714 2,418 2,404 2,208

目標 2,353 2,415 2,674 2,729

実績 14,086 14,169 12,946 11,300

目標 14,949 15,625 15,625 15,625

実績 46,772 45,776 43,281 40,784

目標 45,748 47,573 52,461 54,143

実績 91,417 89,839 85,442 80,005

目標 107,899 112,779 112,779 112,779

実績 60.7 60.7 62.4 65.9

目標 59.4 61.8 67.9 70.3

実績 17.3 16.7 18 18.4

目標 17.3 20.0 19.9 19.8

実績 3,709 2,720 2,772 2,456

目標 4,078 4,263 4,263 4,263

実績 48.4 43.7 33.2 34.8

目標 47.7 48.7 49.7 50.7

実績 20.7 18.3 18.8 20.8

目標 37.4 38.4 39.4 40.4

実績 40,664 42,001 43,357 44,710

目標 46,134 44,015 44,502 44,708

実績 11,151 10,866 10,735 11,294

目標 9,376 9,365 9,451 9,521

実績 16 13 15 15

目標 16 17 18 18

実績 187,818 229,216 191,230 186,002

目標 202,645 192,363 195,587 200,803

給与費比率(対医業収益)

材料費比率(対医業収益)

患者１人１日当たり外来診療収入

給与費・委託費合計額比率
(対医業収益)

新入院患者数

新外来患者数

延入院患者数

延外来患者数

病床利用率

平均在院日数

紹介患者数

紹介率

逆紹介率

患者１人１日当たり入院診療収入

薬品費比率(対医業収益)

%

円

円

千円

16

17

18

19

20

医師数(常勤)各年度末現在

常勤医師１人当たり医業収益

人

日

人

%

14

15

9

10

11

12 %

人

経営指標

1

2

3

経常収支比率

医業収支比率

純医業収支比率

%

%

%

%

人

人

収
支
改
善

経
費
削
減

収
入
確
保

5

6

7

4

13

人

%

%

%

8
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医療機能指標 

 

 

  
中項目 小項目 単位

実績 6,796 6,471 6,258 5,005

目標 6,350 6,400 6,450 6,500

実績 836 861 836 836

目標 800 850 900 950

実績 39.4 61.0 64.3 86.0

目標 55.0 60.0 65.0 70.0

実績 94.6 91.3 97.7 94.9

目標 94.0 94.0 94.0 94.0

実績 97.0 86.8 91.9 88.0

目標 94.0 94.0 94.0 94.0

実績 271 252 390 593

目標 300 330 360 390

実績 8,094 9,266 10,458 11,816

目標 5,000 5,700 6,400 7,000

実績 45 39 44 65

目標 50 60 70 80

実績 338 436 533 539

目標 60 70 70 70

実績 358 362 379 330

目標 420 480 550 600

実績 7 8 14 7

目標 18 18 18 18

実績 30 64 117 62

目標 30 30 30 30

実績 10 10 22 8

目標 3 3 3 3

実績 4.4 4.8 4.9 5.6

目標 4.7 4.8 4.9 5.0

実績 14 8 10 14

目標 12 13 14 15

実績 11 10 8 9

目標 6 6 6 6

実績 843 891 840 1,083

目標 850 925 975 1,055

実績 6 5 4 12

目標 8 7 6 5

実績 78.0 73.7 89.4 89.8

目標 68.0 73.0 79.0 85.0

テーマ

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

3
シームレスな在宅復帰に向け
た支援

1

2

4 予防医学の推進

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底 10 安全管理の徹底

7

8

9

5

12

13 地域医療連携協議会参加回数

地域との連携強化

6 地域医療機関との連携強化

臨床研修医の確保

災害拠点病院としての体制強
化

14

15

16

臨床研修医の受入人数

千葉地域DMAT登録隊員数

17

18

19

IA総報告件数

レベル3b以上発生件数

地域住民・医療機関を対象と
する講演の推進

3

4

5

専門・認定看護師
有資格者割合

専門・認定看護師資格取得の
促進

10 人間ドック受診者数

患者サービスの向上 11 患者満足度の向上
患者満足度(入院・外来)
(やや満足以上の割合)

％

地域における中核医療の提供

1

2

件

件

H29 H30 R1 R2

救急患者受入件数の増加

医療機能指標・具体的な取組

救急患者受入数

手術件数

地域包括ケア病棟稼働率

在宅復帰率(一般病棟)

在宅復帰率(地域包括ケア病棟)

講演等の回数

地域医療機関への訪問回数

6

7

8

9

11

件

訪問診療件数

訪問看護件数

在宅看取り件数

居宅在宅支援事業所年間利用者数

%

%

％

件

件

人

件

件

件

件

件

件

％

人

件
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③経営指標・医療機能等指標の目標達成に向けた具体的な取組（結果） 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 計画期間(H29～R2)での実施状況 

１  

収入の

確保 

 

【医師確保】 

・千葉大学医局等への積極的

な要請と、医師増員による

新規患者の確保 

 

・大学医局への医師派遣要請の実施 

・民間紹介会社を活用した医師リクルート 

・医師へのアピールのための病院ホームページの充実 

＜医師数、患者数（人）＞ 

常勤医師数    H29:16→R02:15 

新規入院患者数 H29:2,714→R02:2,208 

新規外来患者数 H29:14,778→R02:11,300 

【手術件数の増加】 

・医師の増員に伴う手術対象

領域の拡大と件数の増加 

 

・医師確保の取組みを継続実施 

・H31 年に脳外科医師 1人が着任 

・地域医療機関への訪問、連携会議等で各診療科の対応可能

症例を PR 

・新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言時、

緊急性の高くない手術は未実施 

＜手術件数（件）＞ 

H29:836 H30:861 R01:836 R02:836 

【入院患者数の増加】 

・医師、理学療法士、作業療法

士等の増員、入院受入体制

の強化による患者数の増加 

 

・理学療法士:1 人増、常勤医師:H29 から 1人減 

・常勤医の減少により入院患者数は減少 

＜延入院患者数（人）＞ 

H29:46,772 H30:45,776 R01:43,281 R02:40,784 

＜手術件数（件）＞ 

H29:16 H30:13 R01:15 

＜リハビリ従事者数（人）＞ 

理学療法士 H29:4 H30:5 R01:5 R02:5 

作業療法士 H29:1 H30:1 R01:1 R02:2 

＜リハビリ総単位数（単位）＞ 

H29:22,846 H30:25,537 R01:26,059 R02:29,127 

【DPC の各種係数の増加】 

・効率性係数、カバー率係数

の上昇 

・病棟と地域医療連携室の連

携により早期から退院調整

を実施し、在院日数の短縮

化を図る 

・退院支援への介入、地域包括ケア病棟への転棟、地域連携

パスの活用による平均在院日数の短縮化 

・H29 年 4月より、入退院支援室で入院翌日に患者の「退院

支援介入の必要性の有無」を確認、必要な患者の退院支援

計画書を作成、患者への説明、介入を実施 

＜平均在院日数（地域包括ケア病棟除く）（日）＞ 

H29:16.0 H30:16.1 R01:15.8 R2:14.5 

＜DPC 係数＞ 

効率性係数  R02:0.00744（R01:0.01005） 

カバー率係数 R02:0.00585（R01:0.00508） 
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【新規の施設基準等の取得】 

・新規の施設基準取得に向け

た体制強化 

（総合評価加算、がん患者

指導管理料Ⅰ、認知症ケア

加算Ⅱ、心大血管リハビリ

テーション料） 

・高齢者への認知機能スクリ

ーニングの実施強化 

 

・がん患者リハビリテーション料(H29) 

・急性期一般入院基本料 1(H30) 

・医療安全対策地域連携加算 1(H30) 

・後発医薬品使用体制加算 3(H30) 

・入院時支援加算(H30) 

・救急搬送看護体制加算(H30) 

・療養･就労両立支援指導料(H30) 

・検体検査管理加算Ⅳ(R01) 

・後発医薬品使用体制加算 1(R01) 

・脳血管疾患リハビリテーション料Ⅱ(R01) 

・認知症ケア加算 2(R02) 

・救急医療管理加算(R02) 

・超急性期脳卒中加算(R02) 

・院内トリアージ実施料(R02) 

２  

経費の

削減 

 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による適正

な管理と実在数の把握 

・診療材料の購入データの適

切な管理 

・ベンチマークデータや納入

業者の公正な競争による価

格圧縮 

・棚卸による適正な管理と実在数の把握 

・診療材料の購入データの管理 

・ベンチマークデータに基づく価格の見直し 

・コンサルに依頼した価格見直しを実施 

 削減額：4,437,014 円 

・システム入力やピッキング時の数量誤り等の対策としてダ

ブルチェックを徹底 

＜診療材料費（千円）＞ 

H29:257,174 H30:271,379 R01:257,027 R02:251,453 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進によ

る医薬品費総額の削減 

・H30 より薬品費前年度比 1 割削減を目標 

H30:前年度比 89％ R01:前年度比 81％ R02:前年度比

93％ 

【時間外勤務の縮減】 

・時間外勤務の縮減による給

与費の抑制(可能な範囲で) 

・部署ごとに前年度の 90％を目標とし、毎月経営会議におい

てモニタリングと現状把握を実施 

 総時間外数 H30:44,093H →R01:44,971H 1.9%増 

R01:44,971H →R02:43,748H 2.7%減 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

 

【救急患者受入体制の強化】 

・救急搬送患者の受入強化に

よる患者数の増加 

・断り事例の分析による受入

体制の整備 

・救急隊との連携強化（近隣

消防署への訪問・情報交換

など） 

 

・非常勤医師の活用などにより日中の受入体制を強化し救急

受診率が上昇 

・夜間断り事例の検証及び当直医へのアンケートや病院長に

よる面談の実施 

・非常勤救急専門医による受入体制のチェック及び指導を実

施 

・消防本部への定期的な訪問活動や連絡会議の開催による連

携強化 

＜救急患者数（人）＞ 

H29:6,796 H30:6,471 R01:6,258 R02:5,005 
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【在宅医療提供体制の整備】 

・在宅復帰率の向上 

・訪問看護ステーション、居

宅介護支援事業所の機能強

化による地域医療ニーズの

充足 

・訪問看護ステーションの開

設による外来患者の増加 

・入退院支援センターによる入院前から退院を見据えた支援

を行い、在宅復帰率 95％から 100％を維持 

・地域の訪問看護ニーズが高いことから、訪問看護師 18 人

（強化型訪問看護１算定） 

・居宅介護支援事業所の介護支援専門員 1 名対応 

35 人/月から 38 人/月を維持 

・他の医療機関からの訪問看護依頼件数の増加 

・かとり地域在宅医療支援センター開設（R02.6 月）による

バックベッド登録患者が増加（172 人） 

・訪問看護ステーション延患者数、訪問診療件数の増加 

＜訪問看護ステーション延べ患者数（人）＞ 

H29:1,103 H30:1,330 R01:1,560 R02:1,779 

＜訪問診療件数（件）＞ 

H30:252 R1:390 R02:605 

４  

地域と

の連携

強化 

 

【地域医療機関との連携強

化】 

・担当医(診療科別)による紹

介元医療機関への訪問活動

等の強化 

・地域医療連携協議会等を通

じた地域医療機関との関係

強化 

・地域住民を対象とする健康

教室、地域の医療従事者を

対象とする研修会等の継続

的実施 

・紹介元地域医療機関への逆

紹介徹底による関係強化 

 

・紹介データをもとに計画的な地域医療機関・施設への訪問

活動を実施 

＜地域医療機関訪問件数（件）＞ 

H30:89 R01:119（医師同伴 17） R02:62（医師同伴 4） 

・連携する高度医療機関への訪問及び連携会議への参加 

＜訪問、参加回数（回）＞ 

H30:3 R01:7 R02:訪問 3、連携会議参加 2 

・香取消防本部への訪問及び連絡会議の実施 

＜訪問、会議実施回数（回）＞ 

H29:会議 1 H30:会議 1 訪問 2 R01:会議 4 訪問 1 

R02:会議 3 訪問 1 

・香取地域の医療機関や自治体、福祉施設等で構成する「医

療と介護がつながる委員会」はコロナのため未開催。 

・R2 年度から「香取地域在宅医療体制構築運営会議」医師会

主催で当院が事務局となり 3 回開催 

・医療従事者研修会の定期的開催 

＜開催回数（回）＞ 

H30:4 R01:6 R02:7 

・病院パンフレットの更新及び病院広報誌「ぬくもり」を年

2 回発行し地域医療機関へ配布 

・病院フェスティバル開催 

R01:来場者 500 人、R02:コロナのため未開催 

・市民健康教室の定期的開催 

＜開催回数（回）＞ 

H30:3 R01:6 

R02:コロナのため未開催、健康新聞 2 回配布 

・紹介元医師への返信の強化 

＜返信率（%）＞ 

R01:55（逆紹介率統計 18.8%） R02：76.5％（逆紹介率

20.8%） 
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５  

医療従

事者の

確保・

育成 

 

【専門・認定看護師資格の取

得促進】 

・認定看護師が積極的に専門

性を発揮できるような支援

を継続 

 

・認定看護師資格取得者：6 分野 9人 

・現任認定看護師に対する専門性発揮と、院内外での横断的

活動の支援を実施 

・院外研究発表の推進、院外への講師派遣等 

＜新規資格取得者（人）＞ 

H30:がん性疼痛看護認定看護師 1 

R01:認定看護管理者 1 

R02:訪問看護認定看護師 1 

摂食嚥下障害看護認定看護師 1 

 

【指導医及び臨床研修医の確

保・育成】 

・指導医の確保による臨床研

修の強化と、臨床研修医の

受入人数の増加 

・新専門医制度における総合

診療科の研修プログラムへ

の研修施設としての参加に

向けた、研修環境整備によ

る研修医の確保 

・R2年度に着任した指導医である診療部長が中心になり、

臨床研修医の受入れを行った 

＜研修医受入実績（人）＞ 

H30:8 R01:10 R02:14 

＜指導医数（人）＞ 

H30:5 R01:5 R02:6 

 

【研修の充実、学会発表、論文

発表等の増加】 

・研修の充実、学会発表、論文

発表等の増加によるスキル

アップ、キャリアパスの推

進 

 

【研修の充実、学会発表、論文発表等の増加】 

・院内継続教育計画に沿った院内研修の実施 

・インターネット教材を活用した研修の実施 

＜研修延参加人数（人）＞ 

H30:3,158 R01:3,762 R02:3776 人 

＜学会発表件数（件）＞ 

H30:8 R01:4 R02:3 件 

【佐原病院の目指す看護を見据えた人材育成の明文化、クリ

ニカルラダーの見直しの実施】 

・JNA クリニカルラダーを参考に、看護師長ワーキングを中

心に佐原病院クリニカルラダーを作成 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

 

【医療安全意識の徹底】 

・改定された医療安全管理指

針の職員への周知・徹底及

び医療安全意識の醸成 

・外部講師を招いた職員研修

会の実施と受講率の向上 

 

・医療安全ポケットマニュアルを毎年改定し、全職員へ配布

して医療安全意識の徹底を図った 

・病院局医療安全管理指針の改定後、院内ルールの検証を行

い、佐原病院医療安全管理指針を改定し R2年 4月より施

行 

・転倒転落のインシデント・アクシデントの削減のため、医

療従事者間の連携を推進、電子カルテシステム内の転倒転

落アセスメントシートを見直し更新 

・「苦情対応」「診療記録の重要性」「他病院の医療安全の取

組」等について外部講師による研修会を毎年実施 

・医療監視の規定による参加率（全職員の 80％超）に対

し、当院では、不参加者への eラーニングや小テストの実

施により受講率は 95％を超えている 
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【医療安全機能の強化】 

・医療安全管理委員会及びリ

スクマネジメント部会など

の適切な運営による院内医

療安全体制の強化 

・医療安全管理委員会を通

じ、全職員に対して研修会

への参加を促す 

・医薬品、医療機器の安全管

理の活動を通じて、院内の

課題を職員間で共有し解決

を図る 

 

・適切なインフォームド・コンセントのために、各診療科で

説明文書の見直しと、同意文書の効率的保管のための電子

カルテシステムの整備を実施 

・「苦情対応」「診療録の重要性」「他病院の医療安全の取

組」等について外部講師による研修会を毎年実施 

・安全対策としてダブルチェックの徹底と医療安全マニュア

ルの検証を実施 

・医薬品の安全使用に関して、病棟薬品定数の見直しと高濃

度カリウム製剤の管理、危険薬のリマインダーの貼付をル

ール化し、管理体制を改善した 

【インシデント・アクシデン

ト件数の管理】 

・インシデント・アクシデン

ト事象の適切な把握と組織

的な管理体制による対策強

化 

・継続的な研修による職員の報告意識の向上とインシデン

ト・アクシデント事案を適切に把握した 

・看護職の 97％から報告があり、ほぼ全職種からの報告が

提出された 

＜インシデント・アクシデント報告件数（件）＞ 

H29:843 H30:891 R01:840 R02:1083 

７  

患者サ

ービス

の向上 

 

【外来待ち時間の短縮】 

・業務の効率化と業務プロセ

スなどの見直しによる患者

待ち時間の短縮 

・外来受付ロビーにおける総

合案内の充実（看護師を輪

番制で配置） 

 

・電子カルテ更新時に予約システムの予約枠設定時間を変更

（1 時間単位→30 分単位） 

・外来ロビーにおいて専任担当者による総合案内を実施 

＜患者満足度調査において診察までの待ち時間が 1 時間未満

と回答した割合（%）＞ 

H30:43.0 R01:88.5 R02:86.4 

＜患者満足度調査（診察までの待ち時間）における満足・や

や満足と回答した割合（%）＞ 

H30:40.8 R01:77.6 R02:67.5 

【患者の接遇満足度の向上】 

・接遇研修と実践によるクレ

ームの低減 

 

・全職員を対象とした年 1 回の接遇研修・接遇標語の院内掲

示 

・接遇マニュアルの見直しとマニュアルに沿った接遇チェッ

クの実施 

・患者サービス向上委員会を立ち上げ(H31.4)、職員の自主

的な活動による接遇改善と意識改革を実施 

・R01 年に 3 回の患者アンケートを実施し、その結果を接遇

改善に繋げた 

・各部署に「本日のスタッフ」の顔写真入りのプレートを掲

示し、顔の見える関係づくりを心がけた 

・職員の投票により、各部署の接遇マイスターを認定しロー

ルモデルとなる活動を推進 

・患者家族からの苦情に対して、病院長同席による振り返り

を行い、必ず返信を行っている 

＜患者満足度調査（接遇）における満足・やや満足と回答し

た割合（%）＞ 

医師（入院）H30:88.9 R01:91.8 R02:95.8 

医師（外来）H30:86.6 R01:94.4 R02:97.0 

看護（入院）H30:89.2 R01:94.5 R02:89.6 

看護（外来）H30:88.6 R01:93.3 R02:93.8 
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（７）病院局（県立病院全体） 

①経営分析                  （単位：人、％、百万円（単価は円）） 

ア：患者数の推移（入院患者、外来患者）            

○ 入院患者については、佐原病院及び循環器病センターにおいて患者数が減少 

した影響などを受け、特に平成 26 年度以降、大きく減少しています。 

  延入院患者数 H21:339,094→H26:320,141 （▲18,953 ▲ 5.6％） 

         H26:320,141→R1 :279,857 （▲40,264 ▲12.6％） 

〇 外来患者については、平成 26 年度以降の佐原病院における患者数の減少が  

大きく影響しています。 

  延外来患者数 H21:484,022→H26:479,375 （▲ 4,647 ▲ 1.0％） 

H26:479,375→R1 :422,524 （▲56,851 ▲11.9％） 

  〇 入院・外来を合わせた県立病院全体の患者数は、平成 21 年度から平成 26 年度

の間では 23,600 人の減少、平成 26 年度から令和元年度の間では 97,135 人の減少

となり、この 10 年間で 120,735 人の減少となりました。 

  

イ：診療収入単価（入院・外来）                

 ○ 全病院で入院・外来ともに診療収入の平均単価が上昇しているため、県立病院

全体では、中長期的な入院及び外来平均単価は増加傾向にあります。 

入院平均単価 H21: 57,033→R1 : 72,344 （＋15,311  ＋26.8％） 

外来平均単価 H21: 17,693→R1 : 26,156 （＋ 8,462 ＋47.8％）  

   

ウ：医業収益（入院・外来）                   

 ○ 平成 21 年度から平成 26 年度までは、入院・外来ともに診療収入の平均単価  

の上昇が患者数の減少率を補っていたため、入院・外来収益ともに増収となって

います。 

〇 平成 26 年度以降は患者数が大幅に減少しました。特に入院では患者数の減少を

診療収入平均単価の増加で補いきれず、入院収益、医業収益ともに減少しました。 

医業収益   H21:28,280→H26:31,805 （＋3,525  ＋ 12.5％） 

H26:31,805→R1 :31,618  （▲  187 ▲  0.6％） 

入院収益   H21:19,340→H26:21,968 （＋2,628 ＋ 13.6％） 

H26:21,968→R1 :20,246  （▲1,722 ▲  7.8％） 

外来収益   H21: 8,564→H26: 9,461 （＋  897 ＋ 10.5％） 

H26: 9,461→R1 :11,051  （＋1,590 ＋ 16.8％） 

 

エ：繰入金                         

 ○ 繰入金は、主に高度医療を提供するための給与費等に充てられますが、給与費

の増加により、中長期的にみると繰入金額が増加しています。 

繰入金（金額）  H21:9,687 →R1 :11,814 （＋2,126 ＋21.9％） 

（対医業収益比率）H21: 34.3％→H26: 31.4％→R1 : 37.4％ 
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オ：給与費（人件費）                      

 ○ 給与費は医療提供体制の強化に伴う医療従事者数の増加により、中長期的には

増加傾向にあります。 

〇 平成 26 年度以降の患者数減少に伴う医業収益の減少の中で、給与費は増加して

います。そのため、近年給与費比率が大きく上昇し、80％近くになっています。 

 給与費（金額）  H21:19,626 →R1 :24,718（＋5,092 ＋25.9％） 

（対医業収益比率）H21: 69.4％→H26: 72.0％→R1 :78.2％ 

 

カ：材料費                          

○ 材料費については、がんセンター及びこども病院において増加傾向にあります。 

また、平成 26 年度以降は、材料費の伸びが医業収益の伸びを上回ったため、  

材料費比率は上昇しています。 

 材料費（金額）  H21:9,283 →R1 :11,872 （＋2,590 ＋27.9％） 

（対医業収益比率）H21: 32.8％→H26: 32.7％→R1 : 37.5％ 

（指標Ａ※）H21:18,997 →H26:21,394 →R1 :19,746 

       ※指標Ａ＝医業収益－材料費（限界利益） 

 

キ：経費 

 〇 経費は、中長期的には増加傾向にあります。 

経費 （金額）  H21:5,743 →R1 :7,118 （＋1,375 ＋23.9％） 

（対医業収益比率）H21: 20.3％→H26: 20.1％→R1 : 22.5％ 

 

ク：医業収支 

  〇 平成 26 年度以降の患者数減少による医業収益の減少と、材料費・材料費比率の

増加により、医業費用の増加と医業収益の減少が相まって、医業収支が悪化して

います。 

   医業収支（金額）   H21:▲9,120→R1 :▲14,560 （▲5,440 ▲59.7％） 

（医業収支比率）H21: 75.6％→H26: 75.2％→R1 : 68.5％ 

 

ケ：純利益                 

〇 医業収支の悪化に伴い、純利益（損失）も悪化しています。 

純利益（金額）   H21:▲776→R1 :▲3,081 （▲2,305 ▲297.1％） 

 

コ：経営分析（総括） 

 〇 患者数の減少が医業収支悪化に大きく影響しています。また、がんセンター、 

こども病院では、医薬品等の材料費が大きく伸びており、医業収支に影響を   

及ぼしています。 

〇 収益及び費用について、どの診療領域にどのような不採算が生じているのか 

詳細に分析し、個別に対策を講ずる必要があります。 
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（資料１） 

 （医業収益を 100 とした場合の負担金（繰入金）、各経費比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 21 年度、平成 26 年度、令和元年度の 3 年度間比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医業収益, 
100

負担金, 
34.3

人件費, 
69.4

材料費, 
32.8

経費, 20.3

その他, 14.1

平成21年度

医業収益, 
100

負担金, 
31.4

人件費, 
72.0

材料費, 
32.7

経費, 20.1

その他, 12.5

平成26年度

医業収益, 100

負担金, 
37.4

人件費, 
78.2

材料費, 
37.5

経費, 22.5

その他, 12.8

令和元年度

収益計134.3 ＜費用計136.6
▲2.3ポイント

収益計131.4 ＜費用計137.3
▲5.9ポイント

収益計137.4 ＜費用計151.0
▲13.6ポイント

 

H21 ⇒H26 H26 ⇒R1 H21 ⇒R1

5 年 10 年

▲297.1% 減少 減少純利益 ▲ 776 ▲ 2,204 ▲ 3,081 ▲ 1,428 ▲184.0% ▲ 877 ▲39.8% ▲ 2,305

23.9% 増加 増加経費 5,743 6,390 7,118 647 11.3% 727 11.4% 1,375

病院基本データ 比較 比較 比較 直近比較 直近比較

医業収益 28,280 31,805 31,618 3,525 12.5%

平成21年度 平成26年度 令和元年度 差 伸長率

▲ 187 ▲0.6% 3,339 11.8% 減収 増収

差 伸長率 差 伸長率

▲ 1,722 ▲7.8% 906 4.7% 減収 増収入院収益 19,340 21,968 20,246 2,628 13.6%

1,590 16.8% 2,487 29.0% 増収 増収外来収益 8,564 9,461 11,051 897 10.5%

1,814 18.1% 2,126 21.9% 増加 増加繰入金 9,687 10,000 11,814 313 3.2%

3,902 9.2% 8,779 23.5% 増加 増加医業費用 37,400 42,277 46,179 4,877 13.0%

1,831 8.0% 5,092 25.9% 増加 増加給与費 19,626 22,887 24,718 3,261 16.6%

1,461 14.0% 2,590 27.9% 増加 増加材料費 9,283 10,411 11,872 1,128 12.2%

▲59.7% 悪化 悪化医業収支 ▲ 9,120 ▲ 10,472 ▲ 14,560 ▲ 1,352 ▲14.8%

▲ 0.1

経費比率 20.3% 20.1% 22.5% ▲ 0.2

▲ 4,088 ▲39.0% ▲ 5,440

ポイント

▲ 7.1

ポイント

悪化 悪化

4.8 4.7 上昇 上昇

6.2 8.8 上昇 上昇

3.1 上昇 上昇

2.4 2.2 上昇 上昇

ポイント ▲ 6.8

繰入金比率 34.3% 31.4% 37.4% ▲ 2.8 5.9

▲ 6.8医業収支比率 75.6% 75.2% 68.5% ▲ 0.4

ポイント

給与費比率 69.4% 72.0% 78.2% 2.6

材料費比率 32.8% 32.7% 37.5%

▲11.9% ▲ 61,498

ポイント ▲ 8.8 ポイント 下降 下降

延入院患者数 339,094 320,141 279,857 ▲ 18,953 ▲5.6% ▲ 40,284 ▲12.6% ▲ 59,237 ▲17.5% 減少 減少

病床利用率 78.9% 76.9% 70.1% ▲ 1.9

32.5% 8,462

▲12.7% 減少 減少

入院平均単価 57,033 68,619 72,344 11,586 上昇20.3% 3,725 5.4% 15,311 26.8% 上昇

延外来患者数 484,022 479,375 422,524 ▲ 4,647 ▲1.0% ▲ 56,851

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

47.8% 上昇 上昇外来平均単価 17,693 19,736 26,156 2,043 11.5% 6,419
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（資料２ 平成 27 年度～令和元年度（直近 5 年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2016 2017 2017 2018 2018 2019

H28 ⇒ H29 H29 ⇒ H30 H30 ⇒ R1

ポイント 0.3 ポイント入外比率 153.5% 150.6% 149.7% 150.7% 151.0% ▲ 0.9 ポイント 1.0

693 6.8% 413 3.8% ▲ 46 ▲0.4%手術件数 10,906 10,153 10,846 11,259 11,213

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

▲ 209 ▲0.9% 158 0.7% ▲ 414 ▲1.7%救急患者数 25,408 23,811 23,602 23,760 23,346

1,374 6.6% 594 2.7% 3,290 14.4%外来平均単価 19,843 20,898 22,272 22,866 26,156

1,211 1.7% 1,016 1.4% 697 1.0%入院平均単価 70,160 69,420 70,631 71,648 72,344

▲ 263 ▲0.8% 464 1.4% ▲ 1,467 ▲4.4%新外来患者数 36,328 32,788 32,525 32,989 31,522

▲ 8,775 ▲2.0% 5,837 1.4% ▲ 9,754 ▲2.3%延外来患者数 463,153 435,216 426,441 432,278 422,524

▲ 220 ▲1.1% ▲ 126 ▲0.6% ▲ 4 ▲0.0%新入院患者数 21,548 19,840 19,620 19,494 19,490

▲ 4,101 ▲1.4% 1,982 0.7% ▲ 7,067 ▲2.5%延入院患者数 301,757 289,043 284,942 286,924 279,857

▲ 1.0 ポイント 1.6 ポイント ▲ 0.8 ポイント病床利用率 73.2% 70.3% 69.3% 70.9% 70.1%

ポイント

▲ 0.8

▲ 0.2

繰入金比率 32.5% 33.9% 38.1% 38.3% 37.4% 4.2 0.2 ▲ 0.9

21.3% 21.7% 22.7% 22.5% 0.4 0.9

材料費比率 32.8% 33.4% 34.7% 36.1% 37.5% ポイント

▲ 2.1 ▲ 0.9 0.9

1.3

医業収支比率 72.8% 69.3% 69.7% 69.2% 68.5%

給与費比率 75.2% 80.3% 78.2% 77.3% 78.2%

0.4

ポイント

▲ 0.4

1.4 1.5

経費比率 21.0%

58 0.4% ▲ 634 ▲4.9% ▲ 892 ▲6.5%医業収支 ▲ 11,494 ▲ 13,093 ▲ 13,034 ▲ 13,668 ▲ 14,560

3,335 70.1% ▲ 472 ▲33.1% ▲ 1,187 ▲62.6%純利益 ▲ 1,605 ▲ 4,758 ▲ 1,423 ▲ 1,895 ▲ 3,081

▲ 79 ▲3.3% ▲ 50 ▲2.2% ▲ 150 ▲6.6%減価償却費 2,254 2,407 2,327 2,277 2,128

215 3.4% 467 7.2% 143 2.0%経費 6,451 6,293 6,508 6,975 7,118

533 5.4% 711 6.8% 774 7.0%材料費 10,067 9,855 10,388 11,099 11,872

▲ 277 ▲1.2% 348 1.5% 954 4.0%給与費 23,105 23,693 23,416 23,764 24,718

392 0.9% 1,444 3.4% 1,755 4.0%医業費用 42,222 42,587 42,979 44,424 46,179

▲ 1,792 ▲3.8% 1,410 3.1% 2,022 4.3%事業費用 44,454 46,903 45,111 46,521 48,543

1,397 14.0% 378 3.3% 38 0.3%繰入金 10,000 10,000 11,397 11,775 11,814

403 4.4% 387 4.1% 1,167 11.8%外来収益 9,190 9,095 9,498 9,884 11,051

60 0.3% 432 2.1% ▲ 311 ▲1.5%入院収益 21,171 20,065 20,126 20,557 20,246

451 1.5% 811 2.7% 863 2.8%医業収益 30,728 29,494 29,945 30,756 31,618

伸長率平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,542 3.7% 939 2.1% 835 1.9%事業収益 42,849 42,145 43,688 44,626 45,461

県立病院分析シート 病院名 病院局

比較 比較 比較

差 伸長率 差 伸長率 差

基本データ

30,728
29,494 29,945 30,756 31,618

21,171
20,065 20,126 20,557 20,246

9,190 9,095 9,498 9,884
11,051

10,000 10,000 11,397 11,775 11,814

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H27 H28 H29 H30 R1

医業収益等

医業収益 入院収益 外来収益 繰入金

42,222 42,587 42,979 44,424
46,179

23,105 23,693 23,416 23,764 24,718

10,067 9,855 10,388 11,099 11,872

6,451 6,293 6,508 6,975 7,118

0
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35,000
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医業費用 給与費 材料費 経費
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7,118

73% 69% 70% 69% 68%

75%
80% 78% 77% 78%

33% 33% 35% 36%

38%

21% 21% 22% 23% 23%

33% 34%
38% 38%

37%
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H27 H28 H29 H30 R1

医業収支比率等

医業収支比率 給与費比率 材料費比率

経費比率 繰入金比率

21,548
19,840 19,620 19,494 19,490

36,328
32,788 32,525 32,989 31,522

301,757 289,043 284,942 286,924 279,857

463,153
435,216 426,441 432,278 422,524
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新入院患者数 新外来患者数
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70,160 69,420 70,631 71,648 72,344

19,843 20,898 22,272 22,866 26,156
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（資料２ 平成 23 年度～令和元年度（中長期）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 2015 2015 2017 2017 2019

H25 ⇒ H27 H27 ⇒ H29 H29 ⇒ R1

県立病院分析シート 病院名 病院局

基本データ 比較 比較 比較
平成23年度 平成25年度 平成27年度 平成29年度 令和元年度 差 伸長率 差 伸長率 差 伸長率

事業収益 43,017 43,828 42,849 43,688 45,461 ▲ 979 ▲2.2% 838 2.0% 1,774 4.1%

医業収益 32,027 32,727 30,728 29,945 5.6%

入院収益 22,100 22,686 21,171 20,126 20,246 ▲ 1,515 ▲6.7% ▲ 1,045

31,618 ▲ 1,999 ▲6.1% ▲ 783 ▲2.5% 1,674

▲4.9% 120 0.6%

3.3% 1,554 16.4%

繰入金 10,542 10,459 10,000 11,397 3.7%11,814 ▲ 459 ▲4.4% 1,397 14.0% 417

外来収益 9,509 9,638 9,190 9,498 11,051 ▲ 448 ▲4.6% 308

1.5% 3,432 7.6%

医業費用 40,101 40,532 42,222 42,979 46,179 1,689 4.2% 758 1.8% 3,199 7.4%

事業費用 41,885 43,649 44,454 45,111 48,543 806 1.8% 656

給与費 21,181 20,785 23,105 23,416 5.6%

材料費 10,118 10,391 10,067 10,388 11,872 ▲ 324 ▲3.1% 321

24,718 2,319 11.2% 311 1.3% 1,302

3.2% 1,485 14.3%

0.9% 610 9.4%

減価償却費 2,459 2,422 2,254 2,327 ▲8.6%2,128 ▲ 167 ▲6.9% 73 3.2% ▲ 200

経費 6,153 6,663 6,451 6,508 7,118 ▲ 211 ▲3.2% 56

11.3% ▲ 1,658 ▲116.5%

医業収支 ▲ 8,073 ▲ 7,805 ▲ 11,494 ▲ 13,034 ▲ 14,560 ▲ 3,689

純利益 1,132 180 ▲ 1,605 ▲ 1,423 ▲ 3,081 ▲ 1,785 ▲992.7% 182

▲47.3% ▲ 1,541 ▲13.4% ▲ 1,526 ▲11.7%

材料費比率 31.6% 31.7% 32.8% 34.7% 37.5% ポイント

給与費比率 66.1% 63.5% 75.2% 78.2%

医業収支比率 79.9% 80.7% 72.8% 69.7%

78.2% 11.7 3.0 ▲ 0.0

68.5% ▲ 8.0

ポイント

▲ 3.1

ポイント

▲ 1.2

1.0 1.9

0.7 0.8

▲ 0.7

2.9

0.6

繰入金比率 32.9% 32.0% 32.5% 38.1% 37.4% 0.6 5.5

経費比率 19.2% 20.4% 21.0% 21.7% 22.5%

ポイント 0.8 ポイント

入外比率 143.6% 149.9% 153.5% 149.7% 151.0% 3.6 ポイント ▲ 3.8 ポイント 1.3 ポイント

病床利用率 81.8% 77.6% 73.2% 69.3% 70.1% ▲ 4.4 ポイント ▲ 3.9

延入院患者数 359,459 340,004 301,757 284,942 ▲1.8%

新入院患者数 22,854 23,220 21,548 19,620 19,490 ▲ 1,672 ▲7.2% ▲ 1,928

279,857 ▲ 38,247 ▲11.2% ▲ 16,815 ▲5.6% ▲ 5,085

▲8.9% ▲ 130 ▲0.7%

▲7.9% ▲ 3,917 ▲0.9%

新外来患者数 44,577 42,658 36,328 32,525 ▲3.1%31,522 ▲ 6,330 ▲14.8% ▲ 3,803 ▲10.5% ▲ 1,003

延外来患者数 516,055 509,705 463,153 426,441 422,524 ▲ 46,552 ▲9.1% ▲ 36,712

0.7% 1,713 2.4%

外来平均単価 18,426 18,909 19,843 22,272 26,156 933 4.9% 2,430 12.2% 3,883 17.4%

入院平均単価 61,481 66,723 70,160 70,631 72,344 3,437 5.2% 472

救急患者数 29,738 28,430 25,408 23,602 ▲1.1%

手術件数 10,720 11,000 10,906 10,846 11,213 ▲ 94 ▲0.9% ▲ 60

23,346 ▲ 3,022 ▲10.6% ▲ 1,806 ▲7.1% ▲ 256

▲0.6% 367 3.4%

※単位　金額：百万円（平均単価は円）　患者数：人　比率：％

32,027 32,727
30,728 29,945

31,618
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（資料３） 

 （経常収支における医業収益、繰入金、材料費、固定費（給与費・経費）の額と比率） 
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第４ 保健医療計画及び地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

１ 保健医療計画及び地域医療構想を踏まえた各県立病院の果たすべき役割 

（１）高度・特殊な専門医療を担う３病院 

がんセンター、総合救急災害医療センター（救急医療センター、精神科医療センタ

ー）、こども病院は千葉県保健医療計画において、がん、三次救急医療、精神医療、小

児医療など千葉県全域や複数の２次医療圏域を対象とする医療提供の役割を担ってい

ます。 

引き続き、大学病院や地域の中核病院等と役割分担しながら、２次医療圏域内では 

対応できない医療の最後の砦としての役割を担うとともに、千葉県全域を対象とした

高度専門的見地からの地域医療を支援していきます。 

 

① 千葉県がんセンター 

がん医療は、高齢化の進展等により今後も需要増加が見込まれるため、高度専門 

医療への対応など、県内完結型医療を提供するための診療基盤の確保が求められてい

ます。 

がんセンターは、平成 18 年に都道府県がん診療連携拠点病院、令和元年に県内  

唯一のがんゲノム医療拠点病院の指定を受けたほか、施設面では令和２年に新病棟を

開設し、病床数を 450 床に増床するなど、県内がん医療において重要な役割を担って

います。引き続き高度専門医療の提供と、循環器疾患や糖尿病などの合併症を有する

患者への対応や緩和ケア等の多様化する医療ニーズに対応していきます。 

また、新たな医薬品や医療機器を用いた先進的な診断手法・予防手法の開発、がん

医療水準の均てん化を図るための専門医の育成、がん発生メカニズムや転移の抑制等

の基礎研究、ゲノム解析による早期診断・予防への応用、治療法開発など、基礎的な

研究成果を臨床へ応用するための研究を推進していきます。 

 

② 総合救急災害医療センター（救急医療センター、精神科医療センター） 

救急医療センターは県内唯一の高度救命救急センターとして、他の救急医療機関で

の対応が困難な広範囲熱傷や指肢切断をはじめ、脳卒中、大動脈疾患、重症多発外傷

などの重症救急患者の診療を行っており、他の救急医療機関で受入れができない場合

の受け皿としての機能も担っています。 

また、精神科医療センターは行政機関が行う精神科救急情報センターと連携して、

精神科救急患者の受入れとコーディネートを行い、精神科救急医療システムの中核を

担っています。 

この２病院は令和 5 年 11 月から「千葉県総合救急災害医療センター」に統合され、

一般診療科では対応困難な身体・精神科合併救急患者への対応や、大規模災害発生時

における身体・精神両面に亘る包括的な災害医療対応を行う災害拠点病院として、迅

速かつ適切な医療を提供するなど、救急及び災害医療における中核としての役割・機

能を担うことにより、引き続き本県の「高次救急医療」「精神科救急医療」という政

策医療を牽引しています。  
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③ 千葉県こども病院 

こども病院は、千葉県全域対応型小児医療拠点病院として、先天性心臓病や悪性脳

腫瘍、消化管閉鎖症などに対する総合的な外科手術のほか、小児骨髄移植や臍帯血 

移植、小児慢性透析など、各種の指定難病及び小児慢性特定疾患への診療等を実施し、

一般病院では対応困難な高度専門小児医療を提供しています。 

県内には、新生児や手術を必要とする小児患者に対応できる医療施設が少ないこと

もあり、千葉県全域から多数の小児患者を受け入れています。 

また、地域医療支援病院として、地域医療機関との機能分担や連携の推進、院内の

「こども・家族支援センター」による療養生活の支援や相談など、受診前から退院後

までを含めた多角的な支援を実施します。併せて、小児専門医療機関として、医療 

福祉相談員による小児在宅医療支援などの様々な取組を行っています。 

将来の千葉県の小児医療を担う人材の育成についても、千葉大学をはじめとする 

大学の医学部・看護学部・薬学部・看護学校等の学生教育に引き続き協力していき 

ます。 

今後のこども病院のあるべき姿については、小児医療を取り巻く環境変化を   

踏まえ、関係者等と意見交換を行うなど検討の必要があります。 

 

（２）循環器に関する高度・特殊な専門医療と地域における中核医療を担う千葉県循環器

病センター 

循環器病センターは、急性心筋梗塞や狭心症、脳卒中などの全県を対象とした循環器

系疾患等に関する高度専門医療の提供と、市原及び山武・長生・夷隅医療圏における 

地域医療の提供の２つの役割を担っています。 

また、令和２年４月に県内初の「てんかん診療拠点機関」の指定を受けました。  

「てんかんセンター」による内科・外科等の包括的なてんかん医療の提供と、専門的な

相談支援、他の医療機関や患者・家族との連携を通じた正しい知識の普及啓発など、 

てんかん診療に関する連携体制の構築において重要な役割を担っています。 

このように、医療資源の少ない地域において中核的な役割を果たしていますが、循環

器系疾患は高齢化に伴い需要が増加傾向にあるにも関わらず、循環器病センターの 

入院患者数は減少していることや、人口密集地帯から離れた立地上の課題等を考慮 

すると、今後も引き続き高度専門医療を提供することは困難な状況にあるのではと 

いう意見も出ています。 

将来的な専門医療と地域医療のそれぞれのあり方については、千葉県全域的な視点

と当該医療圏の状況を踏まえて検討することが求められています。 

 

（３）地域における中核医療を担う千葉県立佐原病院 

佐原病院は高齢化が進む香取地域の急性期医療を支える中核病院として、高齢者に

多い肺炎、呼吸不全、消化器系疾患、脱水症、大腿骨骨折などへの対応のほか、罹患率

の高い消化器がんなどの診療を行っています。 
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一般診療のほか、地域の高齢化が進展に合わせて、在宅復帰支援を行う地域包括ケア

病棟をはじめ、居宅介護支援事業所や 24 時間患者対応が可能な訪問看護ステーション

を併設しています。 

さらに令和３年からは在宅療養支援病院の指定を受け、急性期から在宅看護までを

一貫して支援しています。 

これらを踏まえ、佐原病院が将来的に地域で担うべき役割については、地域医療構想

調整会議等で協議・調整していく必要があります。 

 

【地域包括ケアシステムについて】 

医療・介護需要が最大化する 2025 年を見据えて、厚生労働省は、高齢者が住み慣れ

た地域で、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ

ステムの構築を目指しています。 

地域包括ケアシステムは、その構築主体である自治体が中心となって、地域における

共通の目標を設定し、住まい・医療・介護・予防・生活支援を担う関係者間で共有し、

その達成に向けた活動を継続的に改善していく取組（地域マネジメント）を通じて構築

されるものです。医療機関においては、地域包括ケアシステムの確立に向けて、①病床

機能の明確化、②後方機関への転院や在宅復帰に向けたシームレスな連携促進が求め

られています。 

県立病院では、高齢化が進展する香取地域にある佐原病院が在宅療養支援病院の指

定を受けており、包括ケア病棟や居宅介護支援事業所、訪問看護ステーション等の施設

を活用して、地域包括ケアシステムの構築に寄与しています。 

 

２ 一般会計負担の考え方（繰出基準の概要） 

県立病院は地方公営企業であり、独立採算を原則としていますが、地方公営企業法  

では、救急医療の確保、医療相談など保健衛生に関する行政的医療や、地域の医療水準の

向上を図るために必要な高度・特殊で採算をとることが困難な医療に係る経費について

は、一般会計等において負担することとされています。 

病院事業会計では、総務省通知「地方公営企業繰出金について」に沿って定めた繰出 

基準に基づき、毎年度協議の上で、一般会計から高度医療や救急医療に要する経費等の

繰入を受けています。 

 

３ 住民の理解のための取組 

県立病院は、県民及び地域住民への良質な医療サービスの提供のために、医療の安全・

安心を最優先としたインフォームド・コンセントの徹底、医療従事者の育成など、医療 

水準の向上と患者サービスの一層の充実を図ります。 

また、地域住民を対象とした公開講座やホームページ等を活用し、県立病院の役割  

及び医療情報の地域住民への啓発と、医療安全に係る積極的な情報公開に努めます。 
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第５ 経営の効率化 

１ 基本方針 

（１）県立病院の経営状況 

県立病院の経営状況は、 

○ 令和元年度病院事業会計決算において、収益合計 454.6 億円、費用合計 485.4 億円、

当期純損失は前年度を 11.9 億円上回る 30.8 億円となり、6 年連続の赤字決算 

○ 令和 2 年度、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、資金不足が生じたため、   

37 億円の長期貸付金を受ける。 

○ 令和 3 年度当初予算について、経費の一部を留保した予算計上 

と極めて厳しい経営状況となっています。 

 経営状況が厳しくなった要因は複数あり、また県立病院ごとに異なりますが、全体的に

は以下の傾向が見られます。 

 

①患者数の減少 

○ 県立病院では、最近 5 年間で延べ患者数が約 9 万 7 千人減少するなど、患者数が  

大幅に減少しています。 

○ 患者数減少の結果、病床利用率も低下し、医業収益の減収、医業収支（経営）への  

影響が懸念されます。 

  ※ 患者数と病床利用率                 （単位：人、％） 
 平成 26 年度 A 令和元年度 B 増減数 B-A 増減率 B-A/A 

延入院患者数 320,141 279,857 ▲40,284 ▲12.6％ 

延外来患者数 479,375 422,524 ▲56,851 ▲11.9％ 

延患者数 799,516 702,381 ▲97,135 ▲12.1％ 

病床利用率 76.9％ 70.1％ ▲6.8 ポイント 
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②材料費比率の上昇 

○ 医業収益に対する材料費比率が年々上昇傾向にあります。 

〇 材料費の内訳では、特に医薬品費の比率が上昇しています。医薬品費及び材料費の

比率の上昇要因（調達価格、診療方法の変化等）を詳細に調査・分析し、対策を講ずる

必要があります。 

 

 ※医業収益に対する材料費の比率と推移            （単位：百万円、％） 

 平成 26 年度 A 令和元年度 B 増減額 

B-A 

増減率 

(B-A)/A  金額(百万円) 比率(対医業収益) 金額(百万円) 比率(対医業収益) 

医業収益 31,805 － 31,618 － ▲187 ▲0.6% 

材料費 10,411 32.73% 11,872 37.55% 1,461 14.0% 

うち医薬品費 6,330 19.90% 7,714 24.40% 1,384 21.9% 

うち診療材料費 3,836 12.06% 3,915 12.38% 79 2.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）各県立病院の経営状況（傾向） 

各県立病院の経営状況を大別すると、次に掲げるとおり、 

①医業収益に対する給与費（人件費）比率の上昇が経営に影響を及ぼしているもの 

②医業収益に対する材料費比率の上昇が経営に影響を及ぼしているもの 

に分類されます。 
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① 医業収益に対する給与費（人件費）比率の上昇が経営に影響を及ぼしているもの 

 ア 患者数の減少が経営に大きく影響を及ぼしているもの 

○ 循環器病センター及び佐原病院は、直近において患者数が大きく減少し、医業収益

も大幅に減収となっています。 

  一方、固定費である給与費（人件費）は、横ばい（佐原病院）または増加（循環器

病センター）しており、いずれも医業収益に対する給与費比率が上昇しています。 

※患者数及び医業収益、給与費の推移            （単位：人、百万円、％） 

 平成 26年度 A 令和元年度 B 増減額 B-A 増減率(B-A)/A 

循環器病 

センター 

患者数 153,528 127,015 ▲ 26,513 ▲17.3% 

医業収益(百万円) 6,098 5,250 ▲847 ▲13.9% 

給与費(百万円) 4,139 4,337 ＋198 ＋4.8% 

給与比率 67.9% 82.6% ＋14.7 ポイント 

佐原病院 

患者数 179,180 128,723 ▲50,457 ▲28.2% 

医業収益(百万円) 3,779 2,868 ▲911 ▲24.1% 

給与費(百万円) 2,983 2,950 ▲33 ▲1.1% 

給与比率 78.9% 102.8% ＋23.9 ポイント 
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 イ 医業収益に対し、医業費用（特に給与費）の伸びが上回っており、収益（収支）に

影響を及ぼしているもの 

○ 救急医療センター及び精神科医療センターはいずれも救急対応の病院であり、  

その性質上（救急への対応、待機）、医業収益に対し給与費（人件費）比率が高く   

なる傾向があります。 

〇 直近においても患者数や医業収益に大幅な変動はありませんが（精神科医療   

センターについては減少）、その一方で固定費である給与費（人件費）が医業収益を

上回る伸びとなっているため、年々、収益（収支）を圧迫しています。 
 

※患者数及び医業収益、給与費の推移            （単位：人、百万円、％） 

 平成26年度A 令和元年度 B 増減額 B-A 増減率(B-A)/A 

救急医療 

センター 

患者数 36,943 37,003 ＋60 ＋0.2% 

医業収益(百万円) 3,109 3,136 ＋27 ＋0.9% 

給与費(百万円) 2,902 3,137 ＋236 ＋8.1% 

給与比率 93.3% 100.1% ＋6.8 ポイント 

精神科医療 

センター 

患者数 50,835 44,687 ▲ 6,148 ▲12.1% 

医業収益(百万円) 1,078 954 ▲123 ▲11.4% 

給与費(百万円) 946 1,076 ＋129 ＋13.7% 

給与比率 87.8% 112.7% ＋24.9 ポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 医業収益に対する材料費比率の上昇が経営に影響を及ぼしているもの 

○ がんセンター及びこども病院は、高度医療を提供する収益力の高い病院ですが、 

いずれも材料費（特に医薬品費）の伸びが医業収益を上回る状況となっています。 
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※医業収益に対する医薬品費及び診療材料費の比率と推移     （単位：百万円、％） 

 平成 26 年度 A 令和元年度 B 増減額 

B-A 

増減率 

(B-A)/A 金額 比率(対医業収益) 金額 比率(対医業収益) 

がん 

センター 

医業収益 10,787 － 11,889 － ＋1,102 ＋10.2% 

医薬品費 2,941 27.3% 4,053 34.1% ＋1,112 ＋37.8% 

診療材料費 935 8.7% 1,023 8.6% ＋88 ＋9.4% 

こども 

病院 

医業収益 6,954 － 7,520 － ＋567 ＋8.1% 

医薬品費 1,770 25.4% 2,413 32.1% ＋643 ＋36.3% 

診療材料費 489 7.0% 536 7.1% ＋47 ＋9.6% 
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〇 県立病院は、給与費（人件費）や 

材料費など、医業費用の伸びが医業 

収益の伸びを上回っており、医業収支

に影響を及ぼしています。 

〇 また、各病院とも最近において、 

医業収支が急速に悪化しています。 
(医業収支 単位：百万円) 
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（３）経営改善に向けた取組の基本（経営の見える化） 

県立病院の経営状況は、「患者数の減少等により医業費用に対し医業収益が急激に減少」

あるいは「医業収益に対し固定費である給与費（人件費）または材料費などの医業費用が 

相対的に上昇」しており、医業収益の伸びに対し、医業費用の伸びが大きくなっていること

が経営を厳しくしている要因となっています。 

県立病院では、これまでも患者数の確保や診療収入の獲得など、経営改善に向けた様々

な取組や経営悪化の要因分析を実施してきましたが、従来の取組等はいずれも収益を中心

とした分析（患者数推移、診療収入平均単価、医業収支比率等）や対策でした。 

経営改善のためには、収益確保だけでなく、不採算部門の抽出や収支のバランスの面に

ついての詳細な分析を行い、それを経営に反映させることが重要です。病院事業は診療科が

多岐に渡る上、医薬品や診療材料の多さ、委託費など経費構造の複雑さなどから、従来の 

手法では詳細な調査や分析に限界がありました。 

 

そのため、本改革プランでは、経営改善をさらに強力に推進するため、新たに 

原価計算（病院経営分析・経営支援システム）を導入し、「経営の見える化」（指標化）

を行うこととしました。 

 

原価計算の導入により、 

○ どの診療分野（診療科、疾患等）において、収支上の問題が発生しているかなどを

様々な角度から詳細に分析（セグメント分析）することが可能となり、具体的かつ実現

可能な対応策を立案することができる 

〇 全ての職員が経営の現状を認識し、積極的に経営改善に取り組む環境を整えること

ができる 

など、県立病院の経営改善に大きく寄与すると考えられます。 

 

（４）収益確保に向けた取組 

① 原価計算（病院経営分析・経営支援システム）の導入 

 ○ 経営改善を強力に推進していくためには、何よりも病院の現在の経営状況を詳細 

かつ正確に把握して経営悪化の要因を特定し、診療科・疾患別など個別具体的な対応

が必要です。 

 ○ 本改革プランでは、県立病院に原価計算（病院経営分析・経営支援システム）の   

経営分析手法を導入し、「経営の見える化（指標化）」を目指します。 

  

＜原価計算導入によるによる経営分析と経営改善の流れ＞ 

 第一段階：原価計算による分析 

  ○ 原価計算システムにより、診療科別、疾患別、ＤＰＣ（ＭＤＣ）別収支（損益） 

分析、平均在院日数・入院日数別損益推移等の様々な分析を用い、どの分野に経営

上の問題があるかについて詳細な分析を行います。 
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 第二段階：経営改善策の検討 

  ○ 原価計算により得られた経営分析や結果、患者数、診療収入、病床利用率、医業

収益、医業費用、各経費比率などの様々なデータを用いた分析、医療機関の経営  

指標（ベンチマーク）等を用いて、診療科、疾患別等ごとに経営上の問題を抽出し、

改善策（患者確保、診療報酬の加算対象の拡大、機能評価係数の向上、効率的な   

診療方法の提案等）や経営指導・助言についての検討を行います。 

 第三段階：各病院に対する経営指導（助言） 

  ○ 本改革プランから、病院局経営管理課に県立病院の経営改善の指導・助言を行う

専門のグループ（体制）を設置します。 

  ○ 上記専門グループは、定期的に各県立病院の経営会議に参加し、経営上の問題点

を指摘するとともに、その改善策を提案するなどの指導・助言を行います。 

 

 

② 経営目標の設定及び進捗管理 

 ○ 原価計算の導入により、診療科別・疾患別の収支状況を把握することが可能となる

ことから、これらのデータを活用して、現実的かつ実現可能な患者数、病床利用率、

医業収益等の目標（将来推計）を行います。 

○ 各県立病院の患者数、病床利用率、医業収益等の目標について、定期的に達成状況を

確認し、達成が困難と思われる場合は、原因究明と改善のための指導・助言を行い  

ます。 

 

 

③ 医師確保 

○ 安定した医療の提供と病院の健全経営持続のためには、医師の確保は極めて重要 

です。 

県立病院では、これまでも医師の確保に努めてきましたが、今後も継続的に大学医局

等に対して医師派遣の要請等を行います。 

 

（５）費用削減に向けた取組 

① 材料費（医薬品・診療材料）の節減 

○ 県立病院では、これまでも医薬品や診療材料など、材料費の節減に努めてきました

が、本改革プランにおいても材料費比率の低減を図るため、以下の取組を実施します。 

ア 共同購入の一層の推進 

県立病院で使用する医薬品、診療材料について、共同（一括）購入を実施して   

いますが、共同購入対象の医薬品、診療材料の範囲の拡大など、一層の材料費の  

節減に努めます。 

  

原価計算分析 対応（指導助言方法）検討 個別指導助言 経営会議参加 

目標設定 進捗（目標達成状況）確認 原因究明及び改善策（助言指導） 
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イ ベンチマークの更なる活用 

  医薬品、診療材料の購入にあたっては、他の医療機関の購入金額（ベンチマーク）

を把握し、購入価格の低廉化に努めていますが、ベンチマークの対象拡大やベンチ

マークを用いた価格交渉の頻度を増やすなど、一層の経費節減に努めます。 

ウ 調達方法の見直し（入札方法、アウトソーシングの活用等） 

医薬品、診療材料等については、製造者や販売者が寡占的であるなどの理由に  

より、購入価格が低廉化しにくい状況が見られます。 

そのため、入札方法の見直しや購入時に外部委託（アウトソーシング）を行う  

など、様々な手法を検討・試行して、購入価格の低廉化に努めます。 

エ 使用する材料の転換（ジェネリック活用等） 

医薬品について、引き続きジェネリックの活用を推進してまいります。 

また、医薬品、診療材料とも品目を統一することにより、価格の低廉化が期待  

できることから、使用薬品・材料等の転換についても検討します。 

 

②委託業務の見直し 

○ 県立病院では、医事をはじめ、清掃、リネン、給食、ビル管理等、人員を必要とする

委託業務が数多くあり、これまでも入札等を実施して経費節減に努めてきましたが、

入札から委託業務実施までの期間が短いこともあり、受託事業者側の人員確保が困難

等の理由から、入札等を実施しても参加事業者が限られて競争性質が下がり、経費  

節減が実現されにくい状況が見られました。 

○ いずれの委託事業も委託内容が複雑・多岐に渡るため、仕様書作成から公募、入札、

契約までに、多くの業務量を伴い、相当の業務負担となっています。 

○ そのため、本改革プランの期間中に、 

 ・ 債務負担行為の設定等により、早期に受託事業者決定の入札等を実施し、事業者の

入札参加機会を拡大し、競争による経費節減を図る。 

 ・ 各県立病院で実施している委託事業について、仕様書・契約書の作成、公募、入札

等を病院局において一括管理し、業務負担の軽減と効率化を図る。 

 など、抜本的な見直しを実施します。 

 

③人件費の削減 

○ 県立病院は、高度専門的な医療を提供するため、多くの医療従事者を配置しなけれ

ばならず、医業収益に占める人件費比率が相対的に高くなる傾向があります。 

○ 令和 6 年度からの働き方改革により、時間外勤務の上限が法制化されるなど、労働

時間を取り巻く環境が大きく変化していくことが予想されます。 

○ 県立病院においても、業務内容及び経営面から、労働時間の短縮と人件費の抑制が

喫緊の課題であり、業務の効率化やタスクシフトなど、業務の合理化と効率化により

一層努めます。 
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２ 経営目標と経営改善に向けた取組 

（１）県立病院の収支状況と目標となる経営指標設定の必要性 

 ○ 県立病院の医業に関する収益（医業収益＋繰入金）等と医業に要する費用（給与費、

材料費、経費等）等の令和元年度と平成 26 年度（5 年前）の状況を比較すると、 

  ①収益等と費用等の関係が逆転（費用の伸びが収益を上回る）している。 

  ②収益等と費用等の差が縮小（収益を圧迫）している。 

  ③収益等と費用等の差が拡大（経営がさらに悪化）している。 

など、いずれの病院も経営状況（収支）が悪化しています。 

 県立病院の経営（収支）状況         （単位 金額：百万円、比率：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ このため、将来推計を行うにあたっては、病院局（各県立病院）の収支（採算性）が

合う領域はどこか、目標となる経営指標（収支）を設定する必要があります。 

 

収益等 うち医業収益 うち繰入金 費用等 うち給与費 うち材料費 うち経費 うちその他

金額 11,069 8,856 2,213 10,753 4,888 3,377 1,566 922
比率 125.0% 100.0% 25.0% 121.4% 55.2% 38.1% 17.7% 10.4%
金額 5,070 3,144 1,926 4,784 2,635 1,137 642 370
比率 161.3% 100.0% 61.3% 152.2% 83.8% 36.2% 20.4% 11.8%
金額 1,590 1,103 487 1,345 813 308 162 62
比率 144.2% 100.0% 44.2% 121.9% 73.7% 27.9% 14.7% 5.6%
金額 7,669 5,514 2,155 7,093 3,691 1,759 1,005 638
比率 139.1% 100.0% 39.1% 128.6% 66.9% 31.9% 18.2% 11.6%
金額 6,484 5,027 1,457 7,293 3,290 1,593 1,060 1,350
比率 129.0% 100.0% 29.0% 145.2% 65.5% 31.7% 21.1% 26.9%
金額 4,036 3,388 648 4,403 2,473 798 687 445
比率 119.1% 100.0% 19.1% 130.0% 73.0% 23.6% 20.3% 13.1%
金額 37,967 28,280 9,687 38,628 19,626 9,283 5,743 3,976
比率 134.3% 100.0% 34.3% 136.6% 69.4% 32.8% 20.3% 14.1%

平成26年度

救急 ＞

精神 ＞

がん ＞

佐原 ＜

病院局計 ＜

こども ＞

循環器 ＜

 

収益等 うち医業収益 うち繰入金 費用等 うち給与費 うち材料費 うち経費 うちその他

金額 14,796 11,889 2,907 15,438 6,753 5,156 2,239 1,290
比率 124.5% 100.0% 24.5% 129.9% 56.8% 43.4% 18.8% 10.9%
金額 5,542 3,136 2,406 5,288 3,137 1,025 701 425
比率 176.7% 100.0% 76.7% 168.7% 100.1% 32.7% 22.4% 13.5%
金額 1,521 954 567 1,563 1,076 215 191 81
比率 159.4% 100.0% 59.4% 163.8% 112.7% 22.6% 20.0% 8.5%
金額 10,658 7,520 3,138 10,539 5,221 2,989 1,446 883
比率 141.7% 100.0% 41.7% 140.0% 69.4% 39.7% 19.2% 11.7%
金額 6,953 5,250 1,703 8,529 4,337 1,933 1,300 959
比率 132.4% 100.0% 32.4% 162.5% 82.6% 36.8% 24.8% 18.3%
金額 3,503 2,868 635 4,943 2,950 555 1,055 383
比率 122.1% 100.0% 22.1% 172.3% 102.8% 19.3% 36.8% 13.4%
金額 43,432 31,618 11,814 47,753 24,718 11,872 7,118 4,045
比率 137.4% 100.0% 37.4% 151.0% 78.2% 37.5% 22.5% 12.8%

令和元年度

＜

＜

病院局計

がん

救急

精神

こども

循環器

佐原

＜

＞

＜

＞

＜
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（２）県立病院の収支（採算性）の基本的な考え方 

 ○ 病院が健全な経営を持続していくためには、主業務である診療業務において、   

医業費用を医業収益の範囲内に収めることが必要です。 

医業収益＞医業費用（人件費＋材料費＋経費＋その他［減価償却費等］） 

○ 県立病院は、がんをはじめとする高度専門的な医療、あるいは不採算となりやすい

救急や小児等の医療提供を行う病院で構成されているため、医業費用の経費の一部に

ついて、一般会計から繰入金を受けています。 

 ○ そのため、県立病院の場合の医療業務における収支（採算性）は、以下の関係に   

おいて、基本的に健全経営となります。 

  医業収益＋繰入金＞医業費用（人件費＋材料費＋経費＋その他［減価償却費等］） 

 

（３）県立病院の経営目標（健全経営の指標）について 

①基本的な考え方 

○ 医業費用は、医業収益に関わらず一定額を要する人件費等と、医業収益に比例して

変動する材料費等で構成されていますが、収支均衡（採算性）を図るには、人件費を 

賄える医業収益を目標にする必要があります。 

 

②繰入金 

○ 県立病院は、高度専門的、あるいは不採算となりやすい医療提供を行っているため、

これらの医療提供に必要となる医療従事者を配置することから、当該人件費の負担が

軽減されるよう繰入金額が算定されています。 

○ なお、直近 3 年間（平成 29 年度～令和元年度）における、人件費に対する繰入金の

比率は以下のとおりです。 

  ①がんセンター   ：43％～46％    ②救急医療センター：70％～77％ 

  ③精神科医療センター：52％～54％    ④こども病院   ：60％～62％ 

  ⑤循環器病センター ：39％～42％    ⑥佐原病院    ：22％～24％ 

  ⑦県立病院全体   ：48％～50％ 

 

③人件費以外の費用 

○ 材料費、経費等の費用は、医業収益に対し一定率の範囲内にあります。 

＜医業収益を 100 とした場合の各費用の比率＞ 

  ①材料費：がん・こどもは 40％前後、その他の病院は 30％前後、県全体で 35％程度 

  ②経費 ：20％前後 

  ③その他：10％前後 
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④県立病院全体の収支採算性（均衡点） 

○ 県立病院が収支において採算性をとるためには、 

 ・繰入金の人件費に対する割合が概ね 1/2 

 ・材料費は 35％、経費は 20％、その他経費は 10％程度で推移 

 を考慮し、人件費（給与費）比率を求めることとなります。 

医業収益＋（給与費×1/2）＞医業費用（給与費＋材料費＋経費＋その他［減価償却費等］） 

└ 繰入金 
 

○ 上記算定式を用いて、医業収益 100％、材料費 35％、経費 20％、その他 10％として

算定すると、100＋（70/2）＝70＋35＋20＋10 となり、つまり県立病院全体（病院局）

において収支採算性をとるためには、人件費は医業収益に対し、70％以内に収める  

必要があります。 

○ 県立病院のこれまでの実績と比較し、総合的に考慮した場合、将来推計のための  

目指すべき経営指標の目安は、平成 21 年度の各費用の比率とします。 

 

（４）県立病院（病院局）の将来推計及び経営目標と経営改善に向けた取組 

○ 県立病院の将来推計は、上記（１）から（３）の考え方に基づき、以下の方法にて 

推計を行っています。 

 ①各県立病院の人件費（給与費）の将来推計を実施 

 ②上記①に人件費に対する繰入金の比率を乗じて繰入金額を推計 

 ③上記①に人件費比率（給与費比率）を除して、医業収益を推計 

 ④上記③に医業費用の各費用比率（対医業収益）を乗じて、各費用額を推計 

○ なお、県立病院の収支採算（黒字化）については、 

 ・患者数が 5 年以上の長期にわたり減少しており、特に平成 26 年度以降急激に減少 

していること。 

・平成 26 年度以降、6 年連続の赤字が続いていること。 

・将来推計において目標となる経営指標（水準）が平成 21 年度の実績であること。 

・がんセンターの建て替え及び（仮称）千葉県救急災害総合医療センター整備に伴う 

負担があること。 

等から、経営改善を 2 期の改革プラン期間（令和 3 年度～6 年度、令和 7 年度～10 年

度）の間で達成することとして、将来推計を行っています。 

 ○ 各県立病院及び全体（病院局）の将来推計については次頁以降のとおりです。 

   また、将来推計に基づき、経営指標に係る数値目標、医療機能等指標に係る数値  

目標、病院目標達成に向けた具体的な取組を掲載しています。 
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（５）各県立病院の経営目標と経営改善に向けた取組 

①がんセンター 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 16,869,547 19,980,829 20,592,022 22,263,019 22,784,355

医業収益 12,323,667 14,132,456 15,042,529 16,525,145 16,859,604

入院収益 6,254,663 6,953,045 8,529,114 9,369,757 9,559,396

外来収益 5,873,038 6,841,674 6,362,990 6,990,136 7,131,613

医業外収益 4,489,041 5,848,373 5,549,493 5,737,874 5,924,751

負担金交付金 3,588,208 4,310,195 3,943,918 4,069,401 4,121,896

病院事業費用 17,139,749 21,481,952 21,247,192 22,492,091 22,915,733

医業費用 16,143,562 20,144,365 20,161,023 21,331,674 21,752,087

給与費 7,836,369 8,752,357 8,905,177 9,188,511 9,307,043

材料費 5,325,012 5,834,042 5,867,986 6,523,801 6,541,554

経費 2,140,952 2,836,575 2,760,418 2,866,124 2,881,489

減価償却費 586,019 2,604,191 2,627,442 2,753,237 3,022,001

医業外費用 926,887 1,331,400 1,086,168 1,160,417 1,163,646

純利益（損失） ▲ 270,202 ▲ 1,501,123 ▲ 655,169 ▲ 229,072 ▲ 131,378

▲ 3,819,895 ▲ 6,011,909 ▲ 5,118,494 ▲ 4,806,529 ▲ 4,892,483

経常収支比率 98.5% 93.0% 96.9% 99.0% 99.4%

医業収支比率 76.3% 70.2% 74.6% 77.5% 77.5%

給与費比率 63.6% 61.9% 59.2% 55.6% 55.2%

材料費比率 43.2% 41.3% 39.0% 39.5% 38.8%

経費比率 17.4% 20.1% 18.4% 17.3% 17.1%

医業収支(収益-費用)

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 18,555,024 760,125 3,106,902 5,613,391 1,254,837

18,288,316 530,000 2,692,000 4,937,000 250,000

257,511 212,837 414,902 676,391 1,004,837

資本的支出 959,686 1,001,046 3,506,036 6,274,139 2,243,898

うち建設改良費 437,584 648,602 2,756,052 5,001,402 312,500

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 186,713 339,790 2,360,325 609,208 0

うち器械及び備品取得費 250,871 259,812 312,500 312,500 312,500

うち無形固定資産取得費 0 0 0 0 0

うち企業債償還金 522,102 352,444 749,984 1,272,737 1,931,398

17,595,338 ▲ 240,921 ▲ 399,134 ▲ 660,748 ▲ 989,061資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 98.5 93.0 96.9 97.8 98.3

2 医業収支比率 % 76.3 67.5 73.0 74.8 74.9

3 純医業収支比率 % 78.9 73.0 78.4 80.0 80.5

4 給与費比率(対医業収益) % 63.6 61.9 59.2 55.6 55.2

5 材料費比率(対医業収益) % 43.2 45.1 42.5 43.0 42.2

6 薬品費比率(対医業収益) % 33.2 34.3 32.9 33.4 32.7

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 74.9 76.6 68.7 65.4 64.8

8 新入院患者数 人 7,511 8,058 9,738 10,540 10,594

9 新外来患者数 人 6,738 7,437 7,161 7,289 7,283

10 延入院患者数 人 94,537 105,253 127,203 137,676 138,386

11 延外来患者数 人 130,633 152,890 147,218 149,848 149,737

12 病床利用率 % 73.5 75.3 85.4 83.8 84.3

13 平均在院日数 日 12.6 13.1 13.1 13.1 13.1

14 紹介患者数 人 5,416 6,024 5,836 5,941 5,972

15 紹介率 % 80.4 81 81.5 81.5 82

16 逆紹介率 % 53.8 55.0 60.0 65.0 70.0

17 患者１人１日当たり入院診療収入 円 66,161 66,060 67,051 68,057 69,078

18 患者１人１日当たり外来診療収入 円 44,958 44,749 43,221 46,648 47,628

19 医師数(常勤)各年度末現在 人 102 103 103 103 103

20 常勤医師１人当たり医業収益 千円 120,820 137,208 146,044 160,438 163,685

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 内視鏡下手術件数 件 722 743 898 971 976

2 分子標的薬適応件数 件 1,321 1,403 1,492 1,563 1,566

3 主要医療機器の中長期的なROI ％ 18.6 25.5 26.0 26.5 27.0

4 IMRT施行症例数 件 4,160 5,300 5,550 5,800 6,050

5 総手術件数 件 5,027 5,052 6,106 6,608 6,643

2 がん登録の精度向上 6 DCO率の減少 ％ 1.67 1.60 1.55 1.51 1.48

3 治験の推進 7 年間治験実施件数 件 91 94 96 98 100

4 在宅復帰に向けたサポート 8 在宅復帰率 ％ 98.4 97.9 97.9 97.9 97.9

9 地域医療連携パス種類数 種 37 37 37 37 37

10 地域医療連携パス適用数 件 988 1,000 1,000 1,100 1,100

6 地域医療機関との連携強化 11 地域医療機関への訪問回数(診療科別) 件 11 50 50 50 50

7 専門・認定看護師資格取得の促進 12 専門・認定看護師有資格者割合 ％ 4.9 4.7 5.0 5.2 5.5

8 臨床研修医の確保・育成 13 臨床研修医の受入人数 人 13 12 12 12 12

14 100床あたりIA総報告件数 件 927 950 1,000 1,050 1,100

15 100床あたりレベル3b以上発生件数 件 14.8 14.5 14.3 14.0 13.8

16 医療安全文化調査偏差値 ー 53.4 ー 54.0 ー 55.0

17 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

18 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 10 患者満足度の向上

地域との連携強化
5 地域医療連携パスの推進

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 高度専門的な医療
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ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

 
  

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医師及び循環器

内科医をはじめとする

医師確保（派遣元大学

との継続的な調整） 

・R02 年度の新病院稼働に

向けた医師の確保（10

名増員） 

・他院ベンチマーク結果

による医師 1 人当たり

適正患者数の増加 

・精神腫瘍科医師、肝胆膵

外科高度技能認定医の欠

員 

・食道胃腸外科医師の高齢

化と若手医師の不足 

・遺伝子診断部若手医師、

緩和医療科若手医師の不

足 

・千葉大学との連携を深め、役割

を分担しながら、以下を中心と

した医師確保に努める 

〇精神腫瘍科医師の確保 

〇肝胆膵外科高度技能認定医の

確保 

〇食道胃腸外科若手医師の確保 

〇遺伝子診断部若手医師の確保 

〇緩和医療科若手医師の増員 

・若手医師の確保のため、がん専

門修練医などの制度を活用し、

ホームページ等でのアクセス強

化を図る 

【手術件数の増加】 

・紹介患者を中心とした

新規の手術適応患者を

確保 

・引き続き麻酔科医の確

保に努め、手術枠の増

加を図るとともに手術

枠の効率的な運用と待

機患者数の削減に努め

る 

・ロボット支援下手術の適

応拡大による手術時間の

増加、手術室運用の非効

率化、時間外勤務の増加 

・手術件数、手術成績、安全性、

手術までの時間など、ホームペ

ージ、医療機関の訪問などを通

じてアピールし、高度で安全な

手術が行われていることを県民

及び地域の医療関係者に広報す

る 

・手術室の使用枠増による体制強

化や各診療科間の調整等によ

り、手術室の効率的運用を図る 

【DPC 係数(機能評価係数

Ⅱ)の向上】 

・DPC データ、傷病名コー

ドによるレセプト請求

の精度向上等（保険診

療指数の向上） 

・全国平均より長い DPC

術前日数の短縮や在院

期間Ⅱ超患者の在院期

間の短縮などによる在

院日数の適正化（効率

性指数の向上） 

・入院患者数の回復増加

（体制評価指数、定量

評価指数の向上） 

・後発医薬品の使用促進

（後発医薬品指数の向

上） 

・新型コロナウイルスによ

り、患者数への影響が懸

念される 

・各種データの分析・フィードバ

ックによる各部門・委員会等で

の議論を通じて、DPC 係数(機

能評価係数Ⅱ)の向上に取り組

む 

〇保険診療指数の向上→資料を

作成し、委員会でフィードバ

ック 

〇効率性指数の向上→資料を作

成し、委員会でフィードバッ

ク 

〇体制評価指数、定量評価指数

の向上→ワーキンググループ

により科別の対策を検討 

〇後発医薬品使用体制加算 1 の

向上→資料を作成し、各部門

にフィードバック 
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   ・診療報酬の改定内容から本邦の

医療の標準と今後の方向性を読

み解き、中長期的視野に立った

診療体制の整備を戦略的に行う

ことにより、医業収益を増やす 

【患者数の増加】 

・新患増加のための診療

科別仮説検証型アクシ

ョンプランを策定・実

行 

・病院長面談による新患

者数や病棟稼働率、診

療単価に定期的な診療

科別診療実績評価の実

施 

・新病院での増床（341 床

→450 床）に向けた患者

数の増加策の検討とア

クションプランへの反

映 

・病院全体の収益状況は毎

月の経営戦略会議で共有

しているが、診療科別の

収益（収支）状況を示す

ためのデータ収集・集積

が現システムでは難し

く、詳細な分析が困難 

・新病院開院にあたり整備を行っ

た医療機器や患者支援部門の設

置及び人員配置により、紹介患

者の増加や新たな診療報酬の獲

得を目指す 

・新病院で新たに稼働する患者総

合支援センターの特色（初診患

者をワンストップで診察・治療

に繋げる）を、紹介元医療機関

をはじめ県内にアピールし、新

患者の獲得を目指す 

・診療科別の目標や達成状況、達

成のための病院としてのプラン

を広く確実に周知し、関係部門

間の連携を更に強化する 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による

適正な在庫管理と発注

タイミング、発注の適

正化 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競争

による価格圧縮 

・診療材料費率（対医業収

益）は H29 年度と比較し

て減少しているものの、

ベンチマークデータの活

用等による診療材料費の

さらなる削減に努める必

要がある 

・専門的な知識が不十分な

事務局職員による業者と

の価格交渉 

・棚卸等による適正な在庫管理と

発注タイミング、発注の適正化

の推進 

・ベンチマークデータや納入業者

の公正な競争による価格圧縮の

推進 

・他病院の成果、状況を踏まえ、

価格見直しの方法等専門的な知

識を有するコンサルティング業

者の活用を検討 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進

による医薬品費総額の

削減 

・オプジーボ・キイトルー

ダ等の高額医薬品の用

法・適応疾患の拡大によ

る医薬品費の増加 

・後発医薬品（バイオシミラー

（※1）を含む）の承認状況や

適応拡大の情報を適宜収集し、

薬事委員会で積極的に採用を検

討 

・医薬品ベンチマークデータを活

用した価格交渉の推進 

・医薬品共同購入の活用 
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 【委託費の適正化】 

・各委託業務についてゼ

ロベースで見直し、費

用対効果を精査 

・競争入札の更なる利用

（活用）に努め、委託費

の縮減に努める必要があ

る 

・業務内容の精査、見直しを実施

した上で、適切な設計の積算と

入札を行うことで、委託料の低

廉化・適正化に努める 

・人件費の比重が高い委託業務に

ついて、新規参入の機会を増や

すため、次年度に委託先の更新

がある案件について、当年度に

債務負担行為を設定し、業者選

定を行う 

【時間外勤務の縮減】 

・業務の均てん化、職員

の適材適所配置、処理

時期の平準化を図るこ

とにより、時間外勤務

をはじめとした実績支

給の手当を中心に減少

に努める 

・職員の適材適所配置のた

めの組織・人員の確保 

・看護補助者等の確保 

・業務の均てん化、職員の適材適

所配置、処理時期の平準化を図

り、時間外勤務をはじめ、実績

支給の手当を中心とした減少に

努める 

・看護補助等の確保のためにハロ

ーワークや県 HP 等で募集をす

る 

・病院局と情報共有を図りながら

勤務条件等の改善に努める 

  【支出・資本投下の効率化】 

・医療機器の購入等、資本を投下

するにあたり、医業収益への寄

与度による重みづけを行う 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【高度専門的な医療の提

供】 

・医療安全管理体制の強

化を図った上で、県民

や地域医療機関の信頼

回復に努め、本来の使

命である千葉県全域の

がん高度専門的な医療

拠点としての役割を果

たす 

・休日・夜間の化学療法

患者の受入による件数

増加 

・高度専門的な医療の提供

に必要となる医療機器の

購入や人材確保のための

財源確保 

・収支バランスを考慮しながら、

がんゲノム医療をはじめ、高度

専門的ながん診療のさらなる拡

充を推進する 
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 【がん登録の精度向上】 

・全国がん登録、院内が

ん登録および過去の実

態調査に基づきがん登

録の精度（粒度・悉皆

性）改善を図る 

・がん登録に係る従事人員

（特に経験の長い職員）

の一部が不足 

・コンピュータの設置位置

の変更が出来ないため、

作業効率が改善されない 

・全国がん登録については、新棟

移転に伴う施設拡充、健康福祉

部への人員要望、実務者への定

期研修参加の促進により、DCO

率の国際水準 10%以下の精度を

維持 

・登録端末の増設や配置の適正化

による登録作業の効率化の推進 

・院内がん登録について、国立が

ん研究センター催の実務者研修

への参加や、千葉県がん登録実

務者研修会を定期的に開催 

【治験の推進】 

・治験実施体制の拡充及

び治験実施件数の更な

る拡大 

・新型コロナウイルス感染

拡大による治験件数の減

少 

・治験臨床試験推進部室の効率的

な運用 

・治験・臨床試験の教育広報メー

ル配信による研究者への動機付

けの促進 

・国立がん研究センター東病院と

の診療科レベルでの交流 

・千葉大学とがんゲノム医療を通

じた情報交換の実施 

【在宅復帰に向けたサポ

ート】 

・在宅復帰率の向上 

・入退院支援部やがん相談

支援センター等の部署間

の距離が離れている 

・算定漏れにより、入退院

支援加算等の加算取得を

逃す事例がある 

・患者総合支援センターにおい

て、より早期に入退院支援への

介入を図り、在宅復帰のサポー

トを行う 

・入退院支援システムの活用によ

って算定漏れを防止し、入退院

支援加算 1の取得率の向上、入

院時支援加算の取得を図る 

【外部資金の獲得】 

・がん分野での研究推進

による外部資金の獲得

拡大 

・外部資金の獲得拡大の伸

び悩み 

・外部資金獲得を推進するための

研究所の体制強化、及び医療局

と連携した医療応用研究の積極

的な推進 

【がんに対する啓発活動

の取組】 

・地域住民との交流会の

開催や広報誌・新聞へ

の寄稿を通じて安全性

の PRを図り、信頼回復

につなげる 

・新型コロナウイルス感染

対策による交流会の実施

困難 

・地域住民との交流会の開催や広

報誌・新聞での寄稿を通じて安

全性の PRを図り、信頼関係を

構築する 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療連携パスの推

進】 

・地域医療機関を交えた

調整による地域医療連

携パスの適用種類と適

用数の拡大 

・地域連携パスの合同作

成・推進 

・新型コロナウイルスによ

って、口腔ケアをはじめ

とする連携パスの適用

や、クリティカルパス運

用の推進のための地域医

療連携会開催が困難にな

っている 

・都道府県がん拠点病院として連

携パスの推進を行う 

・WEB 会議等の新たな連携のあり

方について検討する 
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【地域医療機関との連携

強化】 

・担当医(診療科別)の紹

介元医療機関への訪問

活動等の強化（診療科

毎に月次の目標値を設

定） 

・講演会・症例検討会の

開催、地域医師会会合

への参加 

・患者・地域医療機関へ

の PR強化（パンフ・院

内掲示板・広報誌等） 

・連携医への結果報告 

・新型コロナウイルスによ

って、病院・クリニック

訪問や地域医療連携会等

の開催など、従来の連携

が困難になっている 

・オンライン機能の活用により、

地域医療連携の推進を積極的に

図っていく 

・診療のご案内、がんセンターニ

ュース、診療科別パンフレット

などを郵送し、連携をより充実

させる 

・ホームページの内容を検討し、

各種イベントの発信、情報提供

などを検討する 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師資格

の取得促進】 

・現在、感染管理認定看

護師の資格取得予定で

あり、H29 年度以降も引

き続き専門スタッフの

育成を図る 

・一人しかいない専門領域

の認定看護師（乳がん看

護、摂食・嚥下障害看

護、がん放射線療法看

護）の育成が必要 

・患者の高齢化に伴い認知

症看護認定看護師の育成

が必要 

・乳がん看護、摂食・嚥下障害看

護、がん放射線療法看護、認知

症看護認定看護師を各 1名の資

格取得を目指す 

・特定行為研修の受講を促し、研

修修了者の院内活用について検

討を行う 

・診療報酬及び拠点病院事業等の

要件に沿えるよう日本看護協会

の動向を見ながら資格取得を支

援していく 

・新たな認定看護師には特定行為

研修も加わるため、院内の活用

について検討を行っていく 

【臨床研修医の確保・育

成】 

・新専門医制度を踏まえ

た臨床研修医の受入れ

人数の確保を図る 

・新型コロナウイルス感染

症のため、臨床研修医、

レジデントともに、積極

的な勧誘が困難 

・新型コロナウイルスの影響で学

生の見学等が難しい中、健康状

態を把握し安全を確保しながら

積極的に見学を受け入れる 

・オンライン合同説明会を利用

し、学生へのアピールを行う 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・医療安全管理指針の整

備と職員への周知徹底 

・インシデント・アクシ

デント報告の重要性の

周知 

・医療安全管理のための

職員研修の受講の徹底 

・チーム STEPPS 研修の実

施と医療安全文化調査

による効果の評価 

 

・医療安全文化の要素のう

ち、部署内のチームワー

ク、オープンなコミュニ

ケーション、過誤に対す

る非懲罰的対応について

醸成されていない 

・現場の部署が主体となり自らの

診療・ケアを振り返り改善を図

る「学習する組織」を目指し、

医療安全文化のさらなる醸成を

図る 
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 【医療安全機能の強化】 

・インシデント・アクシ

デント報告に対するス

クリーニングと適切な

対応の実施 

・インシデント・アクシ

デント事象に対する有

効性の高い事故防止対

策の立案と実施 

・医療安全巡視の実施強

化による事故防止策の

実行状況の確認と指導 

・患者誤認、CV 管理など

の個別ワーキング活動

の継続実施 

・リスクマネージャーに

よる各部門内安全管理

の徹底 

・各部門のマニュアル整

備による手順の明文化

と徹底 

・外部監査や評価での指

摘事項に対する改善の

実施 

・特に診療科において、リ

スクマネージャーによる

各部門内での安全管理の

徹底が不十分である 

・インシデント・アクシデ

ント報告件数の増加のた

めには、医療安全上のリ

スクを検知できる職員の

能力向上、失敗を責める

ことなく学習の機会とと

らえる文化の醸成が必要

であり、成果が出るまで

に長期間の継続的な取り

組みを要する 

・インシデント・アクシデント事

象等の適切な把握、客観的な評

価と分析、現場への適切なフィ

ードバックを実施する 

・M&M カンファレンス等、現場で

の改善活動を推進するために、

医療の質・安全管理部が職員の

リーダーシップ強化に向けた支

援・助言を行う 

７ 

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・引続き、待ち時間の短

縮を図り、満足度の向

上を図る 

・予約患者数の適正化を

図る 

・会計業務の効率化を図

る 

・患者満足度調査では、診

察後の会計の待ち時間に

ついて、「満足」「やや満

足」の回答が H26 年度以

降上昇していたが、H30

年度以降は 50%台半ばで

推移している 

・患者総合支援センター、外来ブ

ロック受付、医事会計等と協力

し、予約患者の適正化、待ち時

間や病院滞在時間の縮小による

満足度の向上を図る 

・会計待ち時間を有効活用するた

め、待ち時間中に苦痛のスクリ

ーニングを施行する等を検討す

る 

・会計ピーク時の体制を強化しつ

つ、会計業務の効率化に努める 

・外来ブロック受付を活用し、会

計待ち時間の短縮を図る 

 【患者の接遇満足度の向

上】 

・接遇研修と実践による

クレームの低減 

・職員のみならず、委託業

者も含めてご意見が多く

寄せられた 

・理念を患者と共有し、職員がそ

の理念に沿った行動を実践する

ことにより、患者からの信頼と

満足を得る 

・接遇研修と実践によりクレーム

を減らす 

・委託業者へのご意見は業者へ速

やかに周知し、改善を促す 

・患者満足度調査やご意見対応の

内容をホームページや病院内に

掲示し、周知する 
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②救急医療センター 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 5,965,731 5,857,834 6,011,457 6,136,807 6,828,936

医業収益 3,096,833 3,216,831 3,392,666 3,486,624 3,583,948

入院収益 2,934,776 3,024,000 3,207,774 3,296,611 3,388,631

外来収益 146,290 174,600 165,650 170,238 174,990

医業外収益 2,819,406 2,634,889 2,618,791 2,650,183 3,244,989

負担金交付金 2,329,594 2,483,236 2,433,512 2,464,904 2,496,702

病院事業費用 5,440,625 5,506,312 5,617,569 5,690,198 6,785,064

医業費用 5,198,241 5,290,281 5,382,157 5,452,115 6,544,264

給与費 3,190,428 3,257,413 3,299,434 3,341,996 3,385,108

材料費 1,021,347 1,020,770 1,047,940 1,068,990 1,090,634

経費 707,918 748,522 809,480 815,824 822,050

減価償却費 249,012 225,304 225,304 225,304 1,246,472

医業外費用 219,634 216,031 235,412 238,083 240,800

純利益（損失） 525,106 351,522 393,888 446,609 43,872

医業収支(収益-費用) ▲ 2,101,407 ▲ 2,073,450 ▲ 1,989,491 ▲ 1,965,491 ▲ 2,960,316

経常収支比率 109.2% 106.3% 107.0% 107.8% 100.6%

医業収支比率 59.6% 60.8% 63.0% 63.9% 54.8%

給与費比率 103.0% 101.3% 97.3% 95.9% 94.5%

材料費比率 33.0% 31.7% 30.9% 30.7% 30.4%

経費比率 22.9% 23.3% 23.9% 23.4% 22.9%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 2,759,221 3,174,365 10,971,981 4,170,567 505,225

2,606,040 2,926,766 10,593,194 3,873,156 338,471

92,359 114,394 378,787 297,411 166,754

資本的支出 312,754 3,802,925 11,071,921 4,280,153 629,612

うち建設改良費 135,856 3,608,870 10,903,205 4,090,910 376,325

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 0 2,919,963 10,629,415 129,564 0

うち器械及び備品取得費 135,856 557,894 187,500 3,038,314 187,500

うち無形固定資産取得費 0 0 0 857,401 0

うち企業債償還金 176,898 193,969 168,716 189,243 253,287

2,446,467 ▲ 628,560 ▲ 99,940 ▲ 109,586 ▲ 124,387資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 109.2 106.3 107.0 107.8 100.6

2 医業収支比率 % 59.6 59.0 61.7 62.6 53.8

3 純医業収支比率 % 68.6 61.2 63.7 64.5 63.8

4 給与費比率(対医業収益) % 103.0 101.3 97.3 95.9 94.5

5 材料費比率(対医業収益) % 33.0 34.6 34.3 34.0 33.7

6 薬品費比率(対医業収益) % 7.1 7.2 7.1 7.0 6.9

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 117.7 118.0 112.3 110.6 108.9

8 新入院患者数 人 1,754 1,931 2,019 2,044 2,070

9 新外来患者数 人 346 423 398 406 414

10 延入院患者数 人 25,012 27,584 28,828 29,189 29,560

11 延外来患者数 人 8,200 9,675 9,106 9,284 9,467

12 病床利用率 % 68.5 75.6 79.0 80.0 81.0

13 平均在院日数 日 14.2 14.2 14.2 14.2 14.2

14 患者１人１日当たり入院診療収入 円 117,335 109,628 111,273 112,942 114,636

15 患者１人１日当たり外来診療収入 円 17,840 18,047 18,192 18,337 18,484

16 医師数(常勤)各年度末現在 人 37 37 37 37 37

17 常勤医師１人当たり医業収益 千円 83,698 86,941 91,694 94,233 96,863

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 救急患者受入件数の増加 1 救急患者受入数 人 2,364 2,700 2,700 2,800 2,800

2 心肺停止で救急搬入された患者数 人 237 200 200 200 200

人 36 30 30 30 30

％ 15.2 15.0 15.0 15.0 15.0

4 急性心筋梗塞 件 159 180 180 180 180

5 脳梗塞急性期 件 126 135 145 150 155

6 重症外傷 件 133 150 150 180 200

7 総手術件数 件 2,926 2,800 2,800 2,900 3,000

8 精神科リエゾン活動件数 件 904 910 915 920 925

9 認知症ケア活動件数 件 0 0 0 0 5

5 地域医療連携パス（脳卒中）の推進 10 地域医療連携パス適用数 件 95 100 105 110 115

6 地域完結型医療の達成 11 在宅復帰率 ％ 80.2 80.5 81.0 81.5 82.0

7 専門・認定看護師資格取得の促進 12 資格者の割合 ％ 5.4 5.4 5.8 5.8 6.1

13 臨床研修医 人 7 20 20 20 20

14 後期臨床研修医（救急科） 人 2 6 6 6 6

15 DMAT登録隊員数 人 32 32 32 32 32

16 災害対策訓練等実施回数 件 3 4 4 4 4

17 IA総報告件数 件 1,417 1,450 1,500 1,550 1,600

18 レベル3b以上発生件数 件 7 7 6 5 4

19 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

20 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 11 患者満足度の向上

医療安全管理の徹底 10 安全管理の徹底

地域との連携強化

医療従事者の確保
・育成

8 臨床研修医の確保

9 災害拠点病院としての体制強化

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

2
心肺停止で救急搬入された患者の
救命率 3

心肺停止で救急搬入された患者数患者の
生存退院患者数・割合

3
重症患者の受入
（受入当日の緊急手術件数）

4
精神疾患・認知症患者の身体的救急
への対応
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ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

1  

収入の

確保 

【医師確保】 

・医師の増加により、疾

患の性質上による患者

数の季節変動や、緊急

手術症例に対応できる

体制を構築 

・常勤医師としての救急専

門医の不足 

 

・常勤医師確保達成を目指し、高

度の救急医療が 24時間安定し

て実現できる体制を構築 

・大学医局と連携を密にした、医

師派遣の要請 

【手術件数の増加】 

・準夜帯における急患受

入れ体制、複数手術受

入れ体制をより充実さ

せ、受入れ不可能率を

改善 

・常時、より多くの血管内

治療と手術を可能とする

ための看護体制の見直し 

・手術規模と手術室数（3

室）により実施可能な手

術が制限される 

・常に急患を受入れる余地

を残しながら手術を実施

する体制としているた

め、手術室の 100％フル

活用が困難 

・医師の配置上、同じ診療

科の手術を同時に実施す

ることが困難 

・より高度な治療の症例数の増加 

○循環器内科:複雑病変に対す

る冠動脈インターベンション 

○脳神経外科:コイル塞栓術、

血栓回収術 

○心臓血管外科:大動脈疾患に

対するステントグラフト治

療 

○消化器外科:腹腔鏡手術 

○整形外科:脊椎手術等 

（新病院） 

・血管造影室増設に伴う各種血管

内治療の充実と症例数増加を

目指し、それに対応可能な看

護体制の構築 

・脊椎手術、腹腔鏡手術、開心術

など高度手術手技が必要な予

定手術の安定的増加に対応可

能な体制構築 

【入院患者数の増加】 

・ICU からの転棟先とし

て、病棟の一部を再編

することを検討する

等、ICU の効率的な運用

による救命救急入院料

の算定増及び入院患者

数の増加を図る 

・患者対看護師が 4対 1

の病棟は脳卒中を中心

に多発外傷や循環器疾

患など、疾患の枠にと

らわれずに患者を収容

することで効率的な病

棟運営に努める 

・近隣に救命救急センター

が複数設置されたことに

よる重症患者の受入れ分

散化 

・より重症かつ複雑な病態

の救急患者、ICU 在室期

間が長期化する症例の増

加 

・エアバッグや安全装置の

普及による外傷性疾患の

減少 

 

【救命救急センター設置状

況：八千代医療センター

（H28.8）帝京大学ちば総

合医療センター（H29.4）

千葉大学医学部附属病院

（H31.4）東京ベイ・浦安

市川医療センター

（R5.9）】 

（地域医療連携室の活用） 

・入院当初からの退院支援による

早期の転院・退院を促進 

・病床利用率を改善することで入

院患者数の増加を図る 

・予定治療（血管内治療及び手

術）の安定的増加と入院患者

の増加を図る 

・脳卒中・循環器病対策基本法施

行に適応できる院内体制整備

と近隣の急性期病院及び救急

隊との連携を図る  

（新病院） 

・効率的な病棟運用のために ICU

と病棟の間に HCU20 床を新設

し、新規入院患者の安定的受

入れを図る 
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２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データ

の適切な管理 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競

争、医師による価格直

接交渉等による材料費

の圧縮 

・ベンチマークシステムを

活用したデータ分析、価

格交渉の実施 

・価格交渉への医師の積極

的な参加と確実な納入価

低減 

・同程度の数量を購入して

いる他病院と比較し平均

的な納入価格より割高な

価格で購入している製品

の継続的な価格交渉 

・診療材料費削減に向けた

院内関係部署との十分な

情報共有と意識共有の必

要性 

・患者負担軽減のため、よ

り高額な医療材料を使用

する血管内治療に重点が

移りつつあり、材料費比

率が上昇傾向 

【参考】手術と血管内治療

における材料比率の差 

大動脈瘤 

手術    材料比率 25% 

 血管内治療（ステントグ

ラフト）材料比率 73% 

くも膜下出血 

手術 材料比率 10% 

 血管内治療（コイル塞栓

術） 材料比率 49% 

冠動脈バイパス 

手術 材料比率 17% 

 血管内治療（ステント留

置術）材料比率 69% 

・価格交渉の基礎となる診療材料

の購入データの適切な管理 

・ベンチマークデータを活用した

価格交渉について、他病院の

事例を参考にするなど、効果

的な方策の検討と実施 

・既採用品についての継続的な情

報収集及び価格交渉に加え、

より安価な同種同効品の提案

等による診療材料費の削減 

・診療材料費の削減について、院

内での課題と情報共有の実施 

・血管内治療増加に伴う適切な材

料費比率の実現を図る 

【医薬品費の削減】 

・採用薬の見直しと後発

医薬品の採用による医

薬品費総額の削減 

・後発薬の出荷調整が相次

ぎ同効薬への変更や薬品

の確保に苦慮する事態が

生じ、医療に支障をきた

している 

・患者に不利益とならな

い、品質および供給に問

題のない医薬品の採用 

・品質と安定供給を踏まえた採用

薬の見直しと後発医薬品の採

用による、医薬品費総額の削

減   

・医薬品ベンチマークを活用し医

薬品費総額の削減を図る 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入体制の強

化】 

・千葉県全域を対象とす

る唯一の高度救命救急

センターとして、準夜

帯前半 18：00～22：00

の時間帯における急患

受入れ及び複数手術受

・近隣に救命救急センター

が複数設置されたことに

より、重症患者の受入れ

が分散  

・手術室や血管造影室が限

られ、医師の定員上、同

じ診療科の手術を同時に

実施することが困難であ

・循環器ホットライン、脳卒中ホ

ットラインのさらなる拡充と

救急隊、医師会への周知 

・各診療科において医師の定数確

保を目指し、24 時間患者受け

入れができる体制を整備 

（新病院） 

・近年多発している自然災害、多
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入れ体制を強化し、24

時間 365 日対応できる

診療機能・診療体制を

整備 

・身体救急と精神救急に

複合的な症例へ対応す

るための、精神科医療

センターとの統合計画

の推進 

・救急隊との連携強化

（近隣消防署への訪

問・情報交換など） 

・救急コーディネート事

業の再開 

ることによる救急患者の

不応需 

 

数傷病者発生事案等に対応で

きる基幹災害拠点病院の指定

を目指す 

・（仮称）総合救急災害医療セン

ターとして身体救急、精神救

急を統合し、包括的な救急患

者の受入れ増加を図る 

・救急隊への臨床教育を充実さ

せ、より早期に適切な患者搬

送が実施できる体制を構築 

・一次脳卒中センターの中核施設

として急性期病院との連携を

図り、脳卒中患者の受入れ体

制を強化 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携

強化】 

・地域医療連携パス(脳卒

中)の活用による積極的

な転院退院の実施 

・地域連携室を活用し、

連携医療機関への転院

数を増加 

・医師事務補助作業員な

どを活用して、確実に

紹介元への入院報告、

退院報告を行い、連携

医療機関との関係を強

化 

・救急医療センターを中

心とした救命救急セン

ター間連携マネジメン

トの推進 

・脳卒中患者に関しては、

ほぼすべての患者に脳卒

中パスについて説明し同

意を得ているが、脳卒中

患者数や患者の病態によ

り連携病院以外への転院

や自宅退院の患者もいる

ため目標人数には達して

いない 

・地域医療連携パス(脳卒中)の活

用による積極的な転院退院の

実施 

・地域連携室を活用し、連携医療

機関への転院数を増加 

・確実に紹介元への入院報告、退

院報告を行い、連携医療機関

との関係を強化 

・救急医療センターを中心とした

救命救急センター間連携マネ

ジメントの推進 

【在宅復帰に向けたサポ

ート】 

・在宅復帰率の向上 

・在宅復帰率 80％以上の維

持 

・在宅復帰率 80%以上の維持継続 



147 
 

 

 
  

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門看護師、認定看護

師の資格取得を支援】 

・継続して専門看護師・

認定看護師が積極的に

専門性を発揮できるよ

う支援 

・救急医療で重要な救急看

護や集中ケアの認定看護

師が転勤等で減少、新規

資格取得者が不在 

・現在在籍している専門看護師（3

名）、認定看護師（6名：救急看

護 1、集中ケア 1、皮膚排泄ケア

1、感染管理 1、脳卒中リハビリ

1、慢性心不全 1）の活動支援 

・新たな認定看護師（クリティカ

ルケア 1名以上、手術看護 1名、

皮膚排泄ケア 1名）の養成 

・病院局の資格支援制度を活用し

た積極的な資格取得支援の継

続 

・勤務しながら研修に参加できる

勤務体制構築の継続 

【後期臨床研修医の確

保】 

・新専門医制度における

救急科の基幹病院とし

て、魅力的な研修プロ

グラムの作成、研修環

境の整備により研修医

を確保 

・当院での研修内容や研修

の有用性について、更な

る対外的周知 

・連携医療機関からの初期

臨床研修医の受入数減少 

・千葉市内医療機関の救急専攻

医、医学部生等の病院見学の

受入れ 

・連携医療機関との人的交流の促

進 

・当院での研修内容や魅力につい

て、病院ホームページ等を活

用した外部への積極的な情報

発信 

・院内の定期的なレクチャー、シ

ミュレーション教育の継続、よ

り綿密な教育体制の強化 

・研修プログラムの定期的な記載

内容の確認と検討 

・研修プログラムの更新と充実 

【研修の充実、学会発表

論文発表等の増加】 

・研修の充実、学会発

表、論文発表等の増加

によるスキルアップ、

キャリアパスの推進 

・国際的な知見をもって

診療できる人材育成の

ための海外研修への派

遣 

・救急医療に関する基本

的な講習会（BLS、

ICLS、ACLS、JATEC）の

継続的な開催 

・海外への研修や出張につ

いて、参加は医師のみで、

看護師やコメディカル職

員等の参加実績なし 

・研修の充実、学会発表、論文発

表等の増加によるスキルアッ

プ、キャリアパスの推進 

・海外研修参加数、国際学会発表

数等の増加を目指し、国際的

視野に立った医療を提供でき

る人材育成 

・救急医療に関する基本的な講習

会（BLS、ICLS、ACLS、

JATEC）の継続的な開催 
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 【災害対応力の強化】 

・従来の多数傷病者合同

災害訓練、日勤・夜間

の防災訓練に加え、停

電時対応訓練や NBC 対

応訓練の実施、また広

域搬送訓練への参加の

推進 

・各種 DMAT 訓練に人材を

派遣 

・院内も含めた災害対応で

は DMAT 隊員を中心に実施

しているため、他の職員

と DMAT 隊員間の災害対応

に対する意識の差が大き

く、その差を埋める対応

が必要 

・DMAT 隊員の入替わりが頻

繁であり、新規隊員の育

成と認識の共有を継続し

ていくことが必要 

・新病院は精神科医療セン

ターと合築することか

ら、DPAT との総合的な体

制の見直しが必要 

・職員向けの災害関連研修を定期

的開催による病院全体の災害

対応力向上 

・多数傷病者発生合同災害訓練や

日勤・夜間対応訓練の継続的

実施 

・各種災害関連研修・訓練への人

材派遣 

・（新病院）防災・災害医療部会

を中心とし、精神科医療セン

ターの災害部門と協力した新

病院での災害対応体制を検討 

・（新病院）基幹災害拠点病院への

指定を目指した各種研修及び

訓練活動の実施 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・改定された医療安全管

理指針の職員への周知

徹底 

・医療安全管理のための

職員研修の実施と受講

率の向上 

・インシデント・アクシ

デント、オカレンスの

早期報告を徹底し、職

員が事案を積極的に報

告できるよう環境を整

備する 

・指針やマニュアルなどの

閲覧環境は整備済である

が、閲覧状況や内容の周

知度などの評価ができて

いないため、安全管理室

を中心とした確認の必要

性 

・報告文化は醸成されつつ

あるが職種により報告件

数が少ない 

・指針やマニュアルなど閲覧でき

る環境の整備と、閲覧状況や

内容の周知度などの評価、医

療安全意識を徹底 

・報告件数が少ない職種に対する

個別対応の検討 

・インシデント・アクシデント報

告システムの項目内容の変更

に伴う職員への周知 

【医療安全機能の強化】 

・重要と考えられるイン

シデント・アクシデン

ト事案に早期から医療

安全管理室が対応し、

情報共有や事案に対す

る対策などを検討 

・医療安全巡視の実施に

よる、現場での問題点

の発見、指導 

・医療安全上の問題意識

啓発のための、医療安

全管理室から職員への

的確な情報発信 

・事案のタイムリーな報告

と迅速対応はできている

が、対策を講じた後のモ

ニタリングの強化と継続

が課題 

・毎月 1 回程度の巡視で

は、ルールの遵守状況や

業務上のリスクの把握が

不十分なため、毎月 1 回

以上の実施が必要 

・情報発信について、ニュ

ースや警鐘事例の発行の

継続、全職員の既読管理

の徹底 

・事案に対する対策を講じた後の

モニタリングの強化 

・事前にテーマを決めた毎月 1回

以上の巡視、業務や手順にフ

ォーカスした安全意識の向上 

・情報発信後の周知状況の確認を

目的とした既読状況確認 
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 【インシデント・アクシ

デント件数の管理】 

・インシデント・アクシ

デント事象の適切な把

握と組織的な管理体制

による対策強化 

・報告システムの項目（必

須、非必須）が判断しに

くく報告しにくい 

・インシデント・アクシデント事

象の適切な把握、組織的な管

理体制による対策の更なる強

化 

・インシデント報告件数の増加、

アクシデントの防止を図る 

・報告件数目標を設定し組織全体

で目指す 

・更なる報告文化の醸成を図る 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・外来患者の集中を避け

るため、予約時間の調

整、予約方法の工夫 

・業務の効率化や業務プ

ロセスなどの見直しに

よる患者待ち時間の短

縮 

・予約時間の調整等の徹底 ・予約時間の調整及び業務プロセ

スの見直し等、業務効率化に

よる待ち時間短縮 

【患者の接遇満足度の向

上】 

・接遇研修と実践による

クレームの低減 

・患者家族の求める内容が

年々変化しており、その

変化への対応が求められ

る 

・接遇研修の実施が不十分 

・患者・家族の要望把握の対話の

推進 

・患者からの声への対応の推進 

・接遇研修の確実な実施による患

者満足度（外来）の改善を図

る 
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③精神科医療センター 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 1,520,762 1,596,846 1,484,171 1,522,581 1,722,755

医業収益 886,848 1,009,117 908,847 940,587 973,895

入院収益 545,780 596,885 554,276 571,751 590,051

外来収益 335,830 404,662 347,023 361,023 375,756

医業外収益 624,614 587,729 575,324 581,995 748,860

負担金交付金 551,096 534,011 517,153 523,824 530,581

病院事業費用 1,431,839 1,474,326 1,428,220 1,454,896 1,756,204

医業費用 1,375,961 1,421,171 1,384,790 1,410,222 1,710,224

給与費 956,044 969,811 982,322 994,994 1,007,829

材料費 198,804 206,896 183,765 195,613 208,167

経費 170,953 191,808 173,789 174,700 175,536

減価償却費 46,718 44,915 44,915 44,915 318,692

医業外費用 46,578 53,155 43,430 44,674 45,980

純利益（損失） 88,923 122,520 55,950 67,686 ▲ 33,449

医業収支(収益-費用) ▲ 489,113 ▲ 412,054 ▲ 475,943 ▲ 469,635 ▲ 736,329

経常収支比率 106.3% 108.3% 103.9% 104.7% 98.1%

医業収支比率 64.5% 71.0% 65.6% 66.7% 56.9%

給与費比率 107.8% 96.1% 108.1% 105.8% 103.5%

材料費比率 22.4% 20.5% 20.2% 20.8% 21.4%

経費比率 19.3% 19.0% 19.1% 18.6% 18.0%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 691,829 718,958 2,902,645 1,067,402 92,733

687,960 685,234 2,814,837 1,013,184 65,529

3,869 33,724 87,808 54,218 27,204

資本的支出 8,528 892,421 2,917,647 1,073,261 110,619

うち建設改良費 1,528 829,421 2,891,647 1,065,261 69,375

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 0 782,847 2,849,763 34,736 0

うち器械及び備品取得費 1,528 9,985 18,750 783,058 18,750

うち無形固定資産取得費 0 1,464 0 229,871 0

うち企業債償還金 7,000 63,000 26,000 8,000 41,244

683,301 ▲ 173,463 ▲ 15,002 ▲ 5,859 ▲ 17,886資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 106.3 108.3 103.9 104.7 98.1

2 医業収支比率 % 64.5 69.0 64.5 65.5 56.1

3 純医業収支比率 % 71.0 72.1 67.7 68.6 67.9

4 給与費比率(対医業収益) % 107.8 96.1 108.1 105.8 103.5

5 材料費比率(対医業収益) % 22.4 22.6 22.6 23.2 23.8

6 薬品費比率(対医業収益) % 20.2 20.2 20.2 20.8 21.3

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 120.2 109.5 118.8 116.1 113.5

8 新入院患者数 人 347 402 368 374 380

9 新外来患者数 人 290 310 265 274 283

10 延入院患者数 人 15,945 16,830 15,397 15,648 15,910

11 延外来患者数 人 23,116 30,320 25,847 26,729 27,654

12 病床利用率 % 87.4 92.2 84.4 85.7 87.2

13 平均在院日数 日 46.1 41.9 41.8 41.8 41.9

14 患者１人１日当たり入院診療収入 円 34,229 35,466 35,998 36,538 37,086

15 患者１人１日当たり外来診療収入 円 14,528 13,346 13,426 13,507 13,588

16 医師数(常勤)各年度末現在 人 5 7 7 7 7

17 常勤医師１人当たり医業収益 千円 177,370 144,160 129,835 134,370 139,128

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 電話相談件数 件 25,363 24,000 24,000 24,000 24,000

2 救急患者受入数 人 512 550 550 550 550

3 入院患者急性期比率 ％ 74.3 85.0 85.0 85.0 85.0

2 クリティカルパスの推進 4 クリティカルパス算定数 件 293 300 300 300 300

3 心理教育の推進 5 心理教育の参加者数 人 491 500 500 500 500

4 アウトリーチの推進 6 患者訪問件数（指導料算定） 件 962 1,000 1,000 1,100 1,200

5 災害対策の強化 7 災害研修派遣人数 人 7 5 5 5 5

6 精神科救急情報センター機能 8 新規電話相談件数 件 7,663 8,000 8,000 8,000 8,000

7 地域医療機関との協議の推進 9 関連会議開催件数 件 128 130 130 130 130

8 精神科専門医の指導医の確保 10 指導医数 人 5 5 5 6 6

9 専門・認定看護師資格等の取得促進 11 専門・認定看護師有資格者割合 ％ 5.2 6.5 8.3 10.0 10.0

12 IA総報告件数 件 1,339 1,350 1,350 1,350 1,350

13 レベル3b以上発生件数 件 0 0 0 0 0

14 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

15 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 11 患者満足度の向上

地域との連携強化

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底 10 安全管理の徹底

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 精神科救急機能
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ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・精神保健指定医など医

師の安定的確保による

入院・外来診療体制の

強化 

・医師確保は病院経営上の

最優先課題だが、外部か

らの常勤医の採用が困難 

・レジデントが当院で研修

し精神保健指定医を取得

しても、常勤医とならず

転職するケースが続いて

いる 

 

・当院で研修中の若手医師がその

まま常勤医として残るよう研修

中から積極的に勧誘 

・若手医師に対する丁寧な指導に

よる魅力ある病院づくり 

・即戦力となる医師の入職に向け

た積極的な取り組みの継続 

【外来患者数の増加】 

・医療中断を防止する為

に、土曜日しか受診で

きない患者の受皿とし

て、隔週の土曜外来

（予約）を継続して実

施 

・一定数の外来再診をこな

せる常勤医の減少、交通

不便な立地 

・初診患者は適応障害レベ

ルの患者が多く、数回の

通院で改善あるいは治療

中断し、継続して再診す

る割合が少ない 

・医師数減少により、新患

を拡大し難い 

・上記医師確保の取組により医師

数を維持し、積極的に新患を獲

得 

【入院診療単価の向上】 

・アウトリーチ活動の推

進により、長期在院と

早期再入院を抑制し、

入院患者の急性期比率

を高め入院単価を高水

準に保つ 

・難治性で入院 3 ヵ月超、

又は 3ヵ月以内再入院の

「救急入院料算定外患

者」が常時一定数在院

し、平均入院診療単価を

押し下げている 

・入院 3 ヵ月超の患者：難

治性で退院困難、転院先

の受入条件を満たす病状

改善がみられない患者が

多い 

・救急入院料算定患者にお

いて、算定可能な診療行

為（入院精神療法等）の

実施が不十分 

・難治性で入院 3 ヵ月を超える患

者について、引き続き多職種に

よる集中的治療における早期の

病状改善と退院・転院支援を実

施 

・救急入院料算定患者について、

包括算定外の診療行為を積極的

に実施 

【デイホスピタル参加者

数の増加】 

・プログラムを工夫し、

各部署の連携により新

規参加者の増加と継続

的利用を図る 

・他のデイケア施設の増

加、就労支援による就労

者の増加、新型コロナウ

イルス感染症対策による

利用制限のため参加者減 

・引き続き感染対策を行いつつ、

参加者が参加しやすいプログラ

ムの検討と実施に取り組み、各

部署と連携し新規参加者の増加

と継続的利用を図る 
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【重症患者早期集中支援

管理料の増加】 

・多職種による集中的・

重点的アウトリーチ活

動の展開による外来収

入（アクト加算）の増

加 

・退院後に集中した支援を

必要とする患者の増加が

ある一方、院内業務を兼

務している医師、看護

師、精神保健福祉士のマ

ンパワーに限りがあり、

「精神科在宅患者支援管

理料」を同月に算定でき

る人数が限られる 

・県内広域に入院後の通院

患者がおり、どの地域ま

で在宅支援を提供できる

かの検討が必要 

・診療報酬改定時に「精神

科在宅患者支援管理料」

の算定要件が変更される

が、職員の情報更新が追

い付かず、研修医も当項

目を知らないことが多い 

・措置入院ケースでは、支

援中または支援終了後に

診療中断を選択する患者

もいる 

・新規外入院患者や措置入院後患

者を多職種でアセスメントし、

病院から自宅までの距離や経済

状況、本人・家族の訪問の受け

入れなどを総合的に判断して対

象となる患者を選定 

・「精神科在宅患者支援管理」に

ついて、支援開始時期や関係機

関への支援依頼内容、情報共有

方法などの検討に入院中から計

画的に関わる 

・計画的に訪問支援を実施できる

よう、アウトリーチセンターが

訪問や会議などスケジュールを

調整・管理し、算定要件に漏れ

がないようにする 

・訪問診療を実施できる専従医

師、専従精神保健福祉士の配置

を要望する 

・支援区域をどこまでとするか院

内で検討する 

・診療報酬改定時に、「精神科在

宅患者支援管理料」について医

師を含む多職種、患者・家族へ

の情報提供 

・保健所、保健センター等と協力

し、診療中断を予防する働きか

けや、中断後のサポートを地域

に依頼 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データ

の適切な管理 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競

争、共同購入、仕様の

見直し等により材料費

を圧縮 

・ベンチマークの活用方法

が示されていない 

・他の県立病院より規模が

小さいため、当院単独で

購入する材料は、スケー

ルメリットが活かしにく

い 

・診療材料の購入データの適切な

管理 

・ベンチマークデータや納入業者

の公正な競争、共同購入、仕様

の見直し等による材料費の圧縮 

・在庫管理の適正な実施 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の品質と安

定供給に配慮しつつ、

採用数を増加し、購入

金額の削減に努める 

・ベンチマークの活用が医

薬品で進んでいないた

め、値引きを引き出せて

いない 

・院外処方せんの発行が進

んでいないため、在庫を

多めに抱えている 

・ベンチマークの有効活用 

・ポリファーマシーの改善 

・新病院での外来院外処方化に伴

う在庫管理の適正化、採用品目

の削減 
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３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入体制の強

化】 

・精神科救急医療システ

ムの入口となる 24時間

体制の電話相談によ

り、精神科救急患者に

適切な医療を提供 

・急性期治療に特化した

入院医療と継続的な通

院医療の提供による入

院患者の急性期比率の

維持・向上 

・救急医療センターとの

統合により、総合的な

救急医療と災害医療の

拠点化を目指す 

・県精神保健福祉センタ

ーとの連携により、重

症精神疾患に対する地

域包括ケア活動のモデ

ルを構築 

・救急患者受入数の減少 

・救急患者自体の減少 

・県内に救急入院料算定病

棟が増え、緊急入院が必

要な患者を他院が積極的

に受け入れるようになっ

た 

・「急性精神病状態にある患

者の救急入院受け入れ」

という設立時の当院の使

命は、徐々に相対的なウ

ェイトを減じていくと考

えられる 

・精神科救急医療システムの入口

となる 24時間体制の電話相談

により、精神科救急患者に適切

な医療を提供 

・急性期治療に特化した入院医療

と継続的な通院医療の提供によ

る入院患者の急性期比率の維

持・向上 

・救急医療センターとの統合によ

り、総合的な救急医療と災害医

療の拠点化を目指す 

・県精神保健福祉センターとの連

携により、重症精神疾患に対す

る地域包括ケア活動のモデルを

構築 

・入院対象患者を急性精神病状態

の患者だけでなく、社会的ニー

ズが高く当院のリソースで対応

可能な患者に拡大 

【クリティカルパスの推

進】 

・クリティカルパスの活

用によって行動制限及

び在院日数の長期化を

防止 

・電気けいれん療法以外の

治療は患者の個別性が大

きくクリティカルパスの

作成が困難 

・クリティカルパスの目標数は標

準診療計画を含んで設定し、引

き続き行動制限の最小化や入院

期間の短縮に取り組む 

【心理教育の推進】 

・心理教育を推進し、患

者やその家族に病気や

服薬の重要性等を理解

してもらい、再発と医

療中断及び再入院を防

止 

・臨床心理士が会計年度任

用職員で単年度雇用とな

るケースが多く、年度を

超えた心理教育のノウハ

ウの蓄積、発展が困難 

・心理教育の推進によって患者と

その家族に病気や服薬の重要性

等を理解してもらい、再発と医

療中断及び再入院を防止 

・心理教育は医師・デイホスピタ

ルセンターの担当者を決めると

ともに、心理士の交代時は引継

ぎを十分に行うことにより、心

理教育の継続性を担保する 

【アウトリーチの推進】 

・多職種によるアウトリ

ーチサービスの提供に

よる在宅生活の積極的

支援を推進 

・新型コロナウイルスの影

響により、スタッフの外

部派遣や院内対応のため

訪問に充てられる時間が

減り、訪問件数が縮小傾

向 

・退院前訪問や訪問活動の

縮小による 3 か月以内の

再入院の増加 

・感染対策を行いながら安

全な訪問看護を提供する

必要性 

・訪問を行う外来部門と協議し、

業務調整による訪問活動時間の

確保 

・効率的な訪問のために、地域で

担当を割り当てる等の工夫を実

施 

・スタッフ訪問時に行う感染対策

を明確化し、患者や家族の協力

を得ながら訪問支援を提供（訪

問スタッフの体調管理、アルコ

ール手指消毒薬の携帯と使用、

患者家族に対する事前の体調確

認、マスク装着と換気の実施に

ついて説明、協力を得る等） 
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【災害対応力の強化】 

・大規模災害発生に備

え、災害派遣精神医療

チーム(DPAT)の整備を

推進 

・常勤医減少に伴い、実災

害発災時に DPAT 先遣隊は

派遣できても、後続隊を

派遣することが困難 

・大規模災害発生に備え、災害派

遣精神医療チーム(DPAT)の整備

を推進 

・DPAT 事務局の行う先遣隊及び

統括者研修（能力維持研修を含

む）への参加を継続し、災害派

遣対応能力の維持を図る 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域関係機関との連携

強化】 

・地域関係機関と連携し

た訪問診療や就労援助

等を通じた在宅患者へ

の積極的支援を推進 

・地域関係機関との連携の

機会が増加 

・訪問、会議共に時間を要

し、現状の人員での限界

がある 

・在宅患者の地域生活を支援する

ための地域関係機関との連携強

化 

【精神科救急情報センタ

ー機能に基づく地域連

携強化】 

・精神科救急情報センタ

ー機能に基づく、関係

機関と連携した迅速か

つ効果的な精神科救急

医療の提供 

 ・医療の提供を中心とした電話相

談体制の強化 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【精神科専門医の指導医

の確保】 

・指導医を一定数確保

し、精神科専門医の研

修拠点病院としての機

能を充実・強化 

・認定看護師等を増や

し、看護サービスの質

の向上を図る 

・指導医不足により、若手

医師に十分な指導を行え

なくなるおそれがある 

・精神看護専門看護師、認

定看護師の退職が続き、

その後の認定看護師の増

員が進んでいない 

・医師：医師確保の取組と同じ 

・感染管理認定看護師、精神看護

認定看護師など、精神科で必要

とされるスキルの概念と方法論

を向上させる資格取得者の増員

と育成に努める 

・次代を担う認定看護師の育成に

むけて、精神科領域のみならず

関心を高められるよう、実践者

の底上げを図る 

【研修の充実】 

・院内研修の充実及び外

部研修の受講機会を増

やし、質の高い医療従

事者を育成・確保 

・専門看護師の育成に向け

た、看護局教育ビジョン

に沿った研修内容の充

実、合築に向けた教育体

制の整備、充実 

・研修内容の充実、合築に向けた

教育体制の整備、充実を継続 



156 
 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・当院の医療安全管理指

針及び要綱の整備と職

員への周知徹底 

・医療安全管理に関する

職員研修の実施及び全

職員の受講を徹底する

ためインシデント・ア

クシデント管理システ

ムを介した e-ラーニン

グの導入 

・職員の医療安全に対する

一般的な意識付けは比較

的高いが、個々の医療行

為における手順の整理、

遵守、院内システムの整

理等については不十分 

・研修受講率が 100％に達

していない 

・限られたマンパワーでの

研修の企画・立案・実施

が大きな負担 

・実際のインシデント・アクシデ

ントへの対応を通して、職員に

対し医療安全に対する意識付け

を図る 

・研修未受講の職員に対して受講

を促し、全職員が年度末までに

必要な研修を修了 

【医療安全機能の強化】 

・リスクマネジメント部

会・医療安全管理委員

会の適切な運営 

・患者による暴力を防止

するため、職員に対す

る CVPPP（包括的暴力防

止プログラム）の研修

の継続 

・院内の衛生委員会と連

携した、職員の心身の

安全管理 

・医薬品安全管理、医療

機器安全管理の構成員

活動を通して、問題課

題を共有し他職種間で

解決を図る 

・精神科特有の医療安全

管理に対応するため、

他の精神科病院との医

療安全管理相互チェッ

ク（ピアレビュー）導

入の検討 

・医療安全業務の範囲や質

は病院の規模によらない

が、専従者が少ないため

負担が大きい 

・リスクマネジメント部会・医療

安全管理委員会の適切な運営 

・患者による暴力を防止するた

め、職員に対する CVPPP（包括

的暴力防止プログラム）の研修

を継続 

・院内の衛生委員会と連携し、職

員の心身の安全管理を継続 

・医薬品安全管理、医療機器安全

管理活動を通して、問題課題を

共有し多職種間で解決を図る 

・他の県立病院の医療安全担当部

署との連携を図る 

【インシデント・アクシ

デント件数の管理】 

・インシデント・アクシ

デント事象の適切な把

握、客観的な評価、現

場への適切なフィード

バックによる、医療安

全確保のための改善方

策の実施 

・インシデント報告件数は

目標を達成しているが、

報告の系統的分析、再発

防止策の立案・実施・評

価が不十分 

・リスクマネジメント部会を中心

にインシデントの分析、再発防

止策の立案、実施、評価を着実

に進める 

７ 

患者サ

ービス

の向上 

【患者満足度の向上】 

・各部署との連携を図り

つつ、患者の立場に立

った接遇により、患者

満足度を向上させる 

・患者の特性上、入院患者

満足度は患者の症状（精

神状態）に大きく影響さ

れるため、回答結果の解

釈は慎重に行う必要があ

る 

・各部署間の連携及び情報共有に

より、患者に寄り添った対応を

行い、患者満足度の向上を目指

す 



157 
 

（参考） 総合救急災害医療センター 

ⅰ令和 6 年度の収支計画 

 

 

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和6年度
現プランの

救急・精神合算

病院事業収益 8,954,952 8,551,691

医業収益 4,642,769 4,557,843

入院収益 4,064,782 3,978,682

外来収益 552,125 550,746

医業外収益 4,312,183 3,993,849

負担金交付金 3,248,791 3,027,283

病院事業費用 9,011,034 8,541,268

医業費用 8,492,287 8,254,488

給与費 4,402,366 4,392,937

材料費 1,336,653 1,298,801

経費 1,174,621 997,586

減価償却費 1,578,647 1,565,164

医業外費用 518,747 286,780

純利益（損失） ▲ 56,082 10,423

医業収支(収益-費用) ▲ 3,849,518 ▲ 3,696,645

経常収支比率 99.4% 100.1%

医業収支比率 54.7% 55.2%

給与費比率 94.8% 96.4%

材料費比率 28.8% 28.5%

経費比率 25.3% 21.9%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和6年度
現プランの

救急・精神合算

資本的収入 226,839 597,958

47,000 404,000

179,839 193,958

資本的支出 355,064 740,231

うち建設改良費 62,100 445,700

うち土地取得費 0 0

うち建物取得費 0 0

うち器械及び備品取得費 62,100 375,000

うち無形固定資産取得費 0 0

うち企業債償還金 292,964 294,531

▲ 128,225 ▲ 142,273

うち企業債

資本的収支

うち他会計負担金



158 
 

ⅱ経営指標に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R6 【参考】
目標 現改革プラン

1 経常収支比率 % 99.4 100.1

2 医業収支比率 % 54.7 55.2

3 純医業収支比率 % 63.3 64.7

4 給与費比率(対医業収益) % 94.8 96.4

5 材料費比率(対医業収益) % 28.8 28.5

6 薬品費比率(対医業収益) % 10.4 10.0

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 111.4 109.9

8 新入院患者数 人 2,695 2,450

9 新外来患者数 人 994 697

10 延入院患者数 人 46,886 45,470

11 延外来患者数 人 35,384 37,121

12 病床利用率 % 85.6 83.1

13 平均在院日数 日 17.4 18.6

14 患者１人１日当たり入院診療収入 円 86,695 87,501

15 患者１人１日当たり外来診療収入 円 15,604 14,836

16 医師数(常勤)各年度末現在 人 44 44

17 常勤医師１人当たり医業収益 千円 105,517 103,587

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減
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ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

 

 

ⅳ目標に向けた具体的な取組 

 ※救急医療センター（p.142～p.147）と精神科医療センター（p.150～p.154）の取組を

引き続き実施 

 

 

 

R6
中項目 小項目 単位 目標

1 救急患者受入件数の増加 1 救急患者受入数 人 2,800

2 心肺停止で救急搬入された患者数 人 200

人 30

％ 15.0

4 急性心筋梗塞 件 180

5 脳梗塞急性期 件 155

6 重症外傷 件 200

7 総手術件数 件 3,000

8 精神科リエゾン活動件数 件 925

9 認知症ケア活動件数 件 5

10 電話相談件数 件 24,000

11 救急患者受入数 人 550

12 入院患者急性期比率 ％ 85.0

6 クリティカルパスの推進 13 クリティカルパス算定数 件 300

7 心理教育の推進 14 心理教育の参加者数 人 500

8 アウトリーチの推進 15 患者訪問件数（指導料算定） 件 1,200

9 災害対策の強化 16 災害研修派遣人数 人 5

10 地域医療連携パス（脳卒中）の推進 17 地域医療連携パス適用数 件 115

11 地域完結型医療の達成 18 在宅復帰率 ％ 82.0

12 精神科救急情報センター機能 19 新規電話相談件数 件 8,000

13 地域医療機関との協議の推進 20 関連会議開催件数 件 130

21 資格者の割合（救急分） ％ 6.1

22 専門・認定看護師有資格者割合（精神分） % 10.0

23 臨床研修医 人 20

24 後期臨床研修医（救急科） 人 6

25 DMAT登録隊員数 人 32

26 災害対策訓練等実施回数 件 4

17 精神科専門医の指導医の確保 27 指導医数 人 6

28 IA総報告件数 件 2,950

29 レベル3b以上発生件数 件 4

30 患者満足度(入院) 点
前年度実績
＋５点

31 患者満足度(外来) 点
前年度実績
＋５点

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底

地域との連携強化

4
精神疾患・認知症患者の身体的救急へ
の対応

3
重症患者の受入
（受入当日の緊急手術件数）

19 患者満足度の向上

18 安全管理の徹底

患者サービスの向上

15 臨床研修医の確保

16 災害拠点病院としての体制強化

5

14 専門・認定看護師資格取得の促進

精神科救急機能

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

2
心肺停止で救急搬入された患者の
救命率 3

心肺停止で救急搬入された患者数患者の生存退
院患者数・割合

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化
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④こども病院 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 11,476,208 11,561,303 12,566,268 12,789,138 13,016,682

医業収益 7,906,395 8,525,622 8,642,339 8,818,269 8,998,268

入院収益 4,677,870 5,336,614 5,162,102 5,267,185 5,374,699

外来収益 3,205,950 3,157,013 3,446,629 3,516,792 3,588,576

医業外収益 3,520,879 3,035,681 3,923,929 3,970,869 4,018,414

負担金交付金 3,004,611 2,764,122 3,638,745 3,685,684 3,733,230

病院事業費用 11,718,050 12,305,685 12,129,118 12,227,537 12,335,358

医業費用 10,999,541 11,620,263 11,509,384 11,605,836 11,710,941

給与費 5,408,042 5,837,667 5,912,973 5,989,250 6,066,512

材料費 3,693,536 3,700,372 3,601,825 3,611,005 3,627,920

経費 1,371,705 1,613,538 1,600,144 1,611,138 1,622,068

減価償却費 473,653 394,442 394,442 394,442 394,442

医業外費用 658,359 685,422 619,735 621,702 624,416

純利益（損失） ▲ 241,842 ▲ 744,382 437,150 561,600 681,324

医業収支(収益-費用) ▲ 3,093,145 ▲ 3,094,641 ▲ 2,867,044 ▲ 2,787,567 ▲ 2,712,674

経常収支比率 98.0% 94.0% 103.6% 104.6% 105.5%

医業収支比率 71.9% 73.4% 75.1% 76.0% 76.8%

給与費比率 68.4% 68.5% 68.4% 67.9% 67.4%

材料費比率 46.7% 43.4% 41.7% 40.9% 40.3%

経費比率 17.3% 18.9% 18.5% 18.3% 18.0%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 619,030 455,554 386,862 328,060 346,679

245,000 287,000 200,000 200,000 200,000

360,347 168,554 186,862 128,060 146,679

資本的支出 993,629 640,842 572,756 455,129 492,343

うち建設改良費 275,263 333,420 250,000 250,000 250,000

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 137,193 34,417 0 0 0

うち器械及び備品取得費 138,070 285,772 250,000 250,000 250,000

うち無形固定資産取得費 0 0 0 0 0

うち企業債償還金 718,366 307,422 322,756 205,129 242,343

▲ 374,599 ▲ 185,288 ▲ 185,894 ▲ 127,069 ▲ 145,664資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 98.0 94.0 102.6 103.6 104.5

2 医業収支比率 % 71.9 70.2 73.9 74.8 75.7

3 純医業収支比率 % 74.0 71.5 72.9 73.7 74.5

4 給与費比率(対医業収益) % 68.4 68.5 68.4 67.9 67.4

5 材料費比率(対医業収益) % 46.7 47.7 43.7 42.9 42.2

6 薬品費比率(対医業収益) % 39.5 40.3 34.2 33.6 33.0

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 79.8 81.5 79.3 78.7 78.0

8 新入院患者数 人 3,503 4741 4536 4578 4621

9 新外来患者数 人 4,068 4841 5177 5173 5170

10 延入院患者数 人 42,527 58,473 55,945 56,463 56,989

11 延外来患者数 人 79,100 89,972 96,205 96,145 96,089

12 病床利用率 % 57.1 78.5 75.1 75.8 76.5

13 平均在院日数 日 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2

14 紹介患者数 人 3,882 4,531 4,846 4,842 4,840

15 紹介率 % 93.6 93.6 93.6 93.6 93.6

16 逆紹介率 % 56.5 56.5 56.5 56.5 56.5

17 患者１人１日当たり入院診療収入 円 109,998 91,267 92,271 93,286 94,312

18 患者１人１日当たり外来診療収入 円 40,530 35,089 35,826 36,578 37,346

19 医師数(常勤)各年度末現在 人 48 49 49 49 49

20 常勤医師１人当たり医業収益 千円 164,717 173,992 176,374 179,965 183,638

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 新生児手術件数 件 43 52 50 50 51

2 手術件数（６歳未満） 件 737 1,179 1,128 1,139 1,149

3 総手術件数 件 1,528 2,164 2,070 2,089 2,109

4 救急車受入数 件 892 1,000 1,000 1,000 1,000

5 クリティカルパス種類数 種 170 160 160 160 160

6 クリティカルパス適用数 件 1,359 1,844 1,764 1,781 1,798

7 年間治験実施件数 件 12 12 12 12 12

8 年間受託研究実施件数 件 32 35 35 35 35

4 地域医療機関との連携強化 9 地域医療機関への訪問回数 件 1 3 3 3 3

5
地域住民・医療機関を対象とする
講演会開催の推進

10 県民公開講座・公開カンファレンス 件 1 4 4 4 4

11 在宅療養看護相談件数 件 6,055 7,000 7,000 7,000 7,000

12 退院前・退院後訪問の実施 件 3 7 7 7 7

13 看護学生実習受入数 人 118 250 250 250 250

14 離職率 ％ 5.5 6.5 6.5 6.5 6.5

15 専門・認定看護師有資格者 人 16 20 20 20 20

8 臨床研修医の確保 16 後期・専門研修医の人数 人 13 13 13 13 13

17 IA総報告件数 件 1,665 1,439 1,439 1,439 1,439

18 レベル3b以上発生件数 件 2 0 0 0 0

19 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

20 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 10 患者満足度の向上

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

地域との連携強化

6 在宅復帰に向けたサポート

医療従事者の確保
・育成

7 看護師の確保・定着・育成

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 全県対応型小児医療施設としての役割

2 クリティカルパスの推進

3 治験や受託研究の推進
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ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

１ 

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医の安定供給体

制の確立 

・NICU 拡充のため、新生

児科医師の安定的確保

を図る 

・県内 NICU と連携した人

員のローテーションの

検討による、安定供給

体制の構築 

・登録医からの紹介円滑

化及び複数疾患にまた

がる患児診療の充実に

よる新規患者を増やす

ため、総合科の増員強

化を図る 

・麻酔科医と手術看護要員

の確保、手術件数の増加

が困難 

・感染症発生時、管理のた

めに手術枠を減らす必要

がある 

・患者の新型コロナウイル

ス感染症に対する不安に

より小児科全体の受診者

数が減少 

・手術室単位での手術枠運用及び

手術キャンセルによる空き枠を

埋めるための効果的な対策の継

続 

・麻酔科医確保対策の継続 

【手術件数の増加】 
・各科手術枠の見直しに

よる手術室の有効活用 
・手術のキャンセルによる

空き枠を埋めるための

効果的な対策 

・入院患者の減少 
新型コロナウイルス感染

症の影響で感染症の救急

患者減少 
全国的な小児科受診の減

少による紹介患者の減少 
・手術延期による手術件数

の減少 
・個室が少ないため、大部屋

を個室として使用するこ

とも多く、病床の効率的な

運用が困難 

・紹介患者・救急患者の受入れ体

制の充実 

・逆紹介、在宅移行の円滑な推進

による病床利用率・回転率の上

昇を継続 
・病床コントロールによる入院患

者増を継続 
 

【入院患者数の増加】 

・紹介患者や救急患者の

受け入れ体制の充実と

逆紹介、在宅移行の円

滑な推進により、病床

利用率・回転率の向上

に努める 

・収益性が高い手術の増

加（関連する診療科の

増強） 

・新型コロナウイルス感染

症の影響で紹介患者、救急

患者が減床、手術延期等に

より病床利用率が低下 

・個室が少ないため、大部屋

を個室として使用するこ

とも多く、病床の効率的な

運用が困難 

 

・救急総合診療科の体制強化 

・病床コントロールによる病床利

用率の上昇を継続 

 

【病床利用率の向上】 

・個室の増加及び小児救

急総合診療科医師の増

員により小児救急患者

の受け入れ体制を強化

し病床利用率の向上を

図る 

・新型コロナウイルス感染

症の影響で紹介患者、救急

患者が減床、手術延期等に

より病床利用率が低下 

・個室が少ないため、大部屋

を個室として使用するこ

とも多く、病床の効率的な

運用が困難 

・病床コントロールによる病床利

用率の上昇を継続 
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【ICU・NICU の稼働率向

上】 

・ICU・NICU 稼働率の向上

と在院日数の適正化に

よる診療単価の向上 

・ICU・NICU の後方病床の

体制整備による日数超

過による加算の非算定

率の減少 

・ICU・NICU の後方病床の

整備が進んでいない 

・ICU、NICU への長期滞在

により、新規重症患者の

受入れができないことが

ある 

・集中治療科、産科の医師

不足 

 

・5 階東病棟を HCU と同程度の看

護基準にして ICU、NICU の後方

病床として活用し、ICU、NICU

の稼働率の上昇を図る 

・ICU、NICU の回転率を上げ新規

重症患者の受入れに努める 

・新生児の受入れを増やし、GCU

の稼働率を上げる 

・集中治療科の医師確保対策を継

続 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・診療材料の購入データ

の適切な管理 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競争

による価格圧縮 

・確実な実地棚卸による適

正な管理と実在数の把

握 

・新型コロナウイルス感染

症の影響による原材料価

格の高騰（特に個人防護具

価格の高騰） 

 

・使用実績の少ない材料の購入中

止や規格統一化を検討し、適切

な管理を継続 

・価格の高騰が少ない材料につい

て値引き交渉を行い、値引き率

の拡大と価格高騰分の補填を図

る 

・実地棚卸による在庫の適正管理

の継続 

 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進に

よる医薬品費総額の削

減と、機能評価係数Ⅱの

更なる向上検討（現状占

有率は高い） 

・後発医薬品使用体制加算

について、後発品の使用割

合は 90%超だが、カットオ

フ値が 50%前後で施設基

準を安定して取得できて

いないため、常時 50%以上

を目指す 

・後発医薬品の使用促進による医

薬品費総額の削減、後発医薬品

使用体制加算の取得 

・ベンチマークデータを用い、入

札時の値引き率拡大に努める 

 

【時間外勤務の縮減】 

・オンコール体制、共同主

治医制などの推進によ

る時間外勤務の縮減 

・当直人数の減員（内科系を

2 名→1 名へ） 

・横の連携の取れる医療体

制の構築 

・業務の見直し 

・当直体制の見直し 

・交代勤務制の検討 

 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

 

【救急患者受入体制の強

化】 

・小児救急の 3次医療機

関として、中等症以上

の救急搬送患者を積極

的に受入れるための体

制を強化する 

・ICU の体制の強化 

・近隣圏域からの小児 2

次救急患者の受け入れ

体制を整備する 

・小児救急総合診療科の

体制の強化、ベッドコ

ントロール機能の強

化、施設の改修・整備 

・個室が少ないため、救急

患者受入のためのベッド

コントロールが困難 

 

・当院のみで対応可能な手術を要

する外科的重症患者の受入れを

継続 

・千葉市、市原市からの 2 次救急

の輪番病院の受託を継続 

・病床コントロール部門で毎朝病

床のコントロールを実施 

・感染患者受入のための病床見直

し 
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【周産期医療提供体制の

強化】 

・県内の周産期医療におけ

る当院の果たすべき役

割の明確化とその機能

を果たす 

・新生児科及び産科の体制

の整備 

・全国的な産科医不足 

 

・新生児科及び産科医の確保対策

の継続 

 

【小児専門医療提供体制

の強化】 

・一般医療機関では対応

困難な小児疾患の診

断・治療を行う千葉県

全域対応型小児医療連

携拠点病院として、引

き続き高度な専門医療

を提供する体制の維

持・強化に努める 

・各診療科の診療レベル

の向上、優秀な医師の

育成・確保、専門医療

機器の整備、施設の整

備・改修、研究体制の

整備 

・診療科による医師の偏在 

・高度な専門医療機器の整

備が困難 

・施設の老朽化と狭隘化 

 

・多職種によるチーム医療の推進 

・各科の診療レベルの向上に努め

る 

・若手医師の育成に努める 

・専門医療機器の整備 

・施設整備、改修 

 

【クリティカルパスの推

進】 

・適切かつ効率的な医療

を提供するために、ク

リティカルパスの適応

の拡大を図る 

・病・病診連携の強化を

さらに図るために、地

域医療連携パスを検討

する 

・内容が更新されず未使用

のクリティカルパスも含

まれる 

・クリティカルパスのバリ

アンス（逸脱）の分析・評

価が未実施 

 

・医療内容の変化に合わせたクリ

ティカルパスの更新と新規作成

の推進 

・クリティカルパス委員会でバリ

アンス（逸脱）の分析・評価に

ついて検討 

 

【県から受託した各種事

業の推進】 

・児童虐待防止医療ネッ

トワーク事業、予防接

種事業、小児在宅コー

ディネーター事業等、

県内の小児医療の中枢

医療機関として果たす

べき事業を継続する 

・小児虐待防止ネットワー

ク事業での研修会・全体

会議の企画、実施 

 

・児童虐待防止医療ネットワーク

事業、予防接種事業、小児在宅

コーディネーター事業等、県内

小児医療の中枢医療機関として

果たすべき事業を継続 

・R01 年度からの成人移行期支援

事業を継続 

・小児虐待防止ネットワーク事業

研修会を年 2 回、全体会議を年

4 回開催 
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【退院後の医療を速やか

に提供するための取り

組み】 

・こども病院 PFM システ

ム（かるがも早期支援

システム）の推進等に

より、小児在宅医療や 

2 次医療機関への速やか

な移行を推進 

・かるがも早期支援システ

ムの評価と推進 

・入院前からの支援対象者

の拡大 

・退院前・退院後訪問の増

加 

・医療的ケアが必要な児が、

学校生活でケアを継続で

きるよう学校との調整が

必要 

・病棟看護師が退院を見据

えた支援ができるような

支援・教育 

・医療安全管理室との連携 

・かるがも早期支援システムの活

用の評価、 

・かるがも早期支援の対象者拡大 

・多職種カンファレンスの充実 

・地域との連携 

・外来・病棟看護師への支援 

・教育体制の検討 

・医療安全管理室との情報の共有

と相談 

 

【治験研究・受託研究の

推進】 

・希少疾患患者、難治性疾

患患者の診療を多く行

っている専門病院の責

務として、治験研究や受

託研究を推進し、新規治

療の開発等に協力 

 ・治験研究や受託研究を推進、新

規治療の開発等への協力を継続 

 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携

強化】 

・積極的な広報や情報発

信、担当医師の訪問、逆

紹介の徹底等により登

録医や地域の2次病院と

密な関係を築き、紹介患

者の増加を図る 

・千葉大学、県内基幹病

院、県小児科医会とも

密な関係を築き、県全

体の小児医療の体制整

備、充足を図る 

・広報誌の発行とホームペ

ージの見直し 

・毎月逆紹介件数と返信状

況を調査し、紹介先への

確実な返信の徹底 

・千葉リハビリテーション

センターとの合同会議 

・成人移行医療支援体制事

業連絡会議 

・千葉県医療的ケア児等支

援地域協議会会議に出席 

・県民講座を企画・運営

し、県民への広報活動の

実施 

・地域の施設との合同カン

ファレンスの開催 

 

・病院の広報誌の発行 

・ホームページの見直しと地域へ

のタイムリーな情報発信 

・毎月逆紹介件数と返信状況を調

査し、紹介先への確実な返信を

徹底 

・千葉リハビリテーションセンタ

ーとの合同会議の開催 

・成人移行医療支援体制事業連絡

会議への出席 

・千葉県医療的ケア児等支援地域

協議会会議への出席 

・県民講座の企画・運営、県民へ

の広報活動 

・退院調整が必要なケースにおけ

る地域の施設との合同カンファ

レンス開催 
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【地域の医療関係者への

教育研修の推進】 

・当院で開催している小

児臨床症例検討会など

公開カンファレンスに

おいて、小児医療、専

門医療等に関する登録

医への啓蒙、教育を行

う 

・小児在宅コーディネータ

ー事業等を通して地域

における「在宅で医療的

ケアを担う人材」を育成

し在宅への復帰率向上

を目指す 

・地域医療支援病院の承認

要件である地域の医療従

事者向け研修の企画・運営 

・千葉小児臨床症例研究会

の計画的開催 

・超重症児を受け入れる訪

問看護師研修会、訪問看護

ステーション公開講座の

開催 

 

研修の企画・運営 

・千葉小児臨床症例研究会の開催

（年 2回） 

・超重症児を受け入れる訪問看護

師研修会を開催 

・訪問看護ステーション公開講座

の開催 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師等の

資格取得促進】 

・小児高度専門医療機関と

して、専門的看護ケアを

提供するために必要な

資格取得を推進 

・長期養成計画立案:こども

病院に必要な領域の専門・

認定看護師の育成が必要 

・在籍中の専門・認定看護師

への継続的支援、活動の成

果や魅力のスタッフへの

周知、活動しやすい環境づ

くりが課題 

・小児高度専門医療機関として、

専門的看護ケア提供のために必

要な資格取得の推進 

・専門・認定看護師長期育成計画

の立案 

・専門・認定看護師の活動、支援

制度の周知 

 

【後期臨床研修医の確保・

育成】 

・小児疾患の全領域の研修

が可能な小児科の基幹

病院として魅力的なプ

ログラム作成、研修環境

の整備により研修医の

確保を図る 

・研修医に対して専門医

取得後のキャリアパス

を提示し、県内への医

師の定着を図る 

・当院基幹の小児科専攻医

の応募が少ない 

・給与体系が県採用専攻医

と大きな差がないため財

政的負担が大きい 

・他施設から当院を連携機

関とする小児科研修プロ

グラムの研修が増加傾向 

 

・専攻医リクルート活動に関わる

小児科医の体制強化 

・魅力的な研修プログラムの策定

と実行 

・他施設専攻医の研修に関わる財

政負担軽減につながる制度改正

を病院局へ働きかける 

 

【看護師確保】 

・診療報酬上の看護師必要

数を確保し、安定的に入

院料等を算定 

・看護学生実習の積極的受

入れによる飽和状態 

・働きやすい環境づくりと

看護師育成を継続し離職

防止を図る 

・職員の異動による医療安

全対策が課題 

・育児短時間取得者数が多

く、平均的な人員確保・夜

勤者の確保が困難 

 

・看護学生の受入れ数だけでな

く、インターンシップや病院見

学などを通した質のよい学生の

受入れと確保の推進 

・新型コロナウイルス感染症に対

応したインターンシップや病院

見学の実施方法の検討 

・新規採用者及び異動者数を 1割

以内とできるよう引き続き離職

防止に努める 

・フルタイム復帰ができるよう支

援策を検討・実施 
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６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・医療安全管理指針の整

備と職員への周知徹底 

・外部講師招聘型の研修会

に加え、医療安全管理室

の主導で院内スタッフ

参加型研修会を開催 

・参加型研修会はコロナ対

応のため未開催 

・コロナ対応で集合研修が

困難であり、ネット環境

が未整備なためしばらく

研修実施が困難となる可

能性がある 

 

・web 研修を積極的に複数回開催 

 

【医療安全機能の強化】 

・多職種の人的配置による

医療安全管理室の充実・

強化 

・再発予防策の策定に際

し、現場カンファレンス

へ医療安全管理室が積

極的に関わり、実効性あ

る対策を検討するため

必要に応じて外部委員

を交えた M＆M カンファ

レンスの開催を主導 

・医薬品安全管理、医療機

器安全管理の構成員活

動を通して、問題課題を

共有し他職種間で解決

を図る 

・県立病院医療安全管理室

間における相互チェッ

ク（ピアレビュー）の導

入の検討 

・医療安全管理室医師、看護

師以外は兼任であり活動

が不十分 

・再発防止に積極的に関与

してきたこと、医療対話者

推進者的な業務も行った

ことで管理室業務に負荷

がかかりすぎる 

・誤投薬から患者誤認防止

チームへ移行したものの、

未解決であり継続課題 

・管理室の安易な介入によ

り現場のレジリエンシィ

（対応力）が低下傾向にあ

る 

・県立病院間の相互チェッ

クは未達成 

 

・現場の患者安全の向上のため、

Rapid Response System の構築 

・患者誤認防止に関するワーキン

ググループを継続、再発防止を

推進 

・院内重大事故、事案に関する情

報（経緯、分析、再発防止策な

ど）を幹部、職員スタッフと共

有（通知、報告会開催等） 

 

【インシデント・アクシ

デント件数の管理】 

・インシデント・アクシ

デント事象の適切な把

握・客観的な評価と現

場への適切なフィード

バックの実施 

・フィードバックを実施し

ても現場では一時的な受

止めとなることが多く継

続性が課題 

・各科が高度専門化してい

るために、それに対応する

病棟業務も個別化が著し

く、院内の統一的なマニュ

アル等の作成が困難 

・看護師以外の職種からのレポー

ト提出を増加させるために、各

部門への働きかけを推進 

・オカレンス報告の提出の推進 

 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【患者満足度の向上】 

・待ち時間を利用した問

診、教育などの導入 

・接遇の研修と実践 

・施設及び設備の適切な

改修 

・施設の老朽化、清掃の不

備等による清潔に関する

ご意見が増加 

 

・施設及び設備の適切な改修を進

める 

・清掃を見直し清潔を保つように

する 

・待ち時間の短縮化対策を継続 
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【患者・家族のサポート

体制の強化】 

・小児疾患を有する思春

期から成人患者が居住

地域の医療機関に安心

して移行するためのサ

ポートの充実 

・産後ケア入院の推進によ

る、育児支援体制の充実

及び虐待予防への貢献 

【成人移行支援】 

・小児専門病院としてリー

ダーシップを発揮し、県内

外の小児専門医療機関と

協力し支援体制を整備し、

成人医療機関との連携を

強化することが求められ

ている 

・成人医療施設とのネット

ワーク構築 

・患者がヘルスリテラシー

を獲得するための新たな

方法の開発 

・院内の各部署・各活動チー

ムとの連携を図り、成人移

行のさらなる推進 

 

・県内小児医療機関の中心的役割

を果たし、移行期支援体制の整

備を目指す 

・千葉県移行期医療支援センター

との連携を図り、シームレスな

医療を提供するために、成人医

療施設とのネットワーク・医療

支援体制の構築 

・センター化を行う等の体制整

備、移行支援に関わる人材の育

成、成人移行に係る支援方法の

開発・他医療機関への発信 

・成人移行期支援事業を通じ地域

医療充実に一層貢献する 

・移行支援活動の一層の充実:移

行前患者のリテラシー形成の強

化、重症心身障害者への取り組

み、院外施設との連携促進 
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⑤循環器病センター 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 8,075,182 8,192,721 7,685,527 7,828,981 7,975,777

医業収益 4,880,577 5,331,257 5,525,229 5,645,167 5,768,144

入院収益 3,959,456 4,342,763 4,476,734 4,573,912 4,673,552

外来収益 856,297 919,503 984,521 1,005,892 1,027,805

医業外収益 2,971,507 2,861,464 2,160,298 2,183,814 2,207,633

負担金交付金 1,718,967 1,697,035 1,822,937 1,846,453 1,870,272

病院事業費用 8,487,110 8,752,948 8,534,214 8,623,496 8,701,957

医業費用 7,903,562 8,308,287 8,032,859 8,119,351 8,196,050

給与費 4,452,496 4,587,249 4,486,765 4,544,644 4,603,270

材料費 1,798,233 1,914,853 1,808,694 1,830,974 1,843,081

経費 1,100,789 1,228,139 1,227,464 1,233,797 1,239,762

減価償却費 507,883 509,936 509,936 509,936 509,936

医業外費用 455,548 444,661 501,355 504,145 505,907

純利益（損失） ▲ 411,927 ▲ 560,227 ▲ 848,687 ▲ 794,515 ▲ 726,180

医業収支(収益-費用) ▲ 3,022,985 ▲ 2,977,030 ▲ 2,507,630 ▲ 2,474,184 ▲ 2,427,906

経常収支比率 93.9% 93.6% 90.1% 90.8% 91.7%

医業収支比率 61.8% 64.2% 68.8% 69.5% 70.4%

給与費比率 91.2% 86.0% 81.2% 80.5% 79.8%

材料費比率 36.8% 35.9% 32.7% 32.4% 32.0%

経費比率 22.6% 23.0% 22.2% 21.9% 21.5%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 1,022,107 807,695 896,208 824,261 887,255

162,684 172,000 200,000 200,000 200,000

850,040 635,695 696,208 624,261 687,255

資本的支出 1,625,157 1,190,018 1,335,058 1,192,214 1,312,671

うち建設改良費 177,967 190,696 250,000 250,000 250,000

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 3,245 132,068 0 0 0

うち器械及び備品取得費 174,722 58,628 250,000 250,000 250,000

うち無形固定資産取得費 0 0 0 0 0

うち企業債償還金 1,447,190 999,322 1,085,058 942,214 1,062,671

▲ 603,050 ▲ 382,323 ▲ 438,850 ▲ 367,953 ▲ 425,416資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 93.9 93.6 95.3 95.9 96.7

2 医業収支比率 % 61.8 62.0 71.3 72.0 72.8

3 純医業収支比率 % 75.8 74.2 72.7 73.3 74.0

4 給与費比率(対医業収益) % 91.2 86.0 81.2 80.5 79.8

5 材料費比率(対医業収益) % 36.8 39.2 36.2 35.8 35.2

6 薬品費比率(対医業収益) % 11.3 12.0 10.8 10.6 10.5

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 105.9 102.1 88.8 88.1 87.3

8 新入院患者数 人 2,993 3,188 3,254 3,291 3,330

9 新外来患者数 人 5,225 6,425 6,838 6,945 7,053

10 延入院患者数 人 42,639 47,295 48,271 48,831 49,401

11 延外来患者数 人 71,873 77,207 82,173 83,456 84,765

12 病床利用率 % 56.4 77.6 79.2 80.1 81.0

13 平均在院日数 日 14.2 14.8 14.8 14.8 14.8

14 紹介患者数 人 2,325 2,450 2,550 2,650 2,750

15 紹介率 % 50.4 51.5 52.5 54.0 55.0

16 逆紹介率 % 73.1 74.0 74.5 75.0 75.0

17 患者１人１日当たり入院診療収入 円 92,860 91,823 92,741 93,668 94,605

18 患者１人１日当たり外来診療収入 円 11,914 11,910 11,981 12,053 12,125

19 医師数(常勤)各年度末現在 人 36 35 35 35 35

20 常勤医師１人当たり医業収益 千円 135,572 152,322 157,864 161,290 164,804

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 経カテーテル的大動脈弁置換術(TAVI) 件 33 35 37 39 40

2 大動脈ステント術 件 45 45 50 55 65

3 ガンマナイフ治療件数 件 369 400 430 460 500

4 脳神経外科緊急手術 件 10 10 10 10 10

5 てんかん外科的治療 件 9 10 14 16 18

6 カテーテル心筋焼灼術 件 252 255 260 270 280

7 心臓ＭＲＩ検査件数 件 224 225 230 230 230

8 総手術件数 件 1,356 1,400 1,700 1,900 2,100

2 急性期リハビリテーションの充実 9 早期リハビリテーション加算件数 件 10,367 10,400 10,450 10,500 10,500

10 救急患者受入数 件 2,498 2,600 2,700 2,800 3,000

11 要入院救急患者受入数 件 1,392 1,400 1,000 1,200 1,400

12 年間治験実施件数 件 1 1 1 1 1

13 年間受託研究実施件数 件 15 15 18 20 20

5 14 在宅復帰率(一般病棟) % 95.8 95.0 95.0 95.0 95.0

15 地域医療連携パス適用数 件 3 5 10 15 18

16 地域医療機関への訪問回数 件 4 4 8 12 16

7 専門・認定看護師資格取得の促進 17 専門・認定看護師有資格者割合 ％ 4.4 4.4 4.4 5.2 5.6

8 臨床研修医の確保・育成 18 臨床研修医の受入人数 人 14 8 10 12 13

19 IA総報告件数 件 1,167 1,217 1,267 1,317 1,366

20 レベル3b以上発生件数 件 17 14 11 8 6

21 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

22 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 10 患者満足度の向上

医療安全管理の徹底 9 安全管理の徹底

地域との連携強化 6 地域医療機関との連携強化

医療従事者の確保
・育成

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化

1 高度専門的な医療の提供

3 救急患者受入件数の増加

4 治験や受託研究の推進
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ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

１  

収入の

確保 

【医師確保】 

・麻酔科医師をはじめと

する医師確保（派遣元

大学との継続的な調

整） 

・大学医局への医師派遣要

請の継続とともに、人材

紹介会社の利用や研修医

からの育成等の体制強化

の必要性 

・内科医師をはじめとする医師確

保（派遣元大学との継続的な

調整等） 

【手術件数の増加】 

・地域医療機関との関係

強化や救急受入体制の

強化による手術適用対

応患者の増加 

・経カテーテル的大動脈

弁置換術(TAVI)など、

高度先進的な手術症例

の増加 

・健診、ドック等の更な

る充実と手術適用とな

るハイリスク患者の抽

出 

・患者数が減少傾向にある

ため、今まで以上の地域

医療機関との関係強化及

び救急受入体制の強化等

に努める必要がある 

・地域医療機関との関係強化や救

急受入体制の強化による手術適

用対応患者の増加 

・経カテーテル的大動脈弁置換術

(TAVI)など、高度先進的な手術

症例の増加 

・健診、ドック等の更なる充実と

手術適用となるハイリスク患者

の抽出 

【DPC 係数(機能評価係数

Ⅱ)の向上】 

（効率性指数の向上） 

・全国平均より長い DPC

術前日数の短縮化 

・在院期間Ⅱ超患者の在

院期間の短縮化等によ

る在院日数の適正化 

（後発医薬品指数の向

上） 

・後発医薬品の使用促進 

・病床稼働率が低下する

中、在院期間が長期化す

る傾向にある 

・後発医薬品使用体制加算

2 は取得済であり、加算

1 取得要件である使用割

合 85％の維持を目指す

が、使用頻度の高い先発

医薬品は概ね切替済みで

あるため、使用割合の伸

びが鈍化している 

（効率性指数の向上） 

・全国平均より長い DPC 術前日数

の短縮化 

・在院期間Ⅱ超患者の在院期間の

短縮化等による在院日数の適正

化 

・後発医薬品の使用促進 

【病床運用の効率化によ

る稼働率向上】 

・病床管理責任者を中心

とした効率的な病床コ

ントロールの実施 

・病床稼働率が低下傾向に

あるため、実態に合わせ

た効率的な病床運用を行

い、稼働率の向上を図る

必要がある 

・病床管理責任者を中心とした効

率的な病床コントロールの実施 

【ICU の稼働率向上】 

・人員体制の強化と重篤

な救急患者受入れによ

る ICU 稼働率の向上 

・病床稼働率が低下傾向に

あるため、実態に合わせ

た効率的な病床運用を行

い、稼働率の向上を図る

必要がある 

・効率的な病床運用等による ICU

稼働率の向上 



172 
 

 
  

 【新規の施設基準等の取

得】 

・新規の施設基準算定に

向けた体制強化 

(地域連携夜間・休日診

療料、院内トリアージ

実施料) 

・施設基準等の取得・維持

のため、施設基準等の担

当部署と実施部署の連携

強化 

・新規の施設基準算定に向けた体

制強化 

２  

経費の

削減 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による

適正な管理と実在数の

把握 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競争

による価格圧縮 

・各部署における棚卸在庫

数の把握については一部

未達成 

・ベンチマークデータのよ

り効果的活用方法の更な

る検討が必要 

・確実な実地棚卸による適正な管

理と実在数の把握 

・ベンチマークデータや納入業者

の公正な競争による価格圧縮 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進

による医薬品費総額の

削減と、機能評価係数

Ⅱの更なる向上 

・後発医薬品使用割合は増

加傾向にあるものの、使

用頻度の高い先発医薬品

は概ね切替済みであるこ

と、後発医薬品の存在し

ない高単価の医薬品が多

いことから、使用割合の

伸びが鈍化傾向にある 

・後発医薬品の使用促進による医

薬品費総額の削減と、機能評

価係数Ⅱの更なる向上 

【委託費の適正化】 

・物品管理業務を中心と

した業務改善の実施 

・職員の増員困難の結果、

業務委託依存度が高まる

一方、その委託費自体も

人件費の増高等を要因と

して増加傾向にある 

・物品管理業務を中心とした業務

改善の実施 

【夜勤対応可能な看護師

の増加】 

・看護師の夜勤対応可能

日数の増加による看護

師定数の適正化 

・育児短時間勤務を利用し

復帰する職員に対して、

スムーズに夜勤が開始で

きるよう、産前休暇前か

ら説明していく必要があ

る 

・看護師の夜勤対応可能日数の増

加等による看護師定数の適正化 
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３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

【救急患者受入件数の増

加】 

・救急患者受入れによる

市原医療圏、山武長生

夷隅医療圏の救急基幹

センターとしての地域

医療への貢献 

・救急搬送患者の受入強

化による患者数の増加 

・医師会との連携の強化

と、断り事例の分析に

よる受入体制の検証 

・地元医師会への救急体

制や夜間休日等の当直

情報の提供 

・消防救急隊との定期的

な症例検討会の実施に

よる、安心できる搬送

システムの推進 

・脳神経外科医の転出によ

り、脳卒中患者等の 24時

間 365 日の受入れが困難

となっている（現在は平

日の他、夜間週 2 日受入

れ） 

・救急患者受入れによる市原医療

圏、山武長生夷隅医療圏の救

急基幹センターとしての地域

医療への貢献 

・救急搬送患者の受入強化による

患者数の増加 

・医師会との連携の強化と、断り

事例の分析による受入体制の

検証 

・地元医師会への救急体制や夜間

休日等の当直情報の提供 

・消防救急隊との定期的な症例検

討会の実施による、安心でき

る搬送システムの推進 

【高度専門的な医療の提

供】 

・経カテーテル的大動脈

弁置換術(TAVI)、ガン

マナイフ治療など、高

度先進医療の提供 

・急性心筋梗塞や急性心

不全に対する治療技術

等の向上 

・高度専門的な治療技術等

の向上に努めるととも

に、治療件数の増加を図

る必要がある 

・経カテーテル的大動脈弁置換術

(TAVI)、ガンマナイフ治療な

ど、高度先進医療の提供 

・急性心筋梗塞や急性心不全に対

する治療技術等の向上 

 ＜新規＞ 【遠隔診療の推進】 

・立地条件、周辺の公共交通機関

の状況等を踏まえ、遠隔診療

を積極的に推進 

【地域中核病院としての

役割】 

・地域医療支援病院の指

定を目指す 

・増加傾向にあるものの、

指定要件の紹介率 50％、

逆紹介率 70％は未達成 

・地域医療支援病院の指定を目指

す等地域中核病院としての役

割を果たす 

【急性期リハビリテーシ

ョンの充実】 

・心疾患、脳血管疾患を

はじめとした早期リハ

ビリテーションの実施

充実 

・脳卒中担当医師の転出に

より、脳神経系の患者の

早期リハビリテーション

に支障が生じている 

・心疾患をはじめとした早期リハ

ビリテーションの実施充実 
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【クリティカルパスの推

進】 

・多職種によるアウトカ

ム重視型の電子クリテ

ィカルパス策定によ

る、業務改善、診療の

質向上 

・患者用クリティカルパス

を 1 部署 1種以上とした

が未達成 

・多職種によるアウトカム重視型

の電子クリティカルパス策定

による業務改善、診療の質向

上 

【治験の推進】 

・症例検討会、受託研

究、治験業務等の更な

る推進 

・受託研究実施件数と比べ

て、治験の実施件数が低

調 

・症例検討会、受託研究、治験業

務等の更なる推進 

【在宅復帰に向けたサポ

ート】 

・在宅復帰率の向上 

・「入院時支援加算 1/入退

院支援加算 1」（R02.9 算

定開始）の要件を遵守 

・より早期に退院支援を要

する患者の抽出と支援を

チームで取り組んでいく

必要がある 

・在宅復帰率の向上 

４  

地域と

の連携

強化 

【地域医療機関との連携

強化】 

・担当医(診療科別)の紹

介元医療機関への訪問

活動等の強化（診療科

毎に月の目標値を設

定） 

・講演会・症例検討会の

開催、地域医師会会合

への参加 

・患者・地域医療機関へ

の PRの強化（パンフ・

院内掲示板・広報誌

等） 

・連携医アンケートの実

施と結果報告（訪問） 

・診療情報提供書の作成

徹底と、紹介元の医療

機関の逆紹介の徹底に

よる連携体制強化 

・新型コロナウイルスの影

響により、地域の医療機

関への訪問活動、研修会

の開催等、地域医療機関

との連携強化の活動の実

施が困難 

・担当医(診療科別)の紹介元医療

機関への訪問活動等の強化（診

療科毎に月次目標値設定） 

・講演会、症例検討会の開催、地

域医師会会合への参加 

・患者、地域医療機関への PRの

強化（パンフ、院内掲示板、

広報誌等） 

・連携医アンケートの実施と結果

報告（訪問） 

・診療情報提供書の作成徹底と、

紹介元の医療機関への逆紹介

の徹底による連携体制強化 

【地域医療連携パスの推

進】 

・地域医療機関を交えた

調整による地域医療連

携パスの適用種類と適

用数の拡大 

・地域医療連携パスの合

同作成・推進 

・脳神経外科診療の縮小に

伴う患者数の減少によ

り、千葉県共用脳卒中地

域医療連携パスが減少 

・SCU（脳卒中：急性期の集

中的治療）が廃止となり

要件変更のためパスは未

適応、転院時に運用とし

て活用 

・地域医療機関を交えた調整によ

る地域医療連携パスの適用種

類と適用数の拡大 

・地域医療連携パスの合同作成・

推進 
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５  

医療従

事者の

確保・

育成 

【専門・認定看護師資格

の取得促進】 

・専門スタッフの育成に

よる専門的な看護の実

践 

・現認定看護師の高年齢化

対策（平均年齢 49.5 歳：

R02.9 現在） 

・後進の人材育成が急務で

あり、計画的な支援が必

要 

・人材育成のための手段を

具体的に示すとともに、

若い看護師のキャリアア

ップニーズを刺激する仕

組みづくりが必要 

・次世代の認定看護師を育成する

仕組みづくりの実施 

【指導医及び臨床研修医

の確保・育成】 

・新専門医制度における

総合診療科の基幹病院

としての魅力的な研修

プログラム作成、研修

環境の整備による研修

医の確保 

・総合診療専門医養成プロ

グラムを作成し、募集を

かけているが、採用者が

いないため、引き続き広

報活動等が必要 

・新専門医制度における総合診療

科の基幹病院としての魅力的な

研修プログラム作成と研修環境

の整備による研修医の確保 

【研修の充実、学会発

表、論文発表等の増

加】 

・医療・看護の知識と技

術の向上を目的とした

院内外への研修参加の

促進（他施設への派

遣、海外研修等を含

む） 

・学会発表、国際、国内

学会への参加励行 

・雑誌等への積極的な投

稿の促進 

・他施設主催の研修参加

の推進 

・働き方改革を推進する

中、通常業務とのバラン

スを取りながら取り組ん

でいく必要がある 

・医療・看護の知識と技術の向上

を目的とした院内外への研修

参加の促進（他施設への派

遣、海外研修等を含む） 

・学会発表、国内外学会への参加

励行 

・雑誌等への積極的な投稿の促進 

・他施設主催の研修参加の推進 

 ＜新規＞ 【働き方改革の推進】 

・時間外勤務の縮減等を推進し、

医療従事者の勤務環境の改善

を図る 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

【医療安全意識の徹底】 

・千葉県医療安全管理指

針の改定に伴う当院の

医療安全管理指針の改

定及び職員への周知徹

底 

・医療安全管理のための

職員研修の実施及び受

講率向上のための出席

状況の把握と職員への

働きかけ 

・医療安全管理指針及び要

綱については継続して職

員・患者家族等への周知

する必要がある 

・医療安全研修の参加は

年々上昇しているが、

100％を達成していない 

・千葉県医療安全管理指針及び要

綱の職員への周知・徹底及び

患者家族等への周知 

・医療安全管理のための職員研修

の実施及び受講率向上のため

の出席状況の把握と職員への

働きかけ 
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【医療安全機能の強化】 

・医療安全管理委員会及

びリスクマネジメント

委員会の適切な運営 

・医療安全カンファレン

スにおけるインシデン

ト・アクシデントの内

容検討及び改善方策の

実施 

・リスクマネージャー会議

における事故防止対策及

び予防のための検討等に

ついては、医師の参加を

増やす必要がある 

・部署でのインシデントカ

ンファレンスに医療安全

管理室職員が参加する必

要がある 

・医療安全管理委員会、リスクマ

ネジメント委員会の適切な運

営及び医師参加の促進 

・医療安全カンファレンスにおけ

るインシデント・アクシデン

トの内容検討及び改善方策の

実施 

【インシデント・アクシ

デント件数の管理】 

・インシデント・アクシ

デント事象の適切な把

握と組織的な管理体制

による対策強化 

・医療安全管理委員会、

リスクマネジメント委

員会を通じた情報共有

の徹底 

・院内で起きている事象の

把握に向けて、インシデ

ント報告数の増加を図る

必要がある 

・インシデント・アクシデント事

象の適切な把握と組織的な管

理体制による対策強化 

・医療安全管理委員会、リスクマ

ネジメント委員会を通じた情

報共有の徹底 

７  

患者サ

ービス

の向上 

【外来待ち時間の短縮】 

・要因分析による待ち時

間の改善検討 

・外来採血運用と検査結

果までの時間検証によ

る効率化の検討 

・外来待ち時間の短縮のた

めに予約システムの予約

枠設定の適正化を図る必

要がある 

・患者 1 人当たり診療時間

の客観的試算による枠内

人数決定、予約センター

に予約枠設定の権限を持

たせるなどの方策が必要

である 

・外来採血に関しては、配

置人数について、必要性

を含めて、看護局と検査

部で検討を行う必要があ

る 

・予約センターの運用の効率化 

・外来採血の実施体制の検討 

【患者の接遇満足度の向

上】 

・接遇研修と実践による

クレームの低減 

・常に患者など利用者側に

立った医療の提供が必要 

・接遇研修と実践によるクレーム

の低減 
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⑥佐原病院 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 

  

＜収益的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

病院事業収益 4,015,800 4,385,060 4,385,053 4,467,614 4,552,052

医業収益 2,790,030 3,158,931 3,452,017 3,524,396 3,598,521

入院収益 1,823,442 2,041,121 2,248,220 2,295,358 2,343,634

外来収益 903,550 985,849 1,106,810 1,130,017 1,153,783

医業外収益 1,195,024 1,226,128 933,036 943,218 953,531

負担金交付金 631,016 697,350 789,274 799,456 809,769

病院事業費用 5,113,443 5,357,102 5,811,129 5,880,451 5,950,623

医業費用 4,852,486 5,115,869 5,569,435 5,636,604 5,704,599

給与費 3,270,539 3,450,534 3,495,046 3,540,132 3,585,800

材料費 530,223 569,759 603,407 633,803 665,293

経費 790,845 824,200 1,151,272 1,142,959 1,133,797

減価償却費 234,968 222,387 319,710 319,710 319,710

医業外費用 218,196 238,283 241,694 243,847 246,024

純利益（損失） ▲ 1,097,643 ▲ 972,042 ▲ 1,426,075 ▲ 1,412,837 ▲ 1,398,572

医業収支(収益-費用) ▲ 2,062,456 ▲ 1,956,938 ▲ 2,117,418 ▲ 2,112,208 ▲ 2,106,079

経常収支比率 78.6% 81.9% 75.5% 76.0% 76.5%

医業収支比率 57.5% 61.7% 62.0% 62.5% 63.1%

給与費比率 117.2% 109.2% 101.2% 100.4% 99.6%

材料費比率 19.0% 18.0% 17.5% 18.0% 18.5%

経費比率 28.3% 26.1% 33.4% 32.4% 31.5%

比

率

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資本的収入 1,189,611 210,883 411,463 543,016 585,004

1,031,000 66,000 200,000 200,000 200,000

146,131 136,380 211,463 343,016 385,004

資本的支出 324,358 287,686 569,300 830,622 912,752

うち建設改良費 86,809 80,060 250,000 250,000 250,000

うち土地取得費 0 0 0 0 0

うち建物取得費 46,523 38,830 0 0 0

うち器械及び備品取得費 37,548 41,230 250,000 250,000 250,000

うち無形固定資産取得費 0 0 0 0 0

うち企業債償還金 237,549 207,626 319,300 580,622 662,752

865,253 ▲ 76,803 ▲ 157,837 ▲ 287,606 ▲ 327,748資本的収支

うち他会計負担金

うち企業債
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ⅱ経営指標に係る数値目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

ⅲ医療機能等指標に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R2 R3 R4 R5 R6
実績 目標 目標 目標 目標

1 経常収支比率 % 78.6 81.9 74.7 75.2 75.7

2 医業収支比率 % 57.5 60.2 60.2 60.7 61.3

3 純医業収支比率 % 70.3 68.9 61.2 61.7 62.2

4 給与費比率(対医業収益) % 117.2 109.2 101.2 100.4 99.6

5 材料費比率(対医業収益) % 19.0 19.7 19.8 20.3 20.8

6 薬品費比率(対医業収益) % 8.8 9.4 10.1 10.4 10.6

7 給与費・委託費合計額比率(対医業収益) % 131.9 123.9 113.9 112.8 111.6

8 新入院患者数 人 2,208 2,598 2,836 2,869 2,904

9 新外来患者数 人 11,300 12,544 13,957 14,123 14,291

10 延入院患者数 人 40,784 46,241 50,479 51,078 51,687

11 延外来患者数 人 92,428 90,205 100,370 101,560 102,772

12 病床利用率 % 65.9 71.6 78.1 79.1 80.0

13 平均在院日数 日 18.4 15.0 15.0 15.0 15.0

14 紹介患者数 人 2,456 2,598 2,836 2,869 2,904

15 紹介率 % 34.8 36.2 35.6 35.6 35.6

16 逆紹介率 % 20.8 20.0 20.0 20.0 20.0

17 患者１人１日当たり入院診療収入 円 44,710 44,141 44,538 44,939 45,343

18 患者１人１日当たり外来診療収入 円 9,776 10,929 11,027 11,127 11,227

19 医師数(常勤)各年度末現在 人 15 16 16 16 16

20 常勤医師１人当たり医業収益 千円 186,002 197,433 215,751 220,275 224,908

収
入
確
保

テーマ 経営指標 単位

収
支
改
善

経
費
削
減

R2 R3 R4 R5 R6
中項目 小項目 単位 実績 目標 目標 目標 目標

1 救急患者受入件数の増加 1 救急患者受入数 件 5,005 6,495 7,090 7,173 7,260

2 地域における中核医療の提供 2 手術件数 件 836 896 978 990 1,002

3 地域包括ケア病棟稼働率 % 86.0 90.0 90.0 90.0 90.0

4 在宅復帰率(一般病棟) % 94.9 90.0 90.0 90.0 90.0

5 在宅復帰率(地域包括ケア病棟) ％ 88.0 95.0 95.0 95.0 95.0

6 訪問診療件数 件 593 815 815 815 815

7 訪問看護件数 件 11,816 12,000 12,000 12,000 12,000

8 在宅看取り件数 件 65 70 70 70 70

9 居宅在宅支援事業所年間利用者数 件 539 420 432 444 456

4 予防医学の推進 10 人間ドック受診者数 件 330 420 420 420 420

5
地域住民・医療機関を対象とする
講演会開催の推進

11 講演等の回数 件 7 6 12 12 12

12 地域医療機関への訪問回数 件 62 50 80 80 80

13 地域医療連携協議会参加回数 件 8 11 12 6 6

7 専門・認定看護師資格取得の促進 14 専門・認定看護師有資格者割合 ％ 5.6 5.6 5.6 6.6 7.2

8 臨床研修医の確保 15 臨床研修医の受入人数 人 14 14 14 14 14

9 災害拠点病院としての体制強化 16 千葉地域DMAT登録隊員数 人 9 9 9 9 9

22 IA総報告件数 件 1,083 1,200 1,350 1,500 1,600

23 レベル3b以上発生件数 件 12 11 10 9 8

24 患者満足度(入院) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

25 患者満足度(外来) 点 ー(※) 60 前年度実績＋５点
前年度実績
＋５点

前年度実績
＋５点

※令和３年度に調査を刷新したため、比較対象としない。

患者サービスの向上 11 患者満足度の向上

地域との連携強化
6 地域医療機関との連携強化

医療従事者の確保
・育成

医療安全管理の徹底 10 安全管理の徹底

テーマ
医療機能指標・具体的な取組

果たすべき役割を踏ま
えた機能強化 3 シームレスな在宅復帰に向けた支援



179 
 

ⅳ目標達成に向けた具体的な取組 

機能強化 

の方向性 
具体的な取組 課題 取組の方法 

１  

収入の

確保 

 

【医師確保】 

・千葉大学医局等への積

極的な要請と、医師増

員による新規患者の確

保 

 

・医師増員が困難 

・大学医局の医師派遣能力

の低下 

・医師確保において魅力を

欠く病院設備や立地、給

与を含む雇用条件等 

・県立病院群での医師ロー

テーションの徹底 

 

・特定の大学医局に偏らない医師

の派遣要請の実施 

・柔軟な勤務形態や給与制度にイ

ンセンティブを設けるなどの雇

用条件の改善を検討 

・200 床未満化による在宅療養支

援病院の届出など、病院の魅力

を上げ、県修学資金地域枠を利

用した医師の確保を図る 

 

【手術件数の増加】 

・医師の増員に伴う手術

対象領域の拡大と件数

の増加 

 

・医師の増員が困難 

・主に外科の患者数減少に

よる手術件数の減少 

・当院で対応可能な外科症

例患者が他の大きな医療

機関に紹介されている現

状 

・脳神経外科の常勤医師が

1 名のため、術式が限定

される 

・医師確保の取組の継続的実施 

・医師による地域医療機関への訪

問活動や連携会議の開催等によ

り地区医師会、地域医療機関、

大学病院等との関係を強化 

・他の大病院等へ流れる外科症例

患者を引き戻し、手術件数の増

加を図る 

 

【入院患者数の増加】 

・医師、理学療法士、作業

療法士等の増員、入院受

入体制の強化による患

者数の増加 

 

・医師の増員が困難 

・医療安全の視点から医師

が担当できる入院患者数

には限度があり、常勤医

が増加していない中で入

院患者数の増加は困難 

・地域包括ケア病棟の稼働

率を上げるため、総合診

療担当医師の確保が必要 

 

・専門領域を問わず総合診療がで

きる医師、理学療法士等の増員

に伴う入院受入体制の強化によ

る患者数の増加 

・医師による地域医療機関への訪

問活動や連携会議の開催等によ

り関係を強化し、地域外へ流れ

る患者を引き戻し、入院患者と

手術件数の増加を図る 

・夜間休日の救急受診率を上げ、

入院患者や手術症例の増加を図

る 

・看護師等の医師以外のメディカ

ルスタッフのスキルアップによ

る、医師に頼らない医療体制の

構築 

【DPC の各種係数の増加】 

・効率性係数、カバー率

係数の上昇 

・病棟と地域医療連携室

の連携により早期から

退院調整を実施し、在

院日数の短縮化を図る 

 

・地域包括ケア病棟への転

棟が少ない 

・カバー率係数の上昇には

常勤医が不足しており、

多様な疾患の受入れが困

難 

 

・退院支援の介入、地域包括ケア

病棟への転棟を進めることによ

り効率化係数の上昇を図る 

・常勤医師の採用活動を継続し、

幅広い疾患を受入れ、多様な治

療に取り組むことでカバー率係

数の上昇を図る 
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 【新規の施設基準等の取

得】 

・新規の施設基準取得に

向けた体制強化 

（総合評価加算、がん

患者指導管理料Ⅰ、認

知症ケア加算Ⅱ、心大

血管リハビリテーショ

ン料） 

・高齢者への認知機能ス

クリーニングの実施強

化 

 ・施設基準を見直し、新規で届出

ができるものと辞退をするもの

の選定を行う 

・届出可能な施設基準は院内体制

が整い次第届出 

・在宅療養支援病院（機能強化

型）の届出を行い算定可能な施

設基準の算定を行う 

 

２  

経費の

削減 

 

【診療材料費の削減】 

・確実な実地棚卸による

適正な管理と実在数の

把握 

・診療材料の購入データ

の適切な管理 

・ベンチマークデータや

納入業者の公正な競争

による価格圧縮 

・棚卸による管理のみで、

病棟実態による管理や同

種同効品の検討が不足 

・人事異動に伴う引継ぎの

徹底 

 

・引続きベンチマークデータを根

拠として納入業者と交渉し、価

格圧縮を図る 

・棚卸による適正管理の徹底を図

ると共に同種同効品の検討や定

数在庫の見直しを図る 

 

【医薬品費の削減】 

・後発医薬品の使用促進

による医薬品費総額の

削減 

・後発医薬品の使用割合の

上昇による医薬品費の削

減余地の減少 

 

・生物学的製剤のバイオシミラー

への採用変更及び採用促進 

・院内フォーミュラリーの検討 

 

【時間外勤務の縮減】 

・時間外勤務の縮減による

給与費の抑制(可能な範

囲で) 

 

・目標を達成していない部

署の現状把握に留まって

いる 

 

・部署ごとに前年度の 90％目標

を継続 

・目標が達成できていない部門の

時間外について、適正かどうか

確認し、縮減に努める 

３  

果たす

べき役

割を踏

まえた

機能強

化 

 

【救急患者受入体制の強

化】 

・救急搬送患者の受入強

化による患者数の増加 

・断り事例の分析による

受入体制の整備 

・救急隊との連携強 

（近隣消防署への訪問・

情報交換など） 

・夜間休日の救急受入受診

率の上昇 

・夜間休日の救急対応が非

常勤医師であるため患者

の受入にばらつきがある 

 

・特に、夜間休日の救急搬送患者

の受入強化による患者数の増加 

・断り事例の分析及び救急専門医

の指導による受入体制の整備 

・救急隊との連携強化（近隣消防

署への訪問・情報交換など） 

・ダイレクトコール等による連絡

の簡素化等による交渉時間の短

縮化に取り組む 
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【在宅医療提供体制の整

備】 

・在宅復帰率の向上 

・訪問看護ステーショ

ン、居宅介護支援事業

所の機能強化による地

域医療ニーズの充足 

・訪問看護ステーション

の開設による外来患者

の増加 

 

・訪問看護ステーションの

活動エリアが広範囲（半

径 30㎞）であり、訪問看

護師の移動等の負担が大

きい 

・臨時訪問看護件数の増加

R01:533 件 R02:570 件 

・訪問診療に訪問看護師が

同行するため、訪問看護

件数の調整が必要 

・増加するかとり地域在宅

医療支援センター登録患

者への訪問看護・訪問診

療の対応 

・在宅復帰率の維持 

・訪問看護及び訪問診療件数の増

加に伴う訪問看護師の負担軽減

を図るため、訪問看護ステーシ

ョンサテライト事業所の検討、

設置を行う 

・訪問診療担当看護師の確保によ

る訪問診療及び訪問看護件数の

増加 

・グループホームなどへの訪問診

療件数の増加を図る 

４  

地域と

の連携

強化 

 

【地域医療機関との連携

強化】 

・担当医(診療科別)による

紹介元医療機関への訪

問活動等の強化 

・地域医療連携協議会等を

通じた地域医療機関と

の関係強化 

・地域住民を対象とする健

康教室、地域の医療従事

者を対象とする研修会

等の継続的実施 

・紹介元地域医療機関への

逆紹介徹底による関係

強化 

 

・地域医療連携室の看護

師、MSW による地域医療

機関への訪問回数は増え

たが、集患につながって

いない 

・医療機関情報にアクセス

しやすくなり、直接高度

医療機関を選択する患者

が増えている 

・要望に合った市民健康教

室、医療従事者研修会の

開催 

・逆紹介の返書管理の徹底 

 

・医師との協働による地域医療機

関へ訪問活動等の強化 

・地域医療連携協議会等を通じた

地域の医療機関との関係強化 

・地域医療機関や関連機関とのオ

ンラインを活用した連携会議体

制の構築検討 

・高度医療機関からの術後フォロ

ーや胆のう炎などの緊急手術が

必要な地域住民の受入れを強化

するために高度医療機関への訪

問活動の強化 

・地域住民を対象とする健康教室

や地域の医療従事者を対象とす

る研修会等の継続実施 

・紹介元地域医療機関への逆紹介

の徹底による関係強化 

５  

医療従

事者の

確保・

育成 

 

【専門・認定看護師資格

の取得促進】 

・認定看護師が積極的に

専門性を発揮できるよ

うな支援を継続 

 

・認定看護師を目指す看護

師の発掘と育成 

・認定看護師のスキルアッ

プ 

・看護師長のスタッフとの

対話スキルの向上 

・認定看護師を目指す看護師の発

掘と育成 

・認定看護師が現場でロールモデ

ルとなり、横断的かつ計画的に

活動できるよう支援する 

・認定看護師が問題解決思考を活

用し、院内の課題解決に関わる 

・スタッフの強みを引き出せるよ

うな看護師長による戦略的対話

の実施 



182 
 

【指導医及び臨床研修医

の確保・育成】 

・指導医の確保による臨床

研修の強化と、臨床研修

医の受入人数の増加 

・新専門医制度における総

合診療科の研修プログ

ラムへの研修施設とし

ての参加に向けた、研修

環境整備による研修医

の確保 

・臨床研修指定病院の指定

基準の改正により、臨床

研修地域医療分野の対象

が 200 床未満病院になっ

た 

・地域医療を目指す医師の

採用 

 

・指導医の確保による臨床研修の

強化と、臨床研修医の受入人数

の増加を図る 

・地域医療分野の臨床研修の受け

入れを行う 

 

【研修の充実、学会発表、

論文発表等の増加】 

・研修の充実、学会発表、

論文発表等の増加によ

るスキルアップ、キャリ

アパスの推進 

 

・クリニカルラダーを活用

した計画的な人材育成 

・クリニカルラダーに沿っ

た院内継続教育計画の策

定 

・看護研究、学会発表の推進 

 

・佐原病院クリニカルラダーを活

用した人材育成の実施 

・佐原病院クリニカルラダーに沿

った院内継続教育計画の策定と

実施評価 

・院内外の研修参加や e-ラーニ

ングの活用を推進し、自ら学べ

るスタッフを育成 

・外部講師を活用した看護研究へ

の取組みを推進し、積極的な学

会発表を目指す 

６ 

医療安

全管理

の徹底 

 

【医療安全意識の徹底】 

・改定された医療安全管

理指針の職員への周

知・徹底及び医療安全

意識の醸成 

・外部講師を招いた職員

研修会の実施と受講率

の向上 

 

・医療安全意識の醸成が十

分とは言えず、ポケット

マニュアルの活用やマニ

ュアル遵守が不十分 

・転倒・転落アセスメント

評価シートについて、佐

原病院の患者層に合った

適正な評価ができている

かの見直しが必要 

 

・医療安全上の問題点啓発のた

め、医療安全管理室から職員に

向け的確に情報共有を行う 

・インシデント・アクシデント事

案に対しては、早期から医療安

全管理室が介入し、情報共有や

対策などを検討 

・医療安全巡視の実施による、現

場での問題点の発見と指導、事

案に沿った研修の継続的実施 

・転倒・転落アセスメント評価の

見直しと評価表の改定 

・行動注意となる患者に対する表

示方法の検討とその実施 

 

【医療安全機能の強化】 

・医療安全管理委員会及

びリスクマネジメント

部会などの適切な運営

による院内医療安全体

制の強化 

・医療安全管理委員会を

通じ、全職員に対して

研修会への参加を促す 

・医薬品、医療機器の安

全管理の活動を通じ

て、院内の課題を職員

間で共有し解決を図る 

・診療科別・検査別インフ

ォームド・コンセント説

明文書の活用促進 

・患者認証・薬剤投与のダ

ブルチェックの精度向上 

 

・インフォームド・コンセントの

実施時の記録を充実させる 

・インフォームド・コンセント実

施時に得られた患者・家族の反

応を察知し支援する 

・患者認証やとマニュアル遵守に

ついてセルフチェックなどを定

期的に行い、個々の行動確認の

徹底 
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【インシデント・アクシ

デント件数の管理】 

・インシデント・アクシ

デント事象の適切な把

握と組織的な管理体制

による対策強化 

 

・診療部からのインシデン

ト・アクシデント報告件

数の報告割合が低い 

・インシデントレベル 0、1

の報告件数が他の県立病

院に比べ少ない 

・年間報告 1,600 件（病床数×

8）以上、医師の報告書は全体

の 7％以上を目指す 

・レベル 0、1の報告から医療安

全の意識向上を図り、更に業務

改善へ繋げていく 

 

７  

患者サ

ービス

の向上 

 

【外来待ち時間の短縮】 

・業務の効率化と業務プ

ロセスなどの見直しに

よる患者待ち時間の短

縮 

・外来受付ロビーにおけ

る総合案内の充実（看

護師を輪番制で配置） 

・外来の状況に応じて総合

案内を不在にせざるを得

ない場合がある 

・業務の効率化や業務プロセスな

どの見直しによる患者待ち時間

の短縮 

・初診患者に対するタブレット端

末等を使用した電子問診の導入

の検討 

・外来受付ロビーにおける総合案

内の充実（看護師を輪番制で配

置 

【患者の接遇満足度の向

上】 

・接遇研修と実践による

クレームの低減 

 

・患者及び患者家族への丁

寧で納得のいく説明を全

職員が徹底する必要性 

・職員間の患者を中心とし

た建設的なコミュニケー

ションの構築 

・全職員を対象とした接遇研修と

接遇チェックを継続して実施す

る 

・接遇マイスターの選出を継続し

て行い、接遇マイスターはロー

ルモデルとなり現場での指導を

行う 

・患者及び患者家族からの苦情に

対しての振り返りを行い、接遇

の向上に努める 
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⑦病院局（県立病院全体） 

ⅰ各年度の収支計画 

 

 

 
 

 

 

 

（単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
現プランの
６病院合計

病院事業収益 48,550,117 52,204,147 53,359,598 55,651,431 57,935,408 57,532,147

医業収益 31,884,351 35,374,214 36,963,628 38,940,187 39,867,306 39,782,380

入院収益 20,195,987 22,294,428 24,178,219 25,374,575 26,016,064 25,929,963

外来収益 11,320,955 12,483,301 12,413,623 13,174,097 13,453,902 13,452,522

医業外収益 16,246,552 16,823,818 16,395,970 16,711,244 18,068,102 17,749,767

負担金交付金 12,411,234 13,018,162 13,755,888 14,007,945 14,410,156 14,188,648

病院事業費用 50,782,416 57,335,973 56,612,850 58,238,541 60,812,209 60,342,442

医業費用 47,822,888 54,224,296 53,849,063 55,389,217 57,716,541 57,478,742

給与費 26,167,882 28,317,949 28,590,107 29,127,376 29,512,549 29,503,120

材料費 12,567,154 13,246,691 13,113,616 13,864,186 14,014,502 13,976,650

経費 6,533,035 7,934,138 8,011,036 8,136,734 8,347,696 8,170,661

減価償却費 2,102,571 4,005,538 4,134,304 4,260,920 5,841,794 5,828,310

医業外費用 2,625,664 3,102,540 2,763,787 2,849,325 3,095,668 2,863,701

純利益（損失） ▲ 2,232,299 ▲ 5,131,826 ▲ 3,253,252 ▲ 2,587,111 ▲ 2,876,801 ▲ 2,810,295

医業収支(収益-費用) ▲ 15,938,537 ▲ 18,850,082 ▲ 16,885,435 ▲ 16,449,030 ▲ 17,849,235 ▲ 17,696,362

経常収支比率 95.4% 91.1% 94.3% 95.6% 95.3% 95.3%

医業収支比率 66.7% 65.2% 68.6% 70.3% 69.1% 69.2%

給与費比率 82.1% 80.1% 77.3% 74.8% 74.0% 74.2%

材料費比率 39.4% 37.4% 35.5% 35.6% 35.2% 35.1%

経費比率 20.5% 22.4% 21.7% 20.9% 20.9% 20.5%

比

率

＜収益的収支＞

＜資本的収支＞ （単位：千円）

令和2年度(実績) 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
現プランの
６病院合計

資本的収入 24,886,357 6,355,666 18,778,811 12,656,447 3,412,864 3,783,983

23,025,000 4,670,000 16,802,031 10,525,340 999,000 1,356,000

1,755,792 1,526,670 1,976,780 2,131,107 2,413,864 2,427,983

資本的支出 35,965,128 7,891,400 20,076,218 14,223,018 5,439,228 5,824,395

うち建設改良費 32,853,023 5,696,069 17,403,404 11,010,073 1,227,100 1,610,700

うち土地取得費 2,463,385 0 0 0 0 0

うち建物取得費 22,602,437 4,247,915 15,939,503 873,508 100,000 100,000

うち器械及び備品取得費 6,768,823 1,218,321 1,271,250 4,886,372 1,127,100 1,271,250

うち無形固定資産取得費 794,200 1,464 0 1,087,272 0 0

うち企業債償還金 3,112,105 2,195,245 2,672,814 3,212,945 4,212,128 4,213,695

▲ 11,078,771 ▲ 1,535,734 ▲ 1,297,407 ▲ 1,566,571 ▲ 2,026,364 ▲ 2,040,412

うち企業債

資本的収支

うち他会計負担金
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第６ 機能分化・連携強化 

１ 県立病院の機能分化・連携強化に関する基本方針 

県立病院は、高度・特殊な専門医療を提供する３病院、特殊な専門医療と地域における

中核医療を担う１病院、地域における中核医療を担う１病院と、各病院が担うべき使命

が異なっていますが、それぞれの病院の機能・特性に応じて、各県立病院が立地する地域

の将来的な医療需要や地域の医療提供体制などを踏まえ、地域病院との機能分化・連携

強化が必要です。 

総務省が示している「公立病院経営強化ガイドライン」では、地域の中で各公立病院が

担うべき役割や機能を改めて見直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する

「機能分化・連携強化」を進めることが必要であるとされていることから、県が策定する

地域医療構想との整合性を図りながら、引き続き、関係部局や関係自治体・団体等との連

携を図りながら、検討を進めていきます。 

また、厚生労働省においては、地域の医療機関の外来機能の明確化・連携に向けて、 

外来機能報告制度が開始されるとともに、かかりつけ医機能の強化についても検討が行

われているところです。 

なお、県立病院として現在実施している又は実施を予定している機能分化・連携強化

の概要は以下のとおりです。 

（１）千葉県総合救急災害医療センター（救急・精神科医療における連携強化） 

高度救命救急センターである救急医療センターと、精神科救急システムの中核を担

う精神科医療センターを一体的に整備した、総合救急災害医療センターでは、高度急性

期医療と精神科救急の機能を併せ持つ病院として、病院機能の更なる強化を目指しま

す。 

ア 身体・精神合併救急患者への対応 

身体救急と精神救急の両機能を担う病院として、救急搬送困難事例となりやすい身

体・精神合併救急患者の受入れ強化を図ります。 

イ 災害時における対応 

ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴを併せ持つ病院として、地震等の自然災害をはじめ、高速道路

や鉄道等の交通災害、大規模集客施設における事故、被災地への派遣応援にあたり、

心身両面にわたる包括的な医療支援を迅速に行います。 

ウ 関係機関等との連携 

高度急性期医療については、千葉大学医学部附属病院や地域の２次救急医療機関、

精神科医療については同一施設内に整備が予定されている千葉県精神保健福祉セン
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ターとの連携や役割分担を図り、迅速かつ円滑な医療の提供を行います。 

 

（２）がんセンター（がん医療分野における連携強化） 

がんセンターは、都道府県がん診療連携拠点病院及び県内で唯一のがんゲノム医療

拠点病院に指定されており、千葉県のがん医療の中核として、がんの高度専門的な医療

拠点としての役割を果たしています。 

また、地域がん診療連携拠点病院等の地域中核病院とかかりつけ医との機能連携・分

化など、県内がん拠点病院の連携の中心的な役割を担うとともに、研修会やがん診療連

携協議会での情報共有などを通じて、県内がん診療の均てん化に貢献しています。 

令和５年８月には紹介受診重点医療機関となり、さらに診療機能を明確化したとこ

ろであり、引き続き、がん医療の中心的機関としてまた、他の医療機関で対応が困難な

希少がんなどへの対応やがん医療のモデルとなる先進的な取組を行うなど、最新の 

がん医療に質・量ともに適切に対応していきます。 

 

（３）こども病院（小児医療における連携強化） 

こども病院は、県内でも対応できる医療施設が少ない、新生児及び手術を必要とする

小児患者への対応を行う病院であり、全県対応型小児医療連携拠点病院（小児中核病

院）として県全体の３次救急医療を担うとともに、２次救急医療体制を補完・バックア

ップする機能を担っています。 

また、小児に対する高度専門医療を提供する病院として、小児医療の人材育成のため

の研修医等の受入れや、小児医学向上のための研究・調査を実施しています。 

地域医療支援病院として、引き続き地域医療機関との機能分担と連携を進めるなど、

小児医療連携体制の構築・拡充を図るとともに、安全な小児医療の提供と県内小児医療

水準の向上を支援していきます。 

 

（４）循環器病センター（循環器系疾患・てんかん医療における連携強化） 

循環器病センターは、全県対応型循環器病基幹施設として、循環器病に係る高度専門

医療を提供するとともに、市原医療圏及び隣接する山武長生夷隅医療圏の地域医療を

担っています。 

当センター周辺では、人口減少等に伴う医療需要の減少や新たな救命救急センター

の指定など、医療をめぐる環境が変化しているため、周辺の医療機関等と地域における

役割分担や連携の在り方等について協議を続けます。 
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また、循環器病センターは、県内唯一のてんかん診療拠点機関の指定を受けており、

てんかん医療を行う医療機関、福祉関係機関、てんかん患者の関係団体と連携を図り 

ながら、てんかん連携体制の構築を進めていきます。 

 

（５）佐原病院（地域医療、在宅医療における連携強化） 

佐原病院は、香取地域における急性期医療を支える地域中核病院として重要な役割

を果たしていますが、地域医療を支えるためには、地域医療構想区域内及び隣接する 

成田市等の医療提供体制との連携体制の構築が重要です。 

同じ医療圏には国保旭中央病院や香取おみがわ医療センター、近隣医療圏には成田

赤十字病院や国際医療福祉大学成田病院などの医療機関があり、救急医療の分野では、

これらの医療機関との役割分担や連携を通じて診療体制の充実を図る必要があります。 

また、将来的に安定した医師確保を図り、効果的・効率的な地域の医療提供体制を 

確保するために、県内の大学医学部、地域の公立医療機関等と連携体制を構築するなど

の取組が必要です。 

佐原病院は在宅療養支援病院の指定を受けており、今後、高齢化が進展する香取地域

において、在宅医療（訪問診療）を行っている医療機関、訪問看護ステーション、福祉

を担う関係機関等と連携を図りながら、地域の在宅医療を支えていきます。 
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第７ 医師・看護師等の確保と働き方改革 

１ 医師・看護師等の確保 

医師については、大学医局との連携やホームページ等による広報活動を行うほか、レ

ジデント制度からの採用、スキルフルドクターの活用などを行い、確保に努めてまいり

ます。 

看護師については、広報等により県立病院で働くことの魅力発信を進めるほか、採用

選考考査の工夫などにより確保を図ります。また、それぞれの病院の機能に合わせた専

門性を発揮した質の高い看護を提供するために、職員のスキルアップを図っていくこと

ができるよう、学習支援などを含めた勤務環境、制度を整えていきます。 

また、病院内の様々な業務を点検することで、各職種が働きやすい職場をつくってい

きます。 

 

２ 臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

千葉県立病院群として臨床研修医を受入れており、がんセンターを基幹病院とし、高

度専門病院と地域中核病院をローテーション研修する多様な医療を経験できるよう環境

を整備しています。臨床研修医の選択肢が多いプログラムとするなど、魅力ある臨床研

修医プログラムを提供していきます。 

 

３ 医師の働き方改革 

令和６年４月より医師に対する時間外勤務の上限規制が適用されることとなり、診療

に従事する勤務医の時間外勤務については、年９６０時間を上限とする、いわゆるＡ水

準の医療機関となり、時間外勤務の水準の範囲内に抑えるか、あるいは医療機関におい

て様々な労働時間短縮の取組を行っても、地域の医療提供体制を確保するためにやむを

得ない事情がある場合に、上限を１，８６０時間とするＢ水準等の医療機関の枠組みと

し、その指定を受ける必要があります。 

県立病院には、救急のほか、重症の患者に対し、高度で専門的な医療を提供する病院が

あり、Ａ、Ｂのいずれの水準となるべきか判断するため、令和２年度より長時間勤務とな

っている医師の勤務実態調査を行い、時間外勤務の実態把握を行いました。 

そして、令和３年度からは各病院内に働き方検討委員会を立ち上げ、時間外勤務が生

じる原因や短縮を図る上での課題や対応策の検討を通じて、医師労働時間短縮計画を策

定し、医師間における業務のタスクシェア、医師事務補助者や看護師等への業務のタス

クシフトなど時間外勤務縮減に向けた具体的な対応を実施してきました。 

さらに、総労働時間の縮減対策として、当直時間帯及び週休日等において、軽微な業務

を行っている労働性の少ない時間帯について、宿日直許可の取得に努めたところです。 

県立病院では、Ｂ水準の要件に該当するこども病院、総合救急災害医療センター、循環

器病センターについて、県の指定を受ける方向で進めているところであり、引き続き医

師の総労働時間の縮減と良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保推進の両立

に努めてまいります。 
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第８ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

  県立病院においては、これまで新型コロナウイルス感染症患者の受入れや病床確保を

行うとともに、クラスター感染が発生した施設に対して医療従事者を派遣し、利用者の

健康管理、施設のゾーニング、職員に対する感染防御指導等を実施するほか、医療従事

者及び住民等へのワクチン接種を実施してきました。 

  また、感染流行拡大時には、千葉県がんセンター旧東病棟に設置された仁戸名臨時医

療施設に医療従事者を派遣し、新型コロナウイルス感染症患者の治療にあたりました。 

  これまでの取組を踏まえ、新興感染症の感染拡大時等には、県は公立病院として、引

き続き県民の命を守るため率先して医療を提供する必要があります。そのため、平時か

ら院内の感染対策を徹底することや、感染防護具等の備蓄等に努めていきます。 

一方で、県立病院は高度専門的な医療、あるいは地域の中核病院として、通常時にお

いても重要な役割を果たしています。新興感染症の感染拡大時等には、県感染症対策本

部等の関係機関と連携し、県立病院としての役割を担っていきます。 

 

第９ 施設・設備の最適化 

１ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

中長期的な施設・設備の整備について、県立病院の老朽化等の状況を踏まえ、医療ニー

ズや採算性について十分に精査し、現場の意見を聞きながら、検討を進めていきます。 

 

２ デジタル化への対応 

病院ついては、医師をはじめ、看護師、検査技師、事務員など、様々な職種の者が業務

に関わっているほか、医療の提供にあたっては、検査や診療のほか、医薬品や診療材料の

調達、建物管理など、様々な業務が複雑に絡んでおり、デジタル化による業務の効率化が

必要です。 

  県立病院については、これまでも医療提供を行う上で必要な、電子カルテをはじめと

する基幹システム及び検査や投薬等の電子カルテに付随するシステム群の近代化及びデ

ジタル化を進めてまいりました。 

  また、勤務形態や時間が複雑である医師について、令和６年４月から時間外勤務の上

限が法制化され、医師の勤務管理がより厳格化されることに伴い、医師及び時間外勤務

を管理する職員の負担軽減と業務の効率化を図るため、ＩＣＴを活用した勤怠管理シス

テムを新たに導入することとしたほか、病院の収入・支出を管理する財務システムにつ

いて、処理能力の向上と利便性の向上を図るための改良及びシステムの更新を行うこと

としております。 

さらに、マイナンバーカードの健康保険証利用促進に向け、ポスターの掲示やチラシ

の配布など普及啓発にも努めており、今後もデジタル化の推進に努めてまいります。 
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第１０ 経営形態の見直し 

１ 経営形態の現況 

公立病院の経営形態の転換には、地方公営企業法（全部適用）、地方独立行政法人、  

指定管理者制度、民間譲渡の４つの選択肢が考えられますが、千葉県病院局では、平成

16 年４月から地方公営企業法（全部適用）により病院運営を行っています。全国でも  

令和元年度現在、395 病院がこの全部適用を採用しています。 

地方公営企業法（全部適用）は、採算性と公共性を同時に確保する手段として期待  

される一方で、職員採用や予算編成等の面で制約があり、病院の運営方針に基づく、自律

的、弾力的な経営が困難な側面があります。 

 

２ 経営形態の見直し（検討）の方向性 

地方公営企業法（全部適用）、地方独立行政法人、指定管理者制度、民間譲渡の４つ  

には、それぞれ以下のような特徴があります。 

 

区分 
地方公営企業法 

(全部適用) 

地方独立行政法人 

（非公務員型） 
指定管理者 民間譲渡 

制度等の概要 

地方公営企業法第

2 条第 3 項の規定

により、病院事業

に対し、財務規定

のみならず同法の

規定の全部を適用

する制度 

地方独立行政法人

法に基づき、地方

独立行政法人を設

立し、経営を譲渡

する制度 

地方自治法第 244

条の 2 第 3 項の規

定により、地方公

共団体が指定する

法人等に、公の施

設の管理を行わせ

る制度 

公立病院を民間の

医療法人等に譲渡

し、その経営に委

ねる方式 

設立団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 医療法人等 

管理責任者 事業管理者 
理事長  

(法人の長) 
指定管理者 医療法人等の長 

政策医療の確保 

地方公共団体の一

部(公営企業)とし

て政策医療を提供 

地方公共団体が示

した中期目標に基

づき事業を実施す

ることにより政策

医療を実施 

地方公共団体との

協定により政策医

療を実施 

譲渡条件の協議に

より政策医療を実

施 

一般会計からの 

繰入  

公営企業法に基づ

き、負担金、補助金

として繰入可能 

自治体の判断によ

り、必要な金額の

一部または全額を

交付可能 

指定管理料として

支払う 
原則としてなし 
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区分 
地方公営企業法 

(全部適用) 

地方独立行政法人 

（非公務員型） 
指定管理者 民間譲渡 

組 

織 

・ 

定 

数 

・ 

給 

与 

等 

組織 
設置条例で規定さ

れる 
理事長が決定する 

指定管理者が決定

する 

医療法人等の長が

決定する 

職員の任命  事業管理者が行う 理事長が行う 指定管理者が行う 
医療法人等の長が

行う 

職員の定数 

の設定 

条例で規定され、

職員定数の上限が

定められる 

中期計画の範囲内

で設定可能となる 

条例等による制限

は特段ない 

条例等による制限

は特段ない 

経営形態移 

行に伴う職員 

の身分・処遇 

地方公務員として

の身分が維持され

る(現状維持) 

法人職員に変更と

なるため、職員の

処遇問題について

十分な調整が必要

となる 

民間労働者に変更

となるため、職員

の処遇問題のほ

か、職員の退職が

前提となるため多

額の退職金が発生

する 

民間労働者に変更

となるため、職員

の処遇問題のほ

か、職員の退職が

前提となるため多

額の退職金が発生

する 

職員の給与 

勤務時間等 

勤務条件 

条例により独自の

給与等の設定が可

能である（ただし、

実際は一般行政組

織の給与体系に準

拠しているケース

が多い） 

法人独自の給与等

の設定が可能であ

る 

指定管理者である

事業受託者との雇

用契約及び労働協

約により決定され

る 

医療法人等との雇

用契約及び労働協

約により決定され

る 

予 

算 

・ 

契 

約 

・ 

資 

金 

調 

達  

予算編成 

議会の議決が必要

となり、また予算

編成に関して知事

部局との協議が必

要となる 

議会の議決は不要

で、中期計画の範

囲内で理事長が作

成する 

県からの指定管理

料（債務負担行為

の上限設定）は議

会の議決を要する

が、各年度の予算

は議会の議決を経

ずに、指定管理者

が作成する 

議会報告も不要

で、医療法人等が

作成する 

契約 

事業管理者が契約

者となる入札・契

約に関し、地方自

治法の制約が一定

かかる 

理事長が契約者と

なる 

指定管理者が契約

者となる 

医療法人等の長が

契約者となる 

長期資金 

調達 
起債が活用できる 

設立団体(地方公

共団体)からの借

入等 

病院事業収益と指

定管理料で賄う 

独自に資金調達を

行う 
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現在千葉県病院局が導入している地方公営企業法（全部適用）の課題は、その制度上、

採用・人事給与、予算編成等に当たり、関係部局との調整が必要であるために、意思決定

と実行までに時間がかかることがあり、自律性、弾力性に欠けることが挙げられます。 

この点において、「地方独立行政法人（非公務員型）」は、一定の公共性を担保しつつ、

予算・財務・契約、職員定数・人事等の面での制約が少ないことから、病院運営の自由度

が広がると言われています。また、権限と責任がより明確化されるため、病院を事業と 

して捉えた場合に、メリットが大きいとの見方もあります。一方で、職員の処遇について

十分な調整が必要となるほか、雇用保険法に基づく事業主負担額や退職給付引当金等の

新たな財務負担の増加と、移行に伴うコストの発生も課題となります。 

国立大学や公立大学の独立行政法人化の動きや、地方独立行政法人化した医療機関に

おいては、人事・財務面での自律性が向上し、経営上の効果を上げている事例が多いこと

を鑑みると、「地方独立行政法人」は、千葉県立病院の将来的な経営形態のあり方の選択

肢の一つとして検討に値すると考えられます。 

以上を踏まえ、今後の方向性としては、現状の経営形態（地方公営企業法全部適用）を

基本に、経営の効率化に努め、将来的には「地方独立行政法人」への移行も視野に入れて

継続的に検討していきます。 
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第１１ 本改革プランの点検・評価・公表等 

 

１ 点検・評価・公表等の体制 

改革プラン策定に当たっては、広く県民の皆様からご意見を頂くため、パブリック  

コメントを実施するとともに、策定後は速やかに県ホームページに掲載します。 

また、改革プランを着実に実行するため、外部有識者による委員会等を設置し、毎年

度、実施状況の点検・評価を行います。 

 

２ 点検・評価の時期  

改革プラン策定後、前年度の決算が確定する 11 月頃を目途に、外部有識者による   

委員会等を開催し、点検・評価を行います。 

 

３ 公表の方法 

改革プランの実施状況の点検・評価結果については、県立病院の現状について県民が

理解・評価しやすいよう、積極的な情報開示に努めるとともに、病院局のホームページを

はじめとした広報媒体等を通じて、点検・評価結果を公表します。 

 

４ プランの見直し等 

毎年度実施する点検・評価の結果や新型コロナウイルス感染症の状況、国の動向など

を踏まえて、改革プランの期間中であっても、必要に応じて見直しを検討します。 
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第１２ おわりに 

 

県立病院をはじめ、病院の経営を取り巻く環境は、少子高齢化の進行に伴う疾病構造の

変化や診療報酬・薬価の改定など、日々目まぐるしく変化しており、これらの環境変化は、

病院経営に大きな影響を与えています。 

 

これらに加え、近年では医師の働き方改革に向けた取組も行う必要が生じておりますが、

医師確保の困難性や病院の機能維持などの面から、病院経営において、さらに厳しい課題

となることが見込まれます。 

 

現在の地域医療構想は、令和７年の地域医療のあるべき姿を模索するものですが、   

これら医療を取り巻く大きな環境変化を踏まえ、今後も医療提供体制の見直しが求め  

られる、あるいは個々の病院の機能や規模など、病院のあり方が問われ続けていくことは

間違いないものと思われます。 

 

今回の本改革プラン策定の検討過程においても、県立病院の事業運営に助言する千葉県

立病院運営検討会議の委員からは、経営改善は重要であるが、これらの外的な環境変化の

内容によっては、現在の県立病院のあり方が今後求められる医療提供体制に合わなくなり、

病院の機能や規模などの再検討が必要になることも考えられるとの指摘がありました。 

 

そのような中、病院を取り巻く環境の変化に適切に対応していくためには、まずは健全

な経営状況にすることが重要であると考えます。 

 

このため本改革プランは、大変厳しい状況にある県立病院の経営を早期に改善すること

を主眼に置いた内容としています。 

 

県立病院としては、まずは本改革プランに基づいて、職員一人一人の経営意識の醸成、

効率の良い診療体制による生産性の向上、委託事業や診療材料等の医業費用削減などを 

徹底し、現在の厳しい経営状況の改善に全力で取り組んでまいります。 

 

 


